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６ 災害廃棄物の適正処理 

【廃棄物対策課】 

大規模な地震や水害等の災害時には、大量の

災害廃棄物が発生します。このため、「福岡県災

害廃棄物処理計画」に基づき、災害廃棄物の処

理について、県内廃棄物関係事業者団体と協定

を締結するとともに、九州・山口各県との間で相

互支援協定を締結し、広域的な災害廃棄物処理

に係る連携体制を構築しています。さらに県で

は、市町村における災害廃棄物処理の実効性を

高めるため、市町村災害廃棄物処理計画の策定

支援や、市町村職員等関係者に対する研修等を

行っています。 

令和５年７月からの大雨では、事前に関係団

体へ支援に向けた体制確保を要請するとともに、

発災後には被災自治体へ災害廃棄物処理に関

する必要な助言を行いました。さらに、特に大き

な被害を受けた自治体へ職員を派遣し、仮置場

の運営等に関して、必要な助言を行うとともに、

県内の市町村に対して支援を要請し、広域処理

を調整しました。 

第６章 自然共生社会の推進

◆目指す姿

県民一人一人や事業者が生物多様性の重要性を認識し、暮らしの中や事業活動において

常に生物多様性に配慮した行動がとられている社会。 

豊かな自然の保全と社会経済活動が両立し、人と生きものが環境の中で一つにつながり、

健やかにともに生きることにより成立した里地里山や里海等の地域、文化が保全される等、

生物多様性の恵みを持続的に享受できる社会。 

地域の自然や生きものに関心を持つ人々が増え、また、自然資本から得られる生物多様性

の恵みが重要な地域資源として見直され、人々の郷土愛を育んでいる社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

生物多様性プラットフォーム 
（ホームページ）のアクセス数 

177,391 件 

令和2（2020）年度 

266,100 件 

令和8（2026）年度 

2９９,４８１ 件 

令和４（202２）年度 

平尾台自然観察センターの 
利用者数 

39,980 人 

平成30（2018）年
度 

44,000 人 

令和8（2026）年度 

２２,２１２ 人 

令和４（202２）年度 

農地等の維持・保全に 
取り組む面積 

41,545 ha 

令和2（2020）年度 

42,180 ha 

令和8（2026）年度 

4１,５４６ ha 

令和４（202２）年度 

第６章では、自然共生社会の推進の取組について掲載しています。 

私たちは、自然から多くの恵みを受けて生活しています。この恵みを将来にわたって持続

的に利用するために、生物多様性の保全をはじめとした自然と共生するための様々な施策を

行っています。 
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第１節 自然環境の現況 

【自然環境課、農山漁村振興課】

１ 地形 

本県は、筑前海、豊前海、有明海の三つの海

に面しています。

主な山地としては、脊振山地（脊振山 1,055

ｍ）、英彦山地（英彦山 1,199ｍ）、釈迦岳山地

（釈迦岳 1,23０ｍ）、古処山地（古処山8６０ｍ）、

三郡山地（三郡山 936ｍ）、福智山地（福智山

901ｍ）があります。 

河川では、遠賀川、筑後川、矢部川などの大

河が平野部を形作りながら県土を縦横断して

います。遠賀川は筑豊盆地、直方平野、遠賀平

野などを形成しながら筑前海に注ぎ、また、九

重連山に源を発する筑後川と、釈迦岳山地か

ら流れ出した矢部川は、その間に県内第一の

穀倉地帯である筑後平野を形成しながら有明

海に注いでいます。 

県東部では今川をはじめとする中小河川が

豊前平野を経て豊前海に、また、県北西部では

室見川、那珂川、多々良川などが福岡平野を

経て、博多湾に注いでいます。

玄界灘に面した海岸は、弧状の砂浜海岸と

岬が交互に出現するいわゆる隆起沈降性海岸

で、海岸防風林のクロマツと相まって、白砂青

松の景観を呈しています。

２ 気候 

年間を通すと、温暖的要素が強いと言えます。

一方で日本海側に位置する福岡、北九州地方

は冬季には大陸からの寒気の影響を受け、日

本海型気候区の特徴を示しています。筑後平

野を中心とする内陸平野部は、三方を山に囲ま

れており、内陸型気候の特徴を示し、筑豊盆地

は、気温の日較差や年較差が大きく、盆地特有

の気候を示しています。

降水量は、平均で年間 1,８00 ㎜程度ありま

す。

３ 植生 

森林面積は223,640ヘクタールで、人工林

の割合が高い（約７割）のが特徴です。県内の

自然植生は標高 750～800ｍを境に、おおむ

ね上部ではブナなどの夏緑樹林帯、下部では

シイ、カシなどの照葉樹林帯となっています。

森林以外でも平尾台に広がるネザサ・ススキ

草原などの貴重な半自然的植生があります｡

４ 動物 

英彦山地など山地の自然林や、有明海、豊

前海、博多湾の干潟等は、哺乳類、鳥類、昆虫

類、甲殻類など多くの動物にとって重要な生息

地となっています。

また、九州の最北部に位置し、大陸にも近い

という地理的条件から、渡り鳥の中継地として

も重要な役割を果たしています。

本県は、山、川、海が相互に影響を及ぼしながら豊かな自然環境を形成し、多くの動植物に

よる様々な生態系が形作られています。これらの恵まれた自然を未来に引き継ぐことは、現代

に生きる我々に課せられた責任であると言えます。 
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第３節 生物多様性の保全と自然再生の推進 

〔自然公園法、福岡県立自然公園条例、福岡県環境保全に関する条例、 

瀬戸内海環境保全特別措置法、福岡県自然海浜保全地区条例、環境影響評価法、 

福岡県環境影響評価条例、福岡県希少野生動植物種の保護に関する条例〕

１ 重要地域の保全 

(1) 自然公園 

【自然環境課】 

〔自然公園法、福岡県立自然公園条例〕 

ア 現況 

自然公園は、優れた自然の風景地を保護す

るとともに、その利用の増進を図ることを目的

として指定されます。本県では国立公園 1、国

定公園 3、県立自然公園 5 地域が指定されて

おり、その総面積は 88,101 ヘクタール、県土

面積の 17.７％を占めています。

自然公園の適正な利用を図るため、国定公

園等においては、歩道、園地、野営場等の利用

施設を計画的に整備するとともに、整備した施

設の維持管理に努めています。

なお、自然公園の適正な保護及び利用の増

進を図るため、公園ごとに「公園計画」を策定し

ており、自然公園を取り巻く社会状況等の変化

に対応して、順次見直しを行っています。平成

26（2014）年 9 月には、玄海国定公園の公園

区域及び公園計画を変更しました。また、29

（2017）年 9 月には生態系維持回復計画を追

加するため、耶馬日田英彦山国定公園の公園

計画を変更しました。 

イ 自然公園の保護対策 

自然公園内で工作物の設置、土地の形状変

更等を行う場合は、許可又は届出が必要であ

り、許可に当たっては修景緑化等を指導し、自

然景観の保護に努めています。また、違反行為

の防止・自然公園の適正な利用等の普及啓発

を図るため、「自然公園指導員」や「環境保全指

導員」による指導を行っています。

特に、北九州国定公園と筑豊県立自然公園

にまたがる平尾台地区においては、オフロード

車等の違法乗入れによる自然破壊を防止する

ため、乗入れ規制地域を指定するとともに、「平

尾台地区保護管理計画」を定め、平尾台の実

情に応じた保護対策を行っています。

ウ 九州自然歩道 

九州自然歩道は、環境省の長距離自然歩道

構想に基づき、東海自然歩道に次ぐ我が国 2

番目の長距離自然歩道として整備されました。

総延長 2,932 ㎞で、このうち県内のコースは

261㎞です。 

この自然歩道は、多くの県民が四季を通じて

手軽に安全に歩くことで、豊かな自然や歴史、

文化に触れ、自然保護に対する理解を深める

ことを目的として整備されたものです。本県で

は、計画的に歩道の再整備工事を行っており、

令和４（202２）年度は、英彦山コース（添田町）

約３.２km、古処山コース（東峰村）約１.６kmに

ついて、標識・歩道橋等の整備を行いました。 

本県では、人との関わりの中で豊かな自然の姿を保ってきた自然環境が多くを占めます

が、都市周辺における開発などによる環境の改変も行われつつあります。本県では、自然公

園法の適正な運用のほか、自然環境保全基本方針を定めて自然環境保全対策を推進して

います。

自然環境保全は、「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」というワンヘルスの理念の推

進においても重要な取組の一つです。

第２節 福岡県生物多様性戦略 2022-2026 

【自然環境課】 

〔生物多様性基本法、生物多様性地域連携促進法、外来生物法〕 

生物多様性の恵みを将来にわたって享受で

きる自然と共生する社会を実現していくために

は、私たちの暮らしの中で生物多様性を育ん

でいくことが大切です。 

国内では、平成 7（1995）年の「生物多様性

国家戦略」の策定、20（2008）年の生物多様

性基本法の制定など、保全のための方針や制

度が整えられました。直近では、令和４（2022）

年 12 月にカナダ・モントリオールで開催された

生物多様性条約第１５回締約国会議（COP15）

において、平成２２（２０１０）年に採択された愛

知目標の後継となる、令和１２（２０３０）年まで

の世界目標「昆明・モントリオール生物多様性

枠組」が採択されたことを受け、国において、同

目標を踏まえた「生物多様性国家戦略２０２３-

2030」を５（２０２３）年３月に閣議決定しました。

１２（20３０）年のネイチャーポジティブ（自然再

興）の実現を目指し、生物多様性保全のための

施策を推進することとしています。 

本県では、生物多様性の保全と持続可能な

利用に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するための基本計画として平成 25（２０１３）年

3 月に「福岡県生物多様性戦略」を策定しまし

た。その後の社会情勢の変化や各種施策の実

施状況を踏まえ、令和 4（２０２２）年 3 月、新た

な戦略として「福岡県生物多様性戦略２０２２-２

０２６」を策定しました。４（２０２２）年からの5年

間では、１５の重点プロジェクトを含む 148 の

施策を実施することとしています。 

行政だけでなく、連携・協働により、中長期の

目標として２０５０年に「生きものを支え、生きも

のに支えられる幸せを共感できる社会」の実現

を目指します。 

重点プロジェクト一覧 

重点プロジェクト 

1 生物多様性情報総合プラットフォームによる情報発信 

2 自然公園等における自然体験活動の推進 

3 生物多様性に関する環境教育教材の充実・活用促進 

4 食品ロス削減の推進 

5 まちとむら交流促進 

6 里地里山における野生動物の生息状況等調査 

7 希少野生動植物種保護条例に基づく希少種保護の推

進 

8 福岡県レッドデータブックの改訂 

9 野生鳥獣の適正な管理と被害防止の推進 

10 野生動物におけるSFTS感染状況調査 

11 侵略的外来種防除マニュアル等を活用した外来種防

除の促進 

12 森林の有する公益的機能の発揮に向けた森林整備 

１３ 事業者における生物多様性保全の取組の促進 

１４ 県の各種計画における生物多様性保全等の視点の

導入 

1５ 生物多様性アドバイザー制度の利用促進 

多様な生物は生態系の中でそれぞれの役割を担って相互に影響しあい、生態系のバランス

を維持しながら、様々な恵みを人間にもたらしています。持続可能な社会を実現するには、社

会経済活動を自然環境に調和したものとすることにより、健全な生態系を維持し、自然と人間

との共生を確保することが大切です。 
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イ 自然公園の保護対策 

自然公園内で工作物の設置、土地の形状変

更等を行う場合は、許可又は届出が必要であ

り、許可に当たっては修景緑化等を指導し、自

然景観の保護に努めています。また、違反行為

の防止・自然公園の適正な利用等の普及啓発

を図るため、「自然公園指導員」や「環境保全指

導員」による指導を行っています。

特に、北九州国定公園と筑豊県立自然公園

にまたがる平尾台地区においては、オフロード

車等の違法乗入れによる自然破壊を防止する

ため、乗入れ規制地域を指定するとともに、「平

尾台地区保護管理計画」を定め、平尾台の実

情に応じた保護対策を行っています。

ウ 九州自然歩道 

九州自然歩道は、環境省の長距離自然歩道

構想に基づき、東海自然歩道に次ぐ我が国 2

番目の長距離自然歩道として整備されました。

総延長 2,932 ㎞で、このうち県内のコースは

261㎞です。 

この自然歩道は、多くの県民が四季を通じて

手軽に安全に歩くことで、豊かな自然や歴史、

文化に触れ、自然保護に対する理解を深める

ことを目的として整備されたものです。本県で

は、計画的に歩道の再整備工事を行っており、

令和４（202２）年度は、英彦山コース（添田町）

約３.２km、古処山コース（東峰村）約１.６kmに

ついて、標識・歩道橋等の整備を行いました。 

本県では、人との関わりの中で豊かな自然の姿を保ってきた自然環境が多くを占めます

が、都市周辺における開発などによる環境の改変も行われつつあります。本県では、自然公

園法の適正な運用のほか、自然環境保全基本方針を定めて自然環境保全対策を推進して

います。

自然環境保全は、「人と動物の健康と環境の健全性は一つ」というワンヘルスの理念の推

進においても重要な取組の一つです。

第２節 福岡県生物多様性戦略 2022-2026 

【自然環境課】 

〔生物多様性基本法、生物多様性地域連携促進法、外来生物法〕 

生物多様性の恵みを将来にわたって享受で

きる自然と共生する社会を実現していくために

は、私たちの暮らしの中で生物多様性を育ん

でいくことが大切です。 

国内では、平成 7（1995）年の「生物多様性

国家戦略」の策定、20（2008）年の生物多様

性基本法の制定など、保全のための方針や制

度が整えられました。直近では、令和４（2022）

年 12 月にカナダ・モントリオールで開催された

生物多様性条約第１５回締約国会議（COP15）

において、平成２２（２０１０）年に採択された愛

知目標の後継となる、令和１２（２０３０）年まで

の世界目標「昆明・モントリオール生物多様性

枠組」が採択されたことを受け、国において、同

目標を踏まえた「生物多様性国家戦略２０２３-

2030」を５（２０２３）年３月に閣議決定しました。

１２（20３０）年のネイチャーポジティブ（自然再

興）の実現を目指し、生物多様性保全のための

施策を推進することとしています。 

本県では、生物多様性の保全と持続可能な

利用に関する施策を総合的かつ計画的に推進

するための基本計画として平成 25（２０１３）年

3 月に「福岡県生物多様性戦略」を策定しまし

た。その後の社会情勢の変化や各種施策の実

施状況を踏まえ、令和 4（２０２２）年 3 月、新た

な戦略として「福岡県生物多様性戦略２０２２-２

０２６」を策定しました。４（２０２２）年からの5年

間では、１５の重点プロジェクトを含む 148 の

施策を実施することとしています。 

行政だけでなく、連携・協働により、中長期の

目標として２０５０年に「生きものを支え、生きも

のに支えられる幸せを共感できる社会」の実現

を目指します。 

重点プロジェクト一覧 

重点プロジェクト 

1 生物多様性情報総合プラットフォームによる情報発信 

2 自然公園等における自然体験活動の推進 

3 生物多様性に関する環境教育教材の充実・活用促進 

4 食品ロス削減の推進 

5 まちとむら交流促進 

6 里地里山における野生動物の生息状況等調査 

7 希少野生動植物種保護条例に基づく希少種保護の推

進 

8 福岡県レッドデータブックの改訂 

9 野生鳥獣の適正な管理と被害防止の推進 

10 野生動物におけるSFTS感染状況調査 

11 侵略的外来種防除マニュアル等を活用した外来種防

除の促進 

12 森林の有する公益的機能の発揮に向けた森林整備 

１３ 事業者における生物多様性保全の取組の促進 

１４ 県の各種計画における生物多様性保全等の視点の

導入 

1５ 生物多様性アドバイザー制度の利用促進 

多様な生物は生態系の中でそれぞれの役割を担って相互に影響しあい、生態系のバランス

を維持しながら、様々な恵みを人間にもたらしています。持続可能な社会を実現するには、社

会経済活動を自然環境に調和したものとすることにより、健全な生態系を維持し、自然と人間

との共生を確保することが大切です。 
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また、県民の心身の健康増進や自然保護意

識醸成のため、運動靴等で気軽に歩くことがで

きる入門コースを 10箇所選定しています。

福岡県の自然公園等の状況

福岡県の自然公園          （令和４年度実績）

区 分 公 園 名 
面積 

(ha) 

（内訳） 
指定年月日 

（最終変更 

年月日） 

許可、届出 

等件数 

（４年度） 

（内訳） 

特別保護 

地区 
特別地域 普通地域 

特別保護 

地区 

（許可） 

特別地域 

（許可） 

普通地域 

（届出） 

国協議等 

（協議、 

通知） 

国 立 瀬戸内海 46 - 43 3 
S31.5.1 

(H3.7.26) 
- - - - - 

国 定 

玄  海 5,870 - 5,785 85 
S31.6.1 

(H26.9.30) 
５1 - 49 1 1 

耶馬日田 

英 彦 山 
8,269 322 6,912 1,035 

S25.7.29 

(H29.9.28) 
12 2 9 1 - 

北 九 州 8,107 320 7,787 - 
S47.10.16 

(H8.10.2) 
15 6 9 - - 

小  計 22,246 642 20,484 1,120  78 8 67 2 １ 

県 立 

太 宰 府 16,568 - 1,656 14,912 
S25.5.13 

(S53.3.31) 
5 - 1 4 - 

筑  豊 8,550 - 79 8,471 
S25.5.13 

(H8.5.17) 
1 - - １ - 

筑 後 川 14,690 - 2,149 12,541 
S25.5.13 

(H4.5.13) 
2 - 1 1 - 

矢 部 川 17,830 - 910 16,920 
S25.5.13 

(H3.5.15) 
7 - 2 5 - 

脊振雷山 8,171 - 1,301 6,870 
S40.9.14 

(S50.2.15) 
- - - - - 

小  計 65,809 - 6,095 59,714  １5 - 4 11 - 

合計 88,101 642 26,622 60,837 93 8 71 13 １ 

(2) 地域指定による保全 

【自然環境課】

〔福岡県環境保全に関する条例、 

瀬戸内海環境保全特別措置法、 

福岡県自然海浜保全地区条例〕 

自然的社会的諸条件から見て、その区域に

おける自然環境の保全が特に必要な地域 4 か

所を「福岡県自然環境保全地域」として、また、

自然海浜の保全及び適正な利用を図るため、

瀬戸内海の自然海浜 3 か所を「福岡県自然海

浜保全地区」に指定しており、令和3（2021）年

には、福岡県自然海浜保全地区条例において、

自然海浜地区の指定対象の拡充を行いました。

地域内においては、工作物の設置、地形の

変更、土石・鉱物の採取等の行為について許可

又は事前届出制（自然海浜保全地区では届出

のみ）をとっています。

また、本県では、自然海浜保全地区において、

漂着ごみ等の収集及び処理業務を関係市に委

託して実施し、自然豊かな環境の保全に努め

ています。

福岡県自然環境保全地域一覧表（参照：前頁位置図）

自然環境 

保全地域名 
位  置 面  積 特  質 指 定 

猪野 
糟屋郡久山町大字猪野 

字神路山 

15.2ha 

（特別地区 15.0ha、 

普通地区 0.2ha） 

スダジイを主体とした優れた照

葉樹林 
S49. 3.30 

大島 宗像市大島字神崎 

10.7ha 

（特別地区 2.0ha、 

普通地区 8.7ha） 

ハマヒサカキを主体とした優れ

た海岸植物群落 
S50. 3. 6 

鳥屋山 朝倉市大字佐田字鳥屋 
15.71ha 

(特別地区 15.71ha) 

スダジイ・アカガシを主体とした

優れた照葉樹林 
S53. 3.31 

沖ノ島 宗像市大島字沖ノ島 
92.5ha 

（特別地区 92.5ha） 

タブノキを主体とする優れた原

生林及び野鳥の生息地 
S58. 3.31 

福岡県自然海浜保全地区一覧表（参照：前頁位置図）

自然海浜 

保全地区名 
位  置 海岸延長 特  質 指 定 

喜多久 北九州市門司区大字喜多久 1.2 km 
トベラ、マサキを優占種とした海岸林が良

好な状態で生育する自然海浜 
S57. 3. 6 

三毛門 豊前市大字沓川及び三毛門 2.0 km 

なだらかな礫混じりの砂浜が発達し、大潮

時には浅海性の周防灘沿岸有数の広大な

干潟が現れる。 

S57. 3. 6 

松江浦 豊前市大字松江 1.0 km 
なだらかな礫混じりの砂浜が発達し、大潮

時には広大な干潟が現れる。 
S62.12.24 

(3) 国定公園内での絶滅危惧植物保全の取組 

【自然環境課】 

耶馬日田英彦山国定公園の英彦山及び犬ヶ

岳地区には、福岡県レッドデータブックに掲載

されている絶滅危惧植物が多数生育しており、

豊かな生物多様性が形成されています。 

しかし、平成3（1991）年の台風19号をはじ

めとする自然災害に加え、本公園区域内で生

息域の拡大、生息数の増加が進んでいるニホ

ンジカの食害により、絶滅危惧植物の個体数の

減少やブナ群落をはじめとする森林の疎林化

や草原化、林床植生の貧弱化などが進み、貴

重な生態系が失われつつあります。 

このため、平成 26（2014）年度から英彦山、

28（2016）年度から犬ヶ岳の絶滅危惧植物の

生育状況及び生育環境の調査を行うとともに、

種子の採取を行いました。採取した種子は、保

健環境研究所で冷凍保存しています。また、採



- 128 - - 129 -

自
然
共
生

また、県民の心身の健康増進や自然保護意

識醸成のため、運動靴等で気軽に歩くことがで

きる入門コースを 10箇所選定しています。

福岡県の自然公園等の状況

福岡県の自然公園          （令和４年度実績）

区 分 公 園 名 
面積 

(ha) 

（内訳） 
指定年月日 

（最終変更 

年月日） 

許可、届出 

等件数 

（４年度） 

（内訳） 

特別保護 

地区 
特別地域 普通地域 

特別保護 

地区 

（許可） 

特別地域 

（許可） 

普通地域 

（届出） 

国協議等 

（協議、 

通知） 

国 立 瀬戸内海 46 - 43 3 
S31.5.1 

(H3.7.26) 
- - - - - 

国 定 

玄  海 5,870 - 5,785 85 
S31.6.1 

(H26.9.30) 
５1 - 49 1 1 

耶馬日田 

英 彦 山 
8,269 322 6,912 1,035 

S25.7.29 

(H29.9.28) 
12 2 9 1 - 

北 九 州 8,107 320 7,787 - 
S47.10.16 

(H8.10.2) 
15 6 9 - - 

小  計 22,246 642 20,484 1,120  78 8 67 2 １ 

県 立 

太 宰 府 16,568 - 1,656 14,912 
S25.5.13 

(S53.3.31) 
5 - 1 4 - 

筑  豊 8,550 - 79 8,471 
S25.5.13 

(H8.5.17) 
1 - - １ - 

筑 後 川 14,690 - 2,149 12,541 
S25.5.13 

(H4.5.13) 
2 - 1 1 - 

矢 部 川 17,830 - 910 16,920 
S25.5.13 

(H3.5.15) 
7 - 2 5 - 

脊振雷山 8,171 - 1,301 6,870 
S40.9.14 

(S50.2.15) 
- - - - - 

小  計 65,809 - 6,095 59,714  １5 - 4 11 - 

合計 88,101 642 26,622 60,837 93 8 71 13 １ 

(2) 地域指定による保全 

【自然環境課】

〔福岡県環境保全に関する条例、 

瀬戸内海環境保全特別措置法、 

福岡県自然海浜保全地区条例〕 

自然的社会的諸条件から見て、その区域に

おける自然環境の保全が特に必要な地域 4 か

所を「福岡県自然環境保全地域」として、また、

自然海浜の保全及び適正な利用を図るため、

瀬戸内海の自然海浜 3 か所を「福岡県自然海

浜保全地区」に指定しており、令和3（2021）年

には、福岡県自然海浜保全地区条例において、

自然海浜地区の指定対象の拡充を行いました。

地域内においては、工作物の設置、地形の

変更、土石・鉱物の採取等の行為について許可

又は事前届出制（自然海浜保全地区では届出

のみ）をとっています。

また、本県では、自然海浜保全地区において、

漂着ごみ等の収集及び処理業務を関係市に委

託して実施し、自然豊かな環境の保全に努め

ています。

福岡県自然環境保全地域一覧表（参照：前頁位置図）

自然環境 

保全地域名 
位  置 面  積 特  質 指 定 

猪野 
糟屋郡久山町大字猪野 

字神路山 

15.2ha 

（特別地区 15.0ha、 

普通地区 0.2ha） 

スダジイを主体とした優れた照

葉樹林 
S49. 3.30 

大島 宗像市大島字神崎 

10.7ha 

（特別地区 2.0ha、 

普通地区 8.7ha） 

ハマヒサカキを主体とした優れ

た海岸植物群落 
S50. 3. 6 

鳥屋山 朝倉市大字佐田字鳥屋 
15.71ha 

(特別地区 15.71ha) 

スダジイ・アカガシを主体とした

優れた照葉樹林 
S53. 3.31 

沖ノ島 宗像市大島字沖ノ島 
92.5ha 

（特別地区 92.5ha） 

タブノキを主体とする優れた原

生林及び野鳥の生息地 
S58. 3.31 

福岡県自然海浜保全地区一覧表（参照：前頁位置図）

自然海浜 

保全地区名 
位  置 海岸延長 特  質 指 定 

喜多久 北九州市門司区大字喜多久 1.2 km 
トベラ、マサキを優占種とした海岸林が良

好な状態で生育する自然海浜 
S57. 3. 6 

三毛門 豊前市大字沓川及び三毛門 2.0 km 

なだらかな礫混じりの砂浜が発達し、大潮

時には浅海性の周防灘沿岸有数の広大な

干潟が現れる。 

S57. 3. 6 

松江浦 豊前市大字松江 1.0 km 
なだらかな礫混じりの砂浜が発達し、大潮

時には広大な干潟が現れる。 
S62.12.24 

(3) 国定公園内での絶滅危惧植物保全の取組 

【自然環境課】 

耶馬日田英彦山国定公園の英彦山及び犬ヶ

岳地区には、福岡県レッドデータブックに掲載

されている絶滅危惧植物が多数生育しており、

豊かな生物多様性が形成されています。 

しかし、平成3（1991）年の台風19号をはじ

めとする自然災害に加え、本公園区域内で生

息域の拡大、生息数の増加が進んでいるニホ

ンジカの食害により、絶滅危惧植物の個体数の

減少やブナ群落をはじめとする森林の疎林化

や草原化、林床植生の貧弱化などが進み、貴

重な生態系が失われつつあります。 

このため、平成 26（2014）年度から英彦山、

28（2016）年度から犬ヶ岳の絶滅危惧植物の

生育状況及び生育環境の調査を行うとともに、

種子の採取を行いました。採取した種子は、保

健環境研究所で冷凍保存しています。また、採
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県内の主な温泉地 

ア 可燃性天然ガス※による災害の防止 

温泉源からの温泉の採取を業として行おうと

する場合には、温泉の採取の場所ごとに、採取

の許可又は可燃性天然ガスの濃度の確認を受

けることが必要とされています。 

可燃性天然ガス分離設備等の様子 

(6) 文化財の保護 

【文化財保護課、文化振興課】 

〔文化財保護法、文化財保護条例、 

世界遺産条約〕 

本県は、豊かな自然に恵まれており、先人た

ちが遺した文化遺産や代々受け継がれてきた

伝統芸能など、貴重な文化財が豊富にあります。 

これらの文化財は、ひとたび壊されると元に

戻らない貴重な歴史の痕跡であることから、公

開・活用によってその大切さを広く周知し、県

民の理解と協力の下で確実に保存して後世へ

伝えるべきものです。 

そのため、文化財の保護制度等を十分に活

用し、文化財の意義を踏まえた上でその保存と

活用を図り、「文化財とともに暮らす豊かな福

岡県」を目指す必要があります。 

ア 文化財の体系 

文化財保護法に定められている文化財は、

有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物、

文化的景観及び伝統的建造物群の６つの類型

に大別され、それ以外に文化財の保存技術及

び埋蔵文化財についても保護の対象とされて

います。 

イ 本県の文化財 

本県には、令和５年（202３）年4月現在で特

別天然記念物古処山ツゲ原始林、天然記念物

平尾台に代表される 2,5４３件（国：360 件、

県：69９件、市町村：1,4８４件）が文化財として

指定され、保護が図られています。 

平成29（2017）年7月に世界遺産に登録さ

れた「『神宿る島』宗像・沖ノ島と関連遺産群」

（宗像市・福津市）については、国指定天然記念

物「沖の島原始林」に指定される沖ノ島をはじ

めとする構成資産及び緩衝地帯を適切に未来

へ継承するため、関係自治体等と連携し、世界

遺産の保存活用に係る取組を行っています。 

(7) 有明海の再生 

【漁業管理課】 

有明海は福岡、佐賀、長崎及び熊本の４県に

囲まれており、最大 6ｍにも及ぶ干満差により

干潮時には広大な干潟が出現します。この特

徴的な干潟を利用し、全国屈指の生産を誇るノ

リ養殖やアサリ、タイラギ、サルボウ等の採貝漁

業、エビ、カニ、クラゲ等を対象とした漁船漁業

など多様な漁業が営まれています。 

しかし、近年、自然環境や社会情勢等の変化

に伴い、有明海の水質や底質環境に変化が見

られるようになり、漁業生産は減少を続けまし

た。このような現状に鑑み、平成 14（2002）年

に、国民的資産である有明海及び八代海等を

豊かな海として再生することを目的とする「有

明海及び八代海等を再生するための特別措置

に関する法律」が制定され、同法に基づき、本

※可燃性天然ガス：メタンガス（無色・無臭）をさし、有機物の腐敗・発酵等によって生成されます。 

取した種子の一部は保健環境研究所で栽培し

た後、英彦山及び犬ヶ岳に移植しています。移

植先にはシカ食害防止のための防護柵を設置

し、地元ボランティア団体と連携して管理して

います。 

増えすぎたニホンジカの個体数の適正化に

向けては、鳥獣保護管理法改正により新たに

創設された指定管理鳥獣捕獲等事業により、

ニホンジカの捕獲を実施しています。 

このような取組により、絶滅危惧植物を含む

生態系への被害防止を図っています。

(4) 開発行為の規制 

【自然環境課】 

〔福岡県環境保全に関する条例〕 

本県では、宅地の造成等の開発事業のうち

開発規模が 3 ヘクタール以上のものについて

届出制をとり、事業者に対して自然環境への配

慮を求め、必要な助言、勧告を行っています。 

また、ゴルフ場造成（３ヘクタール以上）や住

宅団地造成（５ヘクタール以上）等の開発行為

については許可制とし、生活環境の保全に著し

い影響を及ぼさないようにしています。 

福岡県環境保全に関する条例に基づく届出・許可等の状況
（令和5年3月 31 日現在） 

届出・通知（条例第 25 条・26 条） 許可・協議（条例第 28 条・29 条） 

宅地の 

造成等 

土石の採取・ 水面の 

埋立 
計 

ゴルフ場 住宅団地 
工場 

水面の 

埋立 
計 

鉱物の掘採 (3ha 以上） （5ha 以上） 

R4 7 2 0 9 0 4 0 0 4 

R3 9 2 0 11 0 1 1 0 2 

R2 10 2 0 12 0 0 1 0 1 

(5) 温泉の保護と利用 

【自然環境課】 

温泉法は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴

い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止

し、その適正な利用を図ることを目的として定

められています。温泉ゆう出のための土地掘

削や動力を装置する場合などは、知事の許可

を受けるよう定められています。温泉を掘削又

は増掘する場合と動力（ポンプ）を装置する場

合には、福岡県環境審議会の答申に基づく知

事の許可が必要とされています。 

また、温泉を公共の浴用又は飲用に供しよう

とする場合には、知事又は保健所設置市の市

長の許可が必要です。 

令和 5（2023）年 3 月末現在における本県

の温泉ゆう出源泉数は 444か所です。 

温泉法に基づく許可件数(保健所設置市分を含む) 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

温泉掘削 3 3 1 

増掘 0 0 0 

動力装置 3 3 2 

可燃性 

天然ガス 

対策 

採取 

(変更含む） 
1 2 1 

濃度確認 3 3 1 

温泉利用 
浴用 25 １９ ６ 

飲用 1 0 1 

オオヤマレンゲ(モクレン科) 
（福岡県レッドデータブック２０１１絶滅危惧ⅠＡ類）

林床の植物を採食するシカ 
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県内の主な温泉地 

ア 可燃性天然ガス※による災害の防止 

温泉源からの温泉の採取を業として行おうと

する場合には、温泉の採取の場所ごとに、採取

の許可又は可燃性天然ガスの濃度の確認を受

けることが必要とされています。 

可燃性天然ガス分離設備等の様子 

(6) 文化財の保護 

【文化財保護課、文化振興課】 

〔文化財保護法、文化財保護条例、 

世界遺産条約〕 

本県は、豊かな自然に恵まれており、先人た

ちが遺した文化遺産や代々受け継がれてきた

伝統芸能など、貴重な文化財が豊富にあります。 

これらの文化財は、ひとたび壊されると元に

戻らない貴重な歴史の痕跡であることから、公

開・活用によってその大切さを広く周知し、県

民の理解と協力の下で確実に保存して後世へ

伝えるべきものです。 

そのため、文化財の保護制度等を十分に活

用し、文化財の意義を踏まえた上でその保存と

活用を図り、「文化財とともに暮らす豊かな福

岡県」を目指す必要があります。 

ア 文化財の体系 

文化財保護法に定められている文化財は、

有形文化財、無形文化財、民俗文化財、記念物、

文化的景観及び伝統的建造物群の６つの類型

に大別され、それ以外に文化財の保存技術及

び埋蔵文化財についても保護の対象とされて

います。 

イ 本県の文化財 

本県には、令和５年（202３）年4月現在で特

別天然記念物古処山ツゲ原始林、天然記念物

平尾台に代表される 2,5４３件（国：360 件、

県：69９件、市町村：1,4８４件）が文化財として

指定され、保護が図られています。 

平成29（2017）年7月に世界遺産に登録さ

れた「『神宿る島』宗像・沖ノ島と関連遺産群」

（宗像市・福津市）については、国指定天然記念

物「沖の島原始林」に指定される沖ノ島をはじ

めとする構成資産及び緩衝地帯を適切に未来

へ継承するため、関係自治体等と連携し、世界

遺産の保存活用に係る取組を行っています。 

(7) 有明海の再生 

【漁業管理課】 

有明海は福岡、佐賀、長崎及び熊本の４県に

囲まれており、最大 6ｍにも及ぶ干満差により

干潮時には広大な干潟が出現します。この特

徴的な干潟を利用し、全国屈指の生産を誇るノ

リ養殖やアサリ、タイラギ、サルボウ等の採貝漁

業、エビ、カニ、クラゲ等を対象とした漁船漁業

など多様な漁業が営まれています。 

しかし、近年、自然環境や社会情勢等の変化

に伴い、有明海の水質や底質環境に変化が見

られるようになり、漁業生産は減少を続けまし

た。このような現状に鑑み、平成 14（2002）年

に、国民的資産である有明海及び八代海等を

豊かな海として再生することを目的とする「有

明海及び八代海等を再生するための特別措置

に関する法律」が制定され、同法に基づき、本

※可燃性天然ガス：メタンガス（無色・無臭）をさし、有機物の腐敗・発酵等によって生成されます。 

取した種子の一部は保健環境研究所で栽培し

た後、英彦山及び犬ヶ岳に移植しています。移

植先にはシカ食害防止のための防護柵を設置

し、地元ボランティア団体と連携して管理して

います。 

増えすぎたニホンジカの個体数の適正化に

向けては、鳥獣保護管理法改正により新たに

創設された指定管理鳥獣捕獲等事業により、

ニホンジカの捕獲を実施しています。 

このような取組により、絶滅危惧植物を含む

生態系への被害防止を図っています。

(4) 開発行為の規制 

【自然環境課】 

〔福岡県環境保全に関する条例〕 

本県では、宅地の造成等の開発事業のうち

開発規模が 3 ヘクタール以上のものについて

届出制をとり、事業者に対して自然環境への配

慮を求め、必要な助言、勧告を行っています。 

また、ゴルフ場造成（３ヘクタール以上）や住

宅団地造成（５ヘクタール以上）等の開発行為

については許可制とし、生活環境の保全に著し

い影響を及ぼさないようにしています。 

福岡県環境保全に関する条例に基づく届出・許可等の状況
（令和5年3月 31 日現在） 

届出・通知（条例第 25 条・26 条） 許可・協議（条例第 28 条・29 条） 

宅地の 

造成等 

土石の採取・ 水面の 

埋立 
計 

ゴルフ場 住宅団地 
工場 

水面の 

埋立 
計 

鉱物の掘採 (3ha 以上） （5ha 以上） 

R4 7 2 0 9 0 4 0 0 4 

R3 9 2 0 11 0 1 1 0 2 

R2 10 2 0 12 0 0 1 0 1 

(5) 温泉の保護と利用 

【自然環境課】 

温泉法は、温泉を保護し、温泉の採取等に伴

い発生する可燃性天然ガスによる災害を防止

し、その適正な利用を図ることを目的として定

められています。温泉ゆう出のための土地掘

削や動力を装置する場合などは、知事の許可

を受けるよう定められています。温泉を掘削又

は増掘する場合と動力（ポンプ）を装置する場

合には、福岡県環境審議会の答申に基づく知

事の許可が必要とされています。 

また、温泉を公共の浴用又は飲用に供しよう

とする場合には、知事又は保健所設置市の市

長の許可が必要です。 

令和 5（2023）年 3 月末現在における本県

の温泉ゆう出源泉数は444か所です。 

温泉法に基づく許可件数(保健所設置市分を含む) 

区分 令和2年度 令和3年度 令和4年度 

温泉掘削 3 3 1 

増掘 0 0 0 

動力装置 3 3 2 

可燃性 

天然ガス 

対策 

採取 

(変更含む） 
1 2 1 

濃度確認 3 3 1 

温泉利用 
浴用 25 １９ ６ 

飲用 1 0 1 

オオヤマレンゲ(モクレン科) 
（福岡県レッドデータブック２０１１絶滅危惧ⅠＡ類）

林床の植物を採食するシカ 
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県は、有明海の海域環境の保全及び改善並び

に水産資源の回復等による漁業の振興を総合

的かつ計画的に推進するための県計画を策定

し、次に示す１～５の事業を国や県、市町村に

おいて実施しています。 

１ 下水道、浄化槽その他排水処理施設の整

備に関する事業 

２ 海域の環境の保全及び改善に関する事業 

３ 河川、海岸、港湾、漁港及び森林の整備

に関する事業 

４ 漁場の保全及び整備に関する事業 

５ 漁業関連施設の整備に関する事業 

また、県水産海洋技術センターにおいて、国、

国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技

術研究所、関係県、関係漁業団体と連携した水

質や底質などの環境調査、ノリ養殖安定対策や

アサリ、タイラギ等二枚貝類の増殖対策に関す

る調査研究を実施し、水産海洋技術センターの

ホームページや研修会を活用して、調査情報

の迅速な提供や研究成果の普及を図っていま

す。

福岡県海況情報提供システム「うみえる福岡」で掲載している海況情報

２ 野生生物の適切な保護と管理 

(1) 条例による希少野生動植物種の保護 

【自然環境課】 

〔福岡県希少野生動植物種の 

保護に関する条例〕 

県内に生息・生育する野生動植物は生態

系の重要な構成要素であるだけでなく、自然

環境の重要な一部として県民の豊かな生活

に欠かすことのできないものです。そこで、県、

市町村、事業者及び県民が一体となって希

少野生動植物種の保護を図ることにより生

物の多様性を確保し、もって人と野生動植物

種が共生する豊かな自然環境を次代に継承

することを目的に、「福岡県希少野生動植物

種の保護に関する条例」を制定し、令和

3(2021)年 5 月 1 日に施行しました。 

また、本条例第 9 条に基づき、希少野生動

植物種の中でも特に保護を図る必要がある

20種を「指定希少野生動植物種」として指定

しています。 

キビヒトリシズカ、ムラサキ、コバンムシの

3 種については、生育状況・生育環境調査、

生育地の環境改善、普及啓発の実施を定め

た保護回復事業計画を令和3（2021）年９月

に策定し、その保護を図っています。 

「指定希少野生動植物種」の捕獲、所持、

陳列・広告等には規制があり、違反した場合

には罰則が適用されることがあります。

指定希少野生動植物種（20種）

(2) 福岡県レッドデータブック 

【自然環境課】

レッドデータブックとは、絶滅のおそれのあ

る野生の動植物のリスト（レッドリスト）及びそ

れらの生息・生育状況を取りまとめた本のこ

とです。 

国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）により、昭和

41（1966）年に初めて作成された際、表紙に

赤い紙が使われていたため、レッドデータブ

ックと呼ばれています。 

本県でも、県内の絶滅のおそれのある生

物の現状を把握し、県民が希少野生生物へ

の理解を深め、これからの保全対策の資料と

して役立てられるよう、平成 13（2001）年 3

月、「福岡県の希少野生生物－福岡県レッド

データブック 2001－」を発刊しました。 

さらに、作成時から10年以上を経過し、希

少野生生物の生息地の減少や新たな生息地

キビヒトリシズカ         ムラサキ           コバンムシ 

植物（１０種） 鳥類（２種） 昆虫類（２種）

名称 科名 名称 科名 名称 科名

ミスミソウ キンポウゲ科 ヨシゴイ サギ科 コバンムシ コバンムシ科

キビヒトリシズカ センリョウ科 コアジサシ カモメ科 カワラハンミョウ オサムシ科

ヤシャビシャク ユキノシタ科

ミズスギナ ミソハギ科 魚類（２種） 貝類（４種）

サワトラノオ サクラソウ科 名称 科名 名称 科名

サギソウ ラン科 セボシタビラ コイ科 ミヤザキムシオイ ヤマタニシ科

トキソウ ラン科 ハカタスジシマドジョウ ドジョウ科 ヤマボタル ヤマボタル科

オキナグサ キンポウゲ科 オバエボシガイ イシガイ科

ムラサキ ムラサキ科 カタハガイ イシガイ科

ウスギワニグチソウ ユリ科
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県は、有明海の海域環境の保全及び改善並び

に水産資源の回復等による漁業の振興を総合

的かつ計画的に推進するための県計画を策定

し、次に示す１～５の事業を国や県、市町村に

おいて実施しています。 

１ 下水道、浄化槽その他排水処理施設の整

備に関する事業 

２ 海域の環境の保全及び改善に関する事業 

３ 河川、海岸、港湾、漁港及び森林の整備

に関する事業 

４ 漁場の保全及び整備に関する事業 

５ 漁業関連施設の整備に関する事業 

また、県水産海洋技術センターにおいて、国、

国立研究開発法人水産研究・教育機構水産技

術研究所、関係県、関係漁業団体と連携した水

質や底質などの環境調査、ノリ養殖安定対策や

アサリ、タイラギ等二枚貝類の増殖対策に関す

る調査研究を実施し、水産海洋技術センターの

ホームページや研修会を活用して、調査情報

の迅速な提供や研究成果の普及を図っていま

す。

福岡県海況情報提供システム「うみえる福岡」で掲載している海況情報

２ 野生生物の適切な保護と管理 

(1) 条例による希少野生動植物種の保護 

【自然環境課】 

〔福岡県希少野生動植物種の 

保護に関する条例〕 

県内に生息・生育する野生動植物は生態

系の重要な構成要素であるだけでなく、自然

環境の重要な一部として県民の豊かな生活

に欠かすことのできないものです。そこで、県、

市町村、事業者及び県民が一体となって希

少野生動植物種の保護を図ることにより生

物の多様性を確保し、もって人と野生動植物

種が共生する豊かな自然環境を次代に継承

することを目的に、「福岡県希少野生動植物

種の保護に関する条例」を制定し、令和

3(2021)年 5 月 1 日に施行しました。 

また、本条例第 9 条に基づき、希少野生動

植物種の中でも特に保護を図る必要がある

20種を「指定希少野生動植物種」として指定

しています。 
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3 種については、生育状況・生育環境調査、

生育地の環境改善、普及啓発の実施を定め

た保護回復事業計画を令和3（2021）年９月

に策定し、その保護を図っています。 

「指定希少野生動植物種」の捕獲、所持、

陳列・広告等には規制があり、違反した場合
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指定希少野生動植物種（20種）

(2) 福岡県レッドデータブック 

【自然環境課】

レッドデータブックとは、絶滅のおそれのあ

る野生の動植物のリスト（レッドリスト）及びそ

れらの生息・生育状況を取りまとめた本のこ

とです。 

国際自然保護連合（ＩＵＣＮ）により、昭和

41（1966）年に初めて作成された際、表紙に

赤い紙が使われていたため、レッドデータブ

ックと呼ばれています。 

本県でも、県内の絶滅のおそれのある生

物の現状を把握し、県民が希少野生生物へ

の理解を深め、これからの保全対策の資料と

して役立てられるよう、平成 13（2001）年 3

月、「福岡県の希少野生生物－福岡県レッド

データブック 2001－」を発刊しました。 

さらに、作成時から10年以上を経過し、希
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キビヒトリシズカ         ムラサキ           コバンムシ 

植物（１０種） 鳥類（２種） 昆虫類（２種）

名称 科名 名称 科名 名称 科名

ミスミソウ キンポウゲ科 ヨシゴイ サギ科 コバンムシ コバンムシ科

キビヒトリシズカ センリョウ科 コアジサシ カモメ科 カワラハンミョウ オサムシ科

ヤシャビシャク ユキノシタ科

ミズスギナ ミソハギ科 魚類（２種） 貝類（４種）

サワトラノオ サクラソウ科 名称 科名 名称 科名

サギソウ ラン科 セボシタビラ コイ科 ミヤザキムシオイ ヤマタニシ科

トキソウ ラン科 ハカタスジシマドジョウ ドジョウ科 ヤマボタル ヤマボタル科

オキナグサ キンポウゲ科 オバエボシガイ イシガイ科

ムラサキ ムラサキ科 カタハガイ イシガイ科

ウスギワニグチソウ ユリ科
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等も確認されてきたため、平成 23（2011）年

度に植物群落、植物、哺乳類、鳥類について、

26（2014）年度には魚類、昆虫類等につい

ての改訂版を発刊しました。また、14（2002）

年 3月からは、種名や生息地などによる検索

機能を備えた「福岡県の希少野生生物」ホー

ムページを開設し、県内における希少野生生

物の種ごとの解説や子ども向けの分かりや

すいレッドデータブックの説明などを行って

います。 

このレッドデータブックは、希少野生生物

保護の必要性や生態系保全の意義について

の県民啓発及び環境教育の資料として活用

されているほか、環境保全施策の基礎資料

や開発事業を行う際の自主的な環境配慮に

当たっての資料としても利用されています。

(3) 黄金川スイゼンジノリの保全対策 

【自然環境課、水産振興課】 

朝倉市の黄金川は、地下水の自然湧水を源

流とした河川であり、全国唯一のスイゼンジノ

リの生育地です。 

近年、黄金川では湧水の減少により、地下水

をポンプで揚水して放流しなければならない

状況となっており、生育環境の悪化によるスイ

ゼンジノリの絶滅が危惧されています。 

そこで、平成 26（2014）年度から朝倉市や

地域住民と連携し、「黄金川スイゼンジノリ保全

協議会」を立ち上げ、スイゼンジノリの保全対

策事業を支援しています。

(4) 鳥獣の保護と管理 

【自然環境課、経営技術支援課】 

ア 鳥獣行政の現況 

鳥獣は、人間の生存の基盤となっている自

然環境を構成する重要な要素の一つであり、

カテゴリー Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計   

植物群落 13 28 32 16 89   

カテゴリー 絶滅 
絶滅危惧 

ⅠＡ類 

絶滅危惧

ⅠＢ類 

絶滅危惧 

Ⅱ類 

準 

絶滅危惧 
情報不足 

その他の 

カテゴリー 
計 

植  物 

(維管束) 
37 278 131 98 39 21 

野生絶滅 

2 
606 

植 物 

(その他) 
1 

絶滅危惧Ⅰ類 

8 
8 12 10 - 39 

哺乳類 4 1 1 6 10 2 - 24 

鳥 類 2 12 9 25 38 4 - 90 

爬虫類 - - 1 2 3 1 - 7 

両生類 - 1 1 5 4 - - 11 

魚 類 1 11 12 12 28 17 
野生絶滅 

1 
82 

昆虫類 6 37 73 119 126 56 - 417 

貝 類 2 23 48 70 90 45 - 278 

甲殻類 

その他 
- 5 7 5 18 10 - 45 

クモ形類等 - - - 1 5 6 - 12 

計 53 1,010 373 172 3 1,611 

レッドデータブック 
2011・2014 

「福岡県レッドデータブック 2011及び 2014」における種の内訳 

※植物群落、植物（維管束）、植物（その他）、哺乳類及び鳥類については、「福岡県レッドデータ
ブック 2011」の掲載種数であり、その他のカテゴリーについては、「福岡県レッドデータブック
2014」の掲載種数を掲載

私たちの生活環境を保持・改善する上で欠くこ

とのできないものです。

博多湾や曽根干潟など、渡り鳥の飛来地とし

て重要な干潟では、県民の方々による自然観

察会や清掃活動などの野生生物保護運動が活

発に行われるようになっています。

一方で、イノシシやシカ、カラスなど一部の

鳥獣による農林水産物の被害や、イノシシやサ

ルの民家周辺への侵入や人身被害などの問題

も生じています。

このため、鳥獣の個体数管理、生息環境管理

及び被害防除対策の実施による総合的な鳥獣

の保護及び管理の推進により、人と野生鳥獣と

の共生を図ることが、重要な課題となっていま

す。

イ 鳥獣保護管理事業 

本県では、野生鳥獣の保護繁殖と狩猟の適

正化を図ることを目的として、5 か年ごとに「鳥

獣保護管理事業計画」（現在第 13 次、令和 4

（20２２）年度～8（２０２６）年度）を策定してい

ます。

これに基づき、鳥獣保護区の指定のほか、傷

病野生鳥獣医療所の設置、キジの放鳥、探鳥

会、野生鳥獣保護モデル校の指定や被害の防

止の目的での捕獲、狩猟免許試験、狩猟者に

対する指導取締りなどの事業を実施していま

す。

(ｱ) 鳥獣保護区 

鳥獣保護区は、多様な鳥獣の生息環境を維

持し、地域における生物多様性の保全に重要

な役割を果たすとともに、自然とのふれあいの

場、鳥獣の観察や環境教育の場として利用さ

れており、国及び県により指定されます。

国指定鳥獣保護区は、国際的・全国的な鳥

獣保護の観点から、鳥獣の繁殖地や重要な渡

り鳥の渡来地等が対象とされ、県内では宗像

市の沖ノ島と福岡市の和白干潟・多々良川河

口が指定されています。また、県指定鳥獣保護

区として、北九州市の帆柱山等44か所を指定

しています。

鳥獣保護区等の指定状況 
（令和5年11月15日現在）

区   分 指定者 箇所数 面積(ha) 

鳥獣保護区 

国指定 2 388 

県指定 44 62,914 

合計 46 63,302 

特定猟具（銃器）使用禁止区域 県指定 100 28,494 

指定猟法（鉛散弾）禁止区域 県指定 2 645 

(ｲ) 傷病野生鳥獣医療所の設置 

福岡市動物園等の協力を得て、傷病野生鳥

獣医療所を県内 8 か所に設置しています。生

物多様性の保全に貢献する観点から、人間活

動に起因する傷病であり、野生復帰させること

が適当である鳥獣について救護対象とし、鳥

獣の野生復帰に努めています。

また、自然の状態での野生復帰が可能な個

体やヒナについては保護しないよう啓発を行っ

ています。

傷病野生鳥獣医療所取扱い件数 

(ｳ) 愛鳥週間行事 

野鳥の保護思想の普及啓発を図るため、毎

年の愛鳥週間（5 月 10 日～16 日）に、各地域

で探鳥会を開催するほか、愛鳥週間ポスター

原画募集等を行っています。

(ｴ) 有害鳥獣捕獲と第二種特定鳥獣管理計画 

鳥獣による農林水産物の被害は、さらなる被

害対策が必要な状況であり、市街地において

は人的被害も発生しています。

農林産物の被害が大きいイノシシとシカは、

「第二種特定鳥獣管理計画」を策定し、個体数

管理や被害防除等による総合的な対策を講じ

ています。 
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等も確認されてきたため、平成 23（2011）年

度に植物群落、植物、哺乳類、鳥類について、

26（2014）年度には魚類、昆虫類等につい

ての改訂版を発刊しました。また、14（2002）

年 3月からは、種名や生息地などによる検索

機能を備えた「福岡県の希少野生生物」ホー

ムページを開設し、県内における希少野生生

物の種ごとの解説や子ども向けの分かりや

すいレッドデータブックの説明などを行って

います。 

このレッドデータブックは、希少野生生物

保護の必要性や生態系保全の意義について

の県民啓発及び環境教育の資料として活用

されているほか、環境保全施策の基礎資料

や開発事業を行う際の自主的な環境配慮に

当たっての資料としても利用されています。

(3) 黄金川スイゼンジノリの保全対策 

【自然環境課、水産振興課】 

朝倉市の黄金川は、地下水の自然湧水を源

流とした河川であり、全国唯一のスイゼンジノ

リの生育地です。 

近年、黄金川では湧水の減少により、地下水

をポンプで揚水して放流しなければならない

状況となっており、生育環境の悪化によるスイ

ゼンジノリの絶滅が危惧されています。 

そこで、平成 26（2014）年度から朝倉市や

地域住民と連携し、「黄金川スイゼンジノリ保全

協議会」を立ち上げ、スイゼンジノリの保全対

策事業を支援しています。

(4) 鳥獣の保護と管理 

【自然環境課、経営技術支援課】 

ア 鳥獣行政の現況 

鳥獣は、人間の生存の基盤となっている自

然環境を構成する重要な要素の一つであり、

カテゴリー Ⅰ Ⅱ Ⅲ Ⅳ 計   
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カテゴリー 絶滅 
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私たちの生活環境を保持・改善する上で欠くこ

とのできないものです。

博多湾や曽根干潟など、渡り鳥の飛来地とし

て重要な干潟では、県民の方々による自然観

察会や清掃活動などの野生生物保護運動が活

発に行われるようになっています。

一方で、イノシシやシカ、カラスなど一部の

鳥獣による農林水産物の被害や、イノシシやサ

ルの民家周辺への侵入や人身被害などの問題

も生じています。

このため、鳥獣の個体数管理、生息環境管理

及び被害防除対策の実施による総合的な鳥獣

の保護及び管理の推進により、人と野生鳥獣と

の共生を図ることが、重要な課題となっていま

す。

イ 鳥獣保護管理事業 

本県では、野生鳥獣の保護繁殖と狩猟の適

正化を図ることを目的として、5 か年ごとに「鳥

獣保護管理事業計画」（現在第 13 次、令和 4

（20２２）年度～8（２０２６）年度）を策定してい

ます。

これに基づき、鳥獣保護区の指定のほか、傷

病野生鳥獣医療所の設置、キジの放鳥、探鳥

会、野生鳥獣保護モデル校の指定や被害の防

止の目的での捕獲、狩猟免許試験、狩猟者に

対する指導取締りなどの事業を実施していま

す。

(ｱ) 鳥獣保護区 

鳥獣保護区は、多様な鳥獣の生息環境を維

持し、地域における生物多様性の保全に重要

な役割を果たすとともに、自然とのふれあいの

場、鳥獣の観察や環境教育の場として利用さ

れており、国及び県により指定されます。

国指定鳥獣保護区は、国際的・全国的な鳥

獣保護の観点から、鳥獣の繁殖地や重要な渡
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口が指定されています。また、県指定鳥獣保護

区として、北九州市の帆柱山等44か所を指定

しています。

鳥獣保護区等の指定状況 
（令和5年11月15日現在）

区   分 指定者 箇所数 面積(ha) 

鳥獣保護区 

国指定 2 388 

県指定 44 62,914 

合計 46 63,302 

特定猟具（銃器）使用禁止区域 県指定 100 28,494 

指定猟法（鉛散弾）禁止区域 県指定 2 645 

(ｲ) 傷病野生鳥獣医療所の設置 

福岡市動物園等の協力を得て、傷病野生鳥

獣医療所を県内 8 か所に設置しています。生

物多様性の保全に貢献する観点から、人間活

動に起因する傷病であり、野生復帰させること

が適当である鳥獣について救護対象とし、鳥

獣の野生復帰に努めています。

また、自然の状態での野生復帰が可能な個

体やヒナについては保護しないよう啓発を行っ

ています。

傷病野生鳥獣医療所取扱い件数 

(ｳ) 愛鳥週間行事 

野鳥の保護思想の普及啓発を図るため、毎

年の愛鳥週間（5 月 10 日～16 日）に、各地域

で探鳥会を開催するほか、愛鳥週間ポスター

原画募集等を行っています。

(ｴ) 有害鳥獣捕獲と第二種特定鳥獣管理計画 

鳥獣による農林水産物の被害は、さらなる被

害対策が必要な状況であり、市街地において

は人的被害も発生しています。

農林産物の被害が大きいイノシシとシカは、

「第二種特定鳥獣管理計画」を策定し、個体数

管理や被害防除等による総合的な対策を講じ

ています。 
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また、サルについても、平成 20（2008）年

度に地域個体群に応じた被害防止対策等を示

した「福岡県ニホンザル対策基本方針」を策定

しています。

(5) 狩猟の適正化 

【経営技術支援課】 

狩猟による鳥獣捕獲は、趣味という側面だけ

でなく、個体数調整による鳥獣被害の未然防止

という重要な役割も果たしています。

しかしながら、近年、狩猟者登録件数は減少

傾向にあったことから、狩猟者の育成・確保が

課題となっています。

また、本県及び猟友会では、安全講習等の

取組を行っておりますが、県内で重大事故も発

生していることから、今後一層の事故発生防止

に努めなければなりません。

ア 狩猟免許試験及び講習 

狩猟者確保対策として狩猟免許試験の複数

回実施や休日開催を行うとともに、免許更新時

に、鳥獣保護管理等に関する知識や技術の維

持向上を図るための講習会を実施しています。

主要な鳥獣の捕獲数推移（狩猟、捕獲） 

狩猟者登録件数の推移 

イ 巡回指導 

狩猟事故等による人や財産への被害を防止

するため、狩猟期間中には重点的に巡回指導

を行っているほか、期間外においても、違法な

狩猟が行われないよう、注意喚起や巡回指導

を行っています。

(6) 外来生物への対応

【自然環境課、港湾課】 

ア 外来生物について 

外来生物とは、元々その地域にいなかった

のに、人間の活動によって他の地域から入って

きた生物のことです。

外来生物の中には、在来の生物を捕食し、地

域の生物多様性に悪影響を与えるなど、私たち

の暮らしを脅かすものがいます。

環境省では、外来生物法を改正し（令和５（２

０２３）年４月施行）、国、都道府県、市町村、事

業者、国民の責務規定や各主体の連携に係る

規定等を新設しました。また、当該法律に基づ

き生態系、人の生命・身体、農林水産業へ被害

を及ぼす１５９種類の移入動植物を特定外来生

物として指定し、その飼育、栽培、保管、運搬、

販売、譲渡、輸入などを規制しています。

このうち、令和５（２０２３）年６月からアカミミ

ガメとアメリカザリガニは条件付特定外来生物

とされ、規制の一部が適用除外となり、一般家

庭等での飼育等や友人・知人などへの無償で

の譲渡し等については許可なしで行うことがで

きます。

イ 本県の取組 

(ｱ) 福岡県侵略的外来種リストの作成 

県の地域性や実情を踏まえ、影響・被害が大

きく対策が必要な外来種（侵略的外来種）を明

確化し、県民の外来種問題への関心を高め、防

除意識の向上を図ることを目的に「福岡県侵略

的外来種リスト2018」を作成しました。 

リストでは県内に定着している外来種を中心

に侵略性を評価し、植物 188 種、動物 116 種

の計304種を「①重点対策」「②要対策」「③要

注意」「④定着予防」の４つのカテゴリーに区分
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し、外来種対策を実施するための基礎資料とし

て利用しています。 

(ｲ) 福岡県侵略的外来種防除マニュアルの作

成 

「福岡県侵略的外来種リスト 2018」にて整

理した侵略的外来種のうち、福岡県において特

に対策の優先度が高いと評価された重点対策

外来種20種を対象に、生態的特徴や類似種と

の識別点、防除効果が高いとされている防除

手法などをまとめた「福岡県侵略的外来種防除

マニュアル2021」を作成しました。 

作成したマニュアルは、様々な主体が自主

的に外来種防除を実施できるよう、県内市町村

と共有するほか、県ホームページや環境イベン

ト等で周知・啓発を行っています。 

(ｳ) 特定外来生物に係る取組 

本県では、特定外来生物であるアライグマや

セアカゴケグモの分布状況（下図参照）を取り

まとめて公表するとともに、防除方法などの普

及啓発に努めており、平成 27（2015）年に県

内で初めて確認されたツマアカスズメバチや

29（2017）年に国内及び県内で初めて確認さ

れたヒアリについては、アカカミアリと併せて

（以下「ヒアリ等」という。）県ホームページ等で

県民への周知や注意喚起、発見情報提供の呼

びかけを行っています。 

ヒアリ等については、平成 30（2018）年度

に行政職員や事業者等を対象とした防除講習

会を開催したほか、疑わしいアリを発見してか

ら防除が完了するまで、行政や県民がそれぞ

れどのようなことを行うかをまとめた「福岡県ヒ

アリ等対応マニュアル」を作成しました。 

また、本県の管理港湾において捕獲トラップ

の設置や日常点検等の防除対策を実施すると

ともに、海外からの貨物を取り扱う荷主に対し

て注意喚起と発見情報提供の呼びかけを行っ

ています。 

福岡県侵略的外来種リスト２０１８ 

福岡県におけるセアカゴケグモの発見分布図（令和５年７月１日現在） 
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令和５（２０２３）年度からは、アライグマ防除

実施計画の策定及び防除の担い手育成講習会

を開催するとともに、外来種問題啓発のための

講師派遣を行っています。

ウ 市町村の取組

外来生物の中でも、特定外来生物について

は、市町村において、様々な対策が取られてい

ます。 

福岡市では、平成 19（2007）年に県内で初

めてセアカゴケグモが発見されて以来、定期的

に駆除を実施し、25（2013）年度からは、毎年、

市民を対象にした講習会を開催しています。セ

アカゴケグモについては、福岡市以外の市町

村でも発見されており、各市町村ではホームペ

ージや広報紙等で注意喚起しています。 

また、福岡市や北九州市では、各市が管理

する港湾において、ヒアリに係る日常点検や殺

虫餌設置等の防除対策を実施するとともに、ホ

ームページ等で注意喚起と情報提供を行って

います。 

このほか、柳川市では平成 19（2007）年以

降、毎年、ブラジルチドメグサの駆除を実施し

ており、北九州市では、ホームページによるオ

オキンケイギクに関する注意喚起を行っていま

す。アライグマについては、18 の市町において

防除計画を策定し（令和５（202３）年４月時点）、

駆除に取り組んでいます。 

３ 生物多様性プラットフォームを活用し

た啓発 

【自然環境課】 

生物多様性の保全等の取組を社会全体で推

進するためには、まず生物多様性の現状や重

要性について広く県民の関心を呼び理解を深

めることが重要です。 

本県レッドデータブック掲載の希少野生生物

や侵略的外来種の情報、環境保全団体の活動

状況を紹介するなど、生物多様性に関する情

報を一元的に発信・提供するホームページ「福

岡県生物多様性情報総合プラットフォーム（福

岡生きものステーション）」を構築し、生物多様

性保全のための情報を効果的に発信・啓発し

ていきます。 

https://biodiversity.pref.fukuoka.lg.jp/ 

４ 地球温暖化対策との連携 

【自然環境課】 

生物の生存基盤となる気温や降水量などの

環境条件が変化すれば、生態系もそれに応じ

て変化していくため、地球温暖化と生物多様性

は密接な関わりがあります。予想される生態系

への影響は、種の絶滅や高山植物やサンゴ礁

などの地域固有の生態系の消失、回遊性魚介

類の漁獲量減少など様々ですが、これらのよう

な生物多様性や生態系サービスの変化は、農

林水産業や観光業などの各種産業や、私たち

の暮らしに影響を与えます。 

このため、令和4（2022）年3 月に策定した

福岡県地球温暖化対策実行計画（第 2 次）と、

福岡県生物多様性戦略 2022-2026 に基づ

き、相互に連携しながら総合的な対策を実施し

ています。 

５ 自然環境の保全によるワンヘルスの取

組 

【保健医療介護総務課ワンヘルス総合推進室、

自然環境課】 

西日本を中心に感染者報告数が年々増加傾

向にあり、本県においても死亡例が確認されて

いる人獣共通感染症の「重症熱性血小板減少

症候群（SFTS）」について、感染拡大の要因の

一つとして考えられる野生動物（シカ、イノシシ）

を対象に、SFTS ウイルスの感染状況を調査し

ています。この調査結果に基づき、市町村、医

療機関、県民等に対する情報提供や注意喚起

を行います。 

６ 環境影響評価制度の適切な運用 

【自然環境課】 

環境影響評価とは、事業の実施に際し、その

事業が環境に与える影響について、事業者が

事前に調査、予測及び評価を行うことにより、

事業内容を環境保全上よりよいものにしていく

制度です。事業者は、環境影響評価法や福岡

県環境影響評価条例で定める対象事業を行う

場合には、事前に環境影響評価を実施し、その

結果を踏まえて環境の保全についての適正な

配慮をすることとされています。県は、事業者

が行う環境影響評価について、住民、市町村及

び学識者等の意見を踏まえ審査等を行うこと

により、制度の適切な運用を担っています。 

(1) 法律に基づく環境影響評価 

〔環境影響評価法〕 

規模が大きく環境に著しい影響を及ぼすお

それのある道路、ダム、区画整理等の事業であ

って、国が実施又は許認可等で関与するもの

について環境影響評価の手続等を定めたもの

です。

(2) 条例に基づく環境影響評価 

〔福岡県環境影響評価条例〕 

規模が環境影響評価法の対象規模に満たな

い事業や同法が対象としない事業であって一

定規模以上のものについて、環境影響評価の

実施を義務付けています。

評価書に対する意見を踏まえ、評価書を完成させる。

事業の実施、環境保全措置の実施、
事後調査の実施など

※1 条例にあっては国を除く。

※2 条例にあっては県を除く。

※3 条例にあっては県。

事業の位置・規模等に係る複数案の環境影響を比較・
検討し、重大な環境影響の回避・低減を図る。

事業の計画の立案

（公表）

（公表、説明会）

（公表、説明会）

（公表）

意見① 配慮書の作成

環境影響評価の実施に先立ち、評価を行う項目
並びに調査・予測・評価の方法を決定する。

環境影響評価の実施

環境影響評価の内容・結果を取りまとめ、
環境保全措置や事後調査の実施を検討する。

準備書（評価書案）に対する意見を踏まえ、
必要に応じて修正を加える。

④ 評価書の作成

⑤ 評価書の再検討・補正・完成

意見

意見

意見

事業の位置・規模等の決定

② 方法書（調査計画書）の作成

③ 準備書（評価書案）の作成

（国、県、市町村、住民）※1

（県、市町村、住民）※2

（国）※3

（国、県、市町村、住民）※1

令和４年度に法律又は条例に基づく環境影響評価の手続が行われた事業 

区分 事業名 事業者 事業予定地 手続の状況 

法律 

（仮称）佐賀県唐津市沖におけ

る洋上風力発電事業 
唐津市沖洋上風力合同会社 佐賀県唐津市 

配慮書手続終了 

(R4.6) 

（仮称）下関北九州道路 

国土交通省中国地方整備局、国土

交通省九州地方整備局、山口県、福

岡県、下関市、北九州市 

山口県下関

市、北九州市 

方法書手続終了 

（R4.11） 

北九州空港滑走路延長事業 
国土交通省大阪航空局、国土交通

省九州地方整備局 

北九州市、苅

田町 

準備書手続終了 

（R4.11） 

（仮称）唐津沖洋上風力発電事

業 
唐津玄海洋上風力発電合同会社 佐賀県唐津市 

配慮書手続終了 

(R5.2) 

条例 

国道２０１号 香春町～行橋市 国土交通省九州地方整備局 
行橋市、みや

こ町 

調査計画書手続終了 

(R４.１２) 

築城基地滑走路延長事業（仮

称） 
防衛省九州防衛局 築上町 

評価書案手続終了 

（R4.10） 

環境影響評価法（条例）における手続の概略 
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令和５（２０２３）年度からは、アライグマ防除

実施計画の策定及び防除の担い手育成講習会

を開催するとともに、外来種問題啓発のための

講師派遣を行っています。

ウ 市町村の取組

外来生物の中でも、特定外来生物について

は、市町村において、様々な対策が取られてい

ます。 

福岡市では、平成 19（2007）年に県内で初

めてセアカゴケグモが発見されて以来、定期的

に駆除を実施し、25（2013）年度からは、毎年、

市民を対象にした講習会を開催しています。セ

アカゴケグモについては、福岡市以外の市町

村でも発見されており、各市町村ではホームペ

ージや広報紙等で注意喚起しています。 

また、福岡市や北九州市では、各市が管理

する港湾において、ヒアリに係る日常点検や殺

虫餌設置等の防除対策を実施するとともに、ホ

ームページ等で注意喚起と情報提供を行って

います。 

このほか、柳川市では平成 19（2007）年以

降、毎年、ブラジルチドメグサの駆除を実施し

ており、北九州市では、ホームページによるオ

オキンケイギクに関する注意喚起を行っていま

す。アライグマについては、18 の市町において

防除計画を策定し（令和５（202３）年４月時点）、

駆除に取り組んでいます。 

３ 生物多様性プラットフォームを活用し

た啓発 

【自然環境課】 

生物多様性の保全等の取組を社会全体で推

進するためには、まず生物多様性の現状や重

要性について広く県民の関心を呼び理解を深

めることが重要です。 

本県レッドデータブック掲載の希少野生生物

や侵略的外来種の情報、環境保全団体の活動

状況を紹介するなど、生物多様性に関する情

報を一元的に発信・提供するホームページ「福

岡県生物多様性情報総合プラットフォーム（福

岡生きものステーション）」を構築し、生物多様

性保全のための情報を効果的に発信・啓発し

ていきます。 

https://biodiversity.pref.fukuoka.lg.jp/ 

４ 地球温暖化対策との連携 

【自然環境課】 

生物の生存基盤となる気温や降水量などの

環境条件が変化すれば、生態系もそれに応じ

て変化していくため、地球温暖化と生物多様性

は密接な関わりがあります。予想される生態系

への影響は、種の絶滅や高山植物やサンゴ礁

などの地域固有の生態系の消失、回遊性魚介

類の漁獲量減少など様々ですが、これらのよう

な生物多様性や生態系サービスの変化は、農

林水産業や観光業などの各種産業や、私たち

の暮らしに影響を与えます。 

このため、令和4（2022）年3 月に策定した

福岡県地球温暖化対策実行計画（第 2 次）と、

福岡県生物多様性戦略 2022-2026 に基づ

き、相互に連携しながら総合的な対策を実施し

ています。 

５ 自然環境の保全によるワンヘルスの取

組 

【保健医療介護総務課ワンヘルス総合推進室、

自然環境課】 

西日本を中心に感染者報告数が年々増加傾

向にあり、本県においても死亡例が確認されて

いる人獣共通感染症の「重症熱性血小板減少

症候群（SFTS）」について、感染拡大の要因の

一つとして考えられる野生動物（シカ、イノシシ）

を対象に、SFTS ウイルスの感染状況を調査し

ています。この調査結果に基づき、市町村、医

療機関、県民等に対する情報提供や注意喚起

を行います。 

６ 環境影響評価制度の適切な運用 

【自然環境課】 

環境影響評価とは、事業の実施に際し、その

事業が環境に与える影響について、事業者が

事前に調査、予測及び評価を行うことにより、

事業内容を環境保全上よりよいものにしていく

制度です。事業者は、環境影響評価法や福岡

県環境影響評価条例で定める対象事業を行う

場合には、事前に環境影響評価を実施し、その

結果を踏まえて環境の保全についての適正な

配慮をすることとされています。県は、事業者

が行う環境影響評価について、住民、市町村及

び学識者等の意見を踏まえ審査等を行うこと

により、制度の適切な運用を担っています。 

(1) 法律に基づく環境影響評価 

〔環境影響評価法〕 

規模が大きく環境に著しい影響を及ぼすお

それのある道路、ダム、区画整理等の事業であ

って、国が実施又は許認可等で関与するもの

について環境影響評価の手続等を定めたもの

です。

(2) 条例に基づく環境影響評価 

〔福岡県環境影響評価条例〕 

規模が環境影響評価法の対象規模に満たな

い事業や同法が対象としない事業であって一

定規模以上のものについて、環境影響評価の

実施を義務付けています。

評価書に対する意見を踏まえ、評価書を完成させる。

事業の実施、環境保全措置の実施、
事後調査の実施など

※1 条例にあっては国を除く。

※2 条例にあっては県を除く。

※3 条例にあっては県。

事業の位置・規模等に係る複数案の環境影響を比較・
検討し、重大な環境影響の回避・低減を図る。

事業の計画の立案

（公表）

（公表、説明会）

（公表、説明会）

（公表）

意見① 配慮書の作成

環境影響評価の実施に先立ち、評価を行う項目
並びに調査・予測・評価の方法を決定する。

環境影響評価の実施

環境影響評価の内容・結果を取りまとめ、
環境保全措置や事後調査の実施を検討する。

準備書（評価書案）に対する意見を踏まえ、
必要に応じて修正を加える。

④ 評価書の作成

⑤ 評価書の再検討・補正・完成

意見

意見

意見

事業の位置・規模等の決定

② 方法書（調査計画書）の作成

③ 準備書（評価書案）の作成

（国、県、市町村、住民）※1

（県、市町村、住民）※2

（国）※3

（国、県、市町村、住民）※1

令和４年度に法律又は条例に基づく環境影響評価の手続が行われた事業 

区分 事業名 事業者 事業予定地 手続の状況 

法律 

（仮称）佐賀県唐津市沖におけ

る洋上風力発電事業 
唐津市沖洋上風力合同会社 佐賀県唐津市 

配慮書手続終了 

(R4.6) 

（仮称）下関北九州道路 

国土交通省中国地方整備局、国土

交通省九州地方整備局、山口県、福

岡県、下関市、北九州市 

山口県下関

市、北九州市 

方法書手続終了 

（R4.11） 

北九州空港滑走路延長事業 
国土交通省大阪航空局、国土交通

省九州地方整備局 

北九州市、苅

田町 

準備書手続終了 

（R4.11） 

（仮称）唐津沖洋上風力発電事

業 
唐津玄海洋上風力発電合同会社 佐賀県唐津市 

配慮書手続終了 

(R5.2) 

条例 

国道２０１号 香春町～行橋市 国土交通省九州地方整備局 
行橋市、みや

こ町 

調査計画書手続終了 

(R４.１２) 

築城基地滑走路延長事業（仮

称） 
防衛省九州防衛局 築上町 

評価書案手続終了 

（R4.10） 

環境影響評価法（条例）における手続の概略 
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(3) その他の環境影響評価 

環境影響評価法や福岡県環境影響評価条例

の対象規模に満たない小規模の事業について

も、福岡県環境保全に関する条例に基づく開

発行為等の許可や届出に係る規模要件に該当

する場合には、事業の実施において環境の保

全について適正な配慮がなされるよう、事業者

に対し環境影響評価の実施を求めています。 

また、その他の法令に基づき行われる環境

影響評価や、法令に基づくことなく事業者の任

意で行われる環境影響評価もあります。 

これらの環境影響評価は、環境影響評価法

や福岡県環境影響評価条例とは異なる手続や

ルールにより行われるものですが、本県では、

これらの環境影響評価に対しても審査を行い、

環境の保全の観点から意見を述べる等してい

ます。

７ 生物多様性に配慮した公共工事の推進 

【自然環境課、公園街路課、河川管理課、 

河川整備課、港湾課、水産振興課】

本県では、野生動植物の生息地である森林

や水辺の保全など、自然の回復・再生につなが

る環境に配慮した公共事業を推進しています。

具体的には、透水性舗装の採用、多様な河川

の生態系を保全・創出するための多自然工法

の採用の推進、農地の保全や環境保全型農業

の推進などを実施しています。 

また、自然公園の施設整備に当たっては、自

然景観に配慮し、木材や石材等の自然素材を

積極的に活用するなど、自然環境への配慮を

行っています。なお、本県では、平成２６（2014）

年５月に「福岡県公共工事生物多様性配慮指

針」を、28（2016）年 6 月に「福岡県緑化ガイ

ドライン～生物多様性に配慮した緑化を目指し

て～」を策定し、本県の公共工事部局職員を対

象として研修を実施し、施設構造や工法の検討

に役立つ事例集を編纂するなど、本県が実施

する公共工事が生物多様性に配慮したものと

なるよう取組を進めています。

【計画段階】 

事業計画の立案 

事業の位置や規模、基本構造や施設の配置等の検討 

計画段階での生物多様性配慮の検討 

【設計段階】 

施設の構造等の詳細設計 

設計段階での生物多様性配慮の検討 

【施工段階】 

公共工事の実施 

施工段階での生物多様性配慮の検討 

【維持管理段階】（必要に応じて） 

実施した保全措置の確認・妥当性の評価 

公共工事の実施と生物多様性の配慮の流れ 

(1) 都市公園 

【公園街路課】 

本県における令和３（202１）年度末現在の

都市公園の整備状況は、総数 6,2４4 か所、総

面積 4,7４５.６８ヘクタール、都市計画区域人

口1人当たり9.６４㎡となっています。現在、都

市等において、水と緑豊かな潤いのある生活

を送ることができるよう、都市公園をはじめと

する公園緑地を整備するとともに、既存の緑地

を保全することで、都市域における水と緑の公

的空間の確保を図っています。

県営公園は、福岡市に東公園、西公園、大濠

公園、天神中公園及び名島運動公園、北九州

市に中央公園、春日市に春日公園、飯塚市に

筑豊緑地、筑後市・みやま市に筑後広域公園の

9公園があります。筑後広域公園については平

成17（2005）年7月に一部開園し、引き続き整

備を進めています。また、福岡市東区の国営海

の中道海浜公園の整備が国土交通省により進

められています。

福岡県における生活圏別都市公園整備状況 
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(3) その他の環境影響評価 

環境影響評価法や福岡県環境影響評価条例

の対象規模に満たない小規模の事業について

も、福岡県環境保全に関する条例に基づく開

発行為等の許可や届出に係る規模要件に該当

する場合には、事業の実施において環境の保

全について適正な配慮がなされるよう、事業者

に対し環境影響評価の実施を求めています。 

また、その他の法令に基づき行われる環境

影響評価や、法令に基づくことなく事業者の任

意で行われる環境影響評価もあります。 

これらの環境影響評価は、環境影響評価法

や福岡県環境影響評価条例とは異なる手続や

ルールにより行われるものですが、本県では、

これらの環境影響評価に対しても審査を行い、

環境の保全の観点から意見を述べる等してい

ます。

７ 生物多様性に配慮した公共工事の推進 

【自然環境課、公園街路課、河川管理課、 

河川整備課、港湾課、水産振興課】

本県では、野生動植物の生息地である森林

や水辺の保全など、自然の回復・再生につなが

る環境に配慮した公共事業を推進しています。

具体的には、透水性舗装の採用、多様な河川

の生態系を保全・創出するための多自然工法

の採用の推進、農地の保全や環境保全型農業

の推進などを実施しています。 

また、自然公園の施設整備に当たっては、自

然景観に配慮し、木材や石材等の自然素材を

積極的に活用するなど、自然環境への配慮を

行っています。なお、本県では、平成２６（2014）

年５月に「福岡県公共工事生物多様性配慮指

針」を、28（2016）年 6 月に「福岡県緑化ガイ

ドライン～生物多様性に配慮した緑化を目指し

て～」を策定し、本県の公共工事部局職員を対

象として研修を実施し、施設構造や工法の検討

に役立つ事例集を編纂するなど、本県が実施

する公共工事が生物多様性に配慮したものと

なるよう取組を進めています。

【計画段階】 

事業計画の立案 

事業の位置や規模、基本構造や施設の配置等の検討 

計画段階での生物多様性配慮の検討 

【設計段階】 

施設の構造等の詳細設計 

設計段階での生物多様性配慮の検討 

【施工段階】 

公共工事の実施 

施工段階での生物多様性配慮の検討 

【維持管理段階】（必要に応じて） 

実施した保全措置の確認・妥当性の評価 

公共工事の実施と生物多様性の配慮の流れ 

(1) 都市公園 

【公園街路課】 

本県における令和３（202１）年度末現在の

都市公園の整備状況は、総数 6,2４4 か所、総

面積 4,7４５.６８ヘクタール、都市計画区域人

口1人当たり9.６４㎡となっています。現在、都

市等において、水と緑豊かな潤いのある生活

を送ることができるよう、都市公園をはじめと

する公園緑地を整備するとともに、既存の緑地

を保全することで、都市域における水と緑の公

的空間の確保を図っています。

県営公園は、福岡市に東公園、西公園、大濠

公園、天神中公園及び名島運動公園、北九州

市に中央公園、春日市に春日公園、飯塚市に

筑豊緑地、筑後市・みやま市に筑後広域公園の

9公園があります。筑後広域公園については平

成17（2005）年7月に一部開園し、引き続き整

備を進めています。また、福岡市東区の国営海

の中道海浜公園の整備が国土交通省により進

められています。

福岡県における生活圏別都市公園整備状況 
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鳥の楽園であると同時に潮干狩りなどのレクリ

エーションの場となっています。

玄界灘沿岸は半島・岬が多く白砂青松の海

岸線が続く良好な自然環境に恵まれ、海水浴

やマリンスポーツなどの海洋レジャーに多くの

人々が利用しており、ほぼ全域が玄海国定公

園に指定されています。

近年、玄界灘沿岸に面する海岸線は、冬季

風浪・台風による波浪により侵食が進行してい

ることから、自然環境との調和に配慮し、砂浜

の保護や、良好な海岸環境の創出を目的とし

た海岸環境整備事業を実施しています。

海岸環境整備事業 

海岸名 事業主体 事業概要 施工年度 

新松原 

海岸 
福岡県 

突 堤 1基 

養 浜 1式 

令和元年度～ 

令和8年度 

和白海岸 福岡県 
人工リーフ 

3基 

平成19年度～ 

令和17年度 

(4) 漁港 

【水産振興課】 

漁港機能の持続的な利用と豊かな自然環境

の創造を図るため、以下の事業を行っていま

す。

ア 農山漁村地域整備交付金（水産物供給基

盤整備事業） 

貴重な渡り鳥の飛来地として有名な曽根干

潟に漁港区域を有する曽根漁港の整備に当た

っては、干潟の保全に配慮した整備を実施して

います。

イ 農山漁村地域整備交付金（漁業集落環境

整備事業） 

漁港機能の増進と漁業集落における生活環

境改善を総合的に図るため、集落排水処理施

設などの事業を実施しています。

８ 生態系を利用した防災・減災 

【自然環境課】 

グリーンインフラとは、社会資本整備や土地

利用等のハード・ソフト両面において、自然環

境が有する多様な機能を活用し、持続可能で

魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

です。本県における社会資本整備や土地利用

等についても、生態系ネットワークの保全・再

生・活用、健全な水資源の循環など、グリーンイ

ンフラを活用した自然共生社会づくりの普及と

導入の働きかけを進めます。 

グリーンインフラの概念の中でも特に防災・

減災に注目し、生態系が有する多様な機能を

活かして災害に強い地域を作る考え方が「生

態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）」 で

あり、その普及と導入の働きかけを進め、広く

啓発を行います。

(2) 河川 

【河川管理課、河川整備課】 

本県の一級河川は筑後川をはじめ 4 水系、

二級河川は那珂川、御笠川、釣川、紫川、今川

をはじめ 52 水系の合計 34１河川で、総延長

は 2,178.8km になります。そのうち本県管理

区間延長は、一・二級河川総延長の約 87.9％

で 1,915.3kmです。平成9（1997）年の河川

法改正では、治水・利水機能を確保するという

従来の河川整備の目的に加え、河川環境の整

備と保全についても、河川整備基本方針及び

河川整備計画に定めることが義務付けられ、河

川整備を行う際には、河川が本来有する多様

な生物の生息・生育・繁殖環境に配慮し、併せ

て美しい自然環境を保全するといった、多自然

川づくりを進めています。この中でも特に環境

に配慮した河川整備事業は、下表のとおりです。

また、河川の環境に関する基礎情報を系統

的に整備し、河川整備事業や河川管理を円滑

に推進するために、河川に生息する生物の生

息・生育状況の調査を行う「河川水辺の国勢調

査」を次表の河川でおおむね５年に１回の割合

で実施しています。

「河川水辺の国勢調査」実施河川 

種別 水系名 調査河川名 

二級

河川 

紫川 紫川、東谷川 

那珂川 那珂川 

(3) 海岸 

【港湾課】 

本県の海岸は、北に日本海に面し外洋性の

強い玄界灘沿岸、東に周防灘に面する豊前豊

後沿岸、南に日本一の干満の差 6ｍを有する

有明海沿岸と、それぞれの特性を持った 3 つ

の沿岸に分かれており、海岸線延長は約 651

㎞に及びます。 

豊前豊後沿岸及び有明海沿岸は、干満の差

が大きく、干潮時には広大な干潟が出現し、野

事業・制度名 河川名 市町村 概 要 

かわまちづくり支援制度 

（社会資本整備総合交付金） 

高良川 

他 

久留米市 

他 

まちづくりと一体的に水辺空間の整備を図ることを目的としてい

ます。そのため河川本来の自然環境の整備保全や周辺の景観と

の調和を図りつつ、地域整備と一体となった整備事業を行って

います。 

マイタウン・マイリバー 

整備事業 

（社会資本整備総合交付金） 

紫川 北九州市 

大都市の中心市街地等で河川の改修が急務でかつ良好な水辺

空間の整備の必要性が高く、沿川における市街地の整備と併せ

て河川改修を進めることが効果的と考えられる河川について、

水辺環境の向上に配慮した整備を行っています。 

郷土の水辺整備事業 

（県単独事業） 

今川 

他 

添田町 

他 

河川及び周辺環境の一体的整備を図ることにより、人と自然に

やさしい水辺空間を形成し、河川の積極的利用を推進するとと

もに、地域のまちづくりに寄与しています。 

ふれあいの川づくり事業 

（県単独事業） 

猪位金川 

他 

田川市 

他 
魚道整備など生態系に配慮した川づくりを行っています。 

環境に配慮した河川整備事業 

県内河川延長 

水系名 河川数 
河川延長 

（km） 

県管理延長 

（km） 

山国川 ６ 37.8 37.8 

遠賀川 76 497.3 363.5 

筑後川 86 549.4 442.9 

矢部川 24 218.3 195.1 

4水系 19２ 1302.8 1039.3 

那珂川 4 42.3 42.3 

御笠川 11 48.６ 48.6 

釣 川 11 55.5 55.5 

紫 川 6 39.0 39.0 

今 川 6 55.7 55.7 

その他 111 634.９ 634.9 

52水系 149 876.0 876.0 
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鳥の楽園であると同時に潮干狩りなどのレクリ

エーションの場となっています。

玄界灘沿岸は半島・岬が多く白砂青松の海

岸線が続く良好な自然環境に恵まれ、海水浴

やマリンスポーツなどの海洋レジャーに多くの

人々が利用しており、ほぼ全域が玄海国定公

園に指定されています。

近年、玄界灘沿岸に面する海岸線は、冬季

風浪・台風による波浪により侵食が進行してい

ることから、自然環境との調和に配慮し、砂浜

の保護や、良好な海岸環境の創出を目的とし

た海岸環境整備事業を実施しています。

海岸環境整備事業 

海岸名 事業主体 事業概要 施工年度 

新松原 

海岸 
福岡県 

突 堤 1基 

養 浜 1式 

令和元年度～ 

令和8年度 

和白海岸 福岡県 
人工リーフ 

3基 

平成19年度～ 

令和17年度 

(4) 漁港 

【水産振興課】 

漁港機能の持続的な利用と豊かな自然環境

の創造を図るため、以下の事業を行っていま

す。

ア 農山漁村地域整備交付金（水産物供給基

盤整備事業） 

貴重な渡り鳥の飛来地として有名な曽根干

潟に漁港区域を有する曽根漁港の整備に当た

っては、干潟の保全に配慮した整備を実施して

います。

イ 農山漁村地域整備交付金（漁業集落環境

整備事業） 

漁港機能の増進と漁業集落における生活環

境改善を総合的に図るため、集落排水処理施

設などの事業を実施しています。

８ 生態系を利用した防災・減災 

【自然環境課】 

グリーンインフラとは、社会資本整備や土地

利用等のハード・ソフト両面において、自然環

境が有する多様な機能を活用し、持続可能で

魅力ある国土・都市・地域づくりを進める取組

です。本県における社会資本整備や土地利用

等についても、生態系ネットワークの保全・再

生・活用、健全な水資源の循環など、グリーンイ

ンフラを活用した自然共生社会づくりの普及と

導入の働きかけを進めます。 

グリーンインフラの概念の中でも特に防災・

減災に注目し、生態系が有する多様な機能を

活かして災害に強い地域を作る考え方が「生

態系を活用した防災・減災（Eco-DRR）」 で

あり、その普及と導入の働きかけを進め、広く

啓発を行います。

(2) 河川 

【河川管理課、河川整備課】 

本県の一級河川は筑後川をはじめ 4 水系、

二級河川は那珂川、御笠川、釣川、紫川、今川

をはじめ 52 水系の合計 34１河川で、総延長

は 2,178.8km になります。そのうち本県管理

区間延長は、一・二級河川総延長の約 87.9％

で 1,915.3kmです。平成9（1997）年の河川

法改正では、治水・利水機能を確保するという

従来の河川整備の目的に加え、河川環境の整

備と保全についても、河川整備基本方針及び

河川整備計画に定めることが義務付けられ、河

川整備を行う際には、河川が本来有する多様

な生物の生息・生育・繁殖環境に配慮し、併せ

て美しい自然環境を保全するといった、多自然

川づくりを進めています。この中でも特に環境

に配慮した河川整備事業は、下表のとおりです。

また、河川の環境に関する基礎情報を系統

的に整備し、河川整備事業や河川管理を円滑

に推進するために、河川に生息する生物の生

息・生育状況の調査を行う「河川水辺の国勢調

査」を次表の河川でおおむね５年に１回の割合

で実施しています。

「河川水辺の国勢調査」実施河川 

種別 水系名 調査河川名 

二級

河川 

紫川 紫川、東谷川 

那珂川 那珂川 

(3) 海岸 

【港湾課】 

本県の海岸は、北に日本海に面し外洋性の

強い玄界灘沿岸、東に周防灘に面する豊前豊

後沿岸、南に日本一の干満の差 6ｍを有する

有明海沿岸と、それぞれの特性を持った 3 つ

の沿岸に分かれており、海岸線延長は約 651

㎞に及びます。 

豊前豊後沿岸及び有明海沿岸は、干満の差

が大きく、干潮時には広大な干潟が出現し、野

事業・制度名 河川名 市町村 概 要 

かわまちづくり支援制度 

（社会資本整備総合交付金） 

高良川 

他 

久留米市 

他 

まちづくりと一体的に水辺空間の整備を図ることを目的としてい

ます。そのため河川本来の自然環境の整備保全や周辺の景観と

の調和を図りつつ、地域整備と一体となった整備事業を行って

います。 

マイタウン・マイリバー 

整備事業 

（社会資本整備総合交付金） 

紫川 北九州市 

大都市の中心市街地等で河川の改修が急務でかつ良好な水辺

空間の整備の必要性が高く、沿川における市街地の整備と併せ

て河川改修を進めることが効果的と考えられる河川について、

水辺環境の向上に配慮した整備を行っています。 

郷土の水辺整備事業 

（県単独事業） 

今川 

他 

添田町 

他 

河川及び周辺環境の一体的整備を図ることにより、人と自然に

やさしい水辺空間を形成し、河川の積極的利用を推進するとと

もに、地域のまちづくりに寄与しています。 

ふれあいの川づくり事業 

（県単独事業） 

猪位金川 

他 

田川市 

他 
魚道整備など生態系に配慮した川づくりを行っています。 

環境に配慮した河川整備事業 

県内河川延長 

水系名 河川数 
河川延長 

（km） 

県管理延長 

（km） 

山国川 ６ 37.8 37.8 

遠賀川 76 497.3 363.5 

筑後川 86 549.4 442.9 

矢部川 24 218.3 195.1 

4水系 19２ 1302.8 1039.3 

那珂川 4 42.3 42.3 

御笠川 11 48.６ 48.6 

釣 川 11 55.5 55.5 

紫 川 6 39.0 39.0 

今 川 6 55.7 55.7 

その他 111 634.９ 634.9 

52水系 149 876.0 876.0 
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第４節 生物多様性の持続可能な利用 

１ 生物多様性に配慮した農林水産業の推

進 

【農山漁村振興課、農村森林整備課、 

林業振興課】 

(1) 森林の保全 

ア 森林の現況 

本県の森林面積は、223,640 ヘクタールで

県土面積の45％を占めています。 

森林は、木材を生産するだけでなく、水源の

かん養､県土の保全、安らぎや憩いの場の提供

など多面的な働きがあり、県民生活に密接な関

わりを持っています。

さらに、近年においては、森林による二酸化

炭素の吸収・固定機能が地球温暖化防止に寄

与することから、その役割が大きく注目されて

います。 

しかしながら、松くい虫やシカ等による被害

や火災、気象災害等により、森林の健全な機能

が損なわれる事態も生じています。特に、潮風

や飛砂から人家や農地を守る重要な機能を有

している海岸の防風林においては、松くい虫被

害が急増し、ピークとなった平成24（2012）年

度の被害量は、20（2008）年度の 3.5 倍に上

りました。このため、25（2013）年度より松くい

虫被害対策を強化した結果、令和４（202２）年

度の被害量はピークであった平成 24（2012）

年度と比べ約７％まで減少しました。 

松くい虫被害の状況（民有林） 

イ 森林の保護対策 

台風や豪雨、降雪などの気象災害から森林

を守るためには、適切な施業による森林の管理

が重要です。しかしながら、木材価格の下落に

よる林業採算性の悪化等により、森林・林業を

取り巻く状況は依然として厳しいため、「安心し

て住み続けられる農山漁村づくりを推進」を目

標とした「福岡県農林水産振興基本計画」を策

定し、公益的機能を発揮できる森林づくりを推

進しています。 

松くい虫被害対策としては、薬剤散布等によ

る予防対策と枯損松の伐倒駆除を実施してい

ますが、平成 25（2013）年度からは福岡県森

林環境税を活用し、市町が実施する伐倒駆除

を、30(2018)年度からは予防対策の支援を

強化するなど、松くい虫被害の鎮静化に取り組

むとともに、被害跡地については保安林緊急改

良事業等（治山事業）により機能回復のための

植栽を実施しています。 

また、植栽木に対するシカの食害防止等の

ため、侵入防止柵の設置や特定鳥獣管理計画

森林は、清涼な水や空気の供給など私たちの生活に欠かせないものです。本県の森林は、県

土面積の４５％を占め、木材の生産や水源のかん養、県土保全のほか、二酸化炭素の吸収・固

定機能による地球温暖化防止など多面的な働きを持っています。 

かけがえのない森林を守るため、森林病害虫獣による被害や森林災害の防止に努め、健全な

森林の維持造成及び県有施設の緑化や森林づくり活動の支援などの県土緑化の推進に努めて

います。また、平成 20（2008）年 4 月から森林環境税を導入し、「荒廃した森林の整備」や「県

民参加の森林づくりの推進」に取り組んでいます。 

に基づく個体数の調整を行い、被害の軽減に

努めています。

さらに、林野火災防止の啓発や森林保全巡

視指導員等による巡回、消火機材の配備など

各種被害予防に努めています。

(2) 緑化の推進 

【林業振興課】 

ア 緑化の現況 

森林は、水を蓄え、土砂災害を防ぎ、レクリ

エーションの場を提供するなど、私たちの生活

に様々な恵みを与えています。

しかしながら、都市化の進展に伴う身近な森

林の減少や林業の不振による森林の荒廃など

が懸念されています。

このような中、かけがえのない森林を健全な

状態で次の世代に引き継ぐため、県民自らによ

る森林
も り

づくりへの参加や、森林を守り育てる気

運の向上が求められています。

イ 緑化の推進対策 

(ｱ) 緑化推進の取組 

a 緑の教室等 

福岡県緑化センターでは、緑化の普及・啓発

及び緑化技術の指導を行うため、県内各地で

「緑の教室」や「緑化講習会」等を開催していま

す。

緑の教室 

b 県民参加の森林
も り

づくり 

地球温暖化の問題など環境意識の高まりを

受けて、県民参加による森林
も り

づくりが盛んにな

っています。

令和４（２０２２）年度は、県内２１３か所、約３

万１千人の参加者による植栽や間伐などの森

林(もり)づくり活動が実施されました。 

(ｲ) 県有施設の緑化 

身近な緑の造成を図るため県有施設を率先

して緑化し、地域緑化の推進に寄与しています。 

(ｳ) 緑化木の生産 

本県は、県南部を中心に緑化木の生産が盛

んであり、全国有数の生産地となっています。

しかし、近年は緑化木の需要が減少しており、

今後は、植樹以外の新たな用途の開拓に取り

組み、県産緑化木の需要拡大を図ります。

(ｴ) 緑の募金 

〔緑の募金法〕 

緑の役割と大切さを県民に啓発し、緑化の推

進などの取組を行うため、公益財団法人福岡

県水源の森基金が実施主体となり「緑の募金」

運動に取り組んでいます。 

令和４（202２）年度は、約６,２４２万円の募

金が集まり、地域の緑づくりや緑の少年団の育

成などに活用されています。 

(3) 福岡県森林環境税を活用した取組 

【林業振興課】 

本県では、森林を健全な状態で次世代に引

き継ぐため、平成２０（2008）年４月に福岡県

森林環境税を導入し、荒廃した森林の再生や

県民参加の森林
も り

づくりに取り組んできました。 

これまでに整備された森林では、水源かん

養など森林の有する公益的機能が回復しつつ

ある一方で、森林・林業を取り巻く情勢は厳し

さを増しており、森林を森林所有者の林業活動

だけでは支えられない状態が続いていること

から、今後新たに森林の荒廃が進むことが懸

念されています。 

このため、平成30（2018）年度以降も「福岡

県森林環境税」を継続し、森林の有する公益的

機能の発揮に向けた施策や、森林を守り育てる

気運の向上に向けた施策を実施しています。 
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第４節 生物多様性の持続可能な利用 
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台風や豪雨、降雪などの気象災害から森林
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林環境税を活用し、市町が実施する伐倒駆除
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が懸念されています。

このような中、かけがえのない森林を健全な

状態で次の世代に引き継ぐため、県民自らによ

る森林
も り

づくりへの参加や、森林を守り育てる気

運の向上が求められています。

イ 緑化の推進対策 

(ｱ) 緑化推進の取組 

a 緑の教室等 

福岡県緑化センターでは、緑化の普及・啓発

及び緑化技術の指導を行うため、県内各地で

「緑の教室」や「緑化講習会」等を開催していま

す。
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も り
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地球温暖化の問題など環境意識の高まりを
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も り

づくりが盛んにな

っています。
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万１千人の参加者による植栽や間伐などの森

林(もり)づくり活動が実施されました。 

(ｲ) 県有施設の緑化 

身近な緑の造成を図るため県有施設を率先

して緑化し、地域緑化の推進に寄与しています。 

(ｳ) 緑化木の生産 

本県は、県南部を中心に緑化木の生産が盛

んであり、全国有数の生産地となっています。

しかし、近年は緑化木の需要が減少しており、

今後は、植樹以外の新たな用途の開拓に取り

組み、県産緑化木の需要拡大を図ります。

(ｴ) 緑の募金 

〔緑の募金法〕 

緑の役割と大切さを県民に啓発し、緑化の推

進などの取組を行うため、公益財団法人福岡

県水源の森基金が実施主体となり「緑の募金」

運動に取り組んでいます。 

令和４（202２）年度は、約６,２４２万円の募

金が集まり、地域の緑づくりや緑の少年団の育

成などに活用されています。 

(3) 福岡県森林環境税を活用した取組 

【林業振興課】 

本県では、森林を健全な状態で次世代に引

き継ぐため、平成２０（2008）年４月に福岡県

森林環境税を導入し、荒廃した森林の再生や

県民参加の森林
も り

づくりに取り組んできました。 

これまでに整備された森林では、水源かん

養など森林の有する公益的機能が回復しつつ

ある一方で、森林・林業を取り巻く情勢は厳し

さを増しており、森林を森林所有者の林業活動

だけでは支えられない状態が続いていること

から、今後新たに森林の荒廃が進むことが懸

念されています。 

このため、平成30（2018）年度以降も「福岡

県森林環境税」を継続し、森林の有する公益的

機能の発揮に向けた施策や、森林を守り育てる

気運の向上に向けた施策を実施しています。 
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＜平成 30年度から取り組んでいる施策＞ 

〇森林の有する公益的機能の発揮に向けた施

策

・強度間伐※等の実施

・間伐を繰り返す体制の構築

・海岸防風林の松くい虫駆除・予防対策
公益的機能を長期的に発揮する 

スギ・ヒノキ等の針葉樹と広葉樹が 
混在する森林（イメージ） 

〇森林を守り育てる気運の向上に向けた施策

・森林
も り

づくり活動の公募

・展示効果の高い森林整備 

・森林の重要性の情報発信

県民参加の森林
も り

づくり（イメージ） 

２ 里地里山里海の適切な利用と管理 

(1) ふくおか農林漁業応援団づくり 

【食の安全・地産地消課】 

農林水産業や農山漁村地域の役割と重要性

に対する県民の理解を深め、地産地消を推進

するため、「農林漁業応援団」づくりを進めてい

ます。（詳細は第３章に記載） 

(2) 歴史・文化と生物多様性とを結びつけた環

境学習の支援、推進 

【自然環境課】 

里地里山里海地域を構成するものの一つと

して、歴史的・文化的な建造物や遺構等があり、

その周辺の自然と合わせて、多様な生物を育

む場となっています。 

協賛企業から、売上の一部を本県の自然環

境保全活動に寄附していただいており、この寄

附金の一部を活用して、歴史・文化と生物多様

性とを結び付けた環境学習を実施し、その保

存・活用に対する意識の高揚・啓発を行ってい

ます。

ア 童男山古墳周辺（八女市山内）の整備（平

成 25(2013)年度～令和 4(2022)年度） 

地域の生物多様性保全活動を促進するため、

八女市山内にある童男山古墳・犬尾城址周辺

をフィールドとして、自然観察会を開催するとと

もに、地元の童男山・犬尾城址保存会と協働し、

古墳周辺の草刈り・落ち葉の処理等の維持管

理作業を行いました。 

イ 有明海の環境学習（令和 5(2023)年度～）

有明海は貝類や甲殻類をはじめ有明海固有

の生物が多数生息しています。小学生を対象

に、「やながわ有明水族館」（柳川市稲荷町）に

おいて、有明海の生物多様性や歴史、文化を

学ぶ環境学習を実施しています。 

※強度間伐：間伐率をより高く設定した間伐。

第７章 健康で快適に暮らせる生活環境の形成

◆目指す姿

きれいな空気・清らかな水・安全な土壌・静かな居住環境等が守られた、県民が健康で心地よ

く暮らせる社会。 

個性豊かで、美しいまち並みと景観の保全形成に取り組み、誇りを持って次の世代に継承する

ことができる社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

環境基準の 

達成率 

大気 
SPM 
NO₂

水質 
BOD 
COD 

DXN類 
大気 
公共用水域水質 
公共用水域底質 
地下水 
土壌 

騒音 
航空機 97.6%、 
新幹線 70.5%、 
自動車 96.2% 

令和2（2020）年度 

環境基準 
達成率の 
向上・ 

達成維持を 
図る 

令和8
（2026）年度 

大気 
SPM 
NO₂

水質 
BOD 
COD 

DXN類 
大気 
公共用水域水質 
公共用水域底質 
地下水 
土壌 

騒音 
航空機 85.4%、 
新幹線 66.2%、 
自動車 95.4% 

令和４（202２）年度 

河川及び海岸 

愛護団体登録数 

511団体 

令和2（2020）年度 

700団体 

令和8
（2026）年度 

544団体 

令和４（202２）年度 

第 7 章では、健康で快適に暮らせる生活環境の形成に向けた取組について掲載しています。大

気や水、土壌環境などを常に監視し、様々な施策を行っています。 

100％

76.1％

100％

100％

６８.９％

100％

100％

98.４％
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して、歴史的・文化的な建造物や遺構等があり、
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協賛企業から、売上の一部を本県の自然環

境保全活動に寄附していただいており、この寄

附金の一部を活用して、歴史・文化と生物多様

性とを結び付けた環境学習を実施し、その保

存・活用に対する意識の高揚・啓発を行ってい

ます。

ア 童男山古墳周辺（八女市山内）の整備（平

成 25(2013)年度～令和 4(2022)年度） 

地域の生物多様性保全活動を促進するため、

八女市山内にある童男山古墳・犬尾城址周辺

をフィールドとして、自然観察会を開催するとと

もに、地元の童男山・犬尾城址保存会と協働し、

古墳周辺の草刈り・落ち葉の処理等の維持管

理作業を行いました。 
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自動車 95.4% 
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第 7 章では、健康で快適に暮らせる生活環境の形成に向けた取組について掲載しています。大

気や水、土壌環境などを常に監視し、様々な施策を行っています。 
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第１節 総合的な対策 

〔環境基本法、公害紛争処理法、福岡県公害紛争処理条例、 

特定工場における公害防止組織の整備に関する法律〕 

１ 公害対策 

(1) 公害紛争処理・公害苦情処理 

〔公害紛争処理法、 

福岡県公害紛争処理条例〕 

ア 公害紛争処理 

【自然環境課】 

本県では、公害に係る紛争について、司法

的な解決とは別に迅速かつ適正な解決を図

る附属機関として福岡県公害審査会を設置

しています。 

審査会は、15 名の委員で構成され、審査

会会長の指名によって選任された委員が、あ

っせん、調停及び仲裁の手続により公害紛争

の解決を図るものであり、審査会が設置され

た昭和 46（1971）年以降令和５（202３）年

3 月までに本審査会で取り扱った事件は、あ

っせん 1 件、調停 27 件及び仲裁 1 件となっ

ています。

本県では、公害防止計画の策定、環境保全協定の締結等を行い、環境保全・公害防止対策を

講じるとともに、公害に係る紛争については、福岡県公害審査会を設置し、紛争の解決を図って

います。 

公害で困った場合 

公害苦情 公害紛争 

市区町村、都
道府県の公害
担当課等の窓
口 

公害等 
調整委員会 

都道府県 
公害審査会等 裁判所 

●因果関係の存
否 

●損害賠償責任
の有無 

●重大事件 
●広域処理事件 
●県際事件 

●左を除く事件 

公害苦情相談
員による苦情
処理 

裁 定 
調 停 
あっせん 
仲 裁 

調 停 
あっせん 
仲 裁 

判 決 

調 停 

公害紛争処理制度による解決 

（訴えの 
提起等） （申請） （申請） （相談） 

司法的解決 

イ 公害苦情処理 

【環境保全課】 

本県では、県内における公害苦情を統計的

に把握するため、公害苦情件数等の調査を実

施しています｡ 

令和３（202１）年度に県内市町村及び県保

健福祉環境事務所の公害苦情相談窓口で受け

付けた苦情総件数は 3,４６７件で、前年度と比

べ５２７件減少し、約１３.２％の減少となってい

ます｡ 

公害に対する苦情は、典型7公害（大気汚染、

水質汚濁、土壌汚染、騒音、振動、地盤沈下及

び悪臭）に係るものと、典型 7 公害以外の日照、

電波障害、廃棄物の不法投棄等に係るものに

分けられます。 

(ｱ) 種類別苦情件数 

典型7公害の苦情は、大気汚染が最も多く、

典型7公害以外の苦情では廃棄物投棄に関す

る苦情が最も多くなっています。

(ｲ) 苦情処理状況 

令和３（202１）年度において処理することと

なった苦情件数は、新規受付（警察・国等の機

関から移送されたものを含む）3,４６７件及び

前年度からの繰越１１３件の合計３,５８０件から

警察・国等の機関へ移送したもの１０８件を除い

た 3,４７２件（これを｢公害苦情処理係属件数｣

という。）となっています。 
種類別苦情件数の推移 

苦情処理の内訳 

 （受付件数）

 令和３年度新規  3,４６７ 件  

 前年度繰越  １１３ 件  

 計  ３,５８０ 件  

（処理の内訳）

 他へ移送 １０８ 件  

  公害苦情処理係属件数 

 （公害苦情処理係属件数内訳） 

3,４７２ 件  

直接処理 3,１２４ 件  

翌年度繰越 ９８ 件  

その他 2５0 件  

※その他：原因が不明な場合や申立人が 

管轄区域外に転居した場合など。 

なお、公害苦情処理係属件数のうち、令和３

（202１）年度中に処理された件数は 3,１２４件

で、その処理率は 90.０％となっています。 

(2) 公害防止管理者制度 

【環境保全課】 

〔特定工場における公害防止組織の 

整備に関する法律〕 

公害防止管理者制度とは、製造業（加工業を

含む。）及び電気・ガス・熱供給業の特定の工場

内に、公害防止に関する責任者を選任させるこ

と等により、工場内の公害防止体制の整備を図

り、もって公害の防止に資することを目的とす

る制度です。

この法律が適用される工場（「特定工場」とい

う。）では、公害防止に関する業務を統括する

「公害防止統括者」及び公害防止の技術的事項

を管理する「公害防止主任管理者」、「公害防止

管理者」を選任し、これを知事に届け出ること

が義務付けられており、これらの職にはそれぞ

れ代理者の配置が必要です。

なお、公害防止管理者、公害防止主任管理

者及びそれらの代理者は、工場に設置された

施設や規模ごとに区分された国家試験等によ

り資格を取得した者から選任することとされて

おり、これらを選任又は解任した際は知事（一

部は市町村長）に届け出なければなりません。

公害防止管理者は、従事する業務に応じて、

大気関係、水質関係、騒音・振動関係、粉じん

関係及びダイオキシン類関係の種類に分かれ
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ています。

(3) 融資制度  

【循環型社会推進課】 

福岡県環境保全施設等整備資金融資制度に

より財政支援を行い、県内事業者の公害防止

施設、環境保全施設の整備、次世代自動車の

購入等を促進します。 

２ 都市計画 

【都市計画課】 

都市計画とは、都市内の限られた土地資源

を有効に配分し、建築敷地、基盤施設用地及び

緑地・自然環境を適正に配置することにより、

農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文

化的な都市生活及び機能的な都市活動を確保

しようとするものです。

(1) 計画的な土地利用 

都市計画区域内においては、用途地域など

地域地区を適切に定めて、建築物の用途、容積、

高さ等を制限することにより、土地の計画的利

用を図り、効率的・集中的な公共投資により、合

理的かつ機能的な都市空間の形成を図ってい

ます。

さらに、県内の 14 都市計画区域のうち 4 都

市計画区域（22 市町）においては、計画的な市

街化を図るために、都市計画区域を市街化区

域（既に市街地を形成している区域及びおおむ

ね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を

図るべき区域）と市街化調整区域（市街化を抑

制すべき区域）とに区分（一般的に「線引き」と

いう。）しています。

また、都市計画区域外においても、土地利用

の整序又は環境保全のために、県内の 23 市

町において、準都市計画区域を指定しています。

これらの実効性は、開発許可制度等によって

担保されています。

(2) 都市施設の適切な配置 

道路、公園、下水道などの都市施設は、都市

の生活や都市機能の維持にとって必要な施設

であり、都市の骨格をなすものです。計画に当

たっては、土地利用計画や都市施設相互の有

機的な関連を勘案しつつ、適切な規模・構造と

位置を定めています。また、ごみ焼却場、汚物

処理場などの位置についても、生活環境を悪

化させないように配慮し、決定しています。

(3) 市街地の面的整備 

健全な市街地の形成を図る手法として、公共

施設の整備改善及び宅地の利用増進を図るた

め土地区画整理事業が活用されています。ま

た、市街地内の老朽木造建築物が密集してい

る地区等において、土地の合理的かつ健全な

高度利用と都市機能の更新を図るため、市街

地再開発事業等が活用されています。

住宅地の造成などに対しては、開発許可制

度により公共施設の整備に一定の水準を確保

しています。さらに、きめ細かなまちづくりの手

段として、良好な居住環境を形成し、保全する

ために、地区の特性に合った地区計画制度の

導入を促進しています。

(4) 美しいまちづくりの推進 

平成17（2005）年の「景観法」の全面施行を

受け、本県では「福岡県美しいまちづくり条例」

を改定し、市町村における景観計画策定による

規制誘導を図る取組みを推進するとともに、県

民の発意と参加による地域の個性を反映した

美しいまちづくりを推進するための各種施策を

行っています。 

具体的には、複数の市町村にわたる広域的

な景観形成を本県の重要な施策と位置付け、

良好な景観の保全・形成を図るべく、現在、豊

かな自然環境に恵まれた筑後地域及び京築地

域を対象に、3つの広域的な景観計画を運用し

ているところです。 

また、美しいまちづくりについて県民とともに

語り合い、考える「景観大会」を毎年開催し、地

域住民団体や市町村によるまちづくり活動を支

援するために「まちづくり専門家」の派遣事業

等も行っています。 

【景観大会の様子】 
美しい景観選表彰式 

水上クルーズ
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地域地区を適切に定めて、建築物の用途、容積、

高さ等を制限することにより、土地の計画的利

用を図り、効率的・集中的な公共投資により、合

理的かつ機能的な都市空間の形成を図ってい

ます。

さらに、県内の 14 都市計画区域のうち 4 都

市計画区域（22 市町）においては、計画的な市

街化を図るために、都市計画区域を市街化区

域（既に市街地を形成している区域及びおおむ

ね 10 年以内に優先的かつ計画的に市街化を

図るべき区域）と市街化調整区域（市街化を抑

制すべき区域）とに区分（一般的に「線引き」と

いう。）しています。

また、都市計画区域外においても、土地利用

の整序又は環境保全のために、県内の 23 市

町において、準都市計画区域を指定しています。

これらの実効性は、開発許可制度等によって

担保されています。

(2) 都市施設の適切な配置 

道路、公園、下水道などの都市施設は、都市

の生活や都市機能の維持にとって必要な施設

であり、都市の骨格をなすものです。計画に当

たっては、土地利用計画や都市施設相互の有

機的な関連を勘案しつつ、適切な規模・構造と

位置を定めています。また、ごみ焼却場、汚物

処理場などの位置についても、生活環境を悪

化させないように配慮し、決定しています。

(3) 市街地の面的整備 

健全な市街地の形成を図る手法として、公共

施設の整備改善及び宅地の利用増進を図るた

め土地区画整理事業が活用されています。ま

た、市街地内の老朽木造建築物が密集してい

る地区等において、土地の合理的かつ健全な

高度利用と都市機能の更新を図るため、市街

地再開発事業等が活用されています。

住宅地の造成などに対しては、開発許可制

度により公共施設の整備に一定の水準を確保

しています。さらに、きめ細かなまちづくりの手

段として、良好な居住環境を形成し、保全する

ために、地区の特性に合った地区計画制度の

導入を促進しています。

(4) 美しいまちづくりの推進 

平成17（2005）年の「景観法」の全面施行を

受け、本県では「福岡県美しいまちづくり条例」

を改定し、市町村における景観計画策定による

規制誘導を図る取組みを推進するとともに、県

民の発意と参加による地域の個性を反映した

美しいまちづくりを推進するための各種施策を

行っています。 

具体的には、複数の市町村にわたる広域的

な景観形成を本県の重要な施策と位置付け、

良好な景観の保全・形成を図るべく、現在、豊

かな自然環境に恵まれた筑後地域及び京築地

域を対象に、3つの広域的な景観計画を運用し

ているところです。 

また、美しいまちづくりについて県民とともに

語り合い、考える「景観大会」を毎年開催し、地

域住民団体や市町村によるまちづくり活動を支

援するために「まちづくり専門家」の派遣事業

等も行っています。 

【景観大会の様子】 
美しい景観選表彰式 

水上クルーズ



快
適
環
境

- 152 - - 153 -

第２節 大気環境の保全 

【環境保全課】 

〔大気汚染防止法、福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 大気汚染の現況

高度経済成長期には特に石油系燃料消費量

が増大したため大気汚染が急速に進行しまし

たが、昭和 40 年代に｢公害対策基本法｣や｢大

気汚染防止法｣が成立し、工場や事業場におけ

る大気汚染防止対策が着実に進展しました。ま

た、自動車排出ガス対策として大気汚染防止

法に基づく単体規制（いわゆる排ガス規制）の

強化が行われたことから、県内の大気汚染の

状況は大きく改善されました。一方で、光化学

オキシダントについては、移流等の影響により

環境基準を達成できない状況が続いています。 

(1) 常時監視体制 

県内の大気汚染の状況を把握するため、県

内の常時監視測定局において自動連続測定機

による常時監視を行っています（18市町55か

所）。また、令和元（2019）年度から 2（2020）

年度にかけて、大規模災害や機器障害の発生

時も監視及びデータ公開を継続できるよう、シ

ステムサーバの二重化、老朽化した局舎の建

替え、監視カメラの整備を実施し、観測体制を

強化しました。 

常時監視データは、テレメータシステム（遠

隔監視装置）により、県保健環境研究所（中央

監視局）及び県庁（環境保全課）に送信されて

おり、毎時の常時監視データを県ホームページ

で公開しています。 

また、常時監視データなどから、大気汚染状

況が悪化し人の健康や生活環境に被害が生じ

るおそれがあると判断される場合には、関係機

関に対して情報を提供し、緊急時の措置を講じ

ることとしています。 

これらの取組に加え、保健環境研究所が開

発した大気汚染予測システムを用いて、県内

（４地域別）における光化学オキシダントや

PM2.5 の独自予測を毎日実施しており、高濃度

の光化学オキシダントや PM2.5 の発生が予測

される場合には、県公式ＬＩＮＥアカウントにより

県民に対し高濃度予測情報を配信しています。

（令和４年２月１５日から開始） 

なお、常時監視を実施していない地域につ

いては、大気環境測定車（さわやか号）により

必要に応じて調査を実施しています。

テレメータシステムによる測定データの流れ 

県測定局 県測定車

福　　　　岡　　　　県　　　　保　　　　健　　　　環　　　　境　　　　研　　　　究　　　　所

北九州市測定局 福岡市測定局 久留米市測定局

福 岡 県 環 境 部 環 境 保 全 課

大牟田市測定局

大牟田市役所北九州市役所 福岡市役所 久留米市役所

工場や事業場に起因する大気汚染は大きく改善されたため、都市化の進展や自動車保有台

数の増加などを背景とした、都市生活型の環境問題への取組を推進してきました。 

また、近年では、国境を越える広域的な大気汚染への取組が重要となっています。 

大気汚染防止対策を進める上で、大気汚染の状況を把握する必要があるため、常時監視測定

局を整備して測定を行っています。また、自動車排出ガス対策、工場・事業場や石綿含有建材除

去作業に対する監視指導を行っています。 

大気汚染常時監視測定局配置図

大気汚染常時監視測定局一覧表 
（令和５年３月３１日現在）

設置主体 一般環境大気測定局(一般局） 自動車排出ガス測定局（自排局） 

福岡県 

（    印） 

1 苅田 6 柳川 11 八女 14 古賀 

2 豊前 7 糸島 12 朝倉 

3 田川 8 宗像 13 篠栗 

4 直方 9 太宰府 

5 筑後小郡 10 飯塚 

北九州市 

（ □ 印） 

1 門司 6 企救丘 11 黒崎 14 門司港自排 

2 松ヶ江 7 若松 12 塔野 15 三萩野自排 

3 小倉 8 若松ひびき 13 戸畑 16 西本町自排 

4 北九州 9 江川  17 黒崎自排 

5 曽根 10 八幡  

福岡市 

（ ◇ 印） 

1 春吉 4 南 7 香椎 9 天神 12 別府橋 15 今宿 

2 祖原 5 東 8 元岡 10 千鳥橋 13 比恵 16 石丸 

3 吉塚 6 長尾  11 西新 14 大橋  

大牟田市 

（ ○ 印） 

1 国設大牟田 3 七浦     

2 新地 4 橘 

久留米市 

（ △ 印） 

1 えーるピア久留米 3 城南中学校  

2 三潴中学校 4 田主丸中学校  
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第２節 大気環境の保全 

【環境保全課】 

〔大気汚染防止法、福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 大気汚染の現況

高度経済成長期には特に石油系燃料消費量

が増大したため大気汚染が急速に進行しまし

たが、昭和 40 年代に｢公害対策基本法｣や｢大

気汚染防止法｣が成立し、工場や事業場におけ

る大気汚染防止対策が着実に進展しました。ま

た、自動車排出ガス対策として大気汚染防止

法に基づく単体規制（いわゆる排ガス規制）の

強化が行われたことから、県内の大気汚染の

状況は大きく改善されました。一方で、光化学

オキシダントについては、移流等の影響により

環境基準を達成できない状況が続いています。 

(1) 常時監視体制 

県内の大気汚染の状況を把握するため、県

内の常時監視測定局において自動連続測定機

による常時監視を行っています（18市町55か

所）。また、令和元（2019）年度から 2（2020）

年度にかけて、大規模災害や機器障害の発生

時も監視及びデータ公開を継続できるよう、シ

ステムサーバの二重化、老朽化した局舎の建

替え、監視カメラの整備を実施し、観測体制を

強化しました。 

常時監視データは、テレメータシステム（遠

隔監視装置）により、県保健環境研究所（中央

監視局）及び県庁（環境保全課）に送信されて

おり、毎時の常時監視データを県ホームページ

で公開しています。 

また、常時監視データなどから、大気汚染状

況が悪化し人の健康や生活環境に被害が生じ

るおそれがあると判断される場合には、関係機

関に対して情報を提供し、緊急時の措置を講じ

ることとしています。 

これらの取組に加え、保健環境研究所が開

発した大気汚染予測システムを用いて、県内

（４地域別）における光化学オキシダントや

PM2.5 の独自予測を毎日実施しており、高濃度

の光化学オキシダントや PM2.5 の発生が予測

される場合には、県公式ＬＩＮＥアカウントにより

県民に対し高濃度予測情報を配信しています。

（令和４年２月１５日から開始） 

なお、常時監視を実施していない地域につ

いては、大気環境測定車（さわやか号）により

必要に応じて調査を実施しています。

テレメータシステムによる測定データの流れ 

県測定局 県測定車

福　　　　岡　　　　県　　　　保　　　　健　　　　環　　　　境　　　　研　　　　究　　　　所

北九州市測定局 福岡市測定局 久留米市測定局

福 岡 県 環 境 部 環 境 保 全 課

大牟田市測定局

大牟田市役所北九州市役所 福岡市役所 久留米市役所

工場や事業場に起因する大気汚染は大きく改善されたため、都市化の進展や自動車保有台

数の増加などを背景とした、都市生活型の環境問題への取組を推進してきました。 

また、近年では、国境を越える広域的な大気汚染への取組が重要となっています。 

大気汚染防止対策を進める上で、大気汚染の状況を把握する必要があるため、常時監視測定

局を整備して測定を行っています。また、自動車排出ガス対策、工場・事業場や石綿含有建材除

去作業に対する監視指導を行っています。 

大気汚染常時監視測定局配置図

大気汚染常時監視測定局一覧表 
（令和５年３月３１日現在）

設置主体 一般環境大気測定局(一般局） 自動車排出ガス測定局（自排局） 

福岡県 

（    印） 

1 苅田 6 柳川 11 八女 14 古賀 

2 豊前 7 糸島 12 朝倉 

3 田川 8 宗像 13 篠栗 

4 直方 9 太宰府 

5 筑後小郡 10 飯塚 

北九州市 

（ □ 印） 

1 門司 6 企救丘 11 黒崎 14 門司港自排 

2 松ヶ江 7 若松 12 塔野 15 三萩野自排 

3 小倉 8 若松ひびき 13 戸畑 16 西本町自排 

4 北九州 9 江川  17 黒崎自排 

5 曽根 10 八幡  

福岡市 

（ ◇ 印） 

1 春吉 4 南 7 香椎 9 天神 12 別府橋 15 今宿 

2 祖原 5 東 8 元岡 10 千鳥橋 13 比恵 16 石丸 

3 吉塚 6 長尾  11 西新 14 大橋  

大牟田市 

（ ○ 印） 

1 国設大牟田 3 七浦     

2 新地 4 橘 

久留米市 

（ △ 印） 

1 えーるピア久留米 3 城南中学校  

2 三潴中学校 4 田主丸中学校  
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大気汚染常時監視測定局別測定項目一覧 

ア　一般環境大気測定局 イ　自動車排出ガス測定局

SO２ NO2 CO SPM Ox PM2.5
NMHC T-HC

風向
風速

温度 湿度 その他 SO２ NO２ CO SPM Ox PM2.5
NMHC T-HC

風向
風速

門 司 ○ ○ ○ ○ 門司港自排 ○ ○ ○ ○ ○ ○

松 ヶ 江 ○ ○ ○ ○ ○ 三 萩 野 自 排 ○ ○ ○ ○

小 倉 ○ ○ ○ 西 本 町 自 排 ○ ○ ○

北 九 州 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 黒 崎 自 排 ○ ○ ○

○○○○○○神天○○○○○○根曽

○○○○○橋鳥千○○○○○丘救企

○○○新西○○○○○○松若

若 松 ひ び き ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別 府 橋 ○ ○

江 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 比 恵 ○ ○

八 幡 ○ ○ ○ ○ 大 橋 ○ ○ ○

黒 崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 今 宿 ○ ○

塔 野 ○ ○ ○ ○ ○ 石 丸 ○ ○ ○ ○ ○

戸 畑 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 古賀 古 賀 ○ ○ ○ ○ ○

春 吉 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 13 4 13 2 7 3 3 3

祖 原 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (令和5年3月31日現在)

吉 塚 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 一般環境大気測定局

南 ○ ○ ○ ○ 17市町 42局

東 ○ ○ ○ ○ 自動車排出ガス測定局

長 尾 ○ ○ ○ ○ ○  3市 13局

香 椎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 計 18市町 （2市重複） 55局

元 岡 ○ ○ ○ ○ ○

国設大牟田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新 地 ○ ○ ○ ○ ○

七 浦 ○ ○ ○ ○ ○ ○

橘 ○ ○ ○ ○ ○ ※　測定項目

えーるピア久留米 ○ ○ ○ ○ ○ SO２　：二酸化硫黄

ON○○○○校学中潴三 ２　：二酸化窒素

素炭化酸一：OC○○○○○○校学中南城

田主丸中学校 ○ ○ ○ ○ SPM  ：浮遊粒子状物質

苅田 苅 田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ox　 ：光化学オキシダント

豊前 豊 前 ○ ○ ○ ○ ○ ○ PM2.5　：微小粒子状物質

素水化炭ンタメ非：CHMN○○○○○○川田川田

）素水化炭ンタメ非び及ンタメ(素水化炭全：CH-T○○○○○○方直方直

小郡 筑 後 小 郡 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

柳川 柳 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○

糸島 糸 島 ○ ○ ○ ○ ○ ○

宗像 宗 像 ○ ○ ○ ○ ○ ○

太宰府 太 宰 府 ○ ○ ○ ○ ○ ○

飯塚 飯 塚 ○ ○ ○ ○ ○ ○

八女 八 女 ○ ○ ○ ○ ○ ○

朝倉 朝 倉 ○ ○ ○ ○ ○ ○

篠栗 篠 栗 ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 39 2 39 41 33 7 7 42 3 3 3

(令和5年3月31日現在)

大

牟

田

久
留
米

測定局数

測　　定　　項　　目

市
町

測定局

測　　定　　項　　目

市
町

測定局

北

九

州

北
九
州

福

岡

福

岡

測定局数

(2) 環境基準※達成状況 

二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素及び

浮遊粒子状物質は全測定局で環境基準を達成

しています。

このうち、浮遊粒子状物質は、黄砂等の気象

現象の影響により、環境基準達成状況が変動

することがあります。

また、光化学オキシダントは全国的に環境基

準達成率が非常に低く、本県においても全測

定局で環境基準を達成できていません。一方、

微小粒子状物質(PM2.5)の環境基準達成率は

顕著に改善しており、令和３（202１）年度以降

は全測定局で環境基準を達成しています。

大気汚染常時監視測定局の環境基準達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

局区分 項目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 その他 全般 達成率 

一般環境 

大気測定局 

二酸化硫黄 8/8 3/3 4/4 2/2 13/13 30/30 100% 

二酸化窒素 13/13 8/8 3/3 2/2 13/13 39/39 100% 

一酸化炭素 1/1 － 1/1 － － 2/2 100% 

浮遊粒子状物質 10/10 8/8 4/4 4/4 13/13 39/39 100% 

光化学オキシダント 0/13 0/8 0/3 0/4 0/13 0/41 0% 

微小粒子状物質 10/10 5/5 2/2 3/3 13/13 33/33 100% 

自動車排出 

ガス測定局 

二酸化硫黄 － 1/1 － － － 1/1 100% 

二酸化窒素 4/4 8/8 － － 1/1 13/13 100% 

一酸化炭素 2/2 1/1 － － 1/1 4/4 100% 

浮遊粒子状物質 4/4 8/8 － － 1/1 13/13 100% 

光化学オキシダント 0/1 0/1 － － － 0/2 0% 

微小粒子状物質 2/2 4/4 － － 1/1 7/7 100% 
備考 1：有効測定項目（二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質は年間測定時間数が6,000時間以上、

微小粒子状物質は年間測定日数が 250 日以上の測定項目） について集計しています。ただし、光化学オキシ
ダントの項目は除きます｡ 

備考 2：環境基準の評価方法は、光化学オキシダントについては短期的評価（1 時間値が 0.06ppm 以下）により評価し
ています。二酸化窒素及び微小粒子状物質については、1日平均値の年間98％値（年間における 1日平均値の
うち、低い方から 98％に相当する値が、二酸化窒素は 0.06ppm、微小粒子状物質は 35μg/m３を超えない
値）により評価しています。また、微小粒子状物質については、1 年平均値（1 年平均値が 15μg/m３以下）につ
いても評価を行います。二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質については、1 日平均値の高い方から
2％の範囲にあるものを除外して評価します（年間における 1 日平均値のうち、高い方から数えて 2％の範囲に
ある測定値を除外した後の最高値が、二酸化硫黄は 0.04ppm、一酸化炭素は 10ppm、浮遊粒子状物質は
0.1mg/m３以下)。ただし、2％の範囲にあって、1 日平均値につき環境基準を 2 日以上連続して超えた場合は
除外しないこととなっています。 

ア 二酸化硫黄（ＳＯ2） 

二酸化硫黄は、石油や石炭などの燃料中に

含まれる硫黄分の燃焼により発生します。石油

の消費拡大に伴い排出量が増加しましたが、

環境基準の設定や排出規制の強化により、低

硫黄燃料への転換や脱硫装置の設置が進み、

現在は排出量が大幅に低減されています。 

令和４（202２）年度は、県内 1７市町3１測定

局（一般局３０、自排局 1）で常時監視を行って

おり、全測定局で環境基準（長期的評価）を達

成しています。 

また、過去 10 年間、継続測定している局の

地域別年平均値は改善傾向が見られます。 

二酸化硫黄濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

※環境基準：環境基本法に基づき政府が設定するもので、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準値。
大気、水質、騒音、土壌、ダイオキシン類について定められています。 
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＜環境基準 0.04ppm以下＞
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大気汚染常時監視測定局別測定項目一覧 

ア　一般環境大気測定局 イ　自動車排出ガス測定局

SO２ NO2 CO SPM Ox PM2.5
NMHC T-HC

風向
風速

温度 湿度 その他 SO２ NO２ CO SPM Ox PM2.5
NMHC T-HC

風向
風速

門 司 ○ ○ ○ ○ 門司港自排 ○ ○ ○ ○ ○ ○

松 ヶ 江 ○ ○ ○ ○ ○ 三 萩 野 自 排 ○ ○ ○ ○

小 倉 ○ ○ ○ 西 本 町 自 排 ○ ○ ○

北 九 州 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 黒 崎 自 排 ○ ○ ○

○○○○○○神天○○○○○○根曽

○○○○○橋鳥千○○○○○丘救企

○○○新西○○○○○○松若

若 松 ひ び き ○ ○ ○ ○ ○ ○ 別 府 橋 ○ ○

江 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 比 恵 ○ ○

八 幡 ○ ○ ○ ○ 大 橋 ○ ○ ○

黒 崎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 今 宿 ○ ○

塔 野 ○ ○ ○ ○ ○ 石 丸 ○ ○ ○ ○ ○

戸 畑 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 古賀 古 賀 ○ ○ ○ ○ ○

春 吉 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 1 13 4 13 2 7 3 3 3

祖 原 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ (令和5年3月31日現在)

吉 塚 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 一般環境大気測定局

南 ○ ○ ○ ○ 17市町 42局

東 ○ ○ ○ ○ 自動車排出ガス測定局

長 尾 ○ ○ ○ ○ ○  3市 13局

香 椎 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 計 18市町 （2市重複） 55局

元 岡 ○ ○ ○ ○ ○

国設大牟田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

新 地 ○ ○ ○ ○ ○

七 浦 ○ ○ ○ ○ ○ ○

橘 ○ ○ ○ ○ ○ ※　測定項目

えーるピア久留米 ○ ○ ○ ○ ○ SO２　：二酸化硫黄

ON○○○○校学中潴三 ２　：二酸化窒素

素炭化酸一：OC○○○○○○校学中南城

田主丸中学校 ○ ○ ○ ○ SPM  ：浮遊粒子状物質

苅田 苅 田 ○ ○ ○ ○ ○ ○ Ox　 ：光化学オキシダント

豊前 豊 前 ○ ○ ○ ○ ○ ○ PM2.5　：微小粒子状物質

素水化炭ンタメ非：CHMN○○○○○○川田川田

）素水化炭ンタメ非び及ンタメ(素水化炭全：CH-T○○○○○○方直方直

小郡 筑 後 小 郡 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

柳川 柳 川 ○ ○ ○ ○ ○ ○

糸島 糸 島 ○ ○ ○ ○ ○ ○

宗像 宗 像 ○ ○ ○ ○ ○ ○

太宰府 太 宰 府 ○ ○ ○ ○ ○ ○

飯塚 飯 塚 ○ ○ ○ ○ ○ ○

八女 八 女 ○ ○ ○ ○ ○ ○

朝倉 朝 倉 ○ ○ ○ ○ ○ ○

篠栗 篠 栗 ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 39 2 39 41 33 7 7 42 3 3 3

(令和5年3月31日現在)
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(2) 環境基準※達成状況 

二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素及び

浮遊粒子状物質は全測定局で環境基準を達成

しています。

このうち、浮遊粒子状物質は、黄砂等の気象

現象の影響により、環境基準達成状況が変動

することがあります。

また、光化学オキシダントは全国的に環境基

準達成率が非常に低く、本県においても全測

定局で環境基準を達成できていません。一方、

微小粒子状物質(PM2.5)の環境基準達成率は

顕著に改善しており、令和３（202１）年度以降

は全測定局で環境基準を達成しています。

大気汚染常時監視測定局の環境基準達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

局区分 項目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 その他 全般 達成率 

一般環境 

大気測定局 

二酸化硫黄 8/8 3/3 4/4 2/2 13/13 30/30 100% 

二酸化窒素 13/13 8/8 3/3 2/2 13/13 39/39 100% 

一酸化炭素 1/1 － 1/1 － － 2/2 100% 

浮遊粒子状物質 10/10 8/8 4/4 4/4 13/13 39/39 100% 

光化学オキシダント 0/13 0/8 0/3 0/4 0/13 0/41 0% 

微小粒子状物質 10/10 5/5 2/2 3/3 13/13 33/33 100% 

自動車排出 

ガス測定局 

二酸化硫黄 － 1/1 － － － 1/1 100% 

二酸化窒素 4/4 8/8 － － 1/1 13/13 100% 

一酸化炭素 2/2 1/1 － － 1/1 4/4 100% 

浮遊粒子状物質 4/4 8/8 － － 1/1 13/13 100% 

光化学オキシダント 0/1 0/1 － － － 0/2 0% 

微小粒子状物質 2/2 4/4 － － 1/1 7/7 100% 
備考 1：有効測定項目（二酸化硫黄、二酸化窒素、一酸化炭素、浮遊粒子状物質は年間測定時間数が6,000時間以上、

微小粒子状物質は年間測定日数が 250 日以上の測定項目） について集計しています。ただし、光化学オキシ
ダントの項目は除きます｡ 

備考 2：環境基準の評価方法は、光化学オキシダントについては短期的評価（1 時間値が 0.06ppm 以下）により評価し
ています。二酸化窒素及び微小粒子状物質については、1日平均値の年間98％値（年間における 1日平均値の
うち、低い方から 98％に相当する値が、二酸化窒素は 0.06ppm、微小粒子状物質は 35μg/m３を超えない
値）により評価しています。また、微小粒子状物質については、1 年平均値（1 年平均値が 15μg/m３以下）につ
いても評価を行います。二酸化硫黄、一酸化炭素及び浮遊粒子状物質については、1 日平均値の高い方から
2％の範囲にあるものを除外して評価します（年間における 1 日平均値のうち、高い方から数えて 2％の範囲に
ある測定値を除外した後の最高値が、二酸化硫黄は 0.04ppm、一酸化炭素は 10ppm、浮遊粒子状物質は
0.1mg/m３以下)。ただし、2％の範囲にあって、1 日平均値につき環境基準を 2 日以上連続して超えた場合は
除外しないこととなっています。 

ア 二酸化硫黄（ＳＯ2） 

二酸化硫黄は、石油や石炭などの燃料中に

含まれる硫黄分の燃焼により発生します。石油

の消費拡大に伴い排出量が増加しましたが、

環境基準の設定や排出規制の強化により、低

硫黄燃料への転換や脱硫装置の設置が進み、

現在は排出量が大幅に低減されています。 

令和４（202２）年度は、県内 1７市町3１測定

局（一般局３０、自排局 1）で常時監視を行って

おり、全測定局で環境基準（長期的評価）を達

成しています。 

また、過去 10 年間、継続測定している局の

地域別年平均値は改善傾向が見られます。 

二酸化硫黄濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

※環境基準：環境基本法に基づき政府が設定するもので、人の健康を保護し、生活環境を保全する上で維持されることが望ましい基準値。
大気、水質、騒音、土壌、ダイオキシン類について定められています。 
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＜環境基準 0.04ppm以下＞
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浮遊粒子状物質濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

浮遊粒子状物質濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

オ 光化学オキシダント(Ｏｘ) 

光化学オキシダントは、窒素酸化物や炭化水

素が大気中で太陽の紫外線により光化学反応

を起こすことにより、二次的に生成されるオゾ

ンを主体とした酸化性物質の総称です。 

濃度が高くなると、目がチカチカする、のど

が痛くなるなどの影響が出ることがあるため、

本県（北九州市の区域においては市）では一定

濃度以上になると「光化学オキシダント注意報」

を発令し、注意を呼びかけています。 

過去5 年間の注意報の発令状況は表のとお

りで、直近では令和元（2019）年５月に２回、県

内の広域に注意報を発令しました。 

光化学オキシダントの経年変化 
（昼間 0.06ppmを超えた時間数割合） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

過去 5年間の光化学オキシダント注意報発令状況 

年度 日付 注意報発令区域 

H30 発令なし 

R1 

5.23 

北九州市 

福岡市 

宗像市、福津市、芦屋町、 

水巻町、岡垣町、遠賀町 

5.24 

北九州市 

福岡市 

直方市、宮若市、小竹町、 

鞍手町、中間市 

飯塚市、嘉麻市、桂川町 

古賀市、宇美町、篠栗町、 

志免町、須恵町、新宮町、 

久山町、粕屋町 

糸島市 

宗像市、福津市、芦屋町、 

水巻町、岡垣町、遠賀町 

行橋市、苅田町、みやこ町 

R2 発令なし 

R3 発令なし 

R4 発令なし 

光化学オキシダントは全国のほとんどの測

定局で環境基準を達成できない状態が続いて

おり（令和３（202１）年度全国達成率は一般局

0.2%、自排局 0％）、本県においても県内 17

市町43 測定局（一般局41、自排局2）のすべ

てで環境基準を達成していません。（光化学オ

キシダントの環境基準は、昼間の 1 時間ごとの

0

0.01

0.02

0.03

0.04

0.05

25 26 27 28 29 30 R1 2 3 4

（年度）

北九州市（9局）
福岡市 （8局）
大牟田市（4局）
久留米市（4局）
一般局全県平均（34局）

＜環境基準 0.1mg/m3以下＞
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イ 二酸化窒素（ＮＯ2）

二酸化窒素は、主に石油や石炭などの燃料

の燃焼に伴い発生し、工場や事業場のばい煙

発生施設及び自動車等から排出されます。 

令和４（202２）年度は、県内 18 市町 52 測

定局（一般局 39、自排局 13）で常時監視を行

っており、全測定局で環境基準（長期的評価）

を達成しています｡ 

なお、過去 10 年間、継続測定している局の

地域別年平均値は、緩やかな改善傾向が見ら

れます。 

二酸化窒素濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

二酸化窒素濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

ウ 一酸化炭素（ＣＯ） 

一酸化炭素は、主に自動車から排出される

ため、自動車交通量の多い沿道で測定してい

ます｡ 

令和４（202２）年度は、県内 4 市 6 測定局

（一般局2、自排局4）で常時監視を行っており、

全測定局で環境基準を達成しています。 

また、過去 10 年間、継続測定している自排

局における地域別年平均値は各地域とも低い

濃度で推移しています｡ 

一酸化炭素濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

エ 浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

大気中の粒子状物質は、工場や事業場のば

い煙発生施設や粉じん発生施設から排出され

るばいじん及び粉じん、自動車から排出される

黒煙、自動車の走行による道路上の粉じん飛

散粒子、黄砂や火山活動等の自然現象による

ものなど多種多様であり、浮遊粒子状物質と降

下ばいじんに大別されます。

浮遊粒子状物質は、浮遊している粉じんのう

ち粒径が 10 マイクロメートル以下の細かい粒

子で大気中に比較的長時間滞留しています。 

令和４（202２）年度は、県内 18 市町 52 測

定局（一般局 39、自排局 13）で常時監視を行

っており、全測定局で環境基準（長期的評価）

を達成しています｡ 

なお、環境基準達成状況は黄砂等の気象現

象の影響を受け、大きく変動します。環境省は、

黄砂の実態解明のための調査を自治体と協力

して平成 14（2002）年度から全国で開始し、

本県もその調査に 24（2012）年度まで参加し

ました。25（2013）年度以降は、越境大気汚染

に関する調査研究の中で、黄砂の問題につい

ても引き続き取り組んでいます。 
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浮遊粒子状物質濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

浮遊粒子状物質濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

オ 光化学オキシダント(Ｏｘ) 

光化学オキシダントは、窒素酸化物や炭化水

素が大気中で太陽の紫外線により光化学反応

を起こすことにより、二次的に生成されるオゾ

ンを主体とした酸化性物質の総称です。 

濃度が高くなると、目がチカチカする、のど

が痛くなるなどの影響が出ることがあるため、

本県（北九州市の区域においては市）では一定

濃度以上になると「光化学オキシダント注意報」

を発令し、注意を呼びかけています。 

過去5 年間の注意報の発令状況は表のとお

りで、直近では令和元（2019）年５月に２回、県

内の広域に注意報を発令しました。 

光化学オキシダントの経年変化 
（昼間 0.06ppmを超えた時間数割合） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

過去 5年間の光化学オキシダント注意報発令状況 

年度 日付 注意報発令区域 

H30 発令なし 

R1 

5.23 

北九州市 

福岡市 

宗像市、福津市、芦屋町、 

水巻町、岡垣町、遠賀町 

5.24 

北九州市 

福岡市 

直方市、宮若市、小竹町、 

鞍手町、中間市 

飯塚市、嘉麻市、桂川町 

古賀市、宇美町、篠栗町、 

志免町、須恵町、新宮町、 

久山町、粕屋町 

糸島市 

宗像市、福津市、芦屋町、 

水巻町、岡垣町、遠賀町 

行橋市、苅田町、みやこ町 

R2 発令なし 

R3 発令なし 

R4 発令なし 

光化学オキシダントは全国のほとんどの測

定局で環境基準を達成できない状態が続いて

おり（令和３（202１）年度全国達成率は一般局

0.2%、自排局 0％）、本県においても県内 17

市町43 測定局（一般局41、自排局2）のすべ

てで環境基準を達成していません。（光化学オ

キシダントの環境基準は、昼間の 1 時間ごとの
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イ 二酸化窒素（ＮＯ2）

二酸化窒素は、主に石油や石炭などの燃料

の燃焼に伴い発生し、工場や事業場のばい煙

発生施設及び自動車等から排出されます。 

令和４（202２）年度は、県内 18 市町 52 測

定局（一般局 39、自排局 13）で常時監視を行

っており、全測定局で環境基準（長期的評価）

を達成しています｡ 

なお、過去 10 年間、継続測定している局の

地域別年平均値は、緩やかな改善傾向が見ら

れます。 

二酸化窒素濃度経年変化（一般局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

二酸化窒素濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

ウ 一酸化炭素（ＣＯ） 

一酸化炭素は、主に自動車から排出される

ため、自動車交通量の多い沿道で測定してい

ます｡ 

令和４（202２）年度は、県内 4 市 6 測定局

（一般局2、自排局4）で常時監視を行っており、

全測定局で環境基準を達成しています。 

また、過去 10 年間、継続測定している自排

局における地域別年平均値は各地域とも低い

濃度で推移しています｡ 

一酸化炭素濃度経年変化（自排局） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

エ 浮遊粒子状物質（ＳＰＭ） 

大気中の粒子状物質は、工場や事業場のば

い煙発生施設や粉じん発生施設から排出され

るばいじん及び粉じん、自動車から排出される

黒煙、自動車の走行による道路上の粉じん飛

散粒子、黄砂や火山活動等の自然現象による

ものなど多種多様であり、浮遊粒子状物質と降

下ばいじんに大別されます。

浮遊粒子状物質は、浮遊している粉じんのう

ち粒径が 10 マイクロメートル以下の細かい粒

子で大気中に比較的長時間滞留しています。 

令和４（202２）年度は、県内 18 市町 52 測

定局（一般局 39、自排局 13）で常時監視を行

っており、全測定局で環境基準（長期的評価）

を達成しています｡ 

なお、環境基準達成状況は黄砂等の気象現

象の影響を受け、大きく変動します。環境省は、

黄砂の実態解明のための調査を自治体と協力

して平成 14（2002）年度から全国で開始し、

本県もその調査に 24（2012）年度まで参加し

ました。25（2013）年度以降は、越境大気汚染

に関する調査研究の中で、黄砂の問題につい

ても引き続き取り組んでいます。 
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ガソリンスタンド等多種多様な発生源から排出

され、主に地球温暖化に関与するメタンと光化

学オキシダント生成に関与する非メタン炭化水

素とに大別されます。 

令和４（202２）年度は、県内4市 10測定局

（一般局 7、自排局 3）でメタンと非メタン炭化

水素について常時監視を行いました。 

過去 10年間、継続測定している局の全炭化

水素濃度の地域別年平均値の経年変化は、ほ

ぼ横ばい状況で推移しています。 

全炭化水素濃度経年変化 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

また、非メタン炭化水素については、光化学

オキシダント生成防止濃度レベルとして国の中

央環境審議会で答申された指針値（6時から9

時までの3時間平均値が0.20～0.31ppmＣ

以下が適当）を超過した日数は減少傾向にあり

ます。なお、平成18（2006）年度から炭化水素

を含む揮発性有機化合物 (ＶＯＣ）の排出規制

を行っています。 

非メタン炭化水素の 6～9時の 3時間平均値が
0.31ppmCを超えた日数割合経年変化 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

ク 有害大気汚染物質 

大気中の濃度が低濃度であっても、人が長

期的に暴露した場合に健康影響が懸念される

有害大気汚染物質について、平成9（1997）年

度からモニタリング調査を実施しています。 

このうち、環境基準が設定されているベンゼ

ン等 4 物質の測定結果は、全測定地点におい

て環境基準を達成しています。 

また、環境中の有害大気汚染物質による健

康リスクの低減を図るための指標となる数値

（指針値）が設定されているアクリロニトリル等

11 物質の測定結果は、全地点において指針値

以下でした。 

ベンゼン等 4物質の環境基準達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

項  目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
全 般 

ベンゼン 4/4 4/4 4/4 1/1 3/3 16/16 

トリクロロエチレン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

テトラクロロエチレン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

ジクロロメタン 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 
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濃度（1 時間値）で評価するため、1 年のうち 1

時間でも超えると環境基準未達成となります。

なお、昼間の時間の約 93％は基準を達成して

います。） 

光化学オキシダントの増減は気象要因の影

響が大きいため、環境省から近年の傾向を評

価する新しい指標が提案されています。（新指

標「Ox濃度8時間値の日最高値の年間99パ

ーセンタイル値の3年移動平均値」） 

新しい指標による評価では、本県の光化学

オキシダントは、平成 27（2015）年度以降悪

化傾向を示していましたが、30（2018）年度以

降は横ばいまたは改善傾向で推移しています。

光化学オキシダントの経年変化 
（指標：8時間平均日最高値の 3年移動平均） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

カ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）

微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒

子状物質であって、粒径が 2.5 マイクロメート

ル以下の粒子で、平成 21（2009）年に環境基

準が設定されました。 

平成 23（2011）年度から測定体制の整備を

行い、令和４（202２）年度末現在、県内 18 市

町 40 測定局（一般局 33、自排局 7）でＰＭ2.5

の常時監視を行っています。ＰＭ2.5の環境基準

は年平均値（長期基準）及び日平均値の年間９

８パーセンタイル値（日平均値の低い方から９

８％に相当する値）（短期基準）で評価を行って

います。 

以前は、全国的にも環境基準の達成率が低

く、本県においても平成 26（2014）年度まで

環境基準を達成できておりませんでしたが、

徐々に改善し、令和３（202１）年度以降は全測

定局で環境基準を達成しています。 

微小粒子状物質濃度の年平均値の経年変化 

（注）過去8年間、継続測定している局の年平均値 

微小粒子状物質濃度の日平均値の 
年間９８パーセンタイル値の経年変化 

（注）過去8年間、継続測定している局の日平均値の

年間９８パーセンタイル値の平均値 

本県では、平成 24（2012）年度からＰＭ2.5

の濃度が暫定的な指針値である日平均値 70

μg/m3 を超えると予想される場合に、「ＰＭ2.5

に関する注意喚起」を実施し、注意を呼びかけ

ています。注意喚起実施状況は下表のとおり

で、直近では令和 3（2021）年 3 月に、北九州

地域で注意喚起を実施しました。（参照：第３部

237頁）また、ＰＭ2.5成分分析を県内6地点で

実施しました。 

ＰＭ2.5に関する注意喚起実施状況

年度 日付 注意喚起実施地域 

H26 

H26.6.1 福岡地域 

H27.3.22 
北九州地域 

福岡地域 

H29 H29.7.27 福岡地域 

R2 R3.3.30 北九州地域 

キ 炭化水素 

炭化水素は、自動車や有機溶剤使用工場、

＜環境基準 15μg/m3 以
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3
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ガソリンスタンド等多種多様な発生源から排出

され、主に地球温暖化に関与するメタンと光化

学オキシダント生成に関与する非メタン炭化水

素とに大別されます。 

令和４（202２）年度は、県内4市 10測定局

（一般局 7、自排局 3）でメタンと非メタン炭化

水素について常時監視を行いました。 

過去 10年間、継続測定している局の全炭化

水素濃度の地域別年平均値の経年変化は、ほ

ぼ横ばい状況で推移しています。 

全炭化水素濃度経年変化 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

また、非メタン炭化水素については、光化学

オキシダント生成防止濃度レベルとして国の中

央環境審議会で答申された指針値（6時から9

時までの3時間平均値が0.20～0.31ppmＣ

以下が適当）を超過した日数は減少傾向にあり

ます。なお、平成18（2006）年度から炭化水素

を含む揮発性有機化合物 (ＶＯＣ）の排出規制

を行っています。 

非メタン炭化水素の 6～9時の 3時間平均値が
0.31ppmCを超えた日数割合経年変化 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

ク 有害大気汚染物質 

大気中の濃度が低濃度であっても、人が長

期的に暴露した場合に健康影響が懸念される

有害大気汚染物質について、平成9（1997）年

度からモニタリング調査を実施しています。 

このうち、環境基準が設定されているベンゼ

ン等 4 物質の測定結果は、全測定地点におい

て環境基準を達成しています。 

また、環境中の有害大気汚染物質による健

康リスクの低減を図るための指標となる数値

（指針値）が設定されているアクリロニトリル等

11 物質の測定結果は、全地点において指針値

以下でした。 

ベンゼン等 4物質の環境基準達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

項  目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
全 般 

ベンゼン 4/4 4/4 4/4 1/1 3/3 16/16 

トリクロロエチレン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

テトラクロロエチレン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

ジクロロメタン 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 
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福岡市 （自排局2局）
自排局全県平均(3局）
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北九州市（一般局2局）

福岡市 （一般局2局）

大牟田市（一般局2局）

一般局全県平均（7局）

北九州市（自排局1局）

福岡市 （自排局2局）

自排局全県平均（3局）

濃度（1 時間値）で評価するため、1 年のうち 1

時間でも超えると環境基準未達成となります。

なお、昼間の時間の約 93％は基準を達成して

います。） 

光化学オキシダントの増減は気象要因の影

響が大きいため、環境省から近年の傾向を評

価する新しい指標が提案されています。（新指

標「Ox濃度8時間値の日最高値の年間99パ

ーセンタイル値の3年移動平均値」） 

新しい指標による評価では、本県の光化学

オキシダントは、平成 27（2015）年度以降悪

化傾向を示していましたが、30（2018）年度以

降は横ばいまたは改善傾向で推移しています。

光化学オキシダントの経年変化 
（指標：8時間平均日最高値の 3年移動平均） 

（注）過去10年間、継続測定している局の年平均値 

カ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）

微小粒子状物質とは、大気中に浮遊する粒

子状物質であって、粒径が 2.5 マイクロメート

ル以下の粒子で、平成 21（2009）年に環境基

準が設定されました。 

平成 23（2011）年度から測定体制の整備を

行い、令和４（202２）年度末現在、県内 18 市

町 40 測定局（一般局 33、自排局 7）でＰＭ2.5

の常時監視を行っています。ＰＭ2.5の環境基準

は年平均値（長期基準）及び日平均値の年間９

８パーセンタイル値（日平均値の低い方から９

８％に相当する値）（短期基準）で評価を行って

います。 

以前は、全国的にも環境基準の達成率が低

く、本県においても平成 26（2014）年度まで

環境基準を達成できておりませんでしたが、

徐々に改善し、令和３（202１）年度以降は全測

定局で環境基準を達成しています。 

微小粒子状物質濃度の年平均値の経年変化 

（注）過去8年間、継続測定している局の年平均値 

微小粒子状物質濃度の日平均値の 
年間９８パーセンタイル値の経年変化 

（注）過去8年間、継続測定している局の日平均値の

年間９８パーセンタイル値の平均値 

本県では、平成 24（2012）年度からＰＭ2.5

の濃度が暫定的な指針値である日平均値 70

μg/m3 を超えると予想される場合に、「ＰＭ2.5

に関する注意喚起」を実施し、注意を呼びかけ

ています。注意喚起実施状況は下表のとおり

で、直近では令和 3（2021）年 3 月に、北九州

地域で注意喚起を実施しました。（参照：第３部

237頁）また、ＰＭ2.5成分分析を県内6地点で

実施しました。 

ＰＭ2.5に関する注意喚起実施状況

年度 日付 注意喚起実施地域 

H26 

H26.6.1 福岡地域 

H27.3.22 
北九州地域 

福岡地域 

H29 H29.7.27 福岡地域 

R2 R3.3.30 北九州地域 

キ 炭化水素 

炭化水素は、自動車や有機溶剤使用工場、

＜環境基準 15μg/m3 以

下＞ ＜環境基準 15μg/m
3
以
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アクリロニトリル等 11物質の指針値達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

項  目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
全 般 

アクリロニトリル 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

アセトアルデヒド 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

塩化ビニルモノマー 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

塩化メチル 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

水銀 4/4 4/4 3/3 1/1 3/3 15/15 

ニッケル化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

クロロホルム 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

1,2－ジクロロエタン 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

1,3－ブタジエン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

ヒ素及び無機ヒ素化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

マンガン及び無機マンガン化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

２ 大気汚染防止対策 

大気汚染防止法等に基づき、ばい煙等の発

生源である工場・事業場の監視指導を行って

いるほか、自動車排出ガス対策を進めていま

す。 

また、オゾン層保護や地球温暖化防止のた

め、フロン排出抑制法に基づきフロン類の適正

な排出抑制を推進するとともに、酸性雨の実態

把握や植物など生態系への影響について調査

しています。 

石綿（アスベスト）については、建築物の解体

現場等からの飛散防止対策に加え、健康被害

者からの認定申請及び給付請求等の受付や相

談業務を行っています。 

(1) 工場・事業場対策 

大気汚染防止法の規定により、ばい煙発生

施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施

設、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出施設、水銀

排出施設を新設、構造変更等する場合には、都

道府県知事等への事前届出が必要です。

ばい煙発生施設には、ボイラー、廃棄物焼却

炉などが該当し、ばい煙の排出基準の遵守義

務があります。 

一般粉じん発生施設には、堆積場、ベルトコ

ンベアなどが該当し、粉じんの飛散防止のため、

施設の構造等に関する基準が定められていま

す。 

特定粉じん発生施設には、石綿（アスベスト）

を含有する製品の製造に係る解綿用機械など

が該当し、規制基準の遵守義務があります。 

ＶＯＣ排出施設は、浮遊粒子状物質及び光化

学オキシダントによる大気汚染を防止するため

に平成 18（2006）年度から規制対象とされま

した。塗装用の乾燥施設などが該当し、排出基

準の遵守義務があります。

水銀排出施設は、水銀に関する水俣条約の

的確かつ円滑な実施を確保するため平成

30(2018)年度から規制対象とされました。石

炭を燃焼するボイラーや廃棄物焼却炉などが

該当し、排出基準の遵守義務があります。 

工場・事業場から届け出られた施設について

は、届出提出時に書面審査を行うとともに、立

入検査により施設の実態把握や排出基準遵守

状況等を確認し、必要に応じ行政指導等を行

います。 

令和２（２０２０）年の大気汚染防止法の改正

により、3(2021)年４月からすべての石綿含有

建材が規制対象とされ、建築物等の解体や除

去等の作業を行う場合には、作業前に石綿使

用の有無を確認する事前調査を実施し、一定

規模以上の工事については事前調査の結果を

都道府県知事等へ報告することが義務付けら

れました。

また、石綿が使用された建築物等の解体等

工事を行う場合は、法に定められた作業基準を

遵守する必要があります。加えて、吹付け石綿

等が使用された建築物等については、作業実

施前に都道府県知事等への届出が必要です。

なお、令和 5（2023）年 10 月からは、事前

調査を有資格者など一定の知識を有する者に

実施させることも義務付けられました。

ア 施設の設置状況 

ばい煙発生施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は約 2.6％減少し、施設数は約

6.6％減少しています。 

一般粉じん発生施設は、前年度と比較すると、

工場・事業場数は約 3.3％減少し、施設数は約

0.7％増加しています。 

特定粉じん発生施設は、県内には設置され

ていません。 

ＶＯＣ排出施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は 5.9%増加し、施設数は約

1.8％増加しています。 

水銀排出施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は約 4.8％増加し、施設数は変動

していません。 

イ 立入検査等の実施 

ばい煙発生施設等を設置している工場・事

業場に対して立入検査を行い、ばい煙等の自

主測定結果の確認、排出ガスの分析検査の実

施などにより、排出基準等の遵守状況を把握し

ています。

水銀排出施設については、自主測定検査の

確認の結果、令和４(202２)年度に2事業場で

排出基準の超過が見られましたが、再測定によ

り基準を満たしていることを確認しています。

また、石綿含有建材の除去等を行う解体等

工事（特定粉じん排出等作業）への立入検査を

実施し、石綿飛散防止のための作業基準の遵

守状況を確認しました。

石綿事前調査結果報告件数 
（令和4年4月1日～令和５年３月３１日報告分） 

北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
合 計 

電子 4,862 8,977 335 1,272 7,966 23,412 

紙 0 21 2 1 57 81 

合計 4,862 8,998 337 1,273 8,023 23,493 

石綿事前調査結果報告件数（建材ごとの件数） 
（令和4年4月1日～令和５年３月３１日報告分） 

北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
合 計 

レベル 1 41 19 1 16 24 101 

レベル２ 64 21 5 13 32 135 

レベル３ 2,085 5,238 297 669 3,174 11,463 

合計 2,190 5,278 303 698 3,230 11,699 
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アクリロニトリル等 11物質の指針値達成状況（達成局数／測定局数、令和 4年度） 

項  目 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
全 般 

アクリロニトリル 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

アセトアルデヒド 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

塩化ビニルモノマー 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

塩化メチル 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

水銀 4/4 4/4 3/3 1/1 3/3 15/15 

ニッケル化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

クロロホルム 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

1,2－ジクロロエタン 4/4 4/4 1/1 1/1 3/3 13/13 

1,3－ブタジエン 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

ヒ素及び無機ヒ素化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

マンガン及び無機マンガン化合物 4/4 4/4 0/0 1/1 3/3 12/12 

２ 大気汚染防止対策 

大気汚染防止法等に基づき、ばい煙等の発

生源である工場・事業場の監視指導を行って

いるほか、自動車排出ガス対策を進めていま

す。 

また、オゾン層保護や地球温暖化防止のた

め、フロン排出抑制法に基づきフロン類の適正

な排出抑制を推進するとともに、酸性雨の実態

把握や植物など生態系への影響について調査

しています。 

石綿（アスベスト）については、建築物の解体

現場等からの飛散防止対策に加え、健康被害

者からの認定申請及び給付請求等の受付や相

談業務を行っています。 

(1) 工場・事業場対策 

大気汚染防止法の規定により、ばい煙発生

施設、一般粉じん発生施設、特定粉じん発生施

設、揮発性有機化合物（ＶＯＣ）排出施設、水銀

排出施設を新設、構造変更等する場合には、都

道府県知事等への事前届出が必要です。

ばい煙発生施設には、ボイラー、廃棄物焼却

炉などが該当し、ばい煙の排出基準の遵守義

務があります。 

一般粉じん発生施設には、堆積場、ベルトコ

ンベアなどが該当し、粉じんの飛散防止のため、

施設の構造等に関する基準が定められていま

す。 

特定粉じん発生施設には、石綿（アスベスト）

を含有する製品の製造に係る解綿用機械など

が該当し、規制基準の遵守義務があります。 

ＶＯＣ排出施設は、浮遊粒子状物質及び光化

学オキシダントによる大気汚染を防止するため

に平成 18（2006）年度から規制対象とされま

した。塗装用の乾燥施設などが該当し、排出基

準の遵守義務があります。

水銀排出施設は、水銀に関する水俣条約の

的確かつ円滑な実施を確保するため平成

30(2018)年度から規制対象とされました。石

炭を燃焼するボイラーや廃棄物焼却炉などが

該当し、排出基準の遵守義務があります。 

工場・事業場から届け出られた施設について

は、届出提出時に書面審査を行うとともに、立

入検査により施設の実態把握や排出基準遵守

状況等を確認し、必要に応じ行政指導等を行

います。 

令和２（２０２０）年の大気汚染防止法の改正

により、3(2021)年４月からすべての石綿含有

建材が規制対象とされ、建築物等の解体や除

去等の作業を行う場合には、作業前に石綿使

用の有無を確認する事前調査を実施し、一定

規模以上の工事については事前調査の結果を

都道府県知事等へ報告することが義務付けら

れました。

また、石綿が使用された建築物等の解体等

工事を行う場合は、法に定められた作業基準を

遵守する必要があります。加えて、吹付け石綿

等が使用された建築物等については、作業実

施前に都道府県知事等への届出が必要です。

なお、令和 5（2023）年 10 月からは、事前

調査を有資格者など一定の知識を有する者に

実施させることも義務付けられました。

ア 施設の設置状況 

ばい煙発生施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は約 2.6％減少し、施設数は約

6.6％減少しています。 

一般粉じん発生施設は、前年度と比較すると、

工場・事業場数は約 3.3％減少し、施設数は約

0.7％増加しています。 

特定粉じん発生施設は、県内には設置され

ていません。 

ＶＯＣ排出施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は 5.9%増加し、施設数は約

1.8％増加しています。 

水銀排出施設は、前年度と比較すると、工

場・事業場数は約 4.8％増加し、施設数は変動

していません。 

イ 立入検査等の実施 

ばい煙発生施設等を設置している工場・事

業場に対して立入検査を行い、ばい煙等の自

主測定結果の確認、排出ガスの分析検査の実

施などにより、排出基準等の遵守状況を把握し

ています。

水銀排出施設については、自主測定検査の

確認の結果、令和４(202２)年度に2事業場で

排出基準の超過が見られましたが、再測定によ

り基準を満たしていることを確認しています。

また、石綿含有建材の除去等を行う解体等

工事（特定粉じん排出等作業）への立入検査を

実施し、石綿飛散防止のための作業基準の遵

守状況を確認しました。

石綿事前調査結果報告件数 
（令和4年4月1日～令和５年３月３１日報告分） 

北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
合 計 

電子 4,862 8,977 335 1,272 7,966 23,412 

紙 0 21 2 1 57 81 

合計 4,862 8,998 337 1,273 8,023 23,493 

石綿事前調査結果報告件数（建材ごとの件数） 
（令和4年4月1日～令和５年３月３１日報告分） 

北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 
その他の 

地域 
合 計 

レベル 1 41 19 1 16 24 101 

レベル２ 64 21 5 13 32 135 

レベル３ 2,085 5,238 297 669 3,174 11,463 

合計 2,190 5,278 303 698 3,230 11,699 
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ばい煙発生施設等設置状況 
（令和５年３月３１日現在） 

施行令 
別表第1の 
項番号 

施 設 名 北九州市 福岡市 
大牟田市 

久留米市 
その他の 
地域 

合 計 

工場 事業場 

1 ボ イ ラ ー 631 475 43 24 239 1,612 3,024 

2 ガ ス 発 生 炉 ・ 加 熱 炉 3 3 0 0 0 2 8 

3 焙 焼 炉 ・ 焼 結 炉 ・ 煆 焼 炉 10 0 1 0 0 2 13 

4 溶 鉱 炉 ・ 転 炉 1１ 0 0 0 0 1 12 

5 溶 解 炉 58 0 10 0 7 63 138 

6 金 属 加 熱 炉 200 0 3 0 0 63 266 

7 石 油 加 熱 炉 11 0 0 0 0 0 11 

8 触 媒 再 生 炉 0 0 0 0 0 0 0 

8-2 い お う 燃 焼 炉 0 0 0 0 0 0 0 

9 焼 成 炉 ・ 溶 融 炉 36 0 5 0 1 30 72 

10 反 応 炉 ・ 直 火 炉 44 0 8 0 0 7 59 

11 乾 燥 炉 96 11 12 4 7 174 304 

12 電 気 炉 6 0 0 0 0 1 7 

13 廃 棄 物 焼 却 炉 32 13 1 5 8 62 121 

14 銅 ・ 鉛 ・ 亜 鉛 の 焙 焼 炉 等 0 0 9 0 0 0 9 

15 カ ド ミ ウ ム 乾 燥 施 設 0 0 0 0 0 0 0 

16 塩 素 急 速 冷 却 施 設 0 0 0 0 0 0 0 

17 塩 化 第 二 鉄 溶 解 槽 0 0 0 0 0 3 3 

18 活 性 炭 の 製 造 反 応 炉 0 0 0 0 0 0 0 

19 塩 素 反 応 施 設 等 16 0 21 0 0 0 37 

20 ア ル ミ ニ ウ ム 電 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

21 燐 鉱 石 の 反 応 施 設 等 1 0 0 0 0 0 1 

22 弗 酸 の 製 造 用 凝 縮 施 設 等 2 0 0 0 0 0 2 

23 ﾄ ﾘ ﾎ ﾟ ﾘ燐酸ﾅ ﾄ ﾘ ｳ ﾑ製造用反応施設 0 0 0 0 0 0 0 

24 鉛 精 錬 用 等 溶 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

25 鉛 蓄 電 池 の 溶 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

26 鉛 系 顔 料 の 溶 解 炉 等 0 0 0 0 0 0 0 

27 硝 酸 製 造 施 設 8 0 0 0 0 0 8 

28 コ ー ク ス 炉 6 0 0 0 0 0 6 

29 ガ ス タ ー ビ ン 0 35 2 0 9 9 55 

30 デ ィ ー ゼ ル 機 関 98 55 9 22 15 47 246 

31 ガ ス 機 関 0 2 2 0 0 0 4 

32 ガ ソ リ ン 機 関 0 0 0 0 0 0 0 

604,4670,268255621495962,1数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 345 293 39 21 126 917 1,741 

ボ イ ラ ー 18 0 9 0 0 14 41 

ガ ス 発 生 炉 ・ 加 熱 炉 0 0 0 0 0 0 0 

ガ ス タ ー ビ ン 85 190 1 4 27 70 377 

デ ィ ー ゼ ル 機 関 282 536 5 24 99 527 1,473 

ガ ス 機 関 20 23 0 1 11 23 78 

ガ ソ リ ン 機 関 0 0 0 0 0 0 0 

1100000他のそ

079,15367319251947504数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 248 561 6 24 83 409 1,331 

施 設 数 合 計 1,674 1,343 225 423 2,711 6,376 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 26.3 21.1 3.5 6.6 42.5 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 471 714 65 209 1,202 2,661 

一般粉じん発生施設等設置状況 
（令和5年３月３１日現在） 

施行令別表 
第2の項番号 

施 設 名 北九州市 福岡市 
大牟田市 

久留米市 
その他の 
地域 

合計 
工場 事業場 

1 コ ー ク ス 炉 4(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 4(0) 
2 堆 積 場 202(16) 34(0) 4(0) 9(0) 15(0) 201(12) 465(28) 
3 コ ン ベ ア 897(56) 91(0) 27(0) 2(0) 19(0) 1,213(35) 2,249(91) 
4 破 砕 機 ・ 摩 砕 機 109(12) 15(0) 9(0) 2(0) 4(0) 174(5) 313(17) 
5 ふ る い 92(9) 16(0) 0(0) 0(0) 2(0) 109(11) 219(20) 

施 設 数 1,304(93) 156(0) 40(0) 13(0) 40(0) 1,697(63) 3,250(156) 

工 場 ・ 事 業 場 数 91(8)  38(0) 4(0) 2(0) 15(0) 165(7) 315(15) 

施 設 数 合 計 1,397 156 53 40 1,760 3,406 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 41.0 4.6 1.6 1.2 51.7 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 99 38 6 15 168 326 

設施当該法安保山鉱び及法業事スガ、法業事気電は字数の内）（）注（

ＶＯＣ排出施設設置状況 
（令和５年３月３１日現在） 

施行令別表第1

の2の項番号 
施 設 名 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 

その他の 

地域 
合 計 

1 化学製品製造の用に供する乾燥施設 0 0 0 0 0 0 

2 塗 装 施 設 （ 吹 付 塗 装 に 限 る 。 ） 4 0 0 0 31 35 

3 塗 装 の 用 に 供 す る 乾 燥 施 設 5 0 1 0 2 8 

4 粘着テープ等の製造に係る接着の用に供する乾燥施設 8 0 0 0 25 33 

5 接着の用に供する乾燥施設（上記等以外） 3 0 0 5 4 12 

6 オフセット輪転印刷の用に供する乾燥施設 1 0 0 0 0 1 

7 グラビア印刷の用に供する乾燥施設 3 0 0 0 9 12 

8 工 業 の 用 に 供 す る 洗 浄 施 設 1 0 0 0 0 1 

9 貯 蔵 タ ン ク 12 0 0 0 0 12 

施 設 数 合 計 37 0 1 5 71 114 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 32.5 0.0 0.9 4.4 62.3 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 11 0 1 2 22 36 

水銀排出施設設置状況 
（令和5年３月３１日現在） 

施行令別表第3の3の 

項番号 
施    設    名 北九州市 福岡市 

大牟田市 
久留米市 

その他の

地域 
合 計 

工場 事業場

1 小 型 石 炭 混 焼 ボ イ ラ ー 0(6) 0(0) 0(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(8) 

2 石炭燃焼ボイラー（上記以外） 0(0) 0(0) 0(1) 0(0) 0(0) 0(3) 0(4) 

3 非鉄金属製造一次施設（銅、工業金） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

4 非鉄金属製造一次施設（鉛、亜鉛） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

5 非鉄金属製造二次施設（鉛、銅、亜鉛） 0(0) 0(0) 9(0) 0(0) 0(0) 1(0) 10(0) 

6 非鉄金属製造二次施設（工業金） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

7 セメントの製造の用に供する焼成炉 2(0) 0(0) 1(0) 0(0) 0(0) 8(0) 11(0) 

8 廃 棄 物 焼 却 施 設 36(0) 13(0) 1(0) 5(0) 8(0) 60(0) 123(0) 

9 水 銀 回 収 施 設 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

)21(441)3(96)0(8)0(5)3(11)0(31)6(83数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 19(4) 6(0) 4(3) 3(0) 5(0) 40(2) 77(9) 

施     設     数     合     計 44 13 19 8 72 156 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 28.2 8.3 12.2 5.1 46.2 100 

工   場  ・  事   業   場   数   合   計 23 6 9 5 41 84 

（注）（ ）内の数字は電気事業法、ガス事業法及び鉱山保安法該当施設

立入検査実施状況 
（令和5年３月３１日現在） 

地 域
北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市

その他の

地域
合計

区 分

工場・事業場※ 201 11 5 3 122 342 

施設※ 1,322 55 5 3 1,849 3,234 

特定粉じん排出等作業 271 205 8 12 271 767 

※ばい煙発生施設、水銀排出施設、ＶＯＣ排出施設及び粉じん発生施設（大気汚染防止法、電気・ガス事業法、 

鉱山保安法）を対象とした立入検査実施件数。 
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ばい煙発生施設等設置状況 
（令和５年３月３１日現在） 

施行令 
別表第1の 
項番号 

施 設 名 北九州市 福岡市 
大牟田市 

久留米市 
その他の 
地域 

合 計 

工場 事業場 

1 ボ イ ラ ー 631 475 43 24 239 1,612 3,024 

2 ガ ス 発 生 炉 ・ 加 熱 炉 3 3 0 0 0 2 8 

3 焙 焼 炉 ・ 焼 結 炉 ・ 煆 焼 炉 10 0 1 0 0 2 13 

4 溶 鉱 炉 ・ 転 炉 1１ 0 0 0 0 1 12 

5 溶 解 炉 58 0 10 0 7 63 138 

6 金 属 加 熱 炉 200 0 3 0 0 63 266 

7 石 油 加 熱 炉 11 0 0 0 0 0 11 

8 触 媒 再 生 炉 0 0 0 0 0 0 0 

8-2 い お う 燃 焼 炉 0 0 0 0 0 0 0 

9 焼 成 炉 ・ 溶 融 炉 36 0 5 0 1 30 72 

10 反 応 炉 ・ 直 火 炉 44 0 8 0 0 7 59 

11 乾 燥 炉 96 11 12 4 7 174 304 

12 電 気 炉 6 0 0 0 0 1 7 

13 廃 棄 物 焼 却 炉 32 13 1 5 8 62 121 

14 銅 ・ 鉛 ・ 亜 鉛 の 焙 焼 炉 等 0 0 9 0 0 0 9 

15 カ ド ミ ウ ム 乾 燥 施 設 0 0 0 0 0 0 0 

16 塩 素 急 速 冷 却 施 設 0 0 0 0 0 0 0 

17 塩 化 第 二 鉄 溶 解 槽 0 0 0 0 0 3 3 

18 活 性 炭 の 製 造 反 応 炉 0 0 0 0 0 0 0 

19 塩 素 反 応 施 設 等 16 0 21 0 0 0 37 

20 ア ル ミ ニ ウ ム 電 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

21 燐 鉱 石 の 反 応 施 設 等 1 0 0 0 0 0 1 

22 弗 酸 の 製 造 用 凝 縮 施 設 等 2 0 0 0 0 0 2 

23 ﾄ ﾘ ﾎ ﾟ ﾘ燐酸ﾅ ﾄ ﾘ ｳ ﾑ製造用反応施設 0 0 0 0 0 0 0 

24 鉛 精 錬 用 等 溶 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

25 鉛 蓄 電 池 の 溶 解 炉 0 0 0 0 0 0 0 

26 鉛 系 顔 料 の 溶 解 炉 等 0 0 0 0 0 0 0 

27 硝 酸 製 造 施 設 8 0 0 0 0 0 8 

28 コ ー ク ス 炉 6 0 0 0 0 0 6 

29 ガ ス タ ー ビ ン 0 35 2 0 9 9 55 

30 デ ィ ー ゼ ル 機 関 98 55 9 22 15 47 246 

31 ガ ス 機 関 0 2 2 0 0 0 4 

32 ガ ソ リ ン 機 関 0 0 0 0 0 0 0 

604,4670,268255621495962,1数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 345 293 39 21 126 917 1,741 

ボ イ ラ ー 18 0 9 0 0 14 41 

ガ ス 発 生 炉 ・ 加 熱 炉 0 0 0 0 0 0 0 

ガ ス タ ー ビ ン 85 190 1 4 27 70 377 

デ ィ ー ゼ ル 機 関 282 536 5 24 99 527 1,473 

ガ ス 機 関 20 23 0 1 11 23 78 

ガ ソ リ ン 機 関 0 0 0 0 0 0 0 

1100000他のそ

079,15367319251947504数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 248 561 6 24 83 409 1,331 

施 設 数 合 計 1,674 1,343 225 423 2,711 6,376 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 26.3 21.1 3.5 6.6 42.5 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 471 714 65 209 1,202 2,661 

一般粉じん発生施設等設置状況 
（令和5年３月３１日現在） 

施行令別表 
第2の項番号 

施 設 名 北九州市 福岡市 
大牟田市 

久留米市 
その他の 
地域 

合計 
工場 事業場 

1 コ ー ク ス 炉 4(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 4(0) 
2 堆 積 場 202(16) 34(0) 4(0) 9(0) 15(0) 201(12) 465(28) 
3 コ ン ベ ア 897(56) 91(0) 27(0) 2(0) 19(0) 1,213(35) 2,249(91) 
4 破 砕 機 ・ 摩 砕 機 109(12) 15(0) 9(0) 2(0) 4(0) 174(5) 313(17) 
5 ふ る い 92(9) 16(0) 0(0) 0(0) 2(0) 109(11) 219(20) 

施 設 数 1,304(93) 156(0) 40(0) 13(0) 40(0) 1,697(63) 3,250(156) 

工 場 ・ 事 業 場 数 91(8)  38(0) 4(0) 2(0) 15(0) 165(7) 315(15) 

施 設 数 合 計 1,397 156 53 40 1,760 3,406 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 41.0 4.6 1.6 1.2 51.7 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 99 38 6 15 168 326 

設施当該法安保山鉱び及法業事スガ、法業事気電は字数の内）（）注（

ＶＯＣ排出施設設置状況 
（令和５年３月３１日現在） 

施行令別表第1

の2の項番号 
施 設 名 北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市 

その他の 

地域 
合 計 

1 化学製品製造の用に供する乾燥施設 0 0 0 0 0 0 

2 塗 装 施 設 （ 吹 付 塗 装 に 限 る 。 ） 4 0 0 0 31 35 

3 塗 装 の 用 に 供 す る 乾 燥 施 設 5 0 1 0 2 8 

4 粘着テープ等の製造に係る接着の用に供する乾燥施設 8 0 0 0 25 33 

5 接着の用に供する乾燥施設（上記等以外） 3 0 0 5 4 12 

6 オフセット輪転印刷の用に供する乾燥施設 1 0 0 0 0 1 

7 グラビア印刷の用に供する乾燥施設 3 0 0 0 9 12 

8 工 業 の 用 に 供 す る 洗 浄 施 設 1 0 0 0 0 1 

9 貯 蔵 タ ン ク 12 0 0 0 0 12 

施 設 数 合 計 37 0 1 5 71 114 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 32.5 0.0 0.9 4.4 62.3 100 

工 場 ・ 事 業 場 数 合 計 11 0 1 2 22 36 

水銀排出施設設置状況 
（令和5年３月３１日現在） 

施行令別表第3の3の 

項番号 
施    設    名 北九州市 福岡市 

大牟田市 
久留米市 

その他の

地域 
合 計 

工場 事業場

1 小 型 石 炭 混 焼 ボ イ ラ ー 0(6) 0(0) 0(2) 0(0) 0(0) 0(0) 0(8) 

2 石炭燃焼ボイラー（上記以外） 0(0) 0(0) 0(1) 0(0) 0(0) 0(3) 0(4) 

3 非鉄金属製造一次施設（銅、工業金） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

4 非鉄金属製造一次施設（鉛、亜鉛） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

5 非鉄金属製造二次施設（鉛、銅、亜鉛） 0(0) 0(0) 9(0) 0(0) 0(0) 1(0) 10(0) 

6 非鉄金属製造二次施設（工業金） 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

7 セメントの製造の用に供する焼成炉 2(0) 0(0) 1(0) 0(0) 0(0) 8(0) 11(0) 

8 廃 棄 物 焼 却 施 設 36(0) 13(0) 1(0) 5(0) 8(0) 60(0) 123(0) 

9 水 銀 回 収 施 設 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 0(0) 

)21(441)3(96)0(8)0(5)3(11)0(31)6(83数設施

工 場 ・ 事 業 場 数 19(4) 6(0) 4(3) 3(0) 5(0) 40(2) 77(9) 

施     設     数     合     計 44 13 19 8 72 156 

施 設 数 割 合 （ ％ ） 28.2 8.3 12.2 5.1 46.2 100 

工   場  ・  事   業   場   数   合   計 23 6 9 5 41 84 

（注）（ ）内の数字は電気事業法、ガス事業法及び鉱山保安法該当施設

立入検査実施状況 
（令和5年３月３１日現在） 

地 域
北九州市 福岡市 大牟田市 久留米市

その他の

地域
合計

区 分

工場・事業場※ 201 11 5 3 122 342 

施設※ 1,322 55 5 3 1,849 3,234 

特定粉じん排出等作業 271 205 8 12 271 767 

※ばい煙発生施設、水銀排出施設、ＶＯＣ排出施設及び粉じん発生施設（大気汚染防止法、電気・ガス事業法、 

鉱山保安法）を対象とした立入検査実施件数。 
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ウ 排出規制の状況 

(ｱ) 硫黄酸化物 

a Ｋ値規制 

Ｋ値は、一つのばい煙発生施設から排出さ

れた硫黄酸化物が、排出口（煙突）から大気中

に拡散されながら地上に到達した時の最大着

地濃度（煙源から排出された汚染物質が拡散

し、地表面に到達してもたらす濃度の最大値）

地点の濃度を定数化したもので、国が地域ごと

に定めます。Ｋ値規制は、ばい煙発生施設ごと

に排出口（煙突）の高さとＫ値から硫黄酸化物

の許容排出量を求め（＝排出基準）、排出基準

以下になるよう硫黄酸化物の排出量を規制す

るというものです。 

県内を 6 地域（北九州市、福岡市、大牟田市、

久留米市、苅田町、その他の地域）に区分して

Ｋ値が定められ、各Ｋ値に基づく排出基準（一

般排出基準）で規制するほか、北九州市、大牟

田市、苅田町に昭和49（1974）年4月 1日以

降に設置されたばい煙発生施設については、

より厳しいＫ値に基づく排出基準（特別排出基

準）で規制を行っています。 

b 総量規制 

工場等が密集しており施設ごとの排出基準

（Ｋ値規制）のみでは二酸化硫黄の環境基準を

維持することが困難な地域を国が総量規制地

域として指定（指定地域）し、指定地域について

知事が総量削減計画を策定するとともに総量

規制基準を定め、一定規模以上の工場（特定

工場等）から排出される硫黄酸化物の合計量

を規制するというものです。

本県では、北九州市、大牟田市、苅田町が総

量規制地域として指定されています。

c 燃料使用規制 

総量規制地域内の小規模工場等（特定工場

等以外の工場）には総量規制基準は適用され

ませんが、硫黄酸化物による大気汚染に寄与し

ているため、燃料使用基準を定め、基準に適合

する燃料を使用することにより大気環境の改

善を図るというものです。

また、都市中心部においては、冬季にビル暖

房等による燃料使用量の増加等により一時的

に大気環境が悪化することから、地域ごとに燃

料使用基準を定め、都市中心部の大気環境の

改善を図っています。 

本県では、福岡市の中央区（昭和 47（1972）

年 11 月 30 日当時の区）と博多区の一部地域

を適用区域とし、燃料使用基準を定め、冬季の

一定期間、規制を行っています。 

(ｲ) 窒素酸化物 

窒素酸化物の排出基準として、ばい煙発生

施設の種類及び規模ごとに、排出口における濃

度基準（許容限度）を全国一律に国が定めてい

ます。 

また、本県では、北九州市及び苅田町におけ

る窒素酸化物による大気汚染を防止するため、

昭和 60（1985）年に「北九州市等地域におけ

る窒素酸化物対策基本方針」を策定し、大規模

工場等に対して窒素酸化物の排出総量抑制を

指導するなど、窒素酸化物対策を推進していま

す｡ 

エ 光化学オキシダント対策 

本県では、環境基準超過が続く光化学オキ

シダントについて、緊急時対策基本要綱を制定

しています。要綱では、オキシダント濃度が上

昇し、人の健康または生活環境に被害が生じる

おそれがある場合には、その事態を広く一般に

知らせるとともに、状況に応じて、ばい煙を多

量に排出する事業者及び揮発性有機化合物

（ＶＯＣ）排出者に対し、ばい煙及びＶＯＣ排出

量の削減を要請することとしています。 

なお、光化学オキシダント注意報の発令時に

は、注意報発令を県民の皆さんにより広くお知

らせするため、発令区域の市町村と協力すると

ともに、テレビやラジオのほか、県ホームペー

ジや県公式LINE、「防災メール・まもるくん」等

を活用して周知を図っています。さらに、平成

20（2008）年度からは、毎時の光化学オキシ

ダント濃度を県ホームページで常時公開して

います。(参照：第3部２37頁) 

光化学オキシダント対策においては、国内発

生源対策に加えて、国境を越えた環境汚染へ

の対策が喫緊の課題となっています。このため、

本県では平成20（2008）年度から22（2010）

年度にかけて東アジアにおける国際環境協力

の重要性をテーマにしたフォーラムやシンポジ

ウムを開催し、国際環境協力の枠組み作りの必

要性について情報発信するなど、越境大気汚

染対策を推進しました。 

オ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）対策 

本県では、環境省の「ＰＭ2.5 に関する専門家

会合」報告に従い、平成 25（2013）年から、Ｐ

Ｍ2.5の濃度が暫定的な指針値である日平均値 

70μg/m3 を超えると予想される場合に注意

喚起を行っています。（参照：第３部２３７頁) 

なお、ＰＭ2.5 に関する注意喚起実施時には、

注意喚起情報を県民の皆さんにより広くお知ら

せするため、発令区域の市町村と協力するとと

もに、テレビやラジオのほか、県ホームページ

や県公式LINE、「防災メール・まもるくん」等を

活用して周知を図っています。

ＰＭ2.5 においては、国内発生源に加えて、広

域的な越境汚染への対策が重要な課題となっ

ています。このため、平成22（2010）年度以降、

国と各県が共同でＰＭ2.5 の汚染機構を解明す

るための研究を行っています。

カ 福岡県公害防止等生活環境の保全に関す

る条例等による規制 

大気汚染防止法が適用されない伝熱面積が

5m２以上 10m２未満の小型ボイラーについて、

設置前の届出義務を規定していましたが、令和

４年１０月１日に大気汚染防止法施行令が改正

され、同法に基づくボイラーの届出要件から伝

熱面積が削除されたことを踏まえ、この県条例

規定を削除しました。 

なお、北九州市は本条例の適用を受けず、

市の条例において、ボイラーなど１０種類の施

設を規制していましたが、令和５年５月１０日に

ボイラーは規制対象から削除されました。 

条例対象施設設置状況 
（令和5年3月31日現在）

(2) 自動車排出ガス対策 

自動車は、人や物資の輸送手段として、社会

経済活動や国民生活に欠かせない重要な役割

を果たしており、県内の自動車保有台数も、こ

こ 10 年で約６％増加しています。自動車から

排出される窒素酸化物や粒子状物質等につい

ては、大気汚染への影響が大きいことから、国

において、自動車排出ガス規制を車種及び物

質ごとに、段階的に強化するなど各種の対策が

進められており、最新の規制対応車輌の排出

ガスは大幅に改善されています。これらの取組

みの効果を確認するため、自動車排出ガス測

定局における常時監視等を今後も継続するこ

ととしていきます｡

また、本県では福岡県環境物品等調達方針

を定め、低公害車等（低燃費かつ低排出ガス認

定車を含む）を優先して導入することにより、県

民や事業者へも広く普及していくよう啓発に努

めています。

番号 施  設  名 
北九州市 

公害防止条例 

985ーライボ1

2 焙焼炉・焼結炉・煆焼炉 42 

5炉解溶3

13炉熱加属金4

5 石油製品等加熱炉 0 

6 焼成炉・溶融炉 5 

7 反応炉・直火炉 3 

12炉燥乾8

0炉気電9

10 廃棄物焼却炉 11 

施設数合計 707 

工場・事業場数 373 
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ウ 排出規制の状況 

(ｱ) 硫黄酸化物 

a Ｋ値規制 

Ｋ値は、一つのばい煙発生施設から排出さ

れた硫黄酸化物が、排出口（煙突）から大気中

に拡散されながら地上に到達した時の最大着

地濃度（煙源から排出された汚染物質が拡散

し、地表面に到達してもたらす濃度の最大値）

地点の濃度を定数化したもので、国が地域ごと

に定めます。Ｋ値規制は、ばい煙発生施設ごと

に排出口（煙突）の高さとＫ値から硫黄酸化物

の許容排出量を求め（＝排出基準）、排出基準

以下になるよう硫黄酸化物の排出量を規制す

るというものです。 

県内を 6 地域（北九州市、福岡市、大牟田市、

久留米市、苅田町、その他の地域）に区分して

Ｋ値が定められ、各Ｋ値に基づく排出基準（一

般排出基準）で規制するほか、北九州市、大牟

田市、苅田町に昭和49（1974）年4月 1日以

降に設置されたばい煙発生施設については、

より厳しいＫ値に基づく排出基準（特別排出基

準）で規制を行っています。 

b 総量規制 

工場等が密集しており施設ごとの排出基準

（Ｋ値規制）のみでは二酸化硫黄の環境基準を

維持することが困難な地域を国が総量規制地

域として指定（指定地域）し、指定地域について

知事が総量削減計画を策定するとともに総量

規制基準を定め、一定規模以上の工場（特定

工場等）から排出される硫黄酸化物の合計量

を規制するというものです。

本県では、北九州市、大牟田市、苅田町が総

量規制地域として指定されています。

c 燃料使用規制 

総量規制地域内の小規模工場等（特定工場

等以外の工場）には総量規制基準は適用され

ませんが、硫黄酸化物による大気汚染に寄与し

ているため、燃料使用基準を定め、基準に適合

する燃料を使用することにより大気環境の改

善を図るというものです。

また、都市中心部においては、冬季にビル暖

房等による燃料使用量の増加等により一時的

に大気環境が悪化することから、地域ごとに燃

料使用基準を定め、都市中心部の大気環境の

改善を図っています。 

本県では、福岡市の中央区（昭和 47（1972）

年 11 月 30 日当時の区）と博多区の一部地域

を適用区域とし、燃料使用基準を定め、冬季の

一定期間、規制を行っています。 

(ｲ) 窒素酸化物 

窒素酸化物の排出基準として、ばい煙発生

施設の種類及び規模ごとに、排出口における濃

度基準（許容限度）を全国一律に国が定めてい

ます。 

また、本県では、北九州市及び苅田町におけ

る窒素酸化物による大気汚染を防止するため、

昭和 60（1985）年に「北九州市等地域におけ

る窒素酸化物対策基本方針」を策定し、大規模

工場等に対して窒素酸化物の排出総量抑制を

指導するなど、窒素酸化物対策を推進していま

す｡ 

エ 光化学オキシダント対策 

本県では、環境基準超過が続く光化学オキ

シダントについて、緊急時対策基本要綱を制定

しています。要綱では、オキシダント濃度が上

昇し、人の健康または生活環境に被害が生じる

おそれがある場合には、その事態を広く一般に

知らせるとともに、状況に応じて、ばい煙を多

量に排出する事業者及び揮発性有機化合物

（ＶＯＣ）排出者に対し、ばい煙及びＶＯＣ排出

量の削減を要請することとしています。 

なお、光化学オキシダント注意報の発令時に

は、注意報発令を県民の皆さんにより広くお知

らせするため、発令区域の市町村と協力すると

ともに、テレビやラジオのほか、県ホームペー

ジや県公式LINE、「防災メール・まもるくん」等

を活用して周知を図っています。さらに、平成

20（2008）年度からは、毎時の光化学オキシ

ダント濃度を県ホームページで常時公開して

います。(参照：第3部２37頁) 

光化学オキシダント対策においては、国内発

生源対策に加えて、国境を越えた環境汚染へ

の対策が喫緊の課題となっています。このため、

本県では平成20（2008）年度から22（2010）

年度にかけて東アジアにおける国際環境協力

の重要性をテーマにしたフォーラムやシンポジ

ウムを開催し、国際環境協力の枠組み作りの必

要性について情報発信するなど、越境大気汚

染対策を推進しました。 

オ 微小粒子状物質（ＰＭ2.5）対策 

本県では、環境省の「ＰＭ2.5 に関する専門家

会合」報告に従い、平成 25（2013）年から、Ｐ

Ｍ2.5の濃度が暫定的な指針値である日平均値 

70μg/m3 を超えると予想される場合に注意

喚起を行っています。（参照：第３部２３７頁) 

なお、ＰＭ2.5 に関する注意喚起実施時には、

注意喚起情報を県民の皆さんにより広くお知ら

せするため、発令区域の市町村と協力するとと

もに、テレビやラジオのほか、県ホームページ

や県公式LINE、「防災メール・まもるくん」等を

活用して周知を図っています。

ＰＭ2.5 においては、国内発生源に加えて、広

域的な越境汚染への対策が重要な課題となっ

ています。このため、平成22（2010）年度以降、

国と各県が共同でＰＭ2.5 の汚染機構を解明す

るための研究を行っています。

カ 福岡県公害防止等生活環境の保全に関す

る条例等による規制 

大気汚染防止法が適用されない伝熱面積が

5m２以上 10m２未満の小型ボイラーについて、

設置前の届出義務を規定していましたが、令和

４年１０月１日に大気汚染防止法施行令が改正

され、同法に基づくボイラーの届出要件から伝

熱面積が削除されたことを踏まえ、この県条例

規定を削除しました。 

なお、北九州市は本条例の適用を受けず、

市の条例において、ボイラーなど１０種類の施

設を規制していましたが、令和５年５月１０日に

ボイラーは規制対象から削除されました。 

条例対象施設設置状況 
（令和5年3月31日現在）

(2) 自動車排出ガス対策 

自動車は、人や物資の輸送手段として、社会

経済活動や国民生活に欠かせない重要な役割

を果たしており、県内の自動車保有台数も、こ

こ 10 年で約６％増加しています。自動車から

排出される窒素酸化物や粒子状物質等につい

ては、大気汚染への影響が大きいことから、国

において、自動車排出ガス規制を車種及び物

質ごとに、段階的に強化するなど各種の対策が

進められており、最新の規制対応車輌の排出

ガスは大幅に改善されています。これらの取組

みの効果を確認するため、自動車排出ガス測

定局における常時監視等を今後も継続するこ

ととしていきます｡

また、本県では福岡県環境物品等調達方針

を定め、低公害車等（低燃費かつ低排出ガス認

定車を含む）を優先して導入することにより、県

民や事業者へも広く普及していくよう啓発に努

めています。

番号 施  設  名 
北九州市 

公害防止条例 

985ーライボ1

2 焙焼炉・焼結炉・煆焼炉 42 

5炉解溶3

13炉熱加属金4

5 石油製品等加熱炉 0 

6 焼成炉・溶融炉 5 

7 反応炉・直火炉 3 

12炉燥乾8

0炉気電9

10 廃棄物焼却炉 11 

施設数合計 707 

工場・事業場数 373 
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第３節 水環境の保全 

〔水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、 

福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 水環境の現況

【環境保全課】 

〔水質汚濁防止法〕 

県内の公共用水域の水質については、水質

測定計画に基づき、国（国土交通省九州地方整

備局）、独立行政法人水資源機構、北九州市、

福岡市、久留米市とともに 185 の環境基準点

（河川 146、海域34、湖沼5）で環境基準の達

成状況を監視しています。 

汚濁状況は、水質汚濁防止法、水質汚濁防

止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を

定める条例、瀬戸内海環境保全特別措置法等

による排水規制及び事業場における排水処理

施設の整備並びに生活排水対策の推進等によ

り改善が図られています。 

環境基準項目のうち、健康項目（人の健康の

保護に関する環境基準）については、カドミウ

ムなど 27 項目が定められています。また、生

活環境項目（生活環境の保全に関する環境基

準）は、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）※、化学

的酸素要求量（ＣＯＤ）※等の 13 項目が定めら

れています。 

水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤ（河川）

又はＣＯＤ（海域、湖沼）の環境基準達成率を

公共用水域全体で見ると、令和４（202２）年度

は６８.９％となっています。 

閉鎖性水域※の富栄養化※の指標である全

窒素及び全リンの環境基準達成率は、海域で

は全窒素、全リンとも高い割合で推移しており、

令和４（202２）年度は全窒素が 100％、全リン

が77.8％となっています。 

また、湖沼においては、全リンの環境基準達

成率が低い状況が続いており、令和４（202２）

年度は25.0％となっています。 

健康項目については、海水の影響によりふっ

素又はほう素が超過した地点を除く河川、海域、

湖沼において環境基準を達成しています。 

(1) 河川の現況 

県内には、遠賀川、筑後川、矢部川などの大

規模河川が貫流し、また、多くの中小河川が流

れています。 

河川の水質の状況については、国、県、北九

州市、福岡市及び久留米市で分担して 146 の

環境基準点において水質測定を実施していま

す。近年の水質の状況は、降雨状況等により変

動はあるものの、改善傾向にあります。 

令和４（202２）年度においては、ＢＯＤにつ

いて 142 の環境基準点のうち９７地点で環境

基準を達成しています。

※生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）：水中の有機物などを微生物が分解するときに消費する酸素量のことで、河川や工場排水の汚濁の程度
を表す指標として用いられ、その値が大きいほど、水質汚濁が進行しています。 

※化学的酸素要求量（ＣＯＤ）：水中の有機物などを酸化剤で酸化するときに消費する酸素量のことで、海域や湖沼などの汚濁の程度を表

す指標として用いられ、その値が大きいほど、水質汚濁が進行しています。 
※閉鎖性水域：ダム湖等の湖沼や湾・灘など陸岸に囲まれ水が滞留しやすい水域をいい、これらの水域は富栄養化による各種利水障害が

生じやすいという特徴があります。 

※富栄養化：閉鎖性水域に窒素・リン等の栄養塩類が多い状態になることです。藻類の異常繁殖により赤潮等の原因となります。 

本県では、国（国土交通省九州地方整備局）や政令市などとともに、水質測定計画に基づき、公

共用水域や地下水における水質の汚濁状況を常時監視しています。 

また、生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、計画的かつ効率的な汚水処理施

設の整備を目的とする汚水処理構想を策定し、県、市町村、そして県民が一体となって、下水道、

集落排水、浄化槽等の整備を進めています。 

(3) 酸性雨に関する調査研究

昭和 63（1988）年度以降、環境省からの委

託による酸性雨の調査を実施していますが、平

成2（1990）年度からは、環境省の委託事業に

加え、本県独自に平野部（太宰府市）において

雨水の成分分析調査と山間部のブナなどの森

林植生への影響を調べています。本県では、今

後ともこれらの調査を継続することとしていま

す。 

雨水の pH及び降水量の経年変化（太宰府市） 

森林植生影響調査の概要 

※衰退度：目視により樹木の衰退度を、0（良好）～4（枯死）の5段階で評価

(4) オゾン層保護対策 

冷蔵庫やカーエアコンなどの冷媒として使用

されるフロン類は、大気中に放出されると地球

を取り巻くオゾン層を破壊し、その結果、過度

の紫外線が地上に到達して、皮膚ガンや白内

障の増加など人の健康や自然の生態系に影響

を及ぼすおそれがあります。また、オゾン層は

破壊しないが極めて温室効果の高いフロン類

（ＨＦＣ）への転換の進展に伴い、地球温暖化防

止の観点からもフロン類の排出を抑制すること

が必要となっています。

フロン類の排出抑制等に関連する法律は、

「家電リサイクル法」、「フロン排出抑制法」及び

「自動車リサイクル法」があります。家電リサイ

クル法は家庭用の冷蔵庫及びルームエアコン

の冷媒フロンの回収について、フロン排出抑制

法は業務用冷凍空調機器の冷媒フロンの排出

抑制について、自動車リサイクル法は使用済自

動車のカーエアコンのフロン冷媒回収につい

て、それぞれ規定しています。

フロン排出抑制法では、冷媒フロンの大気中

への放出の禁止規定や業務用冷凍空調機器の

管理者やフロン類充塡回収業者の責務などが

定められています。本県では、充塡回収業者や

解体現場等への立入検査、啓発活動を行うな

ど、フロン類の適正な管理及び排出抑制の促

進に努めています。

調査年度 調査地点 平均衰退度 調査対象樹木 

・ナブ3.0～1.0）市麻嘉・市倉朝（山屏～山処古03H アカガシ 

ミモ・ナブ0.2～4.0）町美宇・市野紫筑・市府宰太（山郡三～山満宝1R

・ナブ2.0～1.0）市岡福（山振脊2R アカガシ 

ギス・ミモ・ナブ6.1～0.1）町田添（山彦英3R

ナブ6.0～4.0）市女八（岳迦釈４Ｒ
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第３節 水環境の保全 

〔水質汚濁防止法、瀬戸内海環境保全特別措置法、 

福岡県公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 水環境の現況

【環境保全課】 

〔水質汚濁防止法〕 

県内の公共用水域の水質については、水質

測定計画に基づき、国（国土交通省九州地方整

備局）、独立行政法人水資源機構、北九州市、

福岡市、久留米市とともに 185 の環境基準点

（河川 146、海域34、湖沼5）で環境基準の達

成状況を監視しています。 

汚濁状況は、水質汚濁防止法、水質汚濁防

止法第三条第三項の規定に基づく排水基準を

定める条例、瀬戸内海環境保全特別措置法等

による排水規制及び事業場における排水処理

施設の整備並びに生活排水対策の推進等によ

り改善が図られています。 

環境基準項目のうち、健康項目（人の健康の

保護に関する環境基準）については、カドミウ

ムなど 27 項目が定められています。また、生

活環境項目（生活環境の保全に関する環境基

準）は、生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）※、化学

的酸素要求量（ＣＯＤ）※等の 13 項目が定めら

れています。 

水質汚濁の代表的指標であるＢＯＤ（河川）

又はＣＯＤ（海域、湖沼）の環境基準達成率を

公共用水域全体で見ると、令和４（202２）年度

は６８.９％となっています。 

閉鎖性水域※の富栄養化※の指標である全

窒素及び全リンの環境基準達成率は、海域で

は全窒素、全リンとも高い割合で推移しており、

令和４（202２）年度は全窒素が 100％、全リン

が77.8％となっています。 

また、湖沼においては、全リンの環境基準達

成率が低い状況が続いており、令和４（202２）

年度は25.0％となっています。 

健康項目については、海水の影響によりふっ

素又はほう素が超過した地点を除く河川、海域、

湖沼において環境基準を達成しています。 

(1) 河川の現況 

県内には、遠賀川、筑後川、矢部川などの大

規模河川が貫流し、また、多くの中小河川が流

れています。 

河川の水質の状況については、国、県、北九

州市、福岡市及び久留米市で分担して 146 の

環境基準点において水質測定を実施していま

す。近年の水質の状況は、降雨状況等により変

動はあるものの、改善傾向にあります。 

令和４（202２）年度においては、ＢＯＤにつ

いて 142 の環境基準点のうち９７地点で環境

基準を達成しています。

※生物化学的酸素要求量（ＢＯＤ）：水中の有機物などを微生物が分解するときに消費する酸素量のことで、河川や工場排水の汚濁の程度
を表す指標として用いられ、その値が大きいほど、水質汚濁が進行しています。 

※化学的酸素要求量（ＣＯＤ）：水中の有機物などを酸化剤で酸化するときに消費する酸素量のことで、海域や湖沼などの汚濁の程度を表

す指標として用いられ、その値が大きいほど、水質汚濁が進行しています。 
※閉鎖性水域：ダム湖等の湖沼や湾・灘など陸岸に囲まれ水が滞留しやすい水域をいい、これらの水域は富栄養化による各種利水障害が

生じやすいという特徴があります。 

※富栄養化：閉鎖性水域に窒素・リン等の栄養塩類が多い状態になることです。藻類の異常繁殖により赤潮等の原因となります。 

本県では、国（国土交通省九州地方整備局）や政令市などとともに、水質測定計画に基づき、公

共用水域や地下水における水質の汚濁状況を常時監視しています。 

また、生活環境の改善と公共用水域の水質保全を図るため、計画的かつ効率的な汚水処理施

設の整備を目的とする汚水処理構想を策定し、県、市町村、そして県民が一体となって、下水道、

集落排水、浄化槽等の整備を進めています。 

(3) 酸性雨に関する調査研究

昭和 63（1988）年度以降、環境省からの委

託による酸性雨の調査を実施していますが、平

成2（1990）年度からは、環境省の委託事業に

加え、本県独自に平野部（太宰府市）において

雨水の成分分析調査と山間部のブナなどの森

林植生への影響を調べています。本県では、今

後ともこれらの調査を継続することとしていま

す。 

雨水の pH及び降水量の経年変化（太宰府市） 

森林植生影響調査の概要 

※衰退度：目視により樹木の衰退度を、0（良好）～4（枯死）の5段階で評価

(4) オゾン層保護対策 

冷蔵庫やカーエアコンなどの冷媒として使用

されるフロン類は、大気中に放出されると地球

を取り巻くオゾン層を破壊し、その結果、過度

の紫外線が地上に到達して、皮膚ガンや白内

障の増加など人の健康や自然の生態系に影響

を及ぼすおそれがあります。また、オゾン層は

破壊しないが極めて温室効果の高いフロン類

（ＨＦＣ）への転換の進展に伴い、地球温暖化防

止の観点からもフロン類の排出を抑制すること

が必要となっています。

フロン類の排出抑制等に関連する法律は、

「家電リサイクル法」、「フロン排出抑制法」及び

「自動車リサイクル法」があります。家電リサイ

クル法は家庭用の冷蔵庫及びルームエアコン

の冷媒フロンの回収について、フロン排出抑制

法は業務用冷凍空調機器の冷媒フロンの排出

抑制について、自動車リサイクル法は使用済自

動車のカーエアコンのフロン冷媒回収につい

て、それぞれ規定しています。

フロン排出抑制法では、冷媒フロンの大気中

への放出の禁止規定や業務用冷凍空調機器の

管理者やフロン類充塡回収業者の責務などが

定められています。本県では、充塡回収業者や

解体現場等への立入検査、啓発活動を行うな

ど、フロン類の適正な管理及び排出抑制の促

進に努めています。

調査年度 調査地点 平均衰退度 調査対象樹木 

・ナブ3.0～1.0）市麻嘉・市倉朝（山屏～山処古03H アカガシ 

ミモ・ナブ0.2～4.0）町美宇・市野紫筑・市府宰太（山郡三～山満宝1R

・ナブ2.0～1.0）市岡福（山振脊2R アカガシ 

ギス・ミモ・ナブ6.1～0.1）町田添（山彦英3R

ナブ6.0～4.0）市女八（岳迦釈４Ｒ
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県内主要水域水質汚濁概況図

※75%値：測定データを、値が小さいものから順に並べ、データ数の75%目に当たる値であり、データが 12個あれば、値の小さいものから

9 番目のデータが 75%値となります。河川のＢＯＤ、海域及び湖沼のＣＯＤは、この 75%値が環境基準値以下の場合に、環境基準を達成

していると判断されます。 

(2) 海域の現況 

本県は、瀬戸内海（豊前地先海域及び北九

州地先海域）、筑前海（博多湾及び唐津湾を含

む）、有明海と、三方を個性ある海に囲まれて

います。また、そのうち瀬戸内海、有明海、博多

湾及び唐津湾は、閉鎖性の高い海域となって

います。

県、北九州市及び福岡市では、豊前地先海

域 4 地点、北九州地先海域６地点、筑前海２地

点、博多湾８地点、有明海１１地点、唐津湾 3 地

点の計３４の環境基準点において水質測定を

実施しています。令和４（202２）年度は、ＣＯＤ

について３３の環境基準点のうち２４の地点で

環境基準を達成しています。 

また、全窒素及び全リンについては、平成 8

（1996）年度に博多湾が、9（1997）年度には

洞海湾、響灘及び周防灘が、11（1999）年度に

は有明海が、13（2001）年度には唐津湾が類

型指定されています。これら９水域で令和４

（202２）年度に実施した全窒素及び全リンの

測定結果では、全窒素が9水域、全リンが7水

域で環境基準を達成しています。 

(3) 湖沼の現況 

県内で類型指定が行われている湖沼は、遠

賀川水系八木山川の力丸ダム、筑後川水系佐

田川の寺内ダム、矢部川の日向神ダム、今川の

油木ダム、紫川のます渕ダムの人工湖（ダム湖）

5か所で、天然の大規模湖沼はありません。 

力丸ダム、日向神ダム及び油木ダムは県、寺

内ダムは独立行政法人水資源機構、ます渕ダ

ムは北九州市により、環境基準点において水質

を測定しています。 

令和４（202２）年度は、ＣＯＤについて 5 つ

の環境基準点のうち 3 地点で環境基準を達成

しています。また、全リンについては 4 水域で

類型指定されており、４（202２）年度は 1 水域

で環境基準を達成しています。

(4) 地下水の現況 

県内における地下水の水質汚濁の状況を監

視するため、水質汚濁防止法に基づき、地下水

調査を実施しています。 

ア 概況調査 

地域の地下水質の概況を把握するために実

施している調査です。県では、平成 9（1997）

年度から県域を 10㎞メッシュに区画し、これを

更に 5 ㎞で 4 区画に分割して、環境基準項目

を中心に概況調査（ローリング調査）を実施し

ています。 

令和４(202２)年度は環境基準項目28項目

及び要監視項目 5 項目について 43 井戸でロ

ーリング調査を実施し、２井戸で砒素が、２井戸

で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が、２井戸で

ふっ素が環境基準値を超えて検出されました。

また、要監視項目1項目について1井戸で定点

調査を実施しました。 

なお、概況調査は国土交通省や市町村にお

いても実施しており、令和４(202２)年度は県

全体で 10１井戸の調査を実施しています。 

イ 汚染井戸周辺地区調査 

概況調査等において井戸の汚染が判明した

地域で、汚染の範囲を確認するためなどに実

施する調査です。 

県では、令和４(202２)年度は８井戸で調査

を実施しました。 

ウ 継続監視調査 

過去に環境基準超過が判明した地区につい

て、汚染井戸及び非汚染井戸を選定し、汚染の

継続的な監視を行う調査です。 

県では、令和４(202２)年度は３市１町の 14

井戸で、テトラクロロエチレン等について、モニ

タリングを実施しました。市町村では 3 市 2 町

が実施しており、４(202２)年度は県全体で6３

井戸について調査しました。 

(5) 海水浴場等 

県内の主要な海水浴場等については、毎年

度、県及び政令市が遊泳期間前と遊泳期間中

に水質調査を実施しています。 

令和４(202２)年度は、19 の海水浴場で調

査した結果、遊泳不適の海水浴場はありません

でした。 
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県内主要水域水質汚濁概況図

※75%値：測定データを、値が小さいものから順に並べ、データ数の75%目に当たる値であり、データが 12個あれば、値の小さいものから

9 番目のデータが 75%値となります。河川のＢＯＤ、海域及び湖沼のＣＯＤは、この 75%値が環境基準値以下の場合に、環境基準を達成

していると判断されます。 

(2) 海域の現況 

本県は、瀬戸内海（豊前地先海域及び北九

州地先海域）、筑前海（博多湾及び唐津湾を含

む）、有明海と、三方を個性ある海に囲まれて

います。また、そのうち瀬戸内海、有明海、博多

湾及び唐津湾は、閉鎖性の高い海域となって

います。

県、北九州市及び福岡市では、豊前地先海

域 4 地点、北九州地先海域６地点、筑前海２地

点、博多湾８地点、有明海１１地点、唐津湾 3 地

点の計３４の環境基準点において水質測定を

実施しています。令和４（202２）年度は、ＣＯＤ

について３３の環境基準点のうち２４の地点で

環境基準を達成しています。 

また、全窒素及び全リンについては、平成 8

（1996）年度に博多湾が、9（1997）年度には

洞海湾、響灘及び周防灘が、11（1999）年度に

は有明海が、13（2001）年度には唐津湾が類

型指定されています。これら９水域で令和４

（202２）年度に実施した全窒素及び全リンの

測定結果では、全窒素が9水域、全リンが7水

域で環境基準を達成しています。 

(3) 湖沼の現況 

県内で類型指定が行われている湖沼は、遠

賀川水系八木山川の力丸ダム、筑後川水系佐

田川の寺内ダム、矢部川の日向神ダム、今川の

油木ダム、紫川のます渕ダムの人工湖（ダム湖）

5か所で、天然の大規模湖沼はありません。 

力丸ダム、日向神ダム及び油木ダムは県、寺

内ダムは独立行政法人水資源機構、ます渕ダ

ムは北九州市により、環境基準点において水質

を測定しています。 

令和４（202２）年度は、ＣＯＤについて 5 つ

の環境基準点のうち 3 地点で環境基準を達成

しています。また、全リンについては 4 水域で

類型指定されており、４（202２）年度は 1 水域

で環境基準を達成しています。

(4) 地下水の現況 

県内における地下水の水質汚濁の状況を監

視するため、水質汚濁防止法に基づき、地下水

調査を実施しています。 

ア 概況調査 

地域の地下水質の概況を把握するために実

施している調査です。県では、平成 9（1997）

年度から県域を 10㎞メッシュに区画し、これを

更に 5 ㎞で 4 区画に分割して、環境基準項目

を中心に概況調査（ローリング調査）を実施し

ています。 

令和４(202２)年度は環境基準項目28項目

及び要監視項目 5 項目について 43 井戸でロ

ーリング調査を実施し、２井戸で砒素が、２井戸

で硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素が、２井戸で

ふっ素が環境基準値を超えて検出されました。

また、要監視項目1項目について1井戸で定点

調査を実施しました。 

なお、概況調査は国土交通省や市町村にお

いても実施しており、令和４(202２)年度は県

全体で 10１井戸の調査を実施しています。 

イ 汚染井戸周辺地区調査 

概況調査等において井戸の汚染が判明した

地域で、汚染の範囲を確認するためなどに実

施する調査です。 

県では、令和４(202２)年度は８井戸で調査

を実施しました。 

ウ 継続監視調査 

過去に環境基準超過が判明した地区につい

て、汚染井戸及び非汚染井戸を選定し、汚染の

継続的な監視を行う調査です。 

県では、令和４(202２)年度は３市１町の 14

井戸で、テトラクロロエチレン等について、モニ

タリングを実施しました。市町村では 3 市 2 町

が実施しており、４(202２)年度は県全体で6３

井戸について調査しました。 

(5) 海水浴場等 

県内の主要な海水浴場等については、毎年

度、県及び政令市が遊泳期間前と遊泳期間中

に水質調査を実施しています。 

令和４(202２)年度は、19 の海水浴場で調

査した結果、遊泳不適の海水浴場はありません

でした。 
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生活環境項目（全窒素、全リン）に関する水域別環境基準達成状況 

水域名 
水域

数 
項目名 

達成率（％）及び達成水域数 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

豊前地先海域 1 

全窒素 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

北九州地先海

域 
2 

全窒素 
100 

（2） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

全リン 
100 

（2） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

博多湾 3 

全窒素 
100 

（3） 

100 

（3） 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

全リン 
100 

（3） 

100 

（3） 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

有明海 2 

全窒素 
50 

（1） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

唐津湾 1 

全窒素 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

計 9 

全窒素 
88.9 

（8） 

100 

（9） 

100 

(9) 

100 

(9) 

100 

(9) 

全リン 
77.8 

（7） 

77.8 

（7） 

77.8 

(7) 

77.8 

(7) 

77.8 

(7) 

力丸ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

寺内ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

油木ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

ます渕ダム 1 全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

計 4 全リン 
25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

（注）（ ）内数値は、環境基準達成水域数を示す。 

地下水調査結果(令和 4年度) 

実施主体 

調査区分 

県 国土交通省 政令市・中核市 その他の市町村 調査井戸 

延数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 

概況 
37 44 6 6 3 26 3 25 101 

 (5)  (0)  (2) (9) (16) 

汚染井戸 

周辺地区 

3 8 0 0 2 8 0 0 16 

 (0)  (0)  (0)  (0) (0) 

継続監視 
7 45 0 0 3 45 2 4 94 

 (3)  (0)  (20)  (0) (23) 

（注） （ ）内の数値は、環境基準超過のあった井戸の数を示す。 

（注） 県の概況調査については、定点調査を含む。 

（注） 県の汚染井戸周辺地区調査、継続監視調査については、土壌汚染対策関連調査を含む。 

生活環境項目（ＢＯＤ、ＣＯＤ）に関する水域別環境基準達成状況 

水域名 測定地点数 
達成率（％）及び達成地点数 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

豊前海流入河川 21 
38.1 

(8) 

76.2 

(16) 

19.0 

(4) 

38.1 

(8) 

9.5 

(2) 

北九州市内河川 26 
100 

（26） 

100 

(26) 

100 

(26) 

100 

（26） 

100 

（26） 

61川賀遠
93.8 

(15) 

87.5 

(14) 

81.3 

(13) 

62.5 

(10) 

68.8 

(11) 

筑前海流入河川 15 
80.0 

(12) 

53.3 

(8) 

86.7 

(13) 

66.7 

（10） 

60.0 

（9） 

博多湾流入河川 23 
91.3 

(21) 

95.7 

(22) 

100 

(23) 

100 

(23) 

95.7 

(22) 

02川後筑
70.0 

(14) 

70.0 

(14) 

75.0 

(15) 

65.0 

(13) 

80.0 

(16) 

21川部矢
41.7 

(5) 

41.7 

(5) 

50 

(6) 

50 

（6） 

58.3 

（7） 

大牟田市内河川 9 
66.7 

(6) 

55.6 

(5) 

77.8 

(7) 

55.6 

（5） 

44.4 

（4） 

241計小
75.4 

(107) 

77.5 

(110) 

75.4 

(107) 

71.1 

(101) 

68.3 

(97) 

豊前地先海域 4 
75.0 

(3) 

25.0 

(1) 

50.0 

(2) 

25.0 

(1) 

25.0 

(1) 

北九州地先海域 6 
100 

(6) 

100 

(6) 

100 

(6) 

100 

（6） 

100 

（6） 

2海前筑
100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

（2） 

100 

（2） 

8湾多博
37.5 

(3) 

25.0 

(2) 

50.0 

(4) 

37.5 

(3) 

25.0 

(2) 

01海明有
100 

(10) 

100 

(10) 

100 

(10) 

100 

（10） 

100 

（10） 

3湾津唐
100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

（3） 

100 

（3） 

33計小
81.8 

（27） 

72.7 

（24） 

81.8 

(27) 

75.8 

(25) 

72.7 

(24) 

1ムダ丸力
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

日向神ダム 1 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

1ムダ内寺
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

1ムダ木油
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

ます渕ダム 1 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

5計小
60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

総計 180 
76.1 

（137） 

76.1 

（137） 

76.1 

(137) 

71.7 

(129)

68.9 

(124)

（注）1 （ ）内数値は、環境基準達成測定地点数を示す。 

2 河川はＢＯＤ（75％値）、海域・湖沼はＣＯＤ（75％値）の達成状況を示す。 



- 170 - - 171 -

快
適
環
境

生活環境項目（全窒素、全リン）に関する水域別環境基準達成状況 

水域名 
水域

数 
項目名 

達成率（％）及び達成水域数 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

豊前地先海域 1 

全窒素 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

北九州地先海

域 
2 

全窒素 
100 

（2） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

全リン 
100 

（2） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

博多湾 3 

全窒素 
100 

（3） 

100 

（3） 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

全リン 
100 

（3） 

100 

（3） 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

有明海 2 

全窒素 
50 

（1） 

100 

（2） 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

(0) 

0 

(0) 

0 

(0) 

唐津湾 1 

全窒素 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

計 9 

全窒素 
88.9 

（8） 

100 

（9） 

100 

(9) 

100 

(9) 

100 

(9) 

全リン 
77.8 

（7） 

77.8 

（7） 

77.8 

(7) 

77.8 

(7) 

77.8 

(7) 

力丸ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

寺内ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

油木ダム 1 全リン 
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

ます渕ダム 1 全リン 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

(1) 

100 

(1) 

100 

(1) 

計 4 全リン 
25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

25.0 

（1） 

（注）（ ）内数値は、環境基準達成水域数を示す。 

地下水調査結果(令和 4年度) 

実施主体 

調査区分 

県 国土交通省 政令市・中核市 その他の市町村 調査井戸 

延数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 市町村数 井戸数 

概況 
37 44 6 6 3 26 3 25 101 

 (5)  (0)  (2) (9) (16) 

汚染井戸 

周辺地区 

3 8 0 0 2 8 0 0 16 

 (0)  (0)  (0)  (0) (0) 

継続監視 
7 45 0 0 3 45 2 4 94 

 (3)  (0)  (20)  (0) (23) 

（注） （ ）内の数値は、環境基準超過のあった井戸の数を示す。 

（注） 県の概況調査については、定点調査を含む。 

（注） 県の汚染井戸周辺地区調査、継続監視調査については、土壌汚染対策関連調査を含む。 

生活環境項目（ＢＯＤ、ＣＯＤ）に関する水域別環境基準達成状況 

水域名 測定地点数 
達成率（％）及び達成地点数 

30 年度 元年度 2 年度 3 年度 4 年度 

豊前海流入河川 21 
38.1 

(8) 

76.2 

(16) 

19.0 

(4) 

38.1 

(8) 

9.5 

(2) 

北九州市内河川 26 
100 

（26） 

100 

(26) 

100 

(26) 

100 

（26） 

100 

（26） 

61川賀遠
93.8 

(15) 

87.5 

(14) 

81.3 

(13) 

62.5 

(10) 

68.8 

(11) 

筑前海流入河川 15 
80.0 

(12) 

53.3 

(8) 

86.7 

(13) 

66.7 

（10） 

60.0 

（9） 

博多湾流入河川 23 
91.3 

(21) 

95.7 

(22) 

100 

(23) 

100 

(23) 

95.7 

(22) 

02川後筑
70.0 

(14) 

70.0 

(14) 

75.0 

(15) 

65.0 

(13) 

80.0 

(16) 

21川部矢
41.7 

(5) 

41.7 

(5) 

50 

(6) 

50 

（6） 

58.3 

（7） 

大牟田市内河川 9 
66.7 

(6) 

55.6 

(5) 

77.8 

(7) 

55.6 

（5） 

44.4 

（4） 

241計小
75.4 

(107) 

77.5 

(110) 

75.4 

(107) 

71.1 

(101) 

68.3 

(97) 

豊前地先海域 4 
75.0 

(3) 

25.0 

(1) 

50.0 

(2) 

25.0 

(1) 

25.0 

(1) 

北九州地先海域 6 
100 

(6) 

100 

(6) 

100 

(6) 

100 

（6） 

100 

（6） 

2海前筑
100 

(2) 

100 

(2) 

100 

(2) 

100 

（2） 

100 

（2） 

8湾多博
37.5 

(3) 

25.0 

(2) 

50.0 

(4) 

37.5 

(3) 

25.0 

(2) 

01海明有
100 

(10) 

100 

(10) 

100 

(10) 

100 

（10） 

100 

（10） 

3湾津唐
100 

(3) 

100 

(3) 

100 

(3) 

100 

（3） 

100 

（3） 

33計小
81.8 

（27） 

72.7 

（24） 

81.8 

(27) 

75.8 

(25) 

72.7 

(24) 

1ムダ丸力
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

日向神ダム 1 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

1ムダ内寺
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

1ムダ木油
0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

0 

（0） 

ます渕ダム 1 
100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

100 

（1） 

5計小
60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

60.0 

(3) 

総計 180 
76.1 

（137） 

76.1 

（137） 

76.1 

(137) 

71.7 

(129)

68.9 

(124)

（注）1 （ ）内数値は、環境基準達成測定地点数を示す。 

2 河川はＢＯＤ（75％値）、海域・湖沼はＣＯＤ（75％値）の達成状況を示す。 
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２ 水質監視体制 

【環境保全課】 

県内の公共用水域の水質の実態を明らかに

するため、本県では毎年度水質測定計画を定

め、国、政令市及びその他の市町村と分担協力

して、水質調査を実施しています。

環境基準項目のほか、要監視項目も調査し

ており、令和2（2020）年5月に要監視項目に

設定されたＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ※を調査対象に

追加しています。

令和 5年度水質測定計画（公共用水域調査）の概要 

調査 

区分 

県 
国 

（国土交通省・水資源機構）
政令市・中核市 その他の市町村 合計 

地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 

河川 82 888 28 304 104 834 107 546 321 2,572 

海域 19 348 - - 29 616 - - 48 964 

湖沼 9 132 7 108 1 36 - - 17 276 

合計 110 1,368 35 412 134 1,486 107 546 386 3,812 

令和 5年度水質測定計画（地下水調査）の概要 

調査 

区分 

県 国 （国土交通省） 政令市・中核市 その他の市町村 合計 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

井戸 
延数 

概況 34 46 46 10 25 100 3 26 26 3 25 25 197 

継続監視 7 47 47 - - - 3 46 68 3 28 28 143 

３ 水質保全対策 

(1) 環境基準類型指定 

【環境保全課】 

環境基準のうち生活環境の保全に関する項

目については、現況の水質や利水状況等を勘

案して、水域ごとに環境基準の目標レベル（類

型）を設けることになっており、これを類型指定

といいます。

公共用水域の類型指定については、昭和40

年代から 50 年代にかけ国及び都道府県が行

っており、本県においても、40 年代後半から

50 年代前半にかけ水域ごとに類型指定を行

いました｡

その後、相当の期間が経過し、水域の利用の

態様に変化が見られることから、本県では、水

域類型の見直しを順次行っており、平成 26

（2014）年度には大牟田市内河川に係る類型

見直しについて告示をしました。 

また、平成 15（2003）年度には、水生生物

保全の観点から「水生生物の保全に係る水質

環境基準」が新たに設けられ、22（2010）年 9

月 24 日付けで国により県内の 3 水域が類型

指定されました。本県では、26（2014）年度か

ら、類型指定に向けた水質及び生物の調査を

開始し、令和3（2021）年3 月までに県内全て

の水域において水生生物保全環境基準の類型

指定が完了しました。 

※有機フッ素化合物の一種（ＰＦＯＳ：ペルフルオロオクタンスルホン酸、ＰＦＯＡ：ペルフルオロオクタン酸） 

水域類型指定見直し状況 

(2) 発生源対策 

【環境保全課】 

ア 工場・事業場対策 

水質汚濁防止法では、特定施設の設置又は

構造の変更等についての届出及び排水基準の

遵守等を規定しています。 

本県では、同法に基づいて工場・事業場から

届出のあった内容を審査するとともに、特定事

業場の立入検査を実施しています。 

また、「水質汚濁防止法第三条第三項の規定

に基づく排水基準を定める条例」により、国の

定めた基準よりも厳しい上乗せ排水基準を設

定し、汚濁物質の規制強化を実施しています。 

さらに、閉鎖性の高い海域における富栄養

化の防止を目的として、富栄養化の要因物質

である窒素及びリンに係る排水規制を法に基

づき実施しています。 

(ｱ) 特定施設の届出状況 

令和４（202２）年度末における特定事業場

（瀬戸内海環境保全特別措置法の許可を含む）

の総数は 4,738 事業場であり、そのうち排水

基準が適用される有害物質関係及び日平均排

水量50 m3以上の特定事業場は 867事業場

で全体の 1８.３％を占めています。 

水質汚濁防止法による届出特定事業場数 
（瀬戸内海環境保全特別措置法による許可を含む） 

（令和５年３月３１日現在） 

区  分 

特定事業場数 

計 

排水量 

50 m3/日以上 
650 53 26 39 768  

有害物質関係 

（排水量50 m3/日未満）
72 17 3 7 99 

小  計 722 70 29 46 867 

上記以外 3,021 233 312 305 3,871 

合  計 3,743 303 341 351 4,738 

(ｲ) 瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特

定施設の設置等の許可制度 

一定規模以上の特定事業場における特定施

設の設置又は構造等の変更については、瀬戸

内海環境保全特別措置法に基づき許可制が採

用されています。 

本県及び北九州市では、特定施設の設置等

の許可に際して、水質事前評価を基に周辺公

共用水域の水質悪化のおそれがないか等につ

いて、審査を行っています。 

年月日 水域 区分 

平成 8年 6月14日 博多湾及び博多湾流入河川 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環川河内市州九北日1月4年01成平

平成11年 3月31日 豊前海流入河川(北部） 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環系水川賀遠日03月3年31成平

し直見び及定指型類準基境環域水湾津唐日13月01年31成平

平成15年 3月31日 ます渕ダム、油木ダム 環境基準類型指定 

平成16年 3月31日 豊前海流入河川(南部） 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環系水川部矢日13月3年81成平

し直見び及定指型類準基境環系水川後筑日6月5年32成平

し直見び及定指型類準基境環川河内市田牟大日1月7年62成平

平成29年 4月 7日 博多湾流入河川、大牟田市内河川 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

平成30年 3月23日 豊前海流入河川、遠賀川水系 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

平成31年 3月29日 筑前海流入河川、矢部川水系、日向神ダム 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

令和 2年 3月17日 北九州市内河川、ます渕ダム 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

令和 3年 3月26日 筑後川水系、寺内ダム、海域 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 
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２ 水質監視体制 

【環境保全課】 

県内の公共用水域の水質の実態を明らかに

するため、本県では毎年度水質測定計画を定

め、国、政令市及びその他の市町村と分担協力

して、水質調査を実施しています。

環境基準項目のほか、要監視項目も調査し

ており、令和2（2020）年5月に要監視項目に

設定されたＰＦＯＳ及びＰＦＯＡ※を調査対象に

追加しています。

令和 5年度水質測定計画（公共用水域調査）の概要 

調査 

区分 

県 
国 

（国土交通省・水資源機構）
政令市・中核市 その他の市町村 合計 

地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 地点数 延回数 

河川 82 888 28 304 104 834 107 546 321 2,572 

海域 19 348 - - 29 616 - - 48 964 

湖沼 9 132 7 108 1 36 - - 17 276 

合計 110 1,368 35 412 134 1,486 107 546 386 3,812 

令和 5年度水質測定計画（地下水調査）の概要 

調査 

区分 

県 国 （国土交通省） 政令市・中核市 その他の市町村 合計 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

市町村 
数 

井戸 
数 

井戸 
延数 

井戸 
延数 

概況 34 46 46 10 25 100 3 26 26 3 25 25 197 

継続監視 7 47 47 - - - 3 46 68 3 28 28 143 

３ 水質保全対策 

(1) 環境基準類型指定 

【環境保全課】 

環境基準のうち生活環境の保全に関する項

目については、現況の水質や利水状況等を勘

案して、水域ごとに環境基準の目標レベル（類

型）を設けることになっており、これを類型指定

といいます。

公共用水域の類型指定については、昭和40

年代から 50 年代にかけ国及び都道府県が行

っており、本県においても、40 年代後半から

50 年代前半にかけ水域ごとに類型指定を行

いました｡

その後、相当の期間が経過し、水域の利用の

態様に変化が見られることから、本県では、水

域類型の見直しを順次行っており、平成 26

（2014）年度には大牟田市内河川に係る類型

見直しについて告示をしました。 

また、平成 15（2003）年度には、水生生物

保全の観点から「水生生物の保全に係る水質

環境基準」が新たに設けられ、22（2010）年 9

月 24 日付けで国により県内の 3 水域が類型

指定されました。本県では、26（2014）年度か

ら、類型指定に向けた水質及び生物の調査を

開始し、令和3（2021）年3 月までに県内全て

の水域において水生生物保全環境基準の類型

指定が完了しました。 

※有機フッ素化合物の一種（ＰＦＯＳ：ペルフルオロオクタンスルホン酸、ＰＦＯＡ：ペルフルオロオクタン酸） 

水域類型指定見直し状況 

(2) 発生源対策 

【環境保全課】 

ア 工場・事業場対策 

水質汚濁防止法では、特定施設の設置又は

構造の変更等についての届出及び排水基準の

遵守等を規定しています。 

本県では、同法に基づいて工場・事業場から

届出のあった内容を審査するとともに、特定事

業場の立入検査を実施しています。 

また、「水質汚濁防止法第三条第三項の規定

に基づく排水基準を定める条例」により、国の

定めた基準よりも厳しい上乗せ排水基準を設

定し、汚濁物質の規制強化を実施しています。 

さらに、閉鎖性の高い海域における富栄養

化の防止を目的として、富栄養化の要因物質

である窒素及びリンに係る排水規制を法に基

づき実施しています。 

(ｱ) 特定施設の届出状況 

令和４（202２）年度末における特定事業場

（瀬戸内海環境保全特別措置法の許可を含む）

の総数は 4,738 事業場であり、そのうち排水

基準が適用される有害物質関係及び日平均排

水量50 m3以上の特定事業場は 867事業場

で全体の 1８.３％を占めています。 

水質汚濁防止法による届出特定事業場数 
（瀬戸内海環境保全特別措置法による許可を含む） 

（令和５年３月３１日現在） 

区  分 

特定事業場数 

計 

排水量 

50 m3/日以上 
650 53 26 39 768  

有害物質関係 

（排水量50 m3/日未満）
72 17 3 7 99 

小  計 722 70 29 46 867 

上記以外 3,021 233 312 305 3,871 

合  計 3,743 303 341 351 4,738 

(ｲ) 瀬戸内海環境保全特別措置法に基づく特

定施設の設置等の許可制度 

一定規模以上の特定事業場における特定施

設の設置又は構造等の変更については、瀬戸

内海環境保全特別措置法に基づき許可制が採

用されています。 

本県及び北九州市では、特定施設の設置等

の許可に際して、水質事前評価を基に周辺公

共用水域の水質悪化のおそれがないか等につ

いて、審査を行っています。 

年月日 水域 区分 

平成 8年 6月14日 博多湾及び博多湾流入河川 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環川河内市州九北日1月4年01成平

平成11年 3月31日 豊前海流入河川(北部） 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環系水川賀遠日03月3年31成平

し直見び及定指型類準基境環域水湾津唐日13月01年31成平

平成15年 3月31日 ます渕ダム、油木ダム 環境基準類型指定 

平成16年 3月31日 豊前海流入河川(南部） 環境基準類型指定及び見直し 

し直見び及定指型類準基境環系水川部矢日13月3年81成平

し直見び及定指型類準基境環系水川後筑日6月5年32成平

し直見び及定指型類準基境環川河内市田牟大日1月7年62成平

平成29年 4月 7日 博多湾流入河川、大牟田市内河川 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

平成30年 3月23日 豊前海流入河川、遠賀川水系 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

平成31年 3月29日 筑前海流入河川、矢部川水系、日向神ダム 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

令和 2年 3月17日 北九州市内河川、ます渕ダム 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 

令和 3年 3月26日 筑後川水系、寺内ダム、海域 水生生物の保全に係る環境基準類型指定 



快
適
環
境

- 174 - - 175 -

(ｳ) 立入調査（排水基準監視調査等） 

本県では、排水基準が適用される特定事業

場に対して立入検査等を行い、基準違反に対

しては改善命令等の行政措置を講じることによ

り、排水水質の改善を図っています。 

また、排水基準が適用されない小規模な特

定事業場に対しては、｢福岡県小規模事業場排

水水質改善指導要領｣に基づいて排水水質の

改善指導を行っています。 

(ｴ) 水質事故時の措置 

水質汚濁防止法では、特定事業場の設置者

等に油等の流出による被害拡大を防止するた

めの応急措置や、事故の状況等に関する知事

への届出を義務付けています。 

水質汚濁防止法等に基づく 
立入検査、改善命令、罰則の適用等の状況 

（令和4年度） 

県・政令 

市の別 

内容 

県 計 

第22条 

昼間 429 65 35 34 563 

夜間 0 3 0 0 3 

429 68 35 34 566 

昼間 0 51 15 6 72 

夜間 0 0 0 0 0 

0 51 15 6 72 

第13条 

改善命令 2 0 0 0 2 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第13条 

の2 

改善命令 0 0 0 0 0 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第13条 

の3 

改善命令 0 0 0 0 0 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第23条 措置要請 0 0 0 0 0 

行政指導 29 4 0 2 35 

第14条 

の2 

事故時の 

措置命令 
0 0 1 0 1 

第18条 
緊急時の 

措置命令 
0 0 0 0 0 

第31条 直罰 0 0 0 0 0 

その他 

の条項 
その他 0 0 0 0 0 

また、本県では、福岡県公害防止等生活環

境の保全に関する条例（平成 15（2003）年 7

月施行）により、同法の対象とならない水質事

故の場合の応急措置や届出を義務付けている

ほか、油回収等の措置命令に係る規定を設け

ています。 

なお、水質事故が発生した場合には、河川管

理者、水道事業者等の関係機関と連絡を取り

合い、適切な措置を図っており、原因者が判明

した場合には、原因物質の除去等の対策を指

導するとともに、必要に応じて水質検査を実施

しています。 

特に、油流出事故に関しては発生件数が多

いことから、関係事業者等に対する事故の発生

防止に関する注意喚起や通報の徹底及び関係

機関との連携強化を図っています。 

イ  生活排水対策 

生活排水の処理施設の整備が遅れている水

域においては、河川の水質改善が進まない状

況が続いており、水質保全行政の重要課題の

一つとなっています｡このため、平成 2（1990）

年の法改正では、生活排水対策の推進に関す

る規定が設けられました｡

これまでに、水質環境基準達成率の低い水

域などの 13 地域（12 市 7 町）を、生活排水対

策重点地域として指定しています。 

生活排水対策重点地域に指定された市町に

ついては、「生活排水対策推進計画」を策定し、

下水道、合併処理浄化槽等の整備のほか、水

質浄化に関する啓発活動を行っていますが、ま

だ十分な成果が表れていない地域があり、今

後も当該市町に対し水質改善に向けた対策を

講ずるよう働きかけを行っていきます。 

ウ ゴルフ場農薬に係る調査等 

本県では、ゴルフ場農薬に係る自主管理体

制を徹底させるために、ゴルフ場に対する調

査・指導等を実施しています｡ 

令和４(202２)年度において、県内市町村で

は、3 市 1 町が調査を実施しており、県全体で

８ゴルフ場に対し調査を実施しました。 

この結果を踏まえ、各ゴルフ場に対し自主検

査の徹底等の指導を行いました。 

(3) 閉鎖性水域

【環境保全課】 

内湾、内海、湖沼等の閉鎖性の高い水域は、

流入する汚濁物質が蓄積しやすい上、窒素及

びリン等の栄養塩類の蓄積によって富栄養化

することにより、湖沼においては浄水場のろ過

障害や異臭味などの水道の利水障害が、海域

においては赤潮等による漁業被害が生じるお

それがあることから、従来の水質保全対策に加

え、次のような対策を実施しています。 

ア 瀬戸内海の水質汚濁防止対策 

ＣＯＤ、窒素及びリンに係る総量削減制度の

実施により、関係自治体と協力して総合的な対

策を講じ、一層の水質保全を図っています。

なお、対象となる本県の瀬戸内海に係る指定

地域は、北九州市（遠賀川流域を除く）、行橋市、

豊前市、京都郡、築上郡、田川郡添田町及び赤

村（遠賀川流域を除く）の計3市6町１村です。 

(ｱ) 総量削減計画

国は、令和 4（2022）年 1 月 24 日に令和

6(2024)年度を目標とする第9次総量削減基

本方針（瀬戸内海）を策定しました。この総量削

減基本方針に基づき、本県は「化学的酸素要求

量、窒素含有量及びリン含有量に係る総量削

減計画（以下「第9 次総量削減計画」という。）」

を策定し、4（2022）年１０月２８日に告示しまし

た。 

(ｲ) 総量規制基準

1 日の平均排水量が 50m3以上の指定地域

内事業場の排出水に適用される規制基準です。 

本県では、これまでの総量削減計画による

取組の結果、大幅な負荷量削減が図られてい

ます。第9次総量削減計画においても引き続き

現行の総量規制基準を適用し、削減目標の達

成を目指しています。 

イ 有明海の水質汚濁防止対策 

有明海では、平成 12（2000）年度に大規模

なのり不作問題が発生しました。これを契機に、

14（2002）年 11 月、有明海などの環境を保全

するため、「有明海及び八代海等を再生するた

めの特別措置に関する法律」が施行されました。 

これに伴い、本県では、平成15（2003）年3

月に、再生に向けた施策を計画的に推進する

ため、「有明海の再生に関する県計画」を策定

しました。 

水質は、平成 13（2001）年度以降改善が見

られますが、一部の項目については環境基準

をわずかに上回っており、関係機関と連携し、

汚水処理施設の整備等に努めています。 

ウ 閉鎖性海域の富栄養化防止対策

本県における閉鎖性の高い海域は、瀬戸内

海、博多湾、唐津湾及び有明海であり、これら

の流域内の事業場のうち、日平均排水量が

50m3 以上の特定事業場について、窒素及び

リンの排水規制が、平成 5（1993）年 10 月か

ら実施されています。 

本県では、これらの事業場の排水に対する

監視・指導を実施しています。 

(4) 地下水保全対策 

【環境保全課】 

本県では、昭和 59（1984）年からトリクロロ

エチレン等3物質に係る地下水調査を開始し、

飲用井戸等衛生対策指導実施要領の制定（63

（1988）年 4 月）等により、飲用水の衛生確保

等の対策を講じてきました。 

平成 9（1997）年度からは地下水の環境基

準項目を中心に調査を実施し、基準超過の場

合には、汚染範囲の確認や原因究明等に取り

組んでいます。 

また、水質汚濁防止法の改正（24（2012）年

6月施行）により、有害物質を使用、貯蔵する施

設の設置者に対し、地下浸透防止のための構

造、設備及び使用の方法に関する基準の遵守、

定期点検及びその結果の記録、保存を義務付

ける規定が設けられたことから、同法に基づく

特定事業場等の立入検査の際には、有害物質

の地下浸透防止策及び使用や排出の状況の確

認を行っています。 

さらに、同法では、地下水の保全に関する規

定の対象が特定事業場又は有害物質貯蔵指
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(ｳ) 立入調査（排水基準監視調査等） 

本県では、排水基準が適用される特定事業

場に対して立入検査等を行い、基準違反に対

しては改善命令等の行政措置を講じることによ

り、排水水質の改善を図っています。 

また、排水基準が適用されない小規模な特

定事業場に対しては、｢福岡県小規模事業場排

水水質改善指導要領｣に基づいて排水水質の

改善指導を行っています。 

(ｴ) 水質事故時の措置 

水質汚濁防止法では、特定事業場の設置者

等に油等の流出による被害拡大を防止するた

めの応急措置や、事故の状況等に関する知事

への届出を義務付けています。 

水質汚濁防止法等に基づく 
立入検査、改善命令、罰則の適用等の状況 

（令和4年度） 

県・政令 

市の別 

内容 

県 計 

第22条 

昼間 429 65 35 34 563 

夜間 0 3 0 0 3 

429 68 35 34 566 

昼間 0 51 15 6 72 

夜間 0 0 0 0 0 

0 51 15 6 72 

第13条 

改善命令 2 0 0 0 2 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第13条 

の2 

改善命令 0 0 0 0 0 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第13条 

の3 

改善命令 0 0 0 0 0 

一時停止 

命令 
0 0 0 0 0 

第23条 措置要請 0 0 0 0 0 

行政指導 29 4 0 2 35 

第14条 

の2 

事故時の 

措置命令 
0 0 1 0 1 

第18条 
緊急時の 

措置命令 
0 0 0 0 0 

第31条 直罰 0 0 0 0 0 

その他 

の条項 
その他 0 0 0 0 0 

また、本県では、福岡県公害防止等生活環

境の保全に関する条例（平成 15（2003）年 7

月施行）により、同法の対象とならない水質事

故の場合の応急措置や届出を義務付けている

ほか、油回収等の措置命令に係る規定を設け

ています。 

なお、水質事故が発生した場合には、河川管

理者、水道事業者等の関係機関と連絡を取り

合い、適切な措置を図っており、原因者が判明

した場合には、原因物質の除去等の対策を指

導するとともに、必要に応じて水質検査を実施

しています。 

特に、油流出事故に関しては発生件数が多

いことから、関係事業者等に対する事故の発生

防止に関する注意喚起や通報の徹底及び関係

機関との連携強化を図っています。 

イ  生活排水対策 

生活排水の処理施設の整備が遅れている水

域においては、河川の水質改善が進まない状

況が続いており、水質保全行政の重要課題の

一つとなっています｡このため、平成 2（1990）

年の法改正では、生活排水対策の推進に関す

る規定が設けられました｡

これまでに、水質環境基準達成率の低い水

域などの 13 地域（12 市 7 町）を、生活排水対

策重点地域として指定しています。 

生活排水対策重点地域に指定された市町に

ついては、「生活排水対策推進計画」を策定し、

下水道、合併処理浄化槽等の整備のほか、水

質浄化に関する啓発活動を行っていますが、ま

だ十分な成果が表れていない地域があり、今

後も当該市町に対し水質改善に向けた対策を

講ずるよう働きかけを行っていきます。 

ウ ゴルフ場農薬に係る調査等 

本県では、ゴルフ場農薬に係る自主管理体

制を徹底させるために、ゴルフ場に対する調

査・指導等を実施しています｡ 

令和４(202２)年度において、県内市町村で

は、3 市 1 町が調査を実施しており、県全体で

８ゴルフ場に対し調査を実施しました。 

この結果を踏まえ、各ゴルフ場に対し自主検

査の徹底等の指導を行いました。 

(3) 閉鎖性水域

【環境保全課】 

内湾、内海、湖沼等の閉鎖性の高い水域は、

流入する汚濁物質が蓄積しやすい上、窒素及

びリン等の栄養塩類の蓄積によって富栄養化

することにより、湖沼においては浄水場のろ過

障害や異臭味などの水道の利水障害が、海域

においては赤潮等による漁業被害が生じるお

それがあることから、従来の水質保全対策に加

え、次のような対策を実施しています。 

ア 瀬戸内海の水質汚濁防止対策 

ＣＯＤ、窒素及びリンに係る総量削減制度の

実施により、関係自治体と協力して総合的な対

策を講じ、一層の水質保全を図っています。

なお、対象となる本県の瀬戸内海に係る指定

地域は、北九州市（遠賀川流域を除く）、行橋市、

豊前市、京都郡、築上郡、田川郡添田町及び赤

村（遠賀川流域を除く）の計3市6町１村です。 

(ｱ) 総量削減計画

国は、令和 4（2022）年 1 月 24 日に令和

6(2024)年度を目標とする第9次総量削減基

本方針（瀬戸内海）を策定しました。この総量削

減基本方針に基づき、本県は「化学的酸素要求

量、窒素含有量及びリン含有量に係る総量削

減計画（以下「第9 次総量削減計画」という。）」

を策定し、4（2022）年１０月２８日に告示しまし

た。 

(ｲ) 総量規制基準

1 日の平均排水量が 50m3以上の指定地域

内事業場の排出水に適用される規制基準です。 

本県では、これまでの総量削減計画による

取組の結果、大幅な負荷量削減が図られてい

ます。第9次総量削減計画においても引き続き

現行の総量規制基準を適用し、削減目標の達

成を目指しています。 

イ 有明海の水質汚濁防止対策 

有明海では、平成 12（2000）年度に大規模

なのり不作問題が発生しました。これを契機に、

14（2002）年 11 月、有明海などの環境を保全

するため、「有明海及び八代海等を再生するた

めの特別措置に関する法律」が施行されました。 

これに伴い、本県では、平成15（2003）年3

月に、再生に向けた施策を計画的に推進する

ため、「有明海の再生に関する県計画」を策定

しました。 

水質は、平成 13（2001）年度以降改善が見

られますが、一部の項目については環境基準

をわずかに上回っており、関係機関と連携し、

汚水処理施設の整備等に努めています。 

ウ 閉鎖性海域の富栄養化防止対策

本県における閉鎖性の高い海域は、瀬戸内

海、博多湾、唐津湾及び有明海であり、これら

の流域内の事業場のうち、日平均排水量が

50m3 以上の特定事業場について、窒素及び

リンの排水規制が、平成 5（1993）年 10 月か

ら実施されています。 

本県では、これらの事業場の排水に対する

監視・指導を実施しています。 

(4) 地下水保全対策 

【環境保全課】 

本県では、昭和 59（1984）年からトリクロロ

エチレン等3物質に係る地下水調査を開始し、

飲用井戸等衛生対策指導実施要領の制定（63

（1988）年 4 月）等により、飲用水の衛生確保

等の対策を講じてきました。 

平成 9（1997）年度からは地下水の環境基

準項目を中心に調査を実施し、基準超過の場

合には、汚染範囲の確認や原因究明等に取り

組んでいます。 

また、水質汚濁防止法の改正（24（2012）年

6月施行）により、有害物質を使用、貯蔵する施

設の設置者に対し、地下浸透防止のための構

造、設備及び使用の方法に関する基準の遵守、

定期点検及びその結果の記録、保存を義務付

ける規定が設けられたことから、同法に基づく

特定事業場等の立入検査の際には、有害物質

の地下浸透防止策及び使用や排出の状況の確

認を行っています。 

さらに、同法では、地下水の保全に関する規

定の対象が特定事業場又は有害物質貯蔵指



快
適
環
境

- 176 - - 177 -

定事業場に限られていることから、福岡県公害

防止等生活環境の保全に関する条例において、

法の対象とならない地下水汚染事例に対応す

るための規定を設け、有害物質による地下水

汚染の防止等に努めています。 

(5) 汚水処理構想 

ア 汚水処理構想 

【下水道課】 

汚水処理構想とは、計画的かつ効率的に汚

水処理施設を整備するため、都道府県が市町

村の意見を反映させた上で策定するものです。

本構想では、各種汚水処理施設（下水道、集

落排水施設、浄化槽等）の有する特性等を踏ま

え、建設費と維持管理費を合わせた経済比較

を基本としつつ、地域特性を考慮し、最適な整

備手法を選定しています。

汚水処理構想の策定により、各種汚水処理

施設が計画的かつ効率的に整備されることで、

より一層の整備期間の短縮と整備費用の縮減

が図られ、未普及地区における汚水処理施設

の早期普及が可能となります。

また、既整備地区における改築更新の最適

化を図ることで改築費用の抑制、維持管理費

の縮減を図り、持続可能な汚水処理の運営を

可能とするものです。

役割分担のイメージ 

本県では、平成 6（1994）年度に「福岡県汚

水処理構想」を策定し、その後、14（2002）年

度及び 20（2008）年度に見直しを行ったとこ

ろです。 

平成 26（2014）年 1 月に農林水産省、国土

交通省、環境省の3省から「持続的な汚水処理

システム構築に向けた都道府県構想の見直し

の推進について」が発出され、社会情勢等を踏

まえた都道府県構想の見直しが求められてお

り、本県においても 29(2017)年 3 月、『福岡

県汚水処理構想～ふくおか水環境ビジョン～』

を策定しました。 

本汚水処理構想では、中期の目標年度をお

おむね 10 年後の令和 7（2025）年度とし、県

全体での汚水処理施設の概成を目標とします。

具体的には、県内自治体の汚水処理人口普

及率の現状や過去の整備実績、今後の取り組

む施策を踏まえ、中期「令和7（2025）年度」に

おける本県の汚水処理人口普及率「95％」を

目標とします。 

また、長期的（令和 17（2035）年度）の見通

しとしては持続可能な汚水処理の運営管理を

図ることを目的に、各自治体の計画に基づき汚

水処理施設立地の適正化を目指します。

汚水処理人口普及率の推移 

汚水処理人口普及率の見通し 

イ 下水道の整備 

【下水道課】 

(ｱ) 流域下水道の整備 

流域下水道とは、特に水質保全が必要であ

る水域を対象として、2 以上の市町村の区域か

ら発生する下水を排除し、終末処理場を有する

もの又は雨水のみを排除し流量を調整する施

設を有するものです。幹線管渠、ポンプ場、処

理場及び雨水調整池などの建設及び管理は原

則として県が行います。処理区域内の下水は、

それぞれの市町村が整備する公共下水道（流

域関連公共下水道）によって集められ、流域下

水道の幹線管渠に接続し処理場で浄化します。 

本県で実施している流域下水道は、御笠川

那珂川、多々良川、宝満川、宝満川上流、筑後

川中流右岸、遠賀川下流、矢部川及び遠賀川

中流の 8 か所です。平成 18（2006）年度まで

に全 8 か所の流域下水道が供用を開始してい

ます。（次頁上段表参照） 

(ｲ) 公共下水道の整備 

快適な生活環境を確保し、公共用水域の水

質を保全するためには、公共下水道をはじめと

した汚水処理施設の整備は必要不可欠であり、

特に公共下水道については中小市町村の普及

促進が今後の大きな課題です。 

本県においては、「福岡県汚水処理構想」を

策定し、汚水処理施設の整備を進めています。 

現在、公共下水道に着手しているのは次頁

の中段の表のとおり 27市20町です。 

令和４（202２）年度末における公共下水道

の処理人口普及率は 84.0％と、全国平均

81.0％を上回っていますが、北九州市、福岡

市を除くと 68.7％と低い現状にあります。今

後も、汚水処理構想に基づき、計画的かつ効率

的に整備していきます。（次頁表参照） 
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定事業場に限られていることから、福岡県公害

防止等生活環境の保全に関する条例において、

法の対象とならない地下水汚染事例に対応す

るための規定を設け、有害物質による地下水

汚染の防止等に努めています。 

(5) 汚水処理構想 

ア 汚水処理構想 

【下水道課】 

汚水処理構想とは、計画的かつ効率的に汚

水処理施設を整備するため、都道府県が市町

村の意見を反映させた上で策定するものです。

本構想では、各種汚水処理施設（下水道、集

落排水施設、浄化槽等）の有する特性等を踏ま

え、建設費と維持管理費を合わせた経済比較

を基本としつつ、地域特性を考慮し、最適な整

備手法を選定しています。

汚水処理構想の策定により、各種汚水処理

施設が計画的かつ効率的に整備されることで、

より一層の整備期間の短縮と整備費用の縮減

が図られ、未普及地区における汚水処理施設

の早期普及が可能となります。

また、既整備地区における改築更新の最適

化を図ることで改築費用の抑制、維持管理費

の縮減を図り、持続可能な汚水処理の運営を

可能とするものです。

役割分担のイメージ 

本県では、平成 6（1994）年度に「福岡県汚

水処理構想」を策定し、その後、14（2002）年

度及び 20（2008）年度に見直しを行ったとこ

ろです。 

平成 26（2014）年 1 月に農林水産省、国土

交通省、環境省の3省から「持続的な汚水処理

システム構築に向けた都道府県構想の見直し

の推進について」が発出され、社会情勢等を踏

まえた都道府県構想の見直しが求められてお

り、本県においても 29(2017)年 3 月、『福岡

県汚水処理構想～ふくおか水環境ビジョン～』

を策定しました。 

本汚水処理構想では、中期の目標年度をお

おむね 10 年後の令和 7（2025）年度とし、県

全体での汚水処理施設の概成を目標とします。

具体的には、県内自治体の汚水処理人口普

及率の現状や過去の整備実績、今後の取り組

む施策を踏まえ、中期「令和7（2025）年度」に

おける本県の汚水処理人口普及率「95％」を

目標とします。 

また、長期的（令和 17（2035）年度）の見通

しとしては持続可能な汚水処理の運営管理を

図ることを目的に、各自治体の計画に基づき汚

水処理施設立地の適正化を目指します。

汚水処理人口普及率の推移 

汚水処理人口普及率の見通し 

イ 下水道の整備 

【下水道課】 

(ｱ) 流域下水道の整備 

流域下水道とは、特に水質保全が必要であ

る水域を対象として、2 以上の市町村の区域か

ら発生する下水を排除し、終末処理場を有する

もの又は雨水のみを排除し流量を調整する施

設を有するものです。幹線管渠、ポンプ場、処

理場及び雨水調整池などの建設及び管理は原

則として県が行います。処理区域内の下水は、

それぞれの市町村が整備する公共下水道（流

域関連公共下水道）によって集められ、流域下

水道の幹線管渠に接続し処理場で浄化します。 

本県で実施している流域下水道は、御笠川

那珂川、多々良川、宝満川、宝満川上流、筑後

川中流右岸、遠賀川下流、矢部川及び遠賀川

中流の 8 か所です。平成 18（2006）年度まで

に全 8 か所の流域下水道が供用を開始してい

ます。（次頁上段表参照） 

(ｲ) 公共下水道の整備 

快適な生活環境を確保し、公共用水域の水

質を保全するためには、公共下水道をはじめと

した汚水処理施設の整備は必要不可欠であり、

特に公共下水道については中小市町村の普及

促進が今後の大きな課題です。 

本県においては、「福岡県汚水処理構想」を

策定し、汚水処理施設の整備を進めています。 

現在、公共下水道に着手しているのは次頁

の中段の表のとおり 27市20町です。 

令和４（202２）年度末における公共下水道

の処理人口普及率は 84.0％と、全国平均

81.0％を上回っていますが、北九州市、福岡

市を除くと 68.7％と低い現状にあります。今

後も、汚水処理構想に基づき、計画的かつ効率

的に整備していきます。（次頁表参照） 
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福岡県の下水道普及率 
（令和5年 3 月現在） 

注）行政人口は、令和 5 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。

  処理場名において、( )は流域処理場、〈 〉は他市町の処理場。

市 町 村 名 処 理 場 名 行政人口 処理人口 整備面積 水洗化 下水道 水洗化率 備考

（人） （人） 人口 整備率 （％） 

（ 流 域 処 理 場 ） A B （ha） （人）  C （％） B/A C/B

北 九 州 市 923,948 922,650 16,617 918,550 99.9% 99.6% 単 特

福 岡 市 1,582,298 1,577,860 17,199 1,573,868 99.7% 99.7% 単 流 特 ［御笠］

小 計 （２市） 2,506,246 2,500,510 33,816 2,492,418 99.8% 99.7% 2 1 2

大 牟 田 市 北部・南部 107,633 77,852 1,962 56,128 72.3% 72.1% 単

久 留 米 市 中央・南部・田主丸 301,612 264,225 5,518 232,099 87.6% 87.8% 単

直 方 市 （遠賀川中流） 55,516 19,905 566 14,830 35.9% 74.5% 流 ［遠中］

飯 塚 市 飯塚 125,159 58,739 1,577 53,149 46.9% 90.5% 単

柳 川 市 柳川 62,809 11,957 415 9,120 19.0% 76.3% 単

八 女 市 （矢部川） 60,674 15,078 550 11,885 24.9% 78.8% 流 ［矢部］

筑 後 市 （矢部川） 49,218 19,215 531 15,013 39.0% 78.1% 流 ［矢部］

大 川 市 大川市 32,029 8,770 237 6,352 27.4% 72.4% 単

行 橋 市 行橋 72,522 16,210 344 14,543 22.4% 89.7% 単

豊 前 市 豊前市 24,050 9,589 451 7,483 39.9% 78.0% 単

中 間 市 （遠賀川下流） 39,657 34,731 785 31,631 87.6% 91.1% 流 ［遠下］

小 郡 市 （宝満川）(福童) 59,605 56,807 1,306.8 52,303 95.3% 92.1% 流 ［宝満］［筑中］

筑 紫 野 市 106,473 101,398 1,629 99,985 95.2% 98.6% 流 特 ［御笠］［宝満］［宝満上流］

春 日 市 (御笠川) 112,478 112,478 1,380 111,945 100.0% 99.5% 流 ［御笠］

大 野 城 市 (御笠川) 102,375 102,338 1,467 102,140 100.0% 99.8% 流 ［御笠］

宗 像 市 宗像 96,954 94,248 2,629 93,328 97.2% 99.0% 単

太 宰 府 市 (御笠川)（宝満川上流） 71,298 71,058 1,426 69,441 99.7% 97.7% 流 特 ［御笠］［宝満上流］

古 賀 市 古賀 59,137 50,682 999 47,382 85.7% 93.5% 単

福 津 市 68,376 68,092 1,294 62,338 99.6% 91.5% 単 特

う き は 市 屋部・吉井・浮羽 27,988 25,725 1,034 21,605 91.9% 84.0% 特

宮 若 市 （遠賀川中流） 26,561 4,888 202 2,721 18.4% 55.7% 流 特 ［遠中］

朝 倉 市 (福童) 50,767 29,357 883 23,297 57.8% 79.4% 流 特 ［筑中］

み や ま 市 上長田・（矢部川） 35,191 4,102 153.6 2,475 11.7% 60.3% 単 流 ［矢部］

糸 島 市 前原・黒磯 103,562 71,382 1,151 68,870 68.9% 96.5% 単 特

那 珂 川 市 (御笠川) 49,780 49,106 708.1 48,560 98.6% 98.9% 流 特 ［御笠］

小 計 （２５市） 1,901,424 1,377,932 29,199 1,258,623 72.5% 91.3% 12 13 8

宇 美 町 (多々良川) 37,082 34,273 702.3 32,576 92.4% 95.0% 流 ［多々良］

篠 栗 町 (多々良川) 30,966 29,853 536.1 28,962 96.4% 97.0% 流 ［多々良］

志 免 町 (多々良川) 46,543 46,543 807 45,015 100.0% 96.7% 流 ［多々良］

須 恵 町 (多々良川) 29,340 23,666 474.6 22,535 80.7% 95.2% 流 ［多々良］

新 宮 町 新宮中央 33,318 28,795 448 27,879 86.4% 96.8% 単 <福岡市和白>

久 山 町 (多々良川) 9,312 9,028 336 8,644 97.0% 95.7% 流 特 ［多々良］<福岡市東部>

粕 屋 町 (多々良川) 48,828 47,985 769 46,369 98.3% 96.6% 流 ［多々良］

芦 屋 町 芦屋町 13,012 13,007 524 12,934 99.9% 99.4% 単 特

水 巻 町 （遠賀川下流） 27,778 26,760 576 24,291 96.3% 90.8% 流 ［遠下］

岡 垣 町 岡垣町 31,502 30,539 798 29,568 96.9% 96.8% 単

遠 賀 町 （遠賀川下流） 19,031 16,291 407 14,998 85.6% 92.1% 流 ［遠下］

小 竹 町 （遠賀川中流） 7,075 1,458 58.4 650 20.6% 44.6% 流 ［遠中］

鞍 手 町 （遠賀川下流） 15,100 8,103 313 6,043 53.7% 74.6% 流 ［遠下］

筑 前 町 30,213 27,298 780 23,648 90.4% 86.6% 単 流 ［宝満上流］

大 刀 洗 町 (福童) 15,976 14,555 526 13,619 91.1% 93.6% 流 ［筑中］

広 川 町 （矢部川） 19,338 8,937 310 6,432 46.2% 72.0% 流 ［矢部］

苅 田 町 苅田町 37,608 20,233 417 16,295 53.8% 80.5% 単

み や こ 町 豊津 18,261 1,461 34 1,271 8.0% 87.0% 単

吉 富 町 吉富 6,633 4,340 160 2,408 65.4% 55.5% 単

築 上 町 椎田・築城 16,972 5,673 159 4,572 33.4% 80.6% 単 特

小 計 （２０町） 493,888 398,798 9,135 368,709 80.7% 92.5% 8 13 3

４　　その他市町村　（下水道事業未実施）

小 計 （２市９町２村） 189,354

県総計 （２９市２９町２村） 5,090,912 4,277,240 72,150 4,119,750 84.0% 96.3% 22 27 13

　【政令市除く】 2,584,666 1,776,730 38,334 1,627,332 68.7% 91.6% 20 26 11

三輪中央・（宝満川上流）

(御笠川)（宝満川）（宝満川上流）

種別

単
公

流
関

特
環

3　　町　（下水道事業実施）　

１　　政令市

皇后崎・新町・日明・北湊・曽根

中部・東部・和白・西部・西戸崎・新西部

２　　一般市　（下水道事業実施）

福間・津屋崎公共下水道事業実施市町村（令和 5年 3月現在） 

北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、行橋市、豊前市、中間市、

小郡市、筑紫野市、春日市、 大野城市、宗像市、太宰府市、糸島市、古賀市、福津市、うきは市、宮若市、朝倉市、みやま

市、那珂川市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍

手町、筑前町、大刀洗町、広川町、苅田町、みやこ町、吉富町、築上町（27 市 20 町）

下水道普及率の推移 

福岡県流域下水道の事業概要（令和 5年 3月現在） 

箇 所 名 御笠川那珂川 多 々 良 川 宝 満 川 宝満川上流 筑後川中流右岸 遠賀川下流 矢 部 川 遠賀川中流 

処 理 区 名 御 笠 川 多 々 良 川 宝 満 川 宝満川上流 筑後川中流右岸 遠賀川下流 矢 部 川 遠賀川中流 

着手(当初事業認可)年度 S.46 S.60 S.59 H.5 H.6 H.7 H.9 H.11 

処 理 開 始 年 度 S.50 H.6 S.63 (H.10) (H.15) H.15 H.18 H.18 

全

体

計

画 

計画面積( h a ) 9,582 4,667 1,613 1,405 2,667 3,441 2,458 2,900 

計 画 人 口 

( 千 人 ) 
703.8 198.5 64.3 36.8 62.1 83.2 61.5 65.5 

計画処理能力(m3/日) 274,200 67,500 28,280 13,200 27,000 35,000 28,800 28,700 

管渠延長( k m ) 29.3 31.7 18.89 29.91 30.8 19.1 28.8 33.1 

4

年

度

末 

処理面積( h a ) 8,980 3,619 1,073 985 1,707 2,080 1,490 795 

処 理 人 口 

( 千 人 ) 
702.6 191.1 60.3 36.9 68.7 85.9 46.5 26.2 

処 理 水 量(m3/日) 197,842 45,537 24,179 - 16,848 19,400 12,053 4,737 

管渠延長( k m ) 29.3 31.7 8.6 24.1 30.8 19.1 28.8 32.5 

関 連 市 町 名 

( 6 市 ) 
福 岡 市 
筑 紫 野 市 
春 日 市 
大 野 城 市 
太 宰 府 市 
那 珂 川 市 

( 6 町 ) 
宇 美 町 
篠 栗 町 
志 免 町 
須 恵 町 
久 山 町 
粕 屋 町 

(2 市 1 町) 
小 郡 市 
筑 紫 野 市 
基 山 町 
( 佐 賀 県 )

(2 市 1 町) 
筑 紫 野 市 
太 宰 府 市 
筑 前 町 

(2 市 1 町) 
小 郡 市 
朝 倉 市 
大 刀 洗 町 

(1 市 3 町) 
中 間 市 
水 巻 町 
遠 賀 町 
鞍 手 町 

(3 市 1 町) 
八 女 市 
筑 後 市 
み や ま 市 
広 川 町 

(2 市 1 町) 
直 方 市 
宮 若 市 
小 竹 町 

※ 全体計画の計画処理能力は日最大汚水量、令和 4 年度末処理水量については日平均流入水量である。 
※ 宝満川上流流域下水道については、平成 10 年 4 月 1 日から宝満川浄化センターで処理している。 
※ 宝満川流域下水道の処理水量には、宝満川上流流域下水道の処理水を含んでいる。 
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福岡県の下水道普及率 
（令和5年 3 月現在） 

注）行政人口は、令和 5 年 3 月末現在の住民基本台帳人口。

  処理場名において、( )は流域処理場、〈 〉は他市町の処理場。

市 町 村 名 処 理 場 名 行政人口 処理人口 整備面積 水洗化 下水道 水洗化率 備考

（人） （人） 人口 整備率 （％） 

（ 流 域 処 理 場 ） A B （ha） （人）  C （％） B/A C/B

北 九 州 市 923,948 922,650 16,617 918,550 99.9% 99.6% 単 特

福 岡 市 1,582,298 1,577,860 17,199 1,573,868 99.7% 99.7% 単 流 特 ［御笠］

小 計 （２市） 2,506,246 2,500,510 33,816 2,492,418 99.8% 99.7% 2 1 2

大 牟 田 市 北部・南部 107,633 77,852 1,962 56,128 72.3% 72.1% 単

久 留 米 市 中央・南部・田主丸 301,612 264,225 5,518 232,099 87.6% 87.8% 単

直 方 市 （遠賀川中流） 55,516 19,905 566 14,830 35.9% 74.5% 流 ［遠中］

飯 塚 市 飯塚 125,159 58,739 1,577 53,149 46.9% 90.5% 単

柳 川 市 柳川 62,809 11,957 415 9,120 19.0% 76.3% 単

八 女 市 （矢部川） 60,674 15,078 550 11,885 24.9% 78.8% 流 ［矢部］

筑 後 市 （矢部川） 49,218 19,215 531 15,013 39.0% 78.1% 流 ［矢部］

大 川 市 大川市 32,029 8,770 237 6,352 27.4% 72.4% 単

行 橋 市 行橋 72,522 16,210 344 14,543 22.4% 89.7% 単

豊 前 市 豊前市 24,050 9,589 451 7,483 39.9% 78.0% 単

中 間 市 （遠賀川下流） 39,657 34,731 785 31,631 87.6% 91.1% 流 ［遠下］

小 郡 市 （宝満川）(福童) 59,605 56,807 1,306.8 52,303 95.3% 92.1% 流 ［宝満］［筑中］

筑 紫 野 市 106,473 101,398 1,629 99,985 95.2% 98.6% 流 特 ［御笠］［宝満］［宝満上流］

春 日 市 (御笠川) 112,478 112,478 1,380 111,945 100.0% 99.5% 流 ［御笠］

大 野 城 市 (御笠川) 102,375 102,338 1,467 102,140 100.0% 99.8% 流 ［御笠］

宗 像 市 宗像 96,954 94,248 2,629 93,328 97.2% 99.0% 単

太 宰 府 市 (御笠川)（宝満川上流） 71,298 71,058 1,426 69,441 99.7% 97.7% 流 特 ［御笠］［宝満上流］

古 賀 市 古賀 59,137 50,682 999 47,382 85.7% 93.5% 単

福 津 市 68,376 68,092 1,294 62,338 99.6% 91.5% 単 特

う き は 市 屋部・吉井・浮羽 27,988 25,725 1,034 21,605 91.9% 84.0% 特

宮 若 市 （遠賀川中流） 26,561 4,888 202 2,721 18.4% 55.7% 流 特 ［遠中］

朝 倉 市 (福童) 50,767 29,357 883 23,297 57.8% 79.4% 流 特 ［筑中］

み や ま 市 上長田・（矢部川） 35,191 4,102 153.6 2,475 11.7% 60.3% 単 流 ［矢部］

糸 島 市 前原・黒磯 103,562 71,382 1,151 68,870 68.9% 96.5% 単 特

那 珂 川 市 (御笠川) 49,780 49,106 708.1 48,560 98.6% 98.9% 流 特 ［御笠］

小 計 （２５市） 1,901,424 1,377,932 29,199 1,258,623 72.5% 91.3% 12 13 8

宇 美 町 (多々良川) 37,082 34,273 702.3 32,576 92.4% 95.0% 流 ［多々良］

篠 栗 町 (多々良川) 30,966 29,853 536.1 28,962 96.4% 97.0% 流 ［多々良］

志 免 町 (多々良川) 46,543 46,543 807 45,015 100.0% 96.7% 流 ［多々良］

須 恵 町 (多々良川) 29,340 23,666 474.6 22,535 80.7% 95.2% 流 ［多々良］

新 宮 町 新宮中央 33,318 28,795 448 27,879 86.4% 96.8% 単 <福岡市和白>

久 山 町 (多々良川) 9,312 9,028 336 8,644 97.0% 95.7% 流 特 ［多々良］<福岡市東部>

粕 屋 町 (多々良川) 48,828 47,985 769 46,369 98.3% 96.6% 流 ［多々良］

芦 屋 町 芦屋町 13,012 13,007 524 12,934 99.9% 99.4% 単 特

水 巻 町 （遠賀川下流） 27,778 26,760 576 24,291 96.3% 90.8% 流 ［遠下］

岡 垣 町 岡垣町 31,502 30,539 798 29,568 96.9% 96.8% 単

遠 賀 町 （遠賀川下流） 19,031 16,291 407 14,998 85.6% 92.1% 流 ［遠下］

小 竹 町 （遠賀川中流） 7,075 1,458 58.4 650 20.6% 44.6% 流 ［遠中］

鞍 手 町 （遠賀川下流） 15,100 8,103 313 6,043 53.7% 74.6% 流 ［遠下］

筑 前 町 30,213 27,298 780 23,648 90.4% 86.6% 単 流 ［宝満上流］

大 刀 洗 町 (福童) 15,976 14,555 526 13,619 91.1% 93.6% 流 ［筑中］

広 川 町 （矢部川） 19,338 8,937 310 6,432 46.2% 72.0% 流 ［矢部］

苅 田 町 苅田町 37,608 20,233 417 16,295 53.8% 80.5% 単

み や こ 町 豊津 18,261 1,461 34 1,271 8.0% 87.0% 単

吉 富 町 吉富 6,633 4,340 160 2,408 65.4% 55.5% 単

築 上 町 椎田・築城 16,972 5,673 159 4,572 33.4% 80.6% 単 特

小 計 （２０町） 493,888 398,798 9,135 368,709 80.7% 92.5% 8 13 3

４　　その他市町村　（下水道事業未実施）

小 計 （２市９町２村） 189,354

県総計 （２９市２９町２村） 5,090,912 4,277,240 72,150 4,119,750 84.0% 96.3% 22 27 13

　【政令市除く】 2,584,666 1,776,730 38,334 1,627,332 68.7% 91.6% 20 26 11

三輪中央・（宝満川上流）

(御笠川)（宝満川）（宝満川上流）

種別

単
公

流
関

特
環

3　　町　（下水道事業実施）　

１　　政令市

皇后崎・新町・日明・北湊・曽根

中部・東部・和白・西部・西戸崎・新西部

２　　一般市　（下水道事業実施）

福間・津屋崎公共下水道事業実施市町村（令和 5年 3月現在） 

北九州市、福岡市、大牟田市、久留米市、直方市、飯塚市、柳川市、八女市、筑後市、大川市、行橋市、豊前市、中間市、

小郡市、筑紫野市、春日市、 大野城市、宗像市、太宰府市、糸島市、古賀市、福津市、うきは市、宮若市、朝倉市、みやま

市、那珂川市、宇美町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久山町、粕屋町、芦屋町、水巻町、岡垣町、遠賀町、小竹町、鞍

手町、筑前町、大刀洗町、広川町、苅田町、みやこ町、吉富町、築上町（27 市 20 町）

下水道普及率の推移 

福岡県流域下水道の事業概要（令和 5年 3月現在） 

箇 所 名 御笠川那珂川 多 々 良 川 宝 満 川 宝満川上流 筑後川中流右岸 遠賀川下流 矢 部 川 遠賀川中流 

処 理 区 名 御 笠 川 多 々 良 川 宝 満 川 宝満川上流 筑後川中流右岸 遠賀川下流 矢 部 川 遠賀川中流 

着手(当初事業認可)年度 S.46 S.60 S.59 H.5 H.6 H.7 H.9 H.11 

処 理 開 始 年 度 S.50 H.6 S.63 (H.10) (H.15) H.15 H.18 H.18 

全

体

計

画 

計画面積 ( h a ) 9,582 4,667 1,613 1,405 2,667 3,441 2,458 2,900 

計 画 人 口 

( 千 人 ) 
703.8 198.5 64.3 36.8 62.1 83.2 61.5 65.5 

計画処理能力(m3/日) 274,200 67,500 28,280 13,200 27,000 35,000 28,800 28,700 

管渠延長 ( k m ) 29.3 31.7 18.89 29.91 30.8 19.1 28.8 33.1 

4

年

度

末 

処理面積 ( h a ) 8,980 3,619 1,073 985 1,707 2,080 1,490 795 

処 理 人 口 

( 千 人 ) 
702.6 191.1 60.3 36.9 68.7 85.9 46.5 26.2 

処 理 水 量(m3/日) 197,842 45,537 24,179 - 16,848 19,400 12,053 4,737 

管渠延長 ( k m ) 29.3 31.7 8.6 24.1 30.8 19.1 28.8 32.5 

関 連 市 町 名 

( 6 市 ) 
福 岡 市 
筑 紫 野 市 
春 日 市 
大 野 城 市 
太 宰 府 市 
那 珂 川 市 

( 6 町 ) 
宇 美 町 
篠 栗 町 
志 免 町 
須 恵 町 
久 山 町 
粕 屋 町 

(2 市 1 町) 
小 郡 市 
筑 紫 野 市 
基 山 町 
( 佐 賀 県 )

(2 市 1 町) 
筑 紫 野 市 
太 宰 府 市 
筑 前 町 

(2 市 1 町) 
小 郡 市 
朝 倉 市 
大 刀 洗 町 

(1 市 3 町) 
中 間 市 
水 巻 町 
遠 賀 町 
鞍 手 町 

(3 市 1 町) 
八 女 市 
筑 後 市 
み や ま 市 
広 川 町 

(2 市 1 町) 
直 方 市 
宮 若 市 
小 竹 町 

※ 全体計画の計画処理能力は日最大汚水量、令和 4 年度末処理水量については日平均流入水量である。 
※ 宝満川上流流域下水道については、平成 10 年 4 月 1 日から宝満川浄化センターで処理している。 
※ 宝満川流域下水道の処理水量には、宝満川上流流域下水道の処理水を含んでいる。 



快
適
環
境

- 180 - - 181 -

(ｲ) 浄化槽の整備の促進

公共用水域の水質汚濁の主な原因は、生活

排水です。合併処理浄化槽は、下水道が未整

備又は整備が困難な地域における生活排水対

策に有効であり、これを推進するため、昭和

62（1987）年度に市町村の整備事業に対する

国庫補助制度が、平成元(1989)年度からは、

県費補助制度も創設されました。

また、平成 9(1997)年度からは、合併処理

浄化槽の面的かつ計画的な整備を図るため、

市町村が設置及び維持管理主体となって合併

処理浄化槽を整備する浄化槽市町村整備推進

事業等に対する県費補助制度も創設し、より安

定した管理体制の下で合併処理浄化槽の整備

を促進しています。

更に、平成 29（2017）年度からは、合併処

理浄化槽への転換に伴う単独処理浄化槽、汲

み取り便槽の撤去費及び配管費に対する県費

補助を行い、合併処理浄化槽の普及に努めて

います。

令和４（202２）年度は、４６市町村において

県費による補助事業を実施しており、４（202２）

年度までに約 11万基の浄化槽が整備されまし

た。

(ｳ) 浄化槽の適正管理の促進

10 月 1 日は浄化槽の日であり、本県でも

様々な機会を捉え、浄化槽の普及促進や維持

管理適正化に向けて取組を行っています。

令和 2(2020)年度には、新型コロナウイル

ス感染症が懸念される中でもインターネットを

通じた配信等による新しい生活様式に対応し

た広報手段として、合併処理浄化槽への転換

や適正な維持管理、浄化槽そのものについて

知ることが出来る動画を制作しました。

福岡県浄化槽動画一覧（視聴できます）

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/
contents/johkaso-douga.html

浄化槽が十分な性能を発揮するためには、

維持管理（保守点検及び清掃）が適正に行われ

ていることが必要です。このため、浄化槽管理

者は、年に 1回、都道府県知事の指定する検査

機関による浄化槽の検査（11 条検査）を受ける

ことが義務付けられており、その結果に基づき、

維持管理や施設の改善等を行うこととされて

います。本県の11条検査受検率は約7割であ

り、全国平均と比べると高い状況にありますが、

さらなる受検率向上のため、令和元(2019)年

度からは、未受検の浄化槽管理者に対して一

斉に文書を送付し、立入検査等とあわせて受

検を促進する取組を行っています。

(ｴ) コミュニティ・プラント

上記のほか、市町村の定める一般廃棄物処

理計画に基づき設置されている地域し尿処理

施設（コミュニティ・プラント）があります（令和５

（202３）年9月1日現在1２施設）。

人槽 平成31年3月 令和2年3月 令和3年3月 令和4年3月 令和5年3月

701,261723,951209,951496,851078,75102～

654,71574,61967,71668,71810,81001～12

159,2809,2741,3281,3112,3003～101

565095406116616005～103

122102702902112000,1～105

811211801801011000,2～100,1

5554646454000,5～100,2

85666～100,5

合計

（うち合併処理浄化槽）

180,087

(134,153)

180,722

(135,887)

181,789

(137,773)

179,663

(139,445)

183,481

(140,742)

浄化槽設置基数

ウ 農業集落排水汚水処理施設の整備

【農村森林整備課】 

農業集落排水汚水処理施設（以下「農業集落

排水施設」という。）の整備は、農業集落からの

し尿、生活雑排水などの汚水や雨水を処理す

るための汚水処理施設・管路施設、発生汚泥の

循環利用に資する施設の整備を通じて、農業

用水の水質や農村生活環境の改善が図られる

ほか、河川や湖沼などの公共用水域の水質保

全に貢献しています。 

(ｱ) 施設の長寿命化に向けた取組

農業集落排水施設は、昭和 59（1984）年か

ら整備が始まり、これまで 71 地区で供用開始

され、整備人口は4６,７９２人と、農村地域の生

活環境の改善に大きく寄与しています。 

近年では農業集落排水施設の整備が進み、

県内の新規処理場建設数は減ってきています。

しかしながら、既存施設の老朽化が進んでい

ることから、長寿命化を図るため、施設の性能

の低下や劣化等の状況を把握する機能診断を

行い、ポンプ施設の部分更新など機能強化対

策に取り組んでいます。 

本県では、平成 18（2006）年度から令和４

（202２）年度までに 38 地区の機能診断を実

施し、また、平成 20（2008）年度から令和４

（202２）年度に機能強化対策を 12 地区で実

施しました。

(ｲ) 今後の課題

今後は、施設の設置後 20 年を超える地区

が急速に増加することを踏まえ、計画的に機能

診断等を行い、老朽化対策を講じることが必要

です。 

エ 漁業集落排水施設の整備

【水産振興課】

漁業集落排水施設の整備により、漁業集落

からのし尿、生活雑排水などの汚水や雨水を

処理するための処理施設や管路施設などの整

備を通じて、漁港及び漁場の水域環境と漁業

集落の生活環境の改善が図られます。

漁業集落排水施設は、昭和 54（1979）年か

ら整備が始まり、これまで 13 地区で供用開始

され、整備人口は１１,７５７人と、漁業集落の生

活環境の改善に大きく寄与しています。 

現在、漁業集落排水施設の整備が進んでい

ますが、供用開始から長期間経過した施設が

増加し、塩害など厳しい状況におかれている既

存施設の老朽化が進んでいることから、長寿

命化を図るため、施設の性能の低下や劣化等

の状況を把握する機能診断を行い、ポンプ施

設の部分更新など改築工事に取り組んでいま

す。 

令和元（2019）年度までに対象となる 12 地

区全てで機能診断を実施し、また、改築工事を

11地区で実施しました。 

今後は、機能診断結果に基づき、老朽化対

策を講じることが必要です。 

オ 浄化槽※等の整備

【廃棄物対策課】 

〔浄化槽法〕 

(ｱ) 浄化槽の現況

本県の浄化槽の設置基数は、令和４（202２）

年度末で約 18 万３千基に達しています。この

うち約 1４万１千基はし尿と生活雑排水を併せ

て処理する合併処理浄化槽ですが、残りの約

4万３千基は生活雑排水を処理しないままに流

す単独処理浄化槽です。単独処理浄化槽は、

平成13（2001）年4月の浄化槽法等の改正に

より新設できなくなっており、既存の単独処理

浄化槽は、合併処理浄化槽への速やかな転換

が求められています。 

浄化槽の設置や維持管理等については浄化

槽法に定められています。浄化槽法は令和元

(2019)年 6 月に大きく改正され、特定既存単

独処理浄化槽※への指導権限の強化や浄化槽

台帳の整備等浄化槽維持管理の向上のための

措置が講じられています。 

※浄化槽：平成13年4月の改正により、浄化槽法では、合併処理浄化槽のみが「浄化槽」として定義されていますが、本書においては、便宜上、

合併処理浄化槽と単独処理浄化槽を合わせた総称を「浄化槽」と表記しています。
※特定既存単独処理浄化槽：既存の単独処理浄化槽であって、そのまま放置すれば生活環境保全上及び公衆衛生上重大な支障がでるおそれ

があるもの
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(ｲ) 浄化槽の整備の促進 

公共用水域の水質汚濁の主な原因は、生活

排水です。合併処理浄化槽は、下水道が未整

備又は整備が困難な地域における生活排水対

策に有効であり、これを推進するため、昭和

62（1987）年度に市町村の整備事業に対する

国庫補助制度が、平成元(1989)年度からは、

県費補助制度も創設されました。 

また、平成 9(1997)年度からは、合併処理

浄化槽の面的かつ計画的な整備を図るため、

市町村が設置及び維持管理主体となって合併

処理浄化槽を整備する浄化槽市町村整備推進

事業等に対する県費補助制度も創設し、より安

定した管理体制の下で合併処理浄化槽の整備

を促進しています。 

更に、平成 29（2017）年度からは、合併処

理浄化槽への転換に伴う単独処理浄化槽、汲

み取り便槽の撤去費及び配管費に対する県費

補助を行い、合併処理浄化槽の普及に努めて

います。 

令和４（202２）年度は、４６市町村において

県費による補助事業を実施しており、４（202２）

年度までに約 11万基の浄化槽が整備されまし

た。 

(ｳ) 浄化槽の適正管理の促進 

10 月 1 日は浄化槽の日であり、本県でも

様々な機会を捉え、浄化槽の普及促進や維持

管理適正化に向けて取組を行っています。 

令和 2(2020)年度には、新型コロナウイル

ス感染症が懸念される中でもインターネットを

通じた配信等による新しい生活様式に対応し

た広報手段として、合併処理浄化槽への転換

や適正な維持管理、浄化槽そのものについて

知ることが出来る動画を制作しました。 

福岡県浄化槽動画一覧（視聴できます） 

https://www.pref.fukuoka.lg.jp/ 
contents/johkaso-douga.html 

浄化槽が十分な性能を発揮するためには、

維持管理（保守点検及び清掃）が適正に行われ

ていることが必要です。このため、浄化槽管理

者は、年に 1回、都道府県知事の指定する検査

機関による浄化槽の検査（11 条検査）を受ける

ことが義務付けられており、その結果に基づき、

維持管理や施設の改善等を行うこととされて

います。本県の11条検査受検率は約7割であ

り、全国平均と比べると高い状況にありますが、

さらなる受検率向上のため、令和元(2019)年

度からは、未受検の浄化槽管理者に対して一

斉に文書を送付し、立入検査等とあわせて受

検を促進する取組を行っています。 

(ｴ) コミュニティ・プラント 

上記のほか、市町村の定める一般廃棄物処

理計画に基づき設置されている地域し尿処理

施設（コミュニティ・プラント）があります（令和５

（202３）年9月1日現在1２施設）。 

人槽 平成31年3月 令和2年3月 令和3年3月 令和4年3月 令和5年3月 

701,261723,951209,951496,851078,75102～

654,71574,61967,71668,71810,81001～12

159,2809,2741,3281,3112,3003～101

565095406116616005～103

122102702902112000,1～105

811211801801011000,2～100,1

5554646454000,5～100,2

85666～100,5

合計 

（うち合併処理浄化槽）

180,087 

(134,153)

180,722 

(135,887)

181,789 

(137,773)

179,663 

(139,445) 

183,481 

(140,742) 

浄化槽設置基数 

ウ 農業集落排水汚水処理施設の整備 

【農村森林整備課】 

農業集落排水汚水処理施設（以下「農業集落

排水施設」という。）の整備は、農業集落からの

し尿、生活雑排水などの汚水や雨水を処理す

るための汚水処理施設・管路施設、発生汚泥の

循環利用に資する施設の整備を通じて、農業

用水の水質や農村生活環境の改善が図られる

ほか、河川や湖沼などの公共用水域の水質保

全に貢献しています。 

(ｱ) 施設の長寿命化に向けた取組 

農業集落排水施設は、昭和 59（1984）年か

ら整備が始まり、これまで 71 地区で供用開始

され、整備人口は4６,７９２人と、農村地域の生

活環境の改善に大きく寄与しています。 

近年では農業集落排水施設の整備が進み、

県内の新規処理場建設数は減ってきています。

しかしながら、既存施設の老朽化が進んでい

ることから、長寿命化を図るため、施設の性能

の低下や劣化等の状況を把握する機能診断を

行い、ポンプ施設の部分更新など機能強化対

策に取り組んでいます。 

本県では、平成 18（2006）年度から令和４

（202２）年度までに 38 地区の機能診断を実

施し、また、平成 20（2008）年度から令和４

（202２）年度に機能強化対策を 12 地区で実

施しました。

(ｲ) 今後の課題 

今後は、施設の設置後 20 年を超える地区

が急速に増加することを踏まえ、計画的に機能

診断等を行い、老朽化対策を講じることが必要

です。 

エ 漁業集落排水施設の整備 

【水産振興課】

漁業集落排水施設の整備により、漁業集落

からのし尿、生活雑排水などの汚水や雨水を

処理するための処理施設や管路施設などの整

備を通じて、漁港及び漁場の水域環境と漁業

集落の生活環境の改善が図られます。

漁業集落排水施設は、昭和 54（1979）年か

ら整備が始まり、これまで 13 地区で供用開始

され、整備人口は１１,７５７人と、漁業集落の生

活環境の改善に大きく寄与しています。 

現在、漁業集落排水施設の整備が進んでい

ますが、供用開始から長期間経過した施設が

増加し、塩害など厳しい状況におかれている既

存施設の老朽化が進んでいることから、長寿

命化を図るため、施設の性能の低下や劣化等

の状況を把握する機能診断を行い、ポンプ施

設の部分更新など改築工事に取り組んでいま

す。 

令和元（2019）年度までに対象となる 12 地

区全てで機能診断を実施し、また、改築工事を

11地区で実施しました。 

今後は、機能診断結果に基づき、老朽化対

策を講じることが必要です。 

オ 浄化槽※等の整備 

【廃棄物対策課】 

〔浄化槽法〕 

 (ｱ) 浄化槽の現況 

本県の浄化槽の設置基数は、令和４（202２）

年度末で約 18 万３千基に達しています。この

うち約 1４万１千基はし尿と生活雑排水を併せ

て処理する合併処理浄化槽ですが、残りの約

4万３千基は生活雑排水を処理しないままに流

す単独処理浄化槽です。単独処理浄化槽は、

平成13（2001）年4月の浄化槽法等の改正に

より新設できなくなっており、既存の単独処理

浄化槽は、合併処理浄化槽への速やかな転換

が求められています。 

浄化槽の設置や維持管理等については浄化

槽法に定められています。浄化槽法は令和元

(2019)年 6 月に大きく改正され、特定既存単

独処理浄化槽※への指導権限の強化や浄化槽

台帳の整備等浄化槽維持管理の向上のための

措置が講じられています。 

※浄化槽：平成13年4月の改正により、浄化槽法では、合併処理浄化槽のみが「浄化槽」として定義されていますが、本書においては、便宜上、

合併処理浄化槽と単独処理浄化槽を合わせた総称を「浄化槽」と表記しています。 
※特定既存単独処理浄化槽：既存の単独処理浄化槽であって、そのまま放置すれば生活環境保全上及び公衆衛生上重大な支障がでるおそれ

があるもの 
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(6) 水辺環境保全活動の促進 

【環境保全課】 

身近な川や池などの水辺環境を保全してい

くためには、行政、地域、学校、ＮＰＯなどの各

活動主体が協力しながら、水辺での環境教育

や水辺環境の保全につながる取組を県内各地

に広げていく必要があります。

県では、市町村と協力しながら、小・中学校

の児童・生徒等を対象とした水辺教室を実施し

ています。また、そのような水辺環境保全活動

を推進する指導者の養成を目的として水生生

物講座を開催するとともに、環境保全啓発用資

材「水辺に学ぶ－ふくおか水辺の保全活動プ

ログラム」、「水辺で生きる－ふくおかの水辺の

生きものガイドブック」、「川の生き物観察ガイ

ドブック」等を作成し、これらを活用しながら事

業を実施しています。

第４節 土壌環境の保全 

〔土壌汚染対策法、農用地土壌汚染防止法〕 

１ 土壌汚染対策法に基づく適切な管理 

【環境保全課】 

(1) 土壌汚染対策の現況 

近年、土地取引時等の自主的な土壌調査に

より土壌汚染が判明する事例が増加しており、

汚染土壌の適切な管理への不安が懸念されて

います。

本県は、水道未普及人口が約 24 万 7 千人

であり、土壌汚染周辺地区での井戸水飲用に

よる県民リスクを低減することが重要です。

本県では、土壌汚染を起因とした県民の健

康被害を防止するため、土壌汚染が判明した

場合には、周辺地下水の汚染状況の把握や周

知に努め、土壌汚染対策法に基づき、土地所有

者等に対し適切な対策を指導しているところで

す。

(2) 県内の土壌汚染事例と措置の状況 

県内では令和 4（2022）年度末現在、土壌

汚染対策法に基づく「要措置区域」が本県で 6

件、福岡市で 4 件、久留米市で 2 件、｢形質変

更時要届出区域｣が本県で36件、北九州市で

78 件、福岡市で 16 件、久留米市で 12 件、指

定されています。 

また、指定区域及び自主的な土壌調査によ

って土壌汚染が判明した事例において、汚染

土壌の除去や浄化などの措置が進められてい

ます。

本県では、周辺の飲用井戸の地下水調査を

実施し、周辺住民等にその結果を周知するとと

もに、措置を継続中の土地所有者等に対し土

壌の汚染状態に応じた措置を指導しました。
土壌汚染対策法の施行状況（令和4年度） 

3条調査の結果報告件数 6 3 12 1 

3条ただし書の確認件数 13 7 5 0 

4条届出件数 381 103 161 57 

4条3項調査命令件数 2 0 3 1 

5条調査命令件数 0 0 0 0 

6条要措置区域指定件数＊ 6 0 4 2 

11条形質変更時要届出区域 

指定件数＊
36 78 16 12 

14条申請件数 1 8 2 0 

22条汚染土壌処理業 

許可件数＊
4 4 0 0 

注）福岡県の件数には北九州市、福岡市、久留米市の件数は含ま

れません。＊印の項目は、令和5年3月末現在の件数です。 

(3) 今後の取組 

本県では、水質汚濁防止法や廃棄物処理法

等に基づき、新たに土壌汚染が生じないよう事

業者を指導します。

一方、過去に生じた土壌汚染については、法

に基づく土壌調査や自主的な土壌調査等を通

じて把握していくことになります。

汚染が確認された場合には、汚染の状況や

周辺の地下水の利用状況を踏まえ、本県にお

いて周辺地区での地下水調査を実施するとと

もに、土地所有者等に対し土壌の除去等の措

置を指導します。また、土壌汚染の状況や周辺

土壌汚染対策法に基づき、土地所有者等に対し調査・対策の指導を行うとともに、土壌汚染が

判明した土地の周辺地下水の汚染状況の把握や周知に努めています。 

また、大牟田市における鉱業活動（亜鉛製錬）に由来する農用地のカドミウム汚染について、

本県では、昭和 48（1973）年 8 月、平成 5（1993）年 6 月、16（2004）年 11 月、26（2014）

年 4 月に大牟田市の一部を農用地土壌汚染防止法に基づく農用地土壌汚染対策地域に指定

し、汚染防止対策を実施しています。 
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(6) 水辺環境保全活動の促進 

【環境保全課】 

身近な川や池などの水辺環境を保全してい

くためには、行政、地域、学校、ＮＰＯなどの各

活動主体が協力しながら、水辺での環境教育

や水辺環境の保全につながる取組を県内各地

に広げていく必要があります。

県では、市町村と協力しながら、小・中学校

の児童・生徒等を対象とした水辺教室を実施し

ています。また、そのような水辺環境保全活動

を推進する指導者の養成を目的として水生生

物講座を開催するとともに、環境保全啓発用資

材「水辺に学ぶ－ふくおか水辺の保全活動プ

ログラム」、「水辺で生きる－ふくおかの水辺の

生きものガイドブック」、「川の生き物観察ガイ

ドブック」等を作成し、これらを活用しながら事

業を実施しています。

第４節 土壌環境の保全 

〔土壌汚染対策法、農用地土壌汚染防止法〕 

１ 土壌汚染対策法に基づく適切な管理 

【環境保全課】 

(1) 土壌汚染対策の現況 

近年、土地取引時等の自主的な土壌調査に

より土壌汚染が判明する事例が増加しており、

汚染土壌の適切な管理への不安が懸念されて

います。

本県は、水道未普及人口が約 24 万 7 千人

であり、土壌汚染周辺地区での井戸水飲用に

よる県民リスクを低減することが重要です。

本県では、土壌汚染を起因とした県民の健

康被害を防止するため、土壌汚染が判明した

場合には、周辺地下水の汚染状況の把握や周

知に努め、土壌汚染対策法に基づき、土地所有

者等に対し適切な対策を指導しているところで

す。

(2) 県内の土壌汚染事例と措置の状況 

県内では令和 4（2022）年度末現在、土壌

汚染対策法に基づく「要措置区域」が本県で 6

件、福岡市で 4 件、久留米市で 2 件、｢形質変

更時要届出区域｣が本県で36件、北九州市で

78 件、福岡市で 16 件、久留米市で 12 件、指

定されています。 

また、指定区域及び自主的な土壌調査によ

って土壌汚染が判明した事例において、汚染

土壌の除去や浄化などの措置が進められてい

ます。

本県では、周辺の飲用井戸の地下水調査を

実施し、周辺住民等にその結果を周知するとと

もに、措置を継続中の土地所有者等に対し土

壌の汚染状態に応じた措置を指導しました。
土壌汚染対策法の施行状況（令和4年度） 

3条調査の結果報告件数 6 3 12 1 

3条ただし書の確認件数 13 7 5 0 

4条届出件数 381 103 161 57 

4条3項調査命令件数 2 0 3 1 

5条調査命令件数 0 0 0 0 

6条要措置区域指定件数＊ 6 0 4 2 

11条形質変更時要届出区域 

指定件数＊
36 78 16 12 

14条申請件数 1 8 2 0 

22条汚染土壌処理業 

許可件数＊
4 4 0 0 

注）福岡県の件数には北九州市、福岡市、久留米市の件数は含ま

れません。＊印の項目は、令和5年3月末現在の件数です。 

(3) 今後の取組 

本県では、水質汚濁防止法や廃棄物処理法

等に基づき、新たに土壌汚染が生じないよう事

業者を指導します。

一方、過去に生じた土壌汚染については、法

に基づく土壌調査や自主的な土壌調査等を通

じて把握していくことになります。

汚染が確認された場合には、汚染の状況や

周辺の地下水の利用状況を踏まえ、本県にお

いて周辺地区での地下水調査を実施するとと

もに、土地所有者等に対し土壌の除去等の措

置を指導します。また、土壌汚染の状況や周辺

土壌汚染対策法に基づき、土地所有者等に対し調査・対策の指導を行うとともに、土壌汚染が

判明した土地の周辺地下水の汚染状況の把握や周知に努めています。 

また、大牟田市における鉱業活動（亜鉛製錬）に由来する農用地のカドミウム汚染について、

本県では、昭和 48（1973）年 8 月、平成 5（1993）年 6 月、16（2004）年 11 月、26（2014）

年 4 月に大牟田市の一部を農用地土壌汚染防止法に基づく農用地土壌汚染対策地域に指定

し、汚染防止対策を実施しています。 
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地下水の調査結果等について、周辺住民等に

速やかに情報提供を行います。

２ 農用地土壌汚染の現状と対策 

【食の安全・地産地消課】 

(1) 現状 

農用地土壌汚染防止法では、カドミウム、銅、

ヒ素といった特定有害物質による農用地の土

壌の汚染の防止及び除去並びにその汚染に係

る農用地の利用の合理化を図るために必要な

措置を講じることとしています。

県内には、大牟田市に鉱業活動（亜鉛製錬）

に由来するカドミウム汚染地域があり、本県は

基準値を超える米が生産される地域を農用地

土壌汚染対策地域に指定し、玄米中のカドミウ

ム濃度調査や汚染防止対策等を実施していま

す。 

令和４（202２）年度は下表のとおり、7 地点

で玄米中のカドミウム濃度調査を実施しました。 

令和4年度玄米中のカドミウム濃度調査結果 
（農用地土壌汚染対策地域内） 

地点名 
分析値

(ppm) 

No.1 0.2 

No.2 0.3 

No.3 0.24 

No.4 0.13 

No.5 0.26 

No.6 0.09 

No.7 0.22 

※食品衛生法に基づく米のカドミウムの基準値は 

0.4ppm以下（玄米・精米） 

(2) 対策  

大牟田市における農用地土壌汚染対策は、

6 つの対策地域（昭和開、昭和開西部、昭和開

北部、昭和開北部第二、北部、南部）を中心に

客土や農作物技術対策指導等を実施していま

す。 

昭和開地区では平成 7（1995）～11（1999）

年度に 38.19 ヘクタールの客土工事を実施し、

10（1998）～13（2001）年度のカドミウム調

査で問題ないとの結果となったため、17

（2005）年 2 月に対策地域の指定を解除しま

した。 

昭和開西部地区では平成 17（2005）～21

（2009）年度に44.53ヘクタールの客土工事

を実施し、19（2007）～21（2009）年度のカ

ドミウム調査で問題ないとの結果となったため、

23（2011）年 6 月に対策地域の指定を解除し

ました。 

昭和開北部地区では平成 21（2009）～25

（2013）年度まで 55.42 ヘクタールの客土工

事を実施し、24（2012）～26（2014）年度の

カドミウム調査で問題ないとの結果となったた

め、27（2015）年 4 月に対策地域の指定を解

除しました。 

昭和開北部第二地区では平成 29（2017）

～令和2（2020）年度まで32.09ヘクタール

の客土工事を実施し、平成３０（2018）～令和

２（2020）年度のカドミウム調査で問題ないと

の結果となったため、令和４年（２０２２）年５月

に対策地域の指定を解除しました。 

客土工事が完了していない地域等において

は、カドミウムの吸収抑制対策として、農作物

技術対策の指導や土壌改良資材の購入費に対

する補助等を実施しています。 

ア 客土 

汚染土の上に非汚染土を 30cm 盛る「上乗

客土」を実施しています。その効果を確認する

ため、客土完了後に玄米中のカドミウム濃度調

査を実施しています。

イ 農作物技術対策指導 

水田におけるカドミウム吸収抑制のため、水

稲の湛水管理などの技術指導を関係機関が一

体となって行っています。

ウ 土壌改良資材の購入費に対する補助 

農作物のカドミウム吸収抑制を図るため、客

土が完了していない対策地域等の関係農家を

対象に、カドミウムの吸収抑制に有効な土壌改

良資材の購入費について補助を行っています。

第５節 化学物質等による環境・健康影響対策 

〔化学物質排出把握管理促進法、ダイオキシン類対策特別措置法〕 

１ 化学物質の適正管理 

【環境保全課】 

これまで、私たちは様々な化学物質を大量に

利用することで快適な生活を実現してきました。

化学物質は、工業用原料として用いられる基礎

的な化学製品から、合成洗剤、化粧品、農薬、医

薬品といった身近な製品に至るまで広く利用さ

れています。便利で豊かな現代社会は、このよう

な化学物質に支えられているといっても過言で

はありません。 

一方で、化学物質の中には、ダイオキシン類の

ように、製造や使用、廃棄の過程で人の健康や生

態系に悪影響を及ぼすなど、環境汚染をもたら

すものがあります。

現在、国内で流通している化学物質は数万種

とも言われ、更に毎年膨大な数の化学物質が生

成されており、問題が明らかになるたび、物質ご

とに規制を行う対応だけでは難しい面がありま

す。

従来の規制的手法に加え、包括的、計画的対

応が求められている中で、化学物質の新たな管

理の仕組みとして、ＰＲＴＲ制度が平成 13（2001）

年度から導入されています。

(1) ＰＲＴＲ制度 

〔化学物質排出把握管理促進法〕 

ア ＰＲＴＲとは 

ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer 

Register）とは、事業所から環境中への化学物

質の排出量及び廃棄物としての移動量を事業者

が届出し、国がその結果を集計・公表する制度で

す。 

この制度は、有害な化学物質を一つ一つ規制

していく方法とは異なり、情報公開によって事業

者自身による管理を促し削減を図るもので、事業

者からの排出量等の届出は、平成 14（2002）年

度（13（2001）年度排出分）から開始されました。 

イ 集計結果の概要 

令和４（202２）年度は、３（202１）年度中の排

出量・移動量について届出が行われました。 

(ｱ) 県内の届出排出量・移動量等の概況 

本県の届出排出量は、前年度と比べ約 0.６％

減少し、届出移動量は約３４.８％増加しました。

（なお、有価売却される化学物質は、ＰＲＴＲにお

ける「移動量」の対象とはなりません。）

排出量・移動量の概況 
以下、この項では、特に記載がない限り、県内の

令和３年度排出分の数値を記載しています。

区分 数値 全国順位 対全国比 

届出事業所数 1,118 9位 3.4% 

届出排出量 4,850 ﾄﾝ 7位 3.9% 

届出移動量 15,108 ﾄﾝ 6位 5.8% 

届出外排出量 6,024 ﾄﾝ 9位 3.2% 

※「届出外排出量」とは、従業員数や取扱量の要件を充たさない事

業者、対象業種外の事業者、家庭及び移動体（自動車、航空機等）

など、届出を要しないものからの排出量を国が推計したもので

す。 

届出排出量・移動量の経年変化

現代社会においては、多様な化学物質が利用されており、環境中には多くの種類の化学物質が存

在します。

本県では、ダイオキシン類などの有害化学物質による環境汚染防止対策の促進や、ＰＲＴＲ制度に

基づく化学物質の適正管理の促進を図っています。 
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地下水の調査結果等について、周辺住民等に

速やかに情報提供を行います。
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【食の安全・地産地消課】 
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No.5 0.26 
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を実施し、19（2007）～21（2009）年度のカ

ドミウム調査で問題ないとの結果となったため、

23（2011）年 6 月に対策地域の指定を解除し

ました。 

昭和開北部地区では平成 21（2009）～25

（2013）年度まで 55.42 ヘクタールの客土工
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一方で、化学物質の中には、ダイオキシン類の
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態系に悪影響を及ぼすなど、環境汚染をもたら
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とも言われ、更に毎年膨大な数の化学物質が生
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す。
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応が求められている中で、化学物質の新たな管

理の仕組みとして、ＰＲＴＲ制度が平成 13（2001）

年度から導入されています。

(1) ＰＲＴＲ制度 

〔化学物質排出把握管理促進法〕 

ア ＰＲＴＲとは 

ＰＲＴＲ（Pollutant Release and Transfer 
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が届出し、国がその結果を集計・公表する制度で

す。 

この制度は、有害な化学物質を一つ一つ規制

していく方法とは異なり、情報公開によって事業

者自身による管理を促し削減を図るもので、事業

者からの排出量等の届出は、平成 14（2002）年

度（13（2001）年度排出分）から開始されました。 

イ 集計結果の概要 

令和４（202２）年度は、３（202１）年度中の排

出量・移動量について届出が行われました。 

(ｱ) 県内の届出排出量・移動量等の概況 

本県の届出排出量は、前年度と比べ約 0.６％

減少し、届出移動量は約３４.８％増加しました。

（なお、有価売却される化学物質は、ＰＲＴＲにお

ける「移動量」の対象とはなりません。）

排出量・移動量の概況 
以下、この項では、特に記載がない限り、県内の

令和３年度排出分の数値を記載しています。

区分 数値 全国順位 対全国比 

届出事業所数 1,118 9位 3.4% 

届出排出量 4,850 ﾄﾝ 7位 3.9% 

届出移動量 15,108 ﾄﾝ 6位 5.8% 

届出外排出量 6,024 ﾄﾝ 9位 3.2% 

※「届出外排出量」とは、従業員数や取扱量の要件を充たさない事

業者、対象業種外の事業者、家庭及び移動体（自動車、航空機等）

など、届出を要しないものからの排出量を国が推計したもので

す。 

届出排出量・移動量の経年変化

現代社会においては、多様な化学物質が利用されており、環境中には多くの種類の化学物質が存

在します。

本県では、ダイオキシン類などの有害化学物質による環境汚染防止対策の促進や、ＰＲＴＲ制度に

基づく化学物質の適正管理の促進を図っています。 
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(ｲ) 県内の届出量の排出・移動先 

届出排出量の排出先を見ると、大気と公共用

水域でほぼ全てを占めています。届出移動量に

ついては、ほとんどが廃棄物としての移動となっ

ています。

届出排出量の排出先割合 

届出移動量の移動先割合 

(ｳ) 県内の届出における業種別内訳 

届出状況を業種別に見ると、届出事業所数で

は、燃料小売業がほぼ半数を占めています。

届出事業所数の業種別内訳 

届出排出量では、輸送用機械器具製造業が約

2 割を占めるほかは、業種により分散しています。 

届出排出量の業種別内訳

届出移動量では、鉄鋼業が約 7 割を占め、化

学工業を合わせた上位 2 業種で全体の約 9 割

を占めています。 

届出移動量の業種別内訳 

(ｴ) 県内の届出における市町村別内訳 

届出状況を市町村別に見ると、大気への排出

量では、北九州市、苅田町、大牟田市など製造業

が盛んな市町が上位を占めています。

大気への排出量の市町村別内訳 

公共用水域への排出量では、化学工業、下水

道業や特別管理産業廃棄物処分業などが立地す

る北九州市、福岡市及び大牟田市及び久留米市

の上位4市で全体の8割以上を占めています。 

公共用水域への排出量の市町村別内訳 

廃棄物としての移動量では、鉄鋼業や化学工

業などが盛んな北九州市及び大牟田市の上位 2

市で全体の約9割を占めています。 

廃棄物としての移動量の市町村別内訳 

(ｵ) 県内で環境中への排出量の多い物質 

届出排出量（集計値）と届出外排出量（推計値）

を加えた排出量全体は、10,874トンです。 

このうち、排出量が多い上位10物質の合計は、

8,502トンで排出量全体の約8割を占めていま

す。 

排出量の物質別内訳 

凡例：※・・・揮発性有機化合物（VOC） 
（注）「その他」にもVOCが一部含まれます。 

ウ ＰＲＴＲ制度の活用による今後の化学物

質対策 

ＰＲＴＲ制度により、事業者は、様々な箇所から

の環境への排出量を把握し、行政に届け出ること

になります。

この制度を単なる届出制度で終わらせるので

はなく、事業者が化学物質の自主的な管理の改

善を進め、化学物質のリスクに対しての危機管

理意識を持ち、環境への無駄な排出を抑制でき

るよう、更なる啓発に努めていきます。

(2) 有害物質使用・貯蔵事業場情報の集約と共有 

災害や事故に備え、有害物質等を使用・貯蔵

する事業場等に関する情報の把握や、関係機関

との情報の共有を行います。 
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善を進め、化学物質のリスクに対しての危機管
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２ ダイオキシン類の現況と対策 

【環境保全課、廃棄物対策課】 

〔ダイオキシン類対策特別措置法〕 

ダイオキシン類は、ごみの焼却による燃焼過程

の他、金属の精錬過程や紙などの塩素漂白過程

など、様々なところで発生します。そのため、環境

中には広く存在していますが、量は非常にわず

かです。 

ダイオキシン類は、「人工物質として最も強い

毒性を持つ物質である」と言われていますが、こ

れは日常の生活の中で摂取する量の数十万倍

の量を摂取した場合の急性毒性のことで、私たち

が日常生活の中で摂取する量により急性毒性が

生じるようなことは考えられません。 

ダイオキシン類については、平成 12（２０００）

年に施行された「ダイオキシン類対策特別措置法」

に基づく措置等により、我が国におけるダイオキ

シン類の排出量は大幅に減少しています。 

ダイオキシン類とは 

ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（ＰＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ

ーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）を総称してダイオキシン類といいます。

ダイオキシン類は、無色無臭の固体でほとんど水に溶けませんが、脂肪などには溶けやすい

性質を持っています。

また、ダイオキシン類は、酸、アルカリをはじめとする他の化学物質とは容易に反応しない安

定した性質を持っていますが、太陽からの紫外線で徐々に分解されると言われています。

なお、ダイオキシン類の毒性の強さは、最も毒性が強い「2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキ

シン」を 1 としてそれぞれの異性体ごとの係数（毒性等価係数：TEF）により換算した毒性を合計し

た値（毒性等量：TEQ）で表します。 

日本におけるダイオキシン類の事業分野別の推計排出量に関する削減目標量 
単位：g-TEQ／年 

事業分野 削減目標量 
（参考）推計排出量

平成 9 年 令和 3 年 

1 廃棄物処理分野 106 7,205～7,658 52 

(1)一般廃棄物焼却施設 33 5,000 19 

(2)産業廃棄物焼却施設 35 1,505 13 

(3)小型廃棄物焼却炉等（法規制対象） 22 
700～1,153 

11 

(4)小型廃棄物焼却炉（法規制対象外） 16 8.8 

2 産業分野 70 470 44 

(1)製鋼用電気炉 31.1 229 23.8 

(2)鉄鋼業焼結施設 15.2 135 4.9 

(3)亜鉛回収施設 3.2 47.4 1.2 

(4)アルミニウム合金製造施設 10.9 31.0 7.5 

(5)その他の施設 9.8 27.3 6.3 

3 その他 0.2 1.2 0.1 

合 計 176 7,676～8,129 96 
【資料：「我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を削減するための計画」(平成 24 年 8 月、環境省) 

及び「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）について」（令和５年３月、環境省）】 

(1) ダイオキシン類に係る環境調査

環境中におけるダイオキシン類濃度の実態

を把握するため、国、県、北九州市、福岡市な

どが、大気、水質、底質、土壌などの概況調査

を実施しています。
令和 4年度ダイオキシン類概況調査実施状況 

（地点数）

媒体名 

実施機関 
大気

公共用水域
地下水 土壌

水質 底質

国等
環境省 1 0 0 0 0 

国土交通省 0 4 4 0 0 

県 6 10 6 2 6 

北九州市 4 21 5 1 5 

福岡市 7 14 14 1 1 

久留米市 2 3 3 9 2 

その他市町村 6 11 0 3 1 

計 26 63 32 16 15 

ア 大気環境 

13 市の 26 地点において調査を実施した結

果、全ての調査地点で環境基準に適合してい

ました。 

大気環境調査結果（令和 4年度）
単位：pg-TEQ/ｍ

３

調査区分 
調 査 

地点数 
測定範囲 

環境 

基準 

一般環境 18 0.0064～0.031 
0.6 

発生源周辺 8 0.0045～0.022 

イ 公共用水域の水質 

海域12地点、河川49地点及び湖沼2地点に

おいて調査を実施した結果、河川の１地点で環

境基準を超過しました。上流で行われていた河

川工事による水の濁りが原因と考えられます。

令和５年度に再調査を実施する予定です。
公共用水域の水質調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/L 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

海  域 12 0.045～0.25

1河  川 49 0.0012～1.1

湖  沼 2 0.052～0.065

ウ 公共用水域の底質 

海域７地点、河川2４地点及び湖沼１地点に

おいて調査を実施した結果、全ての調査地点

で環境基準に適合していました。

公共用水域の底質調査結果（令和 4年度）
単位：pg-TEQ/g 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

海 域 7 0.66～26

150河 川 24 0.033～11

湖 沼 1 6.6

エ 地下水環境 

５市１町１村の９地点において調査を実施した

結果、環境基準に適合していました。 

なお、久留米市では、この調査とは別に、汚

染が判明した地区において継続監視調査を実

施しており、その結果を基に対策の検討がなさ

れています。
地下水環境調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/L 

調査地点数 測定範囲 環境基準

９ 0.00013～０.0７１ 1 

オ 土壌環境 

7市2町１村の１５地点において調査を実施し

た結果、全ての調査地点で環境基準に適合し

ていました。
土壌環境調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/ｇ 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

一般環境 11 0～6.7
1000

発生源周辺 4 0～0.30

注：土壌については、環境基準のほか、必要な調査を実施する目安とし

て調査指標が設定されている。（調査指標：250pg-TEQ/ｇ）

(2) 発生源対策

ア 特定施設設置者による測定状況 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大

気基準適用施設又は水質基準適用事業場の設

置者は、排出ガス・排出水についてダイオキシ

ン類による汚染状況の測定を実施して、県等に

報告することとされています。

また、廃棄物焼却炉である特定施設の排出

ガス・排出水の測定を行う場合は、ばいじん及

び焼却灰その他燃え殻についても測定を実施

して、県等に報告することとされています。
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２ ダイオキシン類の現況と対策 

【環境保全課、廃棄物対策課】 

〔ダイオキシン類対策特別措置法〕 

ダイオキシン類は、ごみの焼却による燃焼過程

の他、金属の精錬過程や紙などの塩素漂白過程

など、様々なところで発生します。そのため、環境

中には広く存在していますが、量は非常にわず

かです。 

ダイオキシン類は、「人工物質として最も強い

毒性を持つ物質である」と言われていますが、こ

れは日常の生活の中で摂取する量の数十万倍

の量を摂取した場合の急性毒性のことで、私たち

が日常生活の中で摂取する量により急性毒性が

生じるようなことは考えられません。 

ダイオキシン類については、平成 12（２０００）

年に施行された「ダイオキシン類対策特別措置法」

に基づく措置等により、我が国におけるダイオキ

シン類の排出量は大幅に減少しています。 

ダイオキシン類とは 

ポリ塩化ジベンゾ-パラ-ジオキシン（ＰＣＤＤ）、ポリ塩化ジベンゾフラン（ＰＣＤＦ）及びコプラナ

ーポリ塩化ビフェニル（コプラナーＰＣＢ）を総称してダイオキシン類といいます。

ダイオキシン類は、無色無臭の固体でほとんど水に溶けませんが、脂肪などには溶けやすい

性質を持っています。

また、ダイオキシン類は、酸、アルカリをはじめとする他の化学物質とは容易に反応しない安

定した性質を持っていますが、太陽からの紫外線で徐々に分解されると言われています。

なお、ダイオキシン類の毒性の強さは、最も毒性が強い「2,3,7,8-四塩化ジベンゾ-パラ-ジオキ

シン」を 1 としてそれぞれの異性体ごとの係数（毒性等価係数：TEF）により換算した毒性を合計し

た値（毒性等量：TEQ）で表します。 

日本におけるダイオキシン類の事業分野別の推計排出量に関する削減目標量 
単位：g-TEQ／年 

事業分野 削減目標量 
（参考）推計排出量

平成 9 年 令和 3 年 

1 廃棄物処理分野 106 7,205～7,658 52 

(1)一般廃棄物焼却施設 33 5,000 19 

(2)産業廃棄物焼却施設 35 1,505 13 

(3)小型廃棄物焼却炉等（法規制対象） 22 
700～1,153 

11 

(4)小型廃棄物焼却炉（法規制対象外） 16 8.8 

2 産業分野 70 470 44 

(1)製鋼用電気炉 31.1 229 23.8 

(2)鉄鋼業焼結施設 15.2 135 4.9 

(3)亜鉛回収施設 3.2 47.4 1.2 

(4)アルミニウム合金製造施設 10.9 31.0 7.5 

(5)その他の施設 9.8 27.3 6.3 

3 その他 0.2 1.2 0.1 

合 計 176 7,676～8,129 96 
【資料：「我が国における事業活動に伴い排出されるダイオキシン類の量を削減するための計画」(平成 24 年 8 月、環境省) 

及び「ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）について」（令和５年３月、環境省）】 

(1) ダイオキシン類に係る環境調査

環境中におけるダイオキシン類濃度の実態

を把握するため、国、県、北九州市、福岡市な

どが、大気、水質、底質、土壌などの概況調査

を実施しています。
令和 4年度ダイオキシン類概況調査実施状況 

（地点数）

媒体名 

実施機関 
大気

公共用水域
地下水 土壌

水質 底質

国等
環境省 1 0 0 0 0 

国土交通省 0 4 4 0 0 

県 6 10 6 2 6 

北九州市 4 21 5 1 5 

福岡市 7 14 14 1 1 

久留米市 2 3 3 9 2 

その他市町村 6 11 0 3 1 

計 26 63 32 16 15 

ア 大気環境 

13 市の 26 地点において調査を実施した結

果、全ての調査地点で環境基準に適合してい

ました。 

大気環境調査結果（令和 4年度）
単位：pg-TEQ/ｍ

３

調査区分 
調 査 

地点数 
測定範囲 

環境 

基準 

一般環境 18 0.0064～0.031 
0.6 

発生源周辺 8 0.0045～0.022 

イ 公共用水域の水質 

海域12地点、河川49地点及び湖沼2地点に

おいて調査を実施した結果、河川の１地点で環

境基準を超過しました。上流で行われていた河

川工事による水の濁りが原因と考えられます。

令和５年度に再調査を実施する予定です。
公共用水域の水質調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/L 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

海  域 12 0.045～0.25

1河  川 49 0.0012～1.1

湖  沼 2 0.052～0.065

ウ 公共用水域の底質 

海域７地点、河川2４地点及び湖沼１地点に

おいて調査を実施した結果、全ての調査地点

で環境基準に適合していました。

公共用水域の底質調査結果（令和 4年度）
単位：pg-TEQ/g 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

海 域 7 0.66～26

150河 川 24 0.033～11

湖 沼 1 6.6

エ 地下水環境 

５市１町１村の９地点において調査を実施した

結果、環境基準に適合していました。 

なお、久留米市では、この調査とは別に、汚

染が判明した地区において継続監視調査を実

施しており、その結果を基に対策の検討がなさ

れています。
地下水環境調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/L 

調査地点数 測定範囲 環境基準

９ 0.00013～０.0７１ 1 

オ 土壌環境 

7市2町１村の１５地点において調査を実施し

た結果、全ての調査地点で環境基準に適合し

ていました。
土壌環境調査結果（令和 4年度）

単位：pg-TEQ/ｇ 

調査区分
調 査

地点数
測定範囲

環境

基準

一般環境 11 0～6.7
1000

発生源周辺 4 0～0.30

注：土壌については、環境基準のほか、必要な調査を実施する目安とし

て調査指標が設定されている。（調査指標：250pg-TEQ/ｇ）

(2) 発生源対策

ア 特定施設設置者による測定状況 

ダイオキシン類対策特別措置法に基づき、大

気基準適用施設又は水質基準適用事業場の設

置者は、排出ガス・排出水についてダイオキシ

ン類による汚染状況の測定を実施して、県等に

報告することとされています。

また、廃棄物焼却炉である特定施設の排出

ガス・排出水の測定を行う場合は、ばいじん及

び焼却灰その他燃え殻についても測定を実施

して、県等に報告することとされています。
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農薬の流通量 

※ 普通物：毒物・劇物に該当しない農薬を指す通称 

(資料：日本植物防疫協会「JPP-NET」より) 

(2) 農薬の安全使用対策 

ア 農薬の登録制度と使用規制 

農薬は、環境や人畜への安全性を確保する

ため、農薬取締法に基づいた登録が義務付け

られています。さらに、水環境を汚染するおそ

れがあるものについては、水質汚濁性農薬に

指定され、その使用が特に厳しく規制されてい

ます。

農薬使用者においても、同法の規定により農

薬ごとに定められている使用基準を遵守し、適

正に使用することが責務となっています。

イ 農薬安全使用の推進 

農薬による環境及び人畜魚介類への危害防

止を図るため、県や市町村では農薬安全使用

の周知徹底に努めています。

本県では、農薬使用者や農薬販売者等を対

象に、立入検査や農薬安全使用講習会などを

実施し、農薬の安全使用の啓発活動に取り組

んでいます。

また、農薬の使用量が多いゴルフ場におい

て、農薬使用状況の調査、現地指導を実施し、

農薬による被害の防止、周辺環境の保全に取

り組んでいます。

市町村、農業協同組合等で構成する地域農

薬安全使用対策協議会は、地域ごとに農薬の

安全使用の啓発活動に取り組んでいます。さら

に、必要に応じて、各協議会から養蜂家へ農薬

散布の情報を提供し、みつばちに対する農薬

被害を低減させるよう取り組んでいます。

また、本県では、効率的な農薬使用による環

境負荷の低減を進めるため、農作物の病害虫

の発生状況を的確に把握し、防除適期などの

情報を関係機関等に提供するとともに、農薬だ

けに頼らない防除技術の開発・普及に取り組ん

でいます。

令和４（202２）年度に報告された排出ガス

測定結果について、北九州市の１施設にて排出

基準を超過したため、原因調査と改善対策の

実施を指導しました。

事業者による測定結果【排出ガス】（令和 4年度）

特定施設の種類 
対 象 

施設数 

報 告 

施設数 

排出基準 

超  過 

施 設 数 

廃棄物 

焼却炉 

福岡県 167 76 0 

北九州市 35 33 1 

福岡市 16 16 0 

久留米市 13 12 0 

その他 

福岡県 24 22 0 

北九州市 9 7 0 

福岡市 0 0 0 

久留米市 5 5 0 

計 269 171 1 

事業者による測定結果【排出水】（令和 4年度）

対  象 

事業場数 

報  告 

事業場数 

排出基準超過 

事 業 場 数 

福岡県 6 5 0 

北九州市 17 4 0 

福岡市 3 3 0 

久留米市 0 0 0 

計 26 12 0 

事業者による測定結果【燃え殻等】（令和 4年度）

区 分
対 象

施設数

報 告

施設数

処分基準

該当施設数

福岡県 167 71 0 

北九州市 31 29 0 

福岡市 13 13 0 

久留米市 13 12 0 

計 224 125 0 

福岡県 167 68 0 

北九州市 26 24 0 

福岡市 13 13 0 

久留米市 13 12 0 

計 219 117 0 

燃え殻等の処分を行う場合には、当該燃え

殻等に含まれるダイオキシン類の量が 3ng-

TEQ/g 以内となるように処理することが義務

付けられています。そのため、各事業者に対し、

燃え殻等の適正な処分の徹底を指導していま

す。 

なお、未測定事業者に対しては、自主測定の

実施を強く指導しています。 

イ 行政による立入測定状況 

ダイオキシン類対策特別措置法の適正な施

行を確保するため、県、政令市及び中核市にお

いて特定施設設置事業者に対して立入測定を

実施しています。

令和４（202２）年度中に、県内の大気基準適

用の４施設及び水質基準適用の２施設に立入

測定を行いましたが、すべて排出基準に適合し

ていました。 

行政による立入測定結果（令和 4年度）

区 分 検査数
排出基準

超過施設数

大気基準 

適用施設

福岡県 0 0 

北九州市 3 0 

福岡市 0 0 

久留米市 1 0 

水質基準 

適用施設 

福岡県 1 0 

北九州市 1 0 

福岡市 0 0 

久留米市 0 0 

計 6 0 

(3) ごみ焼却施設からの削減対策の推進 

ごみ焼却施設から発生するダイオキシン類

の削減は重要な課題です。

このため、排ガスのダイオキシン類濃度に関

する維持管理基準が設定され、既存施設に対

する基準値が大幅に強化されました。県内の各

市町村等が設置する焼却施設については、施

設の新設・改造等を行ったことにより、全ての

施設において基準を達成しています。

３ 農薬流通の動向と安全対策 

【食の安全・地産地消課】 

(1) 農薬流通の動向 

令和３農薬年度（２年 10月～３年9月）の県

内の農薬流通量は、7,２６７トンで前年度に比

べ2０３トン減少しています。 

毒性別内訳では、普通物全体は約 3.６％減

少し、毒物及び劇物指定農薬は約１４.６％増加

しています。 
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農薬の流通量 

※ 普通物：毒物・劇物に該当しない農薬を指す通称 

(資料：日本植物防疫協会「JPP-NET」より) 

(2) 農薬の安全使用対策 

ア 農薬の登録制度と使用規制 

農薬は、環境や人畜への安全性を確保する

ため、農薬取締法に基づいた登録が義務付け

られています。さらに、水環境を汚染するおそ

れがあるものについては、水質汚濁性農薬に

指定され、その使用が特に厳しく規制されてい

ます。

農薬使用者においても、同法の規定により農

薬ごとに定められている使用基準を遵守し、適

正に使用することが責務となっています。

イ 農薬安全使用の推進 

農薬による環境及び人畜魚介類への危害防

止を図るため、県や市町村では農薬安全使用

の周知徹底に努めています。

本県では、農薬使用者や農薬販売者等を対

象に、立入検査や農薬安全使用講習会などを

実施し、農薬の安全使用の啓発活動に取り組

んでいます。

また、農薬の使用量が多いゴルフ場におい

て、農薬使用状況の調査、現地指導を実施し、

農薬による被害の防止、周辺環境の保全に取

り組んでいます。

市町村、農業協同組合等で構成する地域農

薬安全使用対策協議会は、地域ごとに農薬の

安全使用の啓発活動に取り組んでいます。さら

に、必要に応じて、各協議会から養蜂家へ農薬

散布の情報を提供し、みつばちに対する農薬

被害を低減させるよう取り組んでいます。

また、本県では、効率的な農薬使用による環

境負荷の低減を進めるため、農作物の病害虫

の発生状況を的確に把握し、防除適期などの

情報を関係機関等に提供するとともに、農薬だ

けに頼らない防除技術の開発・普及に取り組ん

でいます。

令和４（202２）年度に報告された排出ガス

測定結果について、北九州市の１施設にて排出

基準を超過したため、原因調査と改善対策の

実施を指導しました。

事業者による測定結果【排出ガス】（令和 4年度）

特定施設の種類 
対 象 

施設数 

報 告 

施設数 

排出基準 

超  過 

施 設 数 

廃棄物 

焼却炉 

福岡県 167 76 0 

北九州市 35 33 1 

福岡市 16 16 0 

久留米市 13 12 0 

その他 

福岡県 24 22 0 

北九州市 9 7 0 

福岡市 0 0 0 

久留米市 5 5 0 

計 269 171 1 

事業者による測定結果【排出水】（令和 4年度）

対  象 

事業場数 

報  告 

事業場数 

排出基準超過 

事 業 場 数 

福岡県 6 5 0 

北九州市 17 4 0 

福岡市 3 3 0 

久留米市 0 0 0 

計 26 12 0 

事業者による測定結果【燃え殻等】（令和 4年度）

区 分
対 象

施設数

報 告

施設数

処分基準

該当施設数

福岡県 167 71 0 

北九州市 31 29 0 

福岡市 13 13 0 

久留米市 13 12 0 

計 224 125 0 

福岡県 167 68 0 

北九州市 26 24 0 

福岡市 13 13 0 

久留米市 13 12 0 

計 219 117 0 

燃え殻等の処分を行う場合には、当該燃え

殻等に含まれるダイオキシン類の量が 3ng-

TEQ/g 以内となるように処理することが義務

付けられています。そのため、各事業者に対し、

燃え殻等の適正な処分の徹底を指導していま

す。 

なお、未測定事業者に対しては、自主測定の

実施を強く指導しています。 

イ 行政による立入測定状況 

ダイオキシン類対策特別措置法の適正な施

行を確保するため、県、政令市及び中核市にお

いて特定施設設置事業者に対して立入測定を

実施しています。

令和４（202２）年度中に、県内の大気基準適

用の４施設及び水質基準適用の２施設に立入

測定を行いましたが、すべて排出基準に適合し

ていました。 

行政による立入測定結果（令和 4年度）

区 分 検査数
排出基準

超過施設数

大気基準 

適用施設

福岡県 0 0 

北九州市 3 0 

福岡市 0 0 

久留米市 1 0 

水質基準 

適用施設 

福岡県 1 0 

北九州市 1 0 

福岡市 0 0 

久留米市 0 0 

計 6 0 

(3) ごみ焼却施設からの削減対策の推進 

ごみ焼却施設から発生するダイオキシン類

の削減は重要な課題です。

このため、排ガスのダイオキシン類濃度に関

する維持管理基準が設定され、既存施設に対

する基準値が大幅に強化されました。県内の各

市町村等が設置する焼却施設については、施

設の新設・改造等を行ったことにより、全ての

施設において基準を達成しています。

３ 農薬流通の動向と安全対策 

【食の安全・地産地消課】 

(1) 農薬流通の動向 

令和３農薬年度（２年 10月～３年9月）の県

内の農薬流通量は、7,２６７トンで前年度に比

べ2０３トン減少しています。 

毒性別内訳では、普通物全体は約 3.６％減

少し、毒物及び劇物指定農薬は約１４.６％増加

しています。 
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第６節 その他の生活環境の保全 

〔騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 騒音・振動・悪臭対策 

【環境保全課】 

〔騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、 

公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

騒音や振動は私たちの生活に大変身近なも

のであり、地方自治体が担う役割は大きなもの

となっています。 

騒音規制法及び振動規制法では、工場等へ

の特定施設の設置や建設現場での特定作業の

実施について市町村長へ届け出るよう定めて

います。 

また、近年では、都市化の進展やリモートワ

ークなどライフスタイルの変化もあり、規制の

対象とならない家庭生活から発生する騒音に

対する苦情も増えてきています。 

(1) 騒音・振動の現況 

騒音規制法及び振動規制法では、特定の施

設を設置している工場や事業場（特定工場等）、

特定の作業を行う建設工事（特定建設作業）、

自動車交通から発生する騒音及び振動を主な

規制対象としています。 

また、騒音規制法の規制対象外施設ではあ

るものの規制することが望ましい施設について

は、福岡県公害防止等生活環境の保全に関す

る条例及び北九州市公害防止条例により規制

しています。 

ア 特定工場等の騒音・振動 

騒音規制法に基づく届出数については、前

年度と比較すると、特定施設数は約 1.０％増加、

特定工場等数は約１.１％増加となっています。 

振動規制法に基づく届出数については、前

年度と比較すると、特定施設数は約１.７％増加、

特定工場等数は約 1.２％増加となっています。 

また、福岡県公害防止等生活環境の保全に

関する条例及び北九州市公害防止条例に基づ

く届出数については、前年度と比較すると、特

定施設数は約 0.９％増加、特定工場等数は約

1.９％増加しています。 

騒音規制法及び公害防止等生活環境の保全に 
関する条例に基づく特定施設の設置状況 

（令和5年3月31日現在） 

施 設 の 種 類 

特 定 施 設 数 

法による 
届出 

条例による届出 
計（前年度） 

県条例 
市条例 

(北九州市) 
 1 金属加工機械 6,808  279  15  7,102 ( 7,017 ) 

 2 空気圧縮機等 30,644  1,444  32,088 ( 31,711 ) 

 3 土石用破砕機等 1,630   16  1,646 ( 1,631 ) 

 4 織機 3,171   0  3,171 ( 3,171 ) 

 5 建設用資材製造機械 205   0  205 ( 205 ) 

 6 穀物用製粉機 236   0  236 ( 236 ) 

 7 木材加工機械 2,189   201  2,390 ( 2,381 ) 

 8 抄紙機 17   0  17 ( 17 ) 

 9 印刷機械 1,885   0  1,885 ( 1,885 ) 

10 合成樹脂用射出成形機 1,348   0  1,348 ( 1,322 ) 

11 鋳型造型機 139   0  139 ( 139 ) 

12 クーリングタワー  199  69  268 ( 269 ) 

13  ドラム缶洗浄機  0  0 ( 0 ) 

14 ロータリーキルン  13 0  13 ( 10 ) 

15 重油バーナー  268 0  268 ( 258 ) 

202炉気電61 ( 2 ) 

計 48,272 761 1,745  50,778 ( 50,254 ) 

工場・事業場数 6,741  421  758  7,920 ( 7,825 )

振動規制法に基づく特定施設の設置状況 
（令和5年3月31日現在） 

施  設  の  種  類 施設数 (前年度)

1 金 属 加 工 機 械 4,176  ( 4,092 ) 
2 圧 縮 機 5,845  ( 5,686 ) 
3 破 砕 機 等 1,007 ( 993 ) 
4 機織 2,680  ( 2,680 ) 
5 コンクリートブロックマシン等 118  ( 118 ) 
6 木 材 加 工 機 械 202  ( 202 ) 
7 印 刷 機 械 955  ( 956 ) 
8 ゴム練用又は合成樹脂練用ロール機 295  ( 294 ) 
9 合 成 樹 脂 用 射 出 成 形 機 1,175  ( 1,156 ) 
10 鋳 型 造 型 機 142  ( 142 ) 

計 16,595  ( 16,319 ) 

工 場 ・事 業 場 数 3,102  ( 3,066 ) 

イ 特定建設作業に伴う騒音・振動 

騒音規制法に基づく届出数については、前

騒音・振動・悪臭といった私たちの生活に大変身近な環境問題については、地方自治体が担う役

割は大きなものとなっています。また、放射線・放射能については、県内各地の放射線量を常時測

定するとともに、定期的に水道水等の放射能を測定しています。学校に及ぼす公害については、国

の補助により、校舎の改築などによる対策を行っています。 

年度と比較すると約0.7％減少しています。 

また、振動規制法に基づく届出数についても、

前年度と比較すると約５.０％減少しています。 

騒音規制法に基づく特定建設作業の届出状況 
（令和4年度）

作  業  の  種  類 届出件数 (前年度)

1 くい打 機 等 を使 用 する作 業 278 ( 286 ) 

2 びょう打 機 等 を使 用 する作 業 6 ( 7 ) 

3 さ く 岩 機 を 使 用 す る 作 業 1,938 ( 1,981 ) 

4 空 気 圧 縮 機 を使 用 する作 業 157 ( 154 ) 

5 コンクリートプラント等を設けて行う作業 4 ( 4 ) 

6 バック ホウを使 用 する作 業  133 ( 101 ) 

7 トラクターショベルを使用する作業 3 ( 4 ) 

8 ブルドーザーを使 用 する作 業  9 ( 9 ) 

計 2,528 ( 2,546 ) 

振動規制法に基づく特定建設作業の届出状況 
（令和4年度）

作  業  の  種  類 届出件数 (前年度) 

1 くい打機等を使用する作業 275 ( 304 ) 

2 鋼球を使用して破壊する作業 1 ( 2 ) 

3 舗装盤破砕機を使用する作業 13 ( 16 ) 

4 ブレーカーを使用する作業 1,034 ( 1,071 ) 

計 1,323 ( 1,393 ) 

ウ 自動車騒音・道路交通振動 

本県における自動車保有台数は、令和

4(2022）年度末で約 329 万台であり、ここ

10年間で約5.9％増加しています。 

交通量の増加等により、特に交通量の多い

幹線道路周辺地域において、自動車交通に起

因する騒音・振動等の問題が生じています。 

自動車騒音については、「道路に面する地域」

の騒音実態を把握するため、県及び市が調査

を行っています。 

令和 4（2022）年度に県及び市が調査を実

施した県内 49 市町 1,404 路線（過年度実施

分を含む）における環境基準の達成率は、次表

のとおりとなっています。 

環境基準達成状況（自動車騒音）

達成率（％）の区分 路線数 

90以上 ～ 100 1,159  

80以上 ～ 90未満 94  

70以上 ～ 80未満 61  

60以上 ～ 70未満 37  

50以上 ～ 60未満 21  

40以上 ～ 50未満 5  

30以上 ～ 40未満 3 

20以上 ～ 30未満 2  

10以上 ～ 20未満 3 

0以上 ～ 10未満 9 

近隣に住居なし 10  

計 1,404 

エ 新幹線鉄道騒音・振動 

山陽新幹線は、本県では北九州市から福岡

市まで 4 市 2 町を通過し、その延長は約 80

㎞で、小倉・博多間では季節列車等を含めて 1

日平均約 173 本の列車が運行され、1 日平均

4万5715人が利用しています。 

令和 4（2022）年度に県、北九州市及び福

岡市が実施した山陽新幹線 14 測線 36 地点

の騒音測定結果で環境基準を達成していたの

は 20 地点でした。この調査は平成 8（1996）

年度から 27 年間継続して実施していますが、

騒音レベルの全体（算術）平均は、図に表すと

おり70デシベル前後で推移しています。 

また、騒音測定と併せて行った山陽新幹線

14 測線20 地点の振動測定結果は、いずれの

地点においても環境庁長官が運輸大臣に勧告

（昭和 51（1976）年 3 月 12 日）した指針値で

ある70デシベルの範囲内でした｡ 

九州新幹線は、本県では博多駅から大牟田

市まで 6 市を通過し、その延長は約60 ㎞で、

博多・熊本間を 1 日平均約 104 本の列車が運

行され、1 日平均約 2 万 1400 人が利用して

います｡ 

令和 4（2022）年度に県及び福岡市が実施

した九州新幹線 26 測線 38 地点の騒音測定

結果で環境基準を達成していたのは、29 地点

でした。 

また、26 測線 35 地点の振動測定結果は、
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第６節 その他の生活環境の保全 

〔騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

１ 騒音・振動・悪臭対策 

【環境保全課】 

〔騒音規制法、振動規制法、悪臭防止法、 

公害防止等生活環境の保全に関する条例〕 

騒音や振動は私たちの生活に大変身近なも

のであり、地方自治体が担う役割は大きなもの

となっています。 

騒音規制法及び振動規制法では、工場等へ

の特定施設の設置や建設現場での特定作業の

実施について市町村長へ届け出るよう定めて

います。 

また、近年では、都市化の進展やリモートワ

ークなどライフスタイルの変化もあり、規制の

対象とならない家庭生活から発生する騒音に

対する苦情も増えてきています。 

(1) 騒音・振動の現況 

騒音規制法及び振動規制法では、特定の施

設を設置している工場や事業場（特定工場等）、

特定の作業を行う建設工事（特定建設作業）、

自動車交通から発生する騒音及び振動を主な

規制対象としています。 

また、騒音規制法の規制対象外施設ではあ

るものの規制することが望ましい施設について

は、福岡県公害防止等生活環境の保全に関す

る条例及び北九州市公害防止条例により規制

しています。 

ア 特定工場等の騒音・振動 

騒音規制法に基づく届出数については、前

年度と比較すると、特定施設数は約 1.０％増加、

特定工場等数は約１.１％増加となっています。 

振動規制法に基づく届出数については、前

年度と比較すると、特定施設数は約１.７％増加、

特定工場等数は約 1.２％増加となっています。 

また、福岡県公害防止等生活環境の保全に

関する条例及び北九州市公害防止条例に基づ

く届出数については、前年度と比較すると、特

定施設数は約 0.９％増加、特定工場等数は約

1.９％増加しています。 

騒音規制法及び公害防止等生活環境の保全に 
関する条例に基づく特定施設の設置状況 

（令和5年3月31日現在） 

施 設 の 種 類 

特 定 施 設 数 

法による 
届出 

条例による届出 
計（前年度） 

県条例 
市条例 

(北九州市) 
 1 金属加工機械 6,808  279  15  7,102 ( 7,017 ) 

 2 空気圧縮機等 30,644  1,444  32,088 ( 31,711 ) 

 3 土石用破砕機等 1,630   16  1,646 ( 1,631 ) 

 4 織機 3,171   0  3,171 ( 3,171 ) 

 5 建設用資材製造機械 205   0  205 ( 205 ) 

 6 穀物用製粉機 236   0  236 ( 236 ) 

 7 木材加工機械 2,189   201  2,390 ( 2,381 ) 

 8 抄紙機 17   0  17 ( 17 ) 

 9 印刷機械 1,885   0  1,885 ( 1,885 ) 

10 合成樹脂用射出成形機 1,348   0  1,348 ( 1,322 ) 

11 鋳型造型機 139   0  139 ( 139 ) 

12 クーリングタワー  199  69  268 ( 269 ) 

13  ドラム缶洗浄機  0  0 ( 0 ) 

14 ロータリーキルン  13 0  13 ( 10 ) 

15 重油バーナー  268 0  268 ( 258 ) 

202炉気電61 ( 2 ) 

計 48,272 761 1,745  50,778 ( 50,254 ) 

工場・事業場数 6,741  421  758  7,920 ( 7,825 )

振動規制法に基づく特定施設の設置状況 
（令和5年3月31日現在） 

施  設  の  種  類 施設数 (前年度)

1 金 属 加 工 機 械 4,176  ( 4,092 ) 
2 圧 縮 機 5,845  ( 5,686 ) 
3 破 砕 機 等 1,007 ( 993 ) 
4 機織 2,680  ( 2,680 ) 
5 コンクリートブロックマシン等 118  ( 118 ) 
6 木 材 加 工 機 械 202  ( 202 ) 
7 印 刷 機 械 955  ( 956 ) 
8 ゴム練用又は合成樹脂練用ロール機 295  ( 294 ) 
9 合 成 樹 脂 用 射 出 成 形 機 1,175  ( 1,156 ) 
10 鋳 型 造 型 機 142  ( 142 ) 

計 16,595  ( 16,319 ) 

工 場 ・事 業 場 数 3,102  ( 3,066 ) 

イ 特定建設作業に伴う騒音・振動 

騒音規制法に基づく届出数については、前

騒音・振動・悪臭といった私たちの生活に大変身近な環境問題については、地方自治体が担う役

割は大きなものとなっています。また、放射線・放射能については、県内各地の放射線量を常時測

定するとともに、定期的に水道水等の放射能を測定しています。学校に及ぼす公害については、国

の補助により、校舎の改築などによる対策を行っています。 

年度と比較すると約0.7％減少しています。 

また、振動規制法に基づく届出数についても、

前年度と比較すると約５.０％減少しています。 

騒音規制法に基づく特定建設作業の届出状況 
（令和4年度）

作  業  の  種  類 届出件数 (前年度)

1 くい打 機 等 を使 用 する作 業 278 ( 286 ) 

2 びょう打 機 等 を使 用 する作 業 6 ( 7 ) 

3 さ く 岩 機 を 使 用 す る 作 業 1,938 ( 1,981 ) 

4 空 気 圧 縮 機 を使 用 する作 業 157 ( 154 ) 

5 コンクリートプラント等を設けて行う作業 4 ( 4 ) 

6 バック ホウを使 用 する作 業  133 ( 101 ) 

7 トラクターショベルを使用する作業 3 ( 4 ) 

8 ブルドーザーを使 用 する作 業  9 ( 9 ) 

計 2,528 ( 2,546 ) 

振動規制法に基づく特定建設作業の届出状況 
（令和4年度）

作  業  の  種  類 届出件数 (前年度) 

1 くい打機等を使用する作業 275 ( 304 ) 

2 鋼球を使用して破壊する作業 1 ( 2 ) 

3 舗装盤破砕機を使用する作業 13 ( 16 ) 

4 ブレーカーを使用する作業 1,034 ( 1,071 ) 

計 1,323 ( 1,393 ) 

ウ 自動車騒音・道路交通振動 

本県における自動車保有台数は、令和

4(2022）年度末で約 329 万台であり、ここ

10年間で約5.9％増加しています。 

交通量の増加等により、特に交通量の多い

幹線道路周辺地域において、自動車交通に起

因する騒音・振動等の問題が生じています。 

自動車騒音については、「道路に面する地域」

の騒音実態を把握するため、県及び市が調査

を行っています。 

令和 4（2022）年度に県及び市が調査を実

施した県内 49 市町 1,404 路線（過年度実施

分を含む）における環境基準の達成率は、次表

のとおりとなっています。 

環境基準達成状況（自動車騒音）

達成率（％）の区分 路線数 

90以上 ～ 100 1,159  

80以上 ～ 90未満 94  

70以上 ～ 80未満 61  

60以上 ～ 70未満 37  

50以上 ～ 60未満 21  

40以上 ～ 50未満 5  

30以上 ～ 40未満 3 

20以上 ～ 30未満 2  

10以上 ～ 20未満 3 

0以上 ～ 10未満 9 

近隣に住居なし 10  

計 1,404 

エ 新幹線鉄道騒音・振動 

山陽新幹線は、本県では北九州市から福岡

市まで 4 市 2 町を通過し、その延長は約 80

㎞で、小倉・博多間では季節列車等を含めて 1

日平均約 173 本の列車が運行され、1 日平均

4万5715人が利用しています。 

令和 4（2022）年度に県、北九州市及び福

岡市が実施した山陽新幹線 14 測線 36 地点

の騒音測定結果で環境基準を達成していたの

は 20 地点でした。この調査は平成 8（1996）

年度から 27 年間継続して実施していますが、

騒音レベルの全体（算術）平均は、図に表すと

おり70デシベル前後で推移しています。 

また、騒音測定と併せて行った山陽新幹線

14 測線20 地点の振動測定結果は、いずれの

地点においても環境庁長官が運輸大臣に勧告

（昭和 51（1976）年 3 月 12 日）した指針値で

ある70デシベルの範囲内でした｡ 

九州新幹線は、本県では博多駅から大牟田

市まで 6 市を通過し、その延長は約60 ㎞で、

博多・熊本間を 1 日平均約 104 本の列車が運

行され、1 日平均約 2 万 1400 人が利用して

います｡ 

令和 4（2022）年度に県及び福岡市が実施

した九州新幹線 26 測線 38 地点の騒音測定

結果で環境基準を達成していたのは、29 地点

でした。 

また、26 測線 35 地点の振動測定結果は、
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イ 法律等に基づく対策 

騒音規制法及び振動規制法では、「知事（市

の区域内の地域については、市長）は、騒音・

振動を防止することにより生活環境を保全す

べき地域を指定し、この指定地域内の特定工

場等及び特定建設作業について、騒音・振動の

規制基準を定め規制する」とされていることか

ら、県内の全市町村について地域指定を行うと

ともに、規制基準を定めています。

また、自動車交通騒音・振動については、国

が定めた一定限度を超える騒音・振動により道

路周辺の生活環境が著しく損なわれる場合は、

「市町村長は、公安委員会等に対して対策を要

請できる」とされています。 

このほか、騒音については、福岡県公害防止

等生活環境の保全に関する条例により規制を

行っています。

ウ 特定工場等の騒音・振動対策 

騒音規制法では圧延機械等 27 施設、福岡

県公害防止等生活環境の保全に関する条例で

は高速切断機等 11 施設を、また、振動規制法

では液圧プレス等 15 施設を特定施設として定

め、これらの施設を設置する特定工場等を規

制対象としています。 

市町村長は、特定施設設置届等があった段

階から、特定工場等から発生する騒音・振動が

規制基準に適合するよう行政指導を行い、規

制基準に適合せず周辺の生活環境が損なわれ

る場合には、計画変更勧告や改善勧告、更に改

善命令の措置を行うことができるとされていま

す。

工場の騒音・振動防止には、低騒音・低振動

型の機器を採用する等の発生源対策や防音・

防振対策を進めていくことが重要であり、住宅

と工場の混在が著しい地域においては工場団

地を整備する等、土地利用面からの解決も望

まれます。

エ 建設作業に伴う騒音・振動対策 

騒音規制法ではくい打ち機等を使用する作

業等の 8 作業を、また、振動規制法ではくい打

ち機等を使用する作業等の 4 作業を特定建設

作業として定め、規制対象としています。 

市町村長は、特定建設作業に伴い発生する

騒音・振動が規制基準に適合せず周辺の生活

環境が著しく損なわれる場合には、改善勧告及

び改善命令の措置を行うことができるとされて

います。

建設作業の騒音・振動防止には、作業方法

の改良、低騒音・低振動型の建設機械の使用

が有効です。

オ 自動車騒音・振動対策 

自動車騒音は、自動車本体から発生する騒

音に、交通量、速度、道路構造等の各種要因が

複雑に絡み合っており、交通量の多い幹線道

路沿いで問題になっています。

また、道路周辺の振動は、自動車重量、走行

条件、路面の平坦性、舗装状態、路床条件等の

道路構造等が発生要因となっています。

したがって、抜本的な問題解決のためには、

自動車本体から発生する騒音の規制、構造の

改善、走行状態の改善、交通量の抑制、道路構

造の改善及び沿道対策等の諸施策を総合的に

推進していく必要があります。

なお、県及び市の調査結果において、環境基

準の達成率が低い路線の道路管理者に対して

は、騒音対策の強化を要請しています。

カ 新幹線鉄道騒音・振動対策 

新幹線鉄道の騒音については「新幹線鉄道

騒音に係る環境基準」（昭和50（1975）年環境

庁告示）及び「新幹線鉄道騒音対策要綱」（51

（1976）年閣議了解）に基づき、振動について

は「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動

対策について」（51（1976）年運輸大臣宛環境

庁長官通知）に基づき、環境基準の達成に向け、

種々対策を講じています。 

特に、山陽新幹線沿線においては、関係行政

機関及び関係事業者が連携して、騒音レベル

を 75 デシベル以下とするための「75 デシベ

ル対策」を推進し、これまで、沿線における居住

等の密集状況に応じた75デシベル対策を第1

いずれの地点においても指針値である７０デシ

ベルの範囲内でした｡ 

継続測定地点における新幹線鉄道騒音経年変化 

オ 航空機騒音 

県内には、公共用飛行場として福岡空港及

び北九州空港が、また、航空自衛隊飛行場とし

て芦屋飛行場及び築城飛行場が立地していま

す。 

本県では、航空機騒音の年次推移及び航空

機の運用状況を把握するため、県内 4 か所に

航空機騒音測定装置を設置して、常時測定を

行っていますが、令和４年度は福岡空港（太宰

府市）以外の３地点において環境基準未達成と

なっています。 

航空機騒音測定装置設置場所 

対象飛行場 設 置 場 所 

福岡空港 
福岡市下水道局筥松第2ポンプ場(福岡市) 

福岡県保健環境研究所(太宰府市) 

芦屋飛行場 島津公民館(遠賀町) 

築城飛行場 築上町役場築城支所(築上町) 

常時測定局における航空機騒音の推移 

注1 測定局移設に伴い平成29年度について築城 

測定局は、年間を通じて欠測となっています。 

注２ 常時監視局の環境基準はすべて62dB     

また、令和４（202２）年度に県、北九州市、

福岡市及び春日市が実施した短期測定の結果

は下表のとおりとなっています。 

短期測定局における環境基準達成状況 

対象飛行場 測定地点(前年度) 基準達成(前年度) 

福岡空港 17 (17) 1６ (17) 

芦屋飛行場 １１ (12) 11 (1１) 

築城飛行場 8 ( 8) 6 ( ６) 

なお、県では飛行場の施設管理者に対して

測定結果を通知するとともに、環境基準未達成

の場合は騒音低減対策の強化を要請していま

す。 

カ 近隣騒音 

近隣騒音と呼ばれるものには、カラオケ等の

深夜営業騒音の他、家庭用機器設備（クーラー

室外機等）や音響機器（ピアノ、ステレオ等）の

音、ペットの鳴き声等のいわゆる生活騒音があ

ります。 

近年、都市化の進展やリモートワークなどラ

イフスタイルの変化に伴い、生活騒音が問題と

なってきています。 

この問題は、個人の日常的な生活行動に伴

って発生するものであり、お互いに被害者にも

加害者にもなり得るという特徴を持ち、近隣関

係が大きく影響します。 

このため、基本的には当事者間で話し合うな

ど自主的に解決することが望まれます。

(2) 騒音・振動防止対策 

ア 騒音に係る環境基準の類型指定 

環境基本法第16条の規定に基づき、人の健

康を保護し生活環境を保全する上で維持され

ることが望ましい基準として｢騒音に係る環境

基準｣が定められています｡ 

環境基準に係る騒音評価は、等価騒音レベ

ル※により行い、環境基準の類型の当てはめは

知事（市の区域内の地域については、市長）が

行うこととされており、県内の全市町村につい

て類型の当てはめを行っています｡

※等価騒音レベル：変動騒音の表し方の一種で、ある時間範囲について、変動する騒音レベルをエネルギー的な平均値として表したもの。単位

はデシベル[dB]。 
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イ 法律等に基づく対策 

騒音規制法及び振動規制法では、「知事（市

の区域内の地域については、市長）は、騒音・

振動を防止することにより生活環境を保全す

べき地域を指定し、この指定地域内の特定工

場等及び特定建設作業について、騒音・振動の

規制基準を定め規制する」とされていることか

ら、県内の全市町村について地域指定を行うと

ともに、規制基準を定めています。

また、自動車交通騒音・振動については、国

が定めた一定限度を超える騒音・振動により道

路周辺の生活環境が著しく損なわれる場合は、

「市町村長は、公安委員会等に対して対策を要

請できる」とされています。 

このほか、騒音については、福岡県公害防止

等生活環境の保全に関する条例により規制を

行っています。

ウ 特定工場等の騒音・振動対策 

騒音規制法では圧延機械等 27 施設、福岡

県公害防止等生活環境の保全に関する条例で

は高速切断機等 11 施設を、また、振動規制法

では液圧プレス等 15 施設を特定施設として定

め、これらの施設を設置する特定工場等を規

制対象としています。 

市町村長は、特定施設設置届等があった段

階から、特定工場等から発生する騒音・振動が

規制基準に適合するよう行政指導を行い、規

制基準に適合せず周辺の生活環境が損なわれ

る場合には、計画変更勧告や改善勧告、更に改

善命令の措置を行うことができるとされていま

す。

工場の騒音・振動防止には、低騒音・低振動

型の機器を採用する等の発生源対策や防音・

防振対策を進めていくことが重要であり、住宅

と工場の混在が著しい地域においては工場団

地を整備する等、土地利用面からの解決も望

まれます。

エ 建設作業に伴う騒音・振動対策 

騒音規制法ではくい打ち機等を使用する作

業等の 8 作業を、また、振動規制法ではくい打

ち機等を使用する作業等の 4 作業を特定建設

作業として定め、規制対象としています。 

市町村長は、特定建設作業に伴い発生する

騒音・振動が規制基準に適合せず周辺の生活

環境が著しく損なわれる場合には、改善勧告及

び改善命令の措置を行うことができるとされて

います。

建設作業の騒音・振動防止には、作業方法

の改良、低騒音・低振動型の建設機械の使用

が有効です。

オ 自動車騒音・振動対策 

自動車騒音は、自動車本体から発生する騒

音に、交通量、速度、道路構造等の各種要因が

複雑に絡み合っており、交通量の多い幹線道

路沿いで問題になっています。

また、道路周辺の振動は、自動車重量、走行

条件、路面の平坦性、舗装状態、路床条件等の

道路構造等が発生要因となっています。

したがって、抜本的な問題解決のためには、

自動車本体から発生する騒音の規制、構造の

改善、走行状態の改善、交通量の抑制、道路構

造の改善及び沿道対策等の諸施策を総合的に

推進していく必要があります。

なお、県及び市の調査結果において、環境基

準の達成率が低い路線の道路管理者に対して

は、騒音対策の強化を要請しています。

カ 新幹線鉄道騒音・振動対策 

新幹線鉄道の騒音については「新幹線鉄道

騒音に係る環境基準」（昭和50（1975）年環境

庁告示）及び「新幹線鉄道騒音対策要綱」（51

（1976）年閣議了解）に基づき、振動について

は「環境保全上緊急を要する新幹線鉄道振動

対策について」（51（1976）年運輸大臣宛環境

庁長官通知）に基づき、環境基準の達成に向け、

種々対策を講じています。 

特に、山陽新幹線沿線においては、関係行政

機関及び関係事業者が連携して、騒音レベル

を 75 デシベル以下とするための「75 デシベ

ル対策」を推進し、これまで、沿線における居住

等の密集状況に応じた75デシベル対策を第1

いずれの地点においても指針値である７０デシ

ベルの範囲内でした｡ 

継続測定地点における新幹線鉄道騒音経年変化 

オ 航空機騒音 

県内には、公共用飛行場として福岡空港及

び北九州空港が、また、航空自衛隊飛行場とし

て芦屋飛行場及び築城飛行場が立地していま

す。 

本県では、航空機騒音の年次推移及び航空

機の運用状況を把握するため、県内 4 か所に

航空機騒音測定装置を設置して、常時測定を

行っていますが、令和４年度は福岡空港（太宰

府市）以外の３地点において環境基準未達成と

なっています。 

航空機騒音測定装置設置場所 

対象飛行場 設 置 場 所 

福岡空港 
福岡市下水道局筥松第2ポンプ場(福岡市) 

福岡県保健環境研究所(太宰府市) 

芦屋飛行場 島津公民館(遠賀町) 

築城飛行場 築上町役場築城支所(築上町) 

常時測定局における航空機騒音の推移 

注1 測定局移設に伴い平成29年度について築城 

測定局は、年間を通じて欠測となっています。 

注２ 常時監視局の環境基準はすべて62dB     

また、令和４（202２）年度に県、北九州市、

福岡市及び春日市が実施した短期測定の結果

は下表のとおりとなっています。 

短期測定局における環境基準達成状況 

対象飛行場 測定地点(前年度) 基準達成(前年度) 

福岡空港 17 (17) 1６ (17) 

芦屋飛行場 １１ (12) 11 (1１) 

築城飛行場 8 ( 8) 6 ( ６) 

なお、県では飛行場の施設管理者に対して

測定結果を通知するとともに、環境基準未達成

の場合は騒音低減対策の強化を要請していま

す。 

カ 近隣騒音 

近隣騒音と呼ばれるものには、カラオケ等の

深夜営業騒音の他、家庭用機器設備（クーラー

室外機等）や音響機器（ピアノ、ステレオ等）の

音、ペットの鳴き声等のいわゆる生活騒音があ

ります。 

近年、都市化の進展やリモートワークなどラ

イフスタイルの変化に伴い、生活騒音が問題と

なってきています。 

この問題は、個人の日常的な生活行動に伴

って発生するものであり、お互いに被害者にも

加害者にもなり得るという特徴を持ち、近隣関

係が大きく影響します。 

このため、基本的には当事者間で話し合うな

ど自主的に解決することが望まれます。

(2) 騒音・振動防止対策 

ア 騒音に係る環境基準の類型指定 

環境基本法第16条の規定に基づき、人の健

康を保護し生活環境を保全する上で維持され

ることが望ましい基準として｢騒音に係る環境

基準｣が定められています｡ 

環境基準に係る騒音評価は、等価騒音レベ

ル※により行い、環境基準の類型の当てはめは

知事（市の区域内の地域については、市長）が

行うこととされており、県内の全市町村につい

て類型の当てはめを行っています｡

※等価騒音レベル：変動騒音の表し方の一種で、ある時間範囲について、変動する騒音レベルをエネルギー的な平均値として表したもの。単位

はデシベル[dB]。 
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次から第5次まで順次実施しています。 

また、九州新幹線については、平成１３

(2001)年度に船小屋・新八代間の本県に係る

区間において、18（2006）年度に博多（那珂

川）・船小屋間において、環境基準の地域類型

の当てはめを行いました。 

なお、騒音・振動調査の結果、環境基準を超

過していた地点については、鉄道管理者に対

策を要請しています。 

キ 航空機騒音対策 

【環境保全課、空港政策課、 

空港事業課、防災企画課】

航空機騒音については「航空機騒音に係る

環境基準」（昭和 48（1973）年環境庁告示）に

基づき、県において58（1983）年に福岡空港、

60（1985）年に築城飛行場及び芦屋飛行場に

ついて、環境基準の地域類型の当てはめを行

いました｡ 

北九州空港は、周防灘沖合3kmに位置する

24 時間利用可能な海上空港であり、航空機騒

音による生活環境への影響は低く抑えられて

いることから、環境基準の地域類型の当てはめ

を行っていませんが、関係機関との連携を図り

ながら、実態把握に努めていくこととしていま

す。 

福岡空港では、離着陸時の騒音を軽減させ

るため、急上昇方式※、ディレイド・フラップ進入

方式※及び低フラップ角着陸方式※という運航

方式が実施されており、また、低騒音型機が導

入されています｡

また、福岡空港は、「公共用飛行場周辺にお

ける航空機騒音による障害の防止等に関する

法律」に基づく特定飛行場及び周辺整備空港

に指定されており、空港周辺整備機構（昭和

60（1985）年設立）が国の委託を受けて、住宅

防音工事の助成、建物の移転補償及び緩衝緑

地帯の整備等を行い、固有事業として再開発

事業及び代替地造成事業等を行っています｡こ

のほか国において、学校、病院等の防音工事

や共同利用施設整備の助成等が行われていま

す｡福岡空港におけるこれらの環境対策事業は、

滑走路増設事業の完了から4年後に空港運営

の民間委託先である福岡国際空港株式会社に

引き継がれる予定とされています。 

築城飛行場及び芦屋飛行場については、「防

衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」

に基づき、国において、学校、病院、住宅等の

防音工事の助成、建物等の移転補償、土地の

買い入れ、緑地帯の整備、テレビ受信料に対す

る助成等の各種施策が実施されています｡なお、

住宅防音工事の助成区域は Lden62 デシベル

以上の区域（第 1 種区域）であり、築城飛行場

については平成 4(1992)年に区域が拡大さ

れ、また、芦屋飛行場については配備機種の変

更に伴い、16(2004)年に北九州市の一部が

区域に追加指定されました。 

(3) 悪臭の現況 

悪臭防止法は、工場・事業場から発生する不

快な臭いによって、生活環境が損なわれること

を防ぐためのもので、従来は、悪臭の原因とな

る特定物質の濃度を規制することで対応して

きました。

近年は、身近な飲食店等のサービス業に対

する苦情が増加傾向にあり、従来の物質濃度

規制による対応が難しくなってきているため、

県では、人の嗅覚によって臭いの強さを測定

する「臭気指数」による規制の導入を推進して

います。

悪臭防止法では、特定施設の届出義務が規

定されておらず、規制地域内において事業活

動を行う全ての事業場等が規制対象とされて

おり、小規模の飲食店や農用地も規制対象とさ

※急上昇方式：離陸時に住宅からの距離の増大を図るため、高度1,500m前後まで急上昇を続ける方式。 
※ディレイド・フラップ進入方式：フラップ下げ操作をなるべく遅くすることにより、機体の抵抗を減少させ、エンジンの必要推力を小さくす
ることで騒音を軽減する進入方式。 

※低フラップ角着陸方式：浅いフラップのまま着陸することにより、機体の空気抵抗の減少に見合うエンジン出力が減少される方式。 

れています。

一般には芳香といわれるコーヒーの焙煎臭

やパン焼きの臭い等も、周辺状況や臭いの強

さによっては悪臭となり得るため、すべての事

業者が悪臭発生源になり得るということを自覚

し、臭気対策に配慮することが大切です。

(4) 悪臭防止対策 

悪臭防止法に基づき、知事は町村の区域に

ついて、市長は市の区域内の地域について、規

制地域を指定し、規制基準を設定しています。

従来は、アンモニアや硫化水素など、不快な

臭いの原因となる 22 種類の特定悪臭物質に

ついて、物質ごとに濃度基準を定め規制する

物質濃度規制が行われてきましたが、県では

物質濃度規制に代えて臭気指数規制（人が感

じる臭いの強さを基準とする規制）の導入を推

進しています。 

臭気指数は、人の嗅覚によって臭気を測定

するため、複数の臭いが入り混じった複合臭や

未規制物質への対応が可能であること、特定

悪臭物質濃度測定方法より分析費が安価であ

ること等の長所があります。 

令和５年10月現在、14市16町が臭気指数

規制を導入しており、臭気指数規制の更なる導

入を推進していきます。 

また、悪臭は、他法令の規制対象施設から発

生することも多く、自治体間及び関係機関との

連携が重要であるため、本県では、工場・事業

場等に指導を行う市町村を対象とした研修会

を毎年開催するとともに、技術的な助言等を行

っています。 

悪臭防止法に基づく規制地域及び規制内容 
(令和5年10月1日現在) 

規制方法 市町村名 規制内容 

臭気指数規制※1

飯塚市、筑後市、行橋市、豊前市、中間

市、筑紫野市、春日市、大野城市、太宰

府市、古賀市、福津市、うきは市、宇美

町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久

山町、粕屋町、芦屋町、岡垣町、遠賀町、

小竹町、鞍手町、桂川町、大刀洗町、大

任町 

全域臭気指数12※2で規制 

朝倉市、苅田町 
Ａ区域及びＢ区域に分けて規制 

（Ａ区域は臭気指数12、Ｂ区域は臭気指数15※3） 

臭気指数規制及び 

物質濃度規制 
八女市 

旧八女市（旧上陽町を含む）、旧立花町の区域は、全

域臭気指数12で規制 

旧黒木町、旧星野村、旧矢部村は全域Ａ区域として物

質ごとに規制 

物質濃度規制 
制規にとご質物てけ分に域区Ｂと域区Ａ町巻水、市方直

上記以外28市町村※4 全域Ａ区域として物質ごとに規制 
※1 臭気指数規制は、人の嗅覚により「におい」の強さを測定し評価する方法により規制を行うものです。   

この測定方法は「嗅覚測定法」と呼ばれ、測定したい「におい」を希釈していき、においを感じなくなった時点の希釈倍数（臭気濃度）の対
数を 10倍した数値（臭気指数）で、においの強さを表します。 臭気指数＝10×log[臭気濃度]

※2 臭気指数12は、「何のにおいであるかが分かる弱いにおい」を表します。
※3 臭気指数15は、「楽に感知できるにおい」を表します。 
※４ 広川町は、令和６年４月１日に、物質濃度規制から臭気指数規制に変更

(注) 市の区域については、各市において規制地域・規制内容を定めています。 

２ 環境放射線 

【環境保全課】 

県内の各地域における放射線量を測定する

ため、地域ごとに固定型の放射線測定器（モニ

タリングポスト）を設置し、県内9か所で常時測

定を行っています。また、県保健環境研究所

（太宰府市）において、ゲルマニウム半導体検

出器と呼ばれる放射能の検出装置を使用し、

水道水や大気中から降下してくる雨やちり等に

含まれる放射能を測定しています。これらの測
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次から第5次まで順次実施しています。 

また、九州新幹線については、平成１３

(2001)年度に船小屋・新八代間の本県に係る

区間において、18（2006）年度に博多（那珂

川）・船小屋間において、環境基準の地域類型

の当てはめを行いました。 

なお、騒音・振動調査の結果、環境基準を超

過していた地点については、鉄道管理者に対

策を要請しています。 

キ 航空機騒音対策 

【環境保全課、空港政策課、 

空港事業課、防災企画課】

航空機騒音については「航空機騒音に係る

環境基準」（昭和 48（1973）年環境庁告示）に

基づき、県において58（1983）年に福岡空港、

60（1985）年に築城飛行場及び芦屋飛行場に

ついて、環境基準の地域類型の当てはめを行

いました｡ 

北九州空港は、周防灘沖合3kmに位置する

24 時間利用可能な海上空港であり、航空機騒

音による生活環境への影響は低く抑えられて

いることから、環境基準の地域類型の当てはめ

を行っていませんが、関係機関との連携を図り

ながら、実態把握に努めていくこととしていま

す。 

福岡空港では、離着陸時の騒音を軽減させ

るため、急上昇方式※、ディレイド・フラップ進入

方式※及び低フラップ角着陸方式※という運航

方式が実施されており、また、低騒音型機が導

入されています｡

また、福岡空港は、「公共用飛行場周辺にお

ける航空機騒音による障害の防止等に関する

法律」に基づく特定飛行場及び周辺整備空港

に指定されており、空港周辺整備機構（昭和

60（1985）年設立）が国の委託を受けて、住宅

防音工事の助成、建物の移転補償及び緩衝緑

地帯の整備等を行い、固有事業として再開発

事業及び代替地造成事業等を行っています｡こ

のほか国において、学校、病院等の防音工事

や共同利用施設整備の助成等が行われていま

す｡福岡空港におけるこれらの環境対策事業は、

滑走路増設事業の完了から4年後に空港運営

の民間委託先である福岡国際空港株式会社に

引き継がれる予定とされています。 

築城飛行場及び芦屋飛行場については、「防

衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律」

に基づき、国において、学校、病院、住宅等の

防音工事の助成、建物等の移転補償、土地の

買い入れ、緑地帯の整備、テレビ受信料に対す

る助成等の各種施策が実施されています｡なお、

住宅防音工事の助成区域は Lden62 デシベル

以上の区域（第 1 種区域）であり、築城飛行場

については平成 4(1992)年に区域が拡大さ

れ、また、芦屋飛行場については配備機種の変

更に伴い、16(2004)年に北九州市の一部が

区域に追加指定されました。 

(3) 悪臭の現況 

悪臭防止法は、工場・事業場から発生する不

快な臭いによって、生活環境が損なわれること

を防ぐためのもので、従来は、悪臭の原因とな

る特定物質の濃度を規制することで対応して

きました。

近年は、身近な飲食店等のサービス業に対

する苦情が増加傾向にあり、従来の物質濃度

規制による対応が難しくなってきているため、

県では、人の嗅覚によって臭いの強さを測定

する「臭気指数」による規制の導入を推進して

います。

悪臭防止法では、特定施設の届出義務が規

定されておらず、規制地域内において事業活

動を行う全ての事業場等が規制対象とされて

おり、小規模の飲食店や農用地も規制対象とさ

※急上昇方式：離陸時に住宅からの距離の増大を図るため、高度1,500m前後まで急上昇を続ける方式。 
※ディレイド・フラップ進入方式：フラップ下げ操作をなるべく遅くすることにより、機体の抵抗を減少させ、エンジンの必要推力を小さくす
ることで騒音を軽減する進入方式。 

※低フラップ角着陸方式：浅いフラップのまま着陸することにより、機体の空気抵抗の減少に見合うエンジン出力が減少される方式。 

れています。

一般には芳香といわれるコーヒーの焙煎臭

やパン焼きの臭い等も、周辺状況や臭いの強

さによっては悪臭となり得るため、すべての事

業者が悪臭発生源になり得るということを自覚

し、臭気対策に配慮することが大切です。

(4) 悪臭防止対策 

悪臭防止法に基づき、知事は町村の区域に

ついて、市長は市の区域内の地域について、規

制地域を指定し、規制基準を設定しています。

従来は、アンモニアや硫化水素など、不快な

臭いの原因となる 22 種類の特定悪臭物質に

ついて、物質ごとに濃度基準を定め規制する

物質濃度規制が行われてきましたが、県では

物質濃度規制に代えて臭気指数規制（人が感

じる臭いの強さを基準とする規制）の導入を推

進しています。 

臭気指数は、人の嗅覚によって臭気を測定

するため、複数の臭いが入り混じった複合臭や

未規制物質への対応が可能であること、特定

悪臭物質濃度測定方法より分析費が安価であ

ること等の長所があります。 

令和５年10月現在、14市16町が臭気指数

規制を導入しており、臭気指数規制の更なる導

入を推進していきます。 

また、悪臭は、他法令の規制対象施設から発

生することも多く、自治体間及び関係機関との

連携が重要であるため、本県では、工場・事業

場等に指導を行う市町村を対象とした研修会

を毎年開催するとともに、技術的な助言等を行

っています。 

悪臭防止法に基づく規制地域及び規制内容 
(令和5年10月1日現在) 

規制方法 市町村名 規制内容 

臭気指数規制※1

飯塚市、筑後市、行橋市、豊前市、中間

市、筑紫野市、春日市、大野城市、太宰

府市、古賀市、福津市、うきは市、宇美

町、篠栗町、志免町、須恵町、新宮町、久

山町、粕屋町、芦屋町、岡垣町、遠賀町、

小竹町、鞍手町、桂川町、大刀洗町、大

任町 

全域臭気指数12※2で規制 

朝倉市、苅田町 
Ａ区域及びＢ区域に分けて規制 

（Ａ区域は臭気指数12、Ｂ区域は臭気指数15※3） 

臭気指数規制及び 

物質濃度規制 
八女市 

旧八女市（旧上陽町を含む）、旧立花町の区域は、全

域臭気指数12で規制 

旧黒木町、旧星野村、旧矢部村は全域Ａ区域として物

質ごとに規制 

物質濃度規制 
制規にとご質物てけ分に域区Ｂと域区Ａ町巻水、市方直

上記以外28市町村※4 全域Ａ区域として物質ごとに規制 
※1 臭気指数規制は、人の嗅覚により「におい」の強さを測定し評価する方法により規制を行うものです。   

この測定方法は「嗅覚測定法」と呼ばれ、測定したい「におい」を希釈していき、においを感じなくなった時点の希釈倍数（臭気濃度）の対
数を 10倍した数値（臭気指数）で、においの強さを表します。 臭気指数＝10×log[臭気濃度]

※2 臭気指数12は、「何のにおいであるかが分かる弱いにおい」を表します。
※3 臭気指数15は、「楽に感知できるにおい」を表します。 
※４ 広川町は、令和６年４月１日に、物質濃度規制から臭気指数規制に変更

(注) 市の区域については、各市において規制地域・規制内容を定めています。 

２ 環境放射線 

【環境保全課】 

県内の各地域における放射線量を測定する

ため、地域ごとに固定型の放射線測定器（モニ

タリングポスト）を設置し、県内9か所で常時測

定を行っています。また、県保健環境研究所

（太宰府市）において、ゲルマニウム半導体検

出器と呼ばれる放射能の検出装置を使用し、

水道水や大気中から降下してくる雨やちり等に

含まれる放射能を測定しています。これらの測
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定データは、平成 24（2012）年 9 月に開設し

た「ふくおか放射線・放射能情報サイト」

(URL:https://houshasen.pref.fukuoka

.lg.jp)で公表しています。 

ふくおか放射線・放射能情報サイト

(URL:https://houshasen.pref.fukuoka.lg.jp)

３ 花粉症対策 

【林業振興課】 

スギ花粉症は国民の 4 割が罹患していると

も言われており、社会問題となっています。 

花粉症対策の一環として、県内では平成 21

（2009）年度から少花粉スギ苗木の生産が開

始され、令和４（202２）年度には約９２万本が

生産されました。 

さらに、平成 28（2016）年度から少花粉ス

ギ苗木の植栽に対する支援強化を実施してい

ます。 

４ 地盤沈下 

【農村森林整備課、環境保全課、 

水資源対策課】 

(1) 地盤沈下の現況 

本県及び佐賀県にまたがる筑後・佐賀平野

には、有明粘土層と呼ばれる沖積
ちゅうせき

層（沖積粘

土層）※が分布していますが、含水比が高く極

めて軟弱であるため、地下水位の低下による

地盤沈下が生じやすいと言われています｡ 

筑後平野の地盤沈下は、昭和 45（1970）年

に実施された国土地理院の 1 級水準測量で沈

下の兆候が認められ、さらに、48（1973）年～

49（1974）年の測量で年間最大約5㎝の沈下

が認められました。 

地盤沈下は、筑後平野南部の柳川市、みや

ま市等の地域で、主として農用地において発生

し、地元農家に被害が生じていました。このた

め、昭和50年代後半から九州農政局などによ

り原因究明調査が実施されましたが、地盤沈下

の原因が特定されるまでには至っていません。 

地盤沈下の実態を把握するためには、広範

囲にわたる地盤沈下量の観測を実施する必要

があるため、本県では、5市1町（大牟田市、柳

川市、筑後市、大川市、みやま市、大木町）に水

準測量観測点を設置し、昭和 60（1985）年か

ら地盤沈下の観測を行っています。 

本県で観測された沈下量は、過去最大値で

11.8cm/年（昭和62（1987）年2月）、累計沈

下量は､最大値で8８.５cm（60（1985）年3月

～令和５（202３）年 2 月）に達していますが、

近年は一部で隆起傾向が見られる地域もあり

※沖積
ちゅうせき

層：最後の氷期の最低温期（約 2 万年前）以後に台地を刻む谷を埋めて堆積した、軟らかで水を含んだ粘土・泥炭などです。

（出典：広辞苑第6版） 

※湛水
たんすい

防除事業：立地条件の変化によって排水不良となった地域にポンプ等の排水施設を設置し、田畑などの冠水被害を未然に防ぐものです。 

ます｡ 

令和４（202２）年度は、11１点の観測を実施

しました。４(202２）年2月～５（202３）年2月

の単年度の最大沈下量は約 1.０cm、最大隆起

量は0.８cmでした。 

地盤変動観測結果 

(2) 地盤沈下対策 

筑後平野における地盤沈下の防止と地下水

の適正な保全を図り、同地区の実情に応じた

総合的な対策を推進するため、国や県などによ

り、地盤沈下の観測､地下水位や地下水採取量

の調査のほか、地盤沈下対策に関連した事業

として、地盤沈下に起因して排水不良となった

農地等では湛
たん

水
すい

防除事業※が実施されていま

す｡

また、国は平成 3（1991）年 3 月、「筑後・佐

賀平野地盤沈下防止等対策要綱推進協議会」

（事務局：国土交通省水管理・国土保全局）を設

置し、地盤沈下防止等のための情報交換を実

施しています｡ 

本県では、平成 13（2001）年 3 月に、「福岡

県筑後平野南部地区地盤沈下対策構想」を策

定するとともに、庁内に「福岡県筑後平野南部

地区地盤沈下・海底陥没対策連絡会」（事務局：

農林水産部農村森林整備課）を設置し、対策に

ついて協議しています。 

５ 学校に及ぼす公害の状況と対策 

【教育庁教育総務部施設課】

(1) 被害の概況

公害（騒音、大気汚染)の被害・影響を受けて

いる学校は、騒音 1４１校（県下公立学校の

12.0％）、大気汚染0校（同0％）です。 

学校における公害の被害の状況
(令和5年5月1日現在) 

騒   音 

発生源 学校数 

航空機    114(6) 

自動車等  25  

電（列）車等   2 

計 141(6) 

大 気 汚 染 

発生源 学校数 

工場・事業所のばい煙  0 

計  0 

 ( )内は内数で、県立学校数

(2) 対策 

ア 騒音 

航空機騒音対策は、国土交通省及び防衛省

の騒音防止対策事業として、国の補助により、

校舎の改築、騒音防止装置等の整備を行って

います。

航空基地等周辺における学校防音改築工事実施状況 
（令和5年 5月 1日現在） 

区   分 

令和4年度 

までに実施

済の学校 

今後必要と

思われる 

学校 

計 

福岡 

空港 

県立   1 0   1 

市町村立  35 0  35 

芦屋 

基地 

県立   2 0   2 

市町村立  29 5  34 

築城 

基地 

県立   3 0   3 

市町村立  39 0  39 

計 
県立   6 0   6 

市町村立 103 5 108 

イ 大気汚染 

大気汚染地域における学校の校舎改築及び

公害防止工事を国の補助により行っています。
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また、万が一の事態に備え、本県では国の原

子力災害対策指針等に基づき、平成 28

（2016）年2月に「緊急時モニタリング計画」及

び実施要領を策定しています。 

この計画に基づき、県内23地点に可搬型の

放射線測定器（サーベイメータ）を配備するな

ど、緊急時に直ちに県内全域の放射線量を測

定する体制を整備しています。さらに UPZ 内

（緊急時防護措置を準備する区域：原子力発電

施設からおおむね 30km）の 7 か所に固定式

電子線量計を設置するとともに、移動しながら

放射線量を測定することができる環境放射線

モニタリングカーを導入する等、監視強化に努

めています。 
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定データは、平成 24（2012）年 9 月に開設し

た「ふくおか放射線・放射能情報サイト」

(URL:https://houshasen.pref.fukuoka

.lg.jp)で公表しています。 

ふくおか放射線・放射能情報サイト

(URL:https://houshasen.pref.fukuoka.lg.jp)

３ 花粉症対策 

【林業振興課】 

スギ花粉症は国民の 4 割が罹患していると

も言われており、社会問題となっています。 

花粉症対策の一環として、県内では平成 21

（2009）年度から少花粉スギ苗木の生産が開

始され、令和４（202２）年度には約９２万本が

生産されました。 

さらに、平成 28（2016）年度から少花粉ス

ギ苗木の植栽に対する支援強化を実施してい

ます。 

４ 地盤沈下 

【農村森林整備課、環境保全課、 

水資源対策課】 

(1) 地盤沈下の現況 

本県及び佐賀県にまたがる筑後・佐賀平野

には、有明粘土層と呼ばれる沖積
ちゅうせき

層（沖積粘

土層）※が分布していますが、含水比が高く極

めて軟弱であるため、地下水位の低下による

地盤沈下が生じやすいと言われています｡ 

筑後平野の地盤沈下は、昭和 45（1970）年

に実施された国土地理院の 1 級水準測量で沈

下の兆候が認められ、さらに、48（1973）年～

49（1974）年の測量で年間最大約5㎝の沈下

が認められました。 

地盤沈下は、筑後平野南部の柳川市、みや

ま市等の地域で、主として農用地において発生

し、地元農家に被害が生じていました。このた

め、昭和50年代後半から九州農政局などによ

り原因究明調査が実施されましたが、地盤沈下

の原因が特定されるまでには至っていません。 

地盤沈下の実態を把握するためには、広範

囲にわたる地盤沈下量の観測を実施する必要

があるため、本県では、5市1町（大牟田市、柳

川市、筑後市、大川市、みやま市、大木町）に水

準測量観測点を設置し、昭和 60（1985）年か

ら地盤沈下の観測を行っています。 

本県で観測された沈下量は、過去最大値で

11.8cm/年（昭和62（1987）年2月）、累計沈

下量は､最大値で8８.５cm（60（1985）年3月

～令和５（202３）年 2 月）に達していますが、

近年は一部で隆起傾向が見られる地域もあり

※沖積
ちゅうせき

層：最後の氷期の最低温期（約 2 万年前）以後に台地を刻む谷を埋めて堆積した、軟らかで水を含んだ粘土・泥炭などです。

（出典：広辞苑第6版） 

※湛水
たんすい

防除事業：立地条件の変化によって排水不良となった地域にポンプ等の排水施設を設置し、田畑などの冠水被害を未然に防ぐものです。 

ます｡ 

令和４（202２）年度は、11１点の観測を実施

しました。４(202２）年2月～５（202３）年2月

の単年度の最大沈下量は約 1.０cm、最大隆起

量は0.８cmでした。 

地盤変動観測結果 

(2) 地盤沈下対策 

筑後平野における地盤沈下の防止と地下水

の適正な保全を図り、同地区の実情に応じた

総合的な対策を推進するため、国や県などによ

り、地盤沈下の観測､地下水位や地下水採取量

の調査のほか、地盤沈下対策に関連した事業

として、地盤沈下に起因して排水不良となった

農地等では湛
たん

水
すい

防除事業※が実施されていま

す｡

また、国は平成 3（1991）年 3 月、「筑後・佐

賀平野地盤沈下防止等対策要綱推進協議会」

（事務局：国土交通省水管理・国土保全局）を設

置し、地盤沈下防止等のための情報交換を実

施しています｡ 

本県では、平成 13（2001）年 3 月に、「福岡

県筑後平野南部地区地盤沈下対策構想」を策

定するとともに、庁内に「福岡県筑後平野南部

地区地盤沈下・海底陥没対策連絡会」（事務局：

農林水産部農村森林整備課）を設置し、対策に

ついて協議しています。 

５ 学校に及ぼす公害の状況と対策 

【教育庁教育総務部施設課】

(1) 被害の概況

公害（騒音、大気汚染)の被害・影響を受けて

いる学校は、騒音 1４１校（県下公立学校の

12.0％）、大気汚染0校（同0％）です。 

学校における公害の被害の状況
(令和5年5月1日現在) 

騒   音 

発生源 学校数 

航空機    114(6) 

自動車等  25  

電（列）車等   2 

計 141(6) 

大 気 汚 染 

発生源 学校数 

工場・事業所のばい煙  0 

計  0 

 ( )内は内数で、県立学校数

(2) 対策 

ア 騒音 

航空機騒音対策は、国土交通省及び防衛省

の騒音防止対策事業として、国の補助により、

校舎の改築、騒音防止装置等の整備を行って

います。

航空基地等周辺における学校防音改築工事実施状況 
（令和5年 5月 1日現在） 

区   分 

令和4年度 

までに実施

済の学校 

今後必要と

思われる 

学校 

計 

福岡 

空港 

県立   1 0   1 

市町村立  35 0  35 

芦屋 

基地 

県立   2 0   2 

市町村立  29 5  34 

築城 

基地 

県立   3 0   3 

市町村立  39 0  39 

計 
県立   6 0   6 

市町村立 103 5 108 

イ 大気汚染 

大気汚染地域における学校の校舎改築及び

公害防止工事を国の補助により行っています。
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また、万が一の事態に備え、本県では国の原

子力災害対策指針等に基づき、平成 28

（2016）年2月に「緊急時モニタリング計画」及

び実施要領を策定しています。 

この計画に基づき、県内23地点に可搬型の

放射線測定器（サーベイメータ）を配備するな

ど、緊急時に直ちに県内全域の放射線量を測

定する体制を整備しています。さらに UPZ 内

（緊急時防護措置を準備する区域：原子力発電

施設からおおむね 30km）の 7 か所に固定式

電子線量計を設置するとともに、移動しながら

放射線量を測定することができる環境放射線

モニタリングカーを導入する等、監視強化に努

めています。 
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６ 畜産経営環境保全の現状と対策 

【畜産課】 

(1) 畜産経営における環境問題の現況 

畜産経営においては、飼養規模の拡大や地

域における混住化の進行を背景として、家畜排

せつ物による悪臭や水質汚濁といった環境問

題への関心が高まっていることから、周辺地域

と調和した畜産経営の確立が図られています。

本県における令和４（202２）年度の畜産経

営に起因する環境問題(苦情)の発生件数は、

前年より減少し、2５件です。

畜種別では、肉用牛８件（３２.０％）、乳用牛

７件（２８.０％）、採卵鶏６件（２４.０％）、豚３件

（１２.０％）、ブロイラー１件（４.０％）となってい

ます。戸数に対する畜種別の苦情発生割合は、

採卵鶏が最も高く８.１％、次いで豚が６.８％と

なっています。 

発生原因別では、悪臭関連が７２.０％で最も

多く、悪臭と害虫が１２.０％、水質が４．０%、水

質と悪臭が４.０％となっています。 

畜産環境問題発生件数の推移 

畜産環境問題の発生原因 

(2) 畜産経営における環境保全対策 

平成 11（1999）年 11月、家畜排せつ物の野

積み、素掘りといった不適切な処理に起因して

発生する環境問題に対処するため、「家畜排せ

つ物の管理の適正化及び利用の促進に関する

法律」が施行され、関係者が一体となって畜産

環境対策に係る施策を推進してきた結果、法律

に基づく管理基準は全ての適用対象農家にお

いて遵守される状況となっています。 

その一方で、畜産経営の大規模化、地域的

偏在に起因して、生産したたい肥を自らの経営

内で、あるいは地域内や広域流通により有効

利用することが新たな課題となっています。

また、平成 17（2005）年 3 月に公表された

「環境と調和のとれた農業生産活動規範」にお

いて、環境と調和した農業生産活動を実行する

ための基本的ポイントが示され、家畜排せつ物

の利活用の推進に努めることとなっています。 

このような状況の中で、本県では「福岡県資

源循環型畜産確立基本方針」及び「家畜排せつ

物の利用の促進を図るための計画」（以下「県

計画」という。）を策定し、家畜排せつ物の適切

な処理と利用を促進し、畜産経営による環境問

題発生の防止、地域社会と調和した畜産経営

の確立及びたい肥の流通促進と有効利用を図

るため、次のような対策を講じています。

ア 指導体制の整備 

県及び畜産関係団体による畜産経営技術指

導推進委員会（畜産経営環境保全部会）を県及

び農林事務所段階において開催するとともに、

巡回指導、実態調査を行い、環境保全に関する

啓発、畜産経営に起因する環境問題の発生防

止及び地域からの苦情等への適切な対応を実

施しています。 

イ 家畜排せつ物処理施設の整備 

悪臭・害虫等の環境問題の発生を防止する

とともに、家畜排せつ物を農作物の生産に欠か

せない良質たい肥として利用する地域資源の

循環利用体制を構築するため、県計画に基づ

き、国や県の補助事業や制度資金等を活用し

た家畜排せつ物処理施設機械の整備を推進し

ています。

ウ 環境問題防止対策の推進 

畜産環境問題の発生防止のため、適正な飼

養管理及び家畜排せつ物処理に関する技術指

導を行うとともに、適正な飼養規模の遵守等推

進を図っています。
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第８章 国際環境協力の推進

◆目指す姿

アジア諸地域と構築した人的ネットワークや県内に蓄積された環境技術・ノウハウ等を活用し、

アジアの環境問題の改善、持続可能な社会の構築を促進する社会。 

ＮＰＯや事業者等の民間における国際環境協力が活性化している社会。 

◆指標

指標項目 計画策定時 目標 進捗 

本県が行う 

国際環境協力の案件数 

累計 14 件 

令和2（2020）年度 

累計 27 件 

令和8（2026）年度 

累計 19 件 

令和4（2022）年度 

本県が行う 

国際環境協力に係る 

研修への参加者数 

累計 231 人 

令和2（2020）年度 

累計 315 人 

令和8（2026）年度 

累計 497 人 

令和4（2022）年度 

第8章では、国際環境協力の推進のための取組について記載しています。 

本県に蓄積された環境技術やノウハウを活用し、アジア諸地域の環境問題を解決し、環境と調

和した持続可能な発展に貢献することを目指し、様々な施策を行っています。 

 

 

本県に蓄積された環境技術やノウハウを活用し、アジア諸地域の環境課題を解決し、環境と調和

した持続可能な発展に貢献することを目指しています。 

第１節 環境技術・ノウハウを活用した国際環境協力の推進 

 

 

 

１ アジア諸地域との環境協力 

【環境政策課】 

アジア諸地域の環境問題の解決に貢献する

ため、本県に蓄積された環境技術やノウハウな

どを活用し、同地域への環境協力を推進してい

ます。 

環境協力を円滑に推進するため、平成 23 

（2011）年度に外部有識者から構成された「ア

ジア自治体間環境協力会議」を設置し、同会議

による助言・協力の下、次の事業を実施してい

ます。 

(1) 国際環境人材育成事業 

アジア諸地域から環境施策の中核を担う行

政官を本県に招き、環境技術や政策等に関す

る研修を、平成 18（2006）年度から実施して

います。本研修の実施により、同地域における

環境問題の解決に貢献するとともに、環境分野

における人的ネットワークの構築を目指してい

ます。 

令和元（2019）年度までに 231 人の研修員

を受け入れました。２（２０２０）年度～４（２０２２）

年度は新型コロナウイルス感染症の影響等に

よりオンラインで研修を実施し、２６６人の研修

員が参加しました。 

研修では、例年、大気汚染や廃棄物など現地

の環境課題をテーマとする「個別テーマコース」

と、個別の協力事業の課題に対応する「個別プ

ロジェクト推進コース」を実施しています。令和

４（２０２２）年度の個別プロジェクト推進コース

では、タイ・バンコク都の行政官を対象に、ごみ

の分別に関する住民啓発をテーマとしたオンラ

イン研修を実施しました。 

個別プロジェクト推進コースオンライン研修の様子 

 

(2) 国際環境協力事業 

ベトナム・ハノイ市及び中央政府、中国・江蘇

省、タイ・中央政府及びバンコク都、インド・デリ

ー準州における環境改善に貢献するため、国

際環境人材育成事業等を通して構築した人的

ネットワークを活用して、環境協力を実施して

います。 

ア ベトナム・ハノイ市 

ベトナム・ハノイ市とは、ＪＩＣＡ草の根事業を

活用し、環境に配慮した廃棄物埋立場である福

岡方式廃棄物処分場をハノイ市で初めて導入

するため、本県専門家を派遣し、処分場の整備

に係る技術支援を行ってきました。 

平成 27（2015）年 6 月に、福岡方式による

スァンソン廃棄物処分場が竣工し、令和 2

（2020）年７月、埋立後の技術指導の終了に伴

い、処分場における支援事業を終了しました。 

令和３（2021）年度からは、環境省の「脱炭

素社会実現のための都市間連携事業」を活用

して、ハノイ市の環境改善と脱炭素化を促進す

るため、脱炭素・低炭素社会形成への取組や、

環境技術の導入を支援するための調査を実施

しています。 

イ ベトナム・中央政府 

ベトナム・中央政府とは、ハノイ市以外のベト

ナム国内における福岡方式廃棄物処分場の普
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広域市、全羅南道、慶尚南道、済州特別自治道）

で環境技術交流事業を行っています。 

令和 3（2021）年度からは、「環境政策・研究

事例発表会」を実施しています。 

会議の様子

(4) 福岡方式廃棄物最終処分場の紹介・解説動

画の作成 

令和４(2022)年度、福岡方式廃棄物最終処

分場の構造や処分場内での水・空気の動きな

どを英語・タイ語・ベトナム語・日本語で分かり

やすく解説する動画を作成しました。海外での

同方式の導入を支援していきます。

及展開支援を実施しています。 

現在は、ＪＩＣＡ草の根事業を活用し、ベトナ

ム・フエ省での福岡方式廃棄物処分場の整備

に係る技術支援を行っています。

ウ 中国・江蘇省 

中国・江蘇省とは、平成 26（2014）年度から

環境省の「中国大気環境改善のための都市間

連携事業」を活用して、受入研修やモデル事業

等、江蘇省の大気環境の改善に向けた取り組

みを実施してきました。 

また、中国・南京市で開催される「国際生態

環境新技術大会」において、県内環境関連企業

の出展を支援しています。（令和 3，４年度は新型

コロナウイルス感染症の影響により中止）

エ タイ・バンコク都 

タイ・バンコク都とは、バンコク都が重要課題

としていた環境教育を支援してきました。 

本県の環境教育副読本を参考にした、バンコ

ク都版環境教育副読本の作成に協力し、平成

28（2016）年5月から都内の3つの小学校に

おいて、この副読本を使用した環境教育授業が

開始されました。 

平成29（2017）年5 月、環境教育の実施校

は 12 校に拡大、8 月には、新たに環境教育を

開始した小学校の教員を対象に受入研修を実

施しました。 

また、平成 30（2018）年 3 月には現地で専

門家による教員向け研修会を実施し、令和元

（2019）年11月には、環境教育の実施校が80

校に拡大したことを確認しました。 

現在は、3Ｒ分野での住民への環境意識啓発

支援を行っています。 

オ タイ・中央政府 

タイ・中央政府とは、福岡方式廃棄物処分場

のタイ国内への導入を目指し、ＪＩＣＡ草の根事

業を活用して専門家を派遣し、処分場の整備に

係る技術支援を行ってきました。 

平成27（2015）年9月、ナコンラチャシマ県

シーキウ市において福岡方式廃棄物処分場が

竣工しました。 

平成28（2016）年8月には環境分野での協

力関係の強化を図るため、タイ国天然資源環境

省公害対策局と環境協力協定を締結しました。 

平成29（2017）年4 月から令和2（2020）

年度まで、再びＪＩＣＡ草の根事業を活用し、福

岡方式廃棄物処分場の普及展開への支援や、

住民向けの３Ｒ啓発を支援しました。

現在は、モデル処分場であるシーキウ市処分

場の維持管理に関する技術協力や、現地セミナ

ーへの参加を通じた福岡方式廃棄物処分場の

普及展開支援等を実施しています。 

タイ・シーキウ市処分場の埋立状況 

カ インド・デリー準州 

インド・デリー準州とは、平成19（2007）年3

月に友好提携を締結しました。 

平成30（2018）年 1月、福岡県・デリー準州

友好提携 10 周年記念事業として、大気環境セ

ミナーを開催しました。また、友好提携の協力

内容に大気汚染が明記されたことを受けて、

30（2018）年度は国際環境人材育成研修に大

気担当の行政官を受け入れました。 

令和元（2019）年度は、引き続き国際環境人

材育成研修に、行政官を受け入れるとともに、

新たに大気汚染改善に係る協力事業構築に向

けた基礎調査を実施しました。 

(3) 日韓海峡沿岸県市道環境技術交流事業 

平成４（1992）年度に開催された「日韓海峡

沿岸県市道知事交流会議」（日韓知事サミット）

の合意に基づき、九州北部３県（福岡県、佐賀

県、長崎県）及び山口県（12（2000）年度から

参加）の日本側4県と韓国南岸1市3道（釜山
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広域市、全羅南道、慶尚南道、済州特別自治道）
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第２節 民間及び国連機関と連携した国際環境協力の促進 

１ 県内環境関連企業の海外展開に対する

支援 

(1) 福岡県環境技術ビジネス WEBセミナー 

【環境政策課】 

令和2（2020）年度に「福岡県環境関連企業

技術ガイドブック」を作成し、本県に拠点を構え

る企業が有する環境技術について、国内外へ

の情報発信を行ってきました。 

本県で培われてきた環境技術を海外に発信

し、県内環境関連企業の円滑な海外展開・ビジ

ネスマッチングに繋げることを目的に、令和４

（2022）年度は、ベトナム及びタイを対象とした

「環境技術ビジネスＷＥＢセミナー」を開催しま

した。セミナー開催後は、セミナー参加の県内

企業に対し、本県商工部によるオンライン商談

会を実施しました。 

令和５（２０２３）年度は、上記セミナー参加企

業を中心に、商談相手となる現地企業の更なる

開拓を実施することで、県内企業の更なる海外

展開を支援します。 

(2) グリーンアジア国際戦略総合特区 

【商工政策課】 

〔総合特別区域法〕 

本県の先進的な環境技術を活かして、環境

を軸とした産業の国際競争力を強化するため、

グリーンイノベーションの新たな創造をさらに

推し進め、アジアの活力を取り込み、アジアか

ら世界に向けて展開する「グリーンアジア国際

戦略総合特区」を推進します。（詳細は第２章に

記載） 

(3) 環境関連産業の海外展開［福岡アジアビジ

ネスセンター（福岡ＡＢＣ）］について 

【新事業支援課】 

ア 設置目的 

急速に発展するアジアにおいては、今後も市

場の更なる拡大が見込まれています。県内中

小企業の今後の発展のためには、アジア市場

の拡大をチャンスと捉え、グローバルにビジネ

スを展開していくことが重要です。 

このため、本県では、「福岡アジアビジネスセ

ンター」を設置して、県内中小企業が積極的に

海外展開できるよう、情報提供から現地サポー

トに至るまでワンストップで支援を行います。 

イ 支援内容 

(ｱ) 個別コンサルティング 

海外でのビジネス経験豊かなセンター常勤

スタッフが随時相談に応じるとともに必要な情

報を提供します。また、国別・分野別の登録アド

バイザーが具体的案件に応じて、国内及び現

地において個別にサポートを行います。 

(ｲ) 学習・交流 

アジアに展開している企業等から講師を招き、

海外展開に役立つ情報等を提供するセミナー

を実施しています。 

学習セミナーの様子 

本県には、蓄積された環境技術やノウハウがあり、環境に関わる先端技術や産業の集積がありま

す。本県では、これらの環境関連産業のアジアへのビジネス展開を支援し、アジアにおける環境問

題の解決に貢献することを目指しています。 

また、海外ビジネススキルの学習に加え、学

習したスキルを活かすための商談実践の場を

提供することにより、県内中小企業の海外販路

拡大を支援します。 

(ｳ) 情報ハブ 

海外の現地情報を収集し、提供します。また、

県の施策はもとより、ＪＥＴＲＯ、商工会議所、銀

行等関係機関が実施するセミナー、商談会、海

外見本市出展等の情報を集約し、活用します。 

(ｴ) ビジネスサポート 

商談会や個別のビジネスマッチング等を通じ

て、販路開拓等を支援します。 

また、留学生サポートセンターと連携し人材

面での支援を行います。 

２ 国連ハビタット福岡本部運営支援事業 

【国際局】 

国連ハビタットは、開発途上国における住居

や道路などの整備の支援、安全な水の供給や

廃棄物の処理など、人々の居住環境に関わる

様々な分野で活動を行っています。 

国連ハビタット福岡本部は、平成 9（1997）

年に設立され、九州唯一の国連機関としてアク

ロス福岡（所在地：福岡市）に事務所を設置し、

イランから太平洋諸国に至る４２か国を管轄し

ています。本県は、福岡市、地元経済界とともに、

国連ハビタット福岡本部の活動を支援していま

す。 

国連ハビタット福岡本部は、アジア太平洋地

域において、アフガニスタンにおける住民参加

型の都市開発支援計画をはじめ、令和４（202

２）年 12 月末時点で７０の事業を実施していま

す。プロジェクト総予算は、約2１７億円です。国

連ハビタット福岡本部の下、アジア太平洋地域

に約400名の職員が働いています。 

国連ハビタット福岡本部は、県内の自治体や

環境関連企業が有する優れた環境技術やノウ

ハウを、アジアの都市に紹介し、普及する活動

も行っています。本県は、国連ハビタット福岡本

部の活動支援を通じて、アジア太平洋地域の居

住環境改善に貢献しています。 
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第２節 民間及び国連機関と連携した国際環境協力の促進 
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【商工政策課】 
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本県の先進的な環境技術を活かして、環境

を軸とした産業の国際競争力を強化するため、
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戦略総合特区」を推進します。（詳細は第２章に
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ネスセンター（福岡ＡＢＣ）］について 

【新事業支援課】 

ア 設置目的 

急速に発展するアジアにおいては、今後も市

場の更なる拡大が見込まれています。県内中

小企業の今後の発展のためには、アジア市場

の拡大をチャンスと捉え、グローバルにビジネ

スを展開していくことが重要です。 

このため、本県では、「福岡アジアビジネスセ

ンター」を設置して、県内中小企業が積極的に

海外展開できるよう、情報提供から現地サポー

トに至るまでワンストップで支援を行います。 
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(ｱ) 個別コンサルティング 

海外でのビジネス経験豊かなセンター常勤

スタッフが随時相談に応じるとともに必要な情
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提供することにより、県内中小企業の海外販路

拡大を支援します。 
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海外の現地情報を収集し、提供します。また、

県の施策はもとより、ＪＥＴＲＯ、商工会議所、銀

行等関係機関が実施するセミナー、商談会、海

外見本市出展等の情報を集約し、活用します。 
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商談会や個別のビジネスマッチング等を通じ

て、販路開拓等を支援します。 

また、留学生サポートセンターと連携し人材

面での支援を行います。 

２ 国連ハビタット福岡本部運営支援事業 

【国際局】 

国連ハビタットは、開発途上国における住居

や道路などの整備の支援、安全な水の供給や

廃棄物の処理など、人々の居住環境に関わる

様々な分野で活動を行っています。 

国連ハビタット福岡本部は、平成 9（1997）

年に設立され、九州唯一の国連機関としてアク

ロス福岡（所在地：福岡市）に事務所を設置し、

イランから太平洋諸国に至る４２か国を管轄し

ています。本県は、福岡市、地元経済界とともに、

国連ハビタット福岡本部の活動を支援していま

す。 

国連ハビタット福岡本部は、アジア太平洋地

域において、アフガニスタンにおける住民参加

型の都市開発支援計画をはじめ、令和４（202

２）年 12 月末時点で７０の事業を実施していま

す。プロジェクト総予算は、約2１７億円です。国

連ハビタット福岡本部の下、アジア太平洋地域

に約400名の職員が働いています。 

国連ハビタット福岡本部は、県内の自治体や

環境関連企業が有する優れた環境技術やノウ

ハウを、アジアの都市に紹介し、普及する活動

も行っています。本県は、国連ハビタット福岡本

部の活動支援を通じて、アジア太平洋地域の居

住環境改善に貢献しています。 


